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平成31年度予算における事業評価の取組 
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Ⅰ
事後検証による
評価

事業局 662
事業実施に伴う成果や決算状況の検証を徹底し、必要
性や有益性のほか、執行体制や将来への影響などにも
十分に留意した上で、今後の対応を評価

4

Ⅱ 自律的経費評価 事業局 425
各局の創意工夫を促すという観点から、経常的・定型
的な経費について、各局の責任の下で自主的・自律的
な検証に基づく評価を実施

107

Ⅲ
情報システム
関係評価

事業局・情通 26
情報システムの開発・運用に当たり、費用対効果を高
める観点から、有効性やコストを検証 172

Ⅳ
監理団体への
支出評価

事業局・行革 42
監理団体への支出を通じて実施する事業について、必
要性や有益性、団体が実施する妥当性などを検証 175

Ⅴ
報告団体への
支出評価

事業局 5
報告団体への支出を通じて実施する事業について、必
要性や有益性、団体が実施する妥当性などを検証 180

Ⅵ
執行体制の見直し
を伴う事業評価

事業局・人事 2
効率的・効果的な事業執行を図る観点から、執行体制
を含めた事業の実施方法などを検証 181

Ⅶ
監査結果に基づき
見直しを図る
事業評価

事業局
行革・監査 3

監査結果に基づく見直し内容を迅速かつ的確に予算に
反映するため、効率性等の観点から、改善内容などを
検証

182

Ⅷ
複数年度契約の
活用を図る
事業評価

事業局・経理 23
単年度契約のほか、債務負担行為や長期継続契約によ
る複数年度契約の活用も含めた、最適な契約方法を分
析・検証

183

Ⅸ
エビデンス・ベー
ス（客観的指標）
による評価

事業局・行革
財運・建保 20

施設の整備・改修や重要資産の購入、補助・委託事業
の実施等に当たり、統計データや技術的指標などのエ
ビデンス・ベース（客観的指標）により事業の妥当性
等を検証

186

1,208

連携部署

合 計

連携部署　…　行革：総務局行政改革推進部、情通：総務局情報通信企画部、人事：総務局人事部、経理：財務局経理部、
財運：財務局財産運用部、建保：財務局建築保全部、監査：監査事務局

評価の種類 公表件数 掲載頁概 要

平成31年度予算における事業評価の取組 

実 ： 2020年に向けた実行プラン事業   改 ： 2020改革の成果を活用した事業  

     期 ： 事業終期到来事業   特 ： 特別会計（準公営企業会計を含む）の事業 

     歳 ： 歳入に着目した事業 

凡  例 

● 限られた財源の中で都政の諸課題に的確に対応していくため、都は予算編成の一環として事業

評価を実施し、一つひとつの事業の効率性・実効性を向上させる継続的な取組（マネジメント

サイクル）を行っています。

● 事業評価は、関係部局と連携した専門的視点からのチェック、新たな公会計手法の活用や終期

を迎える事業に対する事後検証の徹底などを通じ、予算編成の過程で多面的な検証を行う取組

であり、評価手法の一覧と評価結果は以下のとおりとなっています。
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Ⅰ　事後検証による評価【公表対象662件】
 （単位：千円）

平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

改

改

4

現状と課題

連携強化のための連絡会の体系を
見直し、情報連絡会・分野別情報
連絡会・防災連絡会に再編

都と在京大使館等との相互交流及
び親善関係深化を目的に情報連絡
会等を実施

在京大使館等
との連携強化

1

１　見直し・再構築（236件）

政策企画局

取 組 内 容局名 ・ 事業名

姉妹友好都市
等との職員相
互派遣

各局が派遣対象都市の十分な情報
を有していないことや、派遣都市
との調整が難航することにより、
派遣の具体化が課題

対象都市にロサンゼルス市を追加
し、各都市の具体的な受入プログ
ラムや受入可能施設等の情報を事
前に調査し、各局へ提示すること
で、相互派遣を具体化

2
知事の海外出
張

東京2020大会の成功や姉妹友好都
市等との関係強化に向けて海外出
張を実施

これまで事業者から出張毎に携帯
電話機器を借り上げていたが、都
所有のＳＩＭフリースマートフォ
ンにグローバルＳＩＭカードを出
張毎にチャージする方法に変更す
ることで、経費を縮減

9,938 

41,882 

14,336 

8,625 

10,250 

5,464 

10,013 

42,732 

14,365 

11,630 

10,374 

5,491 

3
海外主要都市
等主催行事へ
の参加

国際会議など、東京の施策等を英
語で発表する機会が多く、発表者
の高い英語プレゼンテーション能
力が必要

発表者の英語でのプレゼンテー
ション能力を向上させるために、
一部経費を見直しつつ、新たに外
部の専門講師に英語のプレゼン
テーション指導を依頼

6
危機管理ネッ
トワーク

海外都市と危機管理に関する知
見・経験・ノウハウの共有を図る
目的で危機管理会議等を実施

現地での連絡調整用携帯電話の手
配手法を見直すことで、経費を節
減

セミナー運営に係る業務委託等に
ついて、契約手法を見直すことで
効率的な事業執行を図るととも
に、経費を節減

5
東京グローバ
ルパートナー
ズセミナー

国際部門の責任者が一堂に会し、
東京都と海外諸都市の課題解決や
知見の共有化を図るため、相互の
連携強化を目的としたセミナーを
実施
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 改

実 改

実 改 期

実 改

実 期

実 改

都民安全推進本部

8

ネット利用適
正化・性被害
等防止対策業
務

若年者に対し、性被害等の情報を
ダイレクトに発信するため、日常
的に利用されているＳＮＳ等を活
用した広報を実施

性被害等について、より理解を深
めてもらうため、若年者自身が制
作する啓発動画コンテスト等を実
施

9
家庭での子供
安全啓発事業

子供の行動範囲が広がる小学校入
学期に危険回避能力を高められる
よう、子供が保護者とともに学べ
る動画を作成

動画作成が完了したため、都内小
学校へ配布するリーフレットの配
送単価を見直しつつ配送先を増加
することで動画の視聴を促し、家
庭での安全教育を推進

7
ファミリeルー
ル事業

ネット利用の低年齢化が進む中、
青少年の発達段階に応じた家庭で
の教育・啓発の強化が必要

経費の精査をしつつ、未就学児を
持つ保護者へのネットリテラシー
強化のため、新たに青少年の発達
段階に応じた講座内容への見直し
を実施

11
通学路防犯設
備整備補助事
業

児童の登下校時の安全確保のた
め、平成26年度から30年度までの
間、公立小学校の通学路に防犯カ
メラを整備する区市町村に財政的
支援を行い、概ね整備を完了

引き続き登下校時の安全対策への
需要は高いため、区市町村が登下
校において必要と認める箇所を補
助対象とし、防犯カメラの整備を
促進

10
子供の安全確
保に向けた対
策の推進

子供に防犯教育を行える人材育成
のための研修を実施するととも
に、子供見守り活動の人材発掘と
して都内で活動する市民ランナー
へ意識を啓発

子供防犯教育人材育成の計画人数
を上方修正するとともに、経費の
精査を図りつつ新たな人材発掘と
して、犬の飼い主等を対象とした
啓発で見守り活動等を促進

12
交通弱者の安
全対策

事故全体に占める高齢運転者の割
合が増加傾向の中、免許返納を含
め、高齢者への交通事故防止等に
関する普及啓発を実施

経費の精査をしつつ、講習会に
ディスカッションの時間を取り入
れ、実施時間を延長するなどカリ
キュラムの見直し等を実施

27,610 

8,875 

1,461 

3,710 

96,600 

4,641 

31,158 

11,070 

4,722 

4,463 

121,555 

5,717 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 期

実

実

実

実 改

実 期

戦略政策情報推進本部

14
新興資産運用
業者への支援

日本には諸外国の国際金融セン
ターと比べ資産運用業者が少な
く、特に新興資産運用業者に対す
る育成・振興策が不十分

東京版ＥＭＰファンド創設に係る
補助金の支援規模やミドルバック
コスト軽減のための補助金支給要
件等を見直し、更なる補助金利用
を促進

13

災害時の活用
など多様な課
題を解決する
ための「自転
車整備」支援

自転車の安全性の向上や自転車安
全利用の促進を図るため、自転車
の定期的な点検整備等の促進に係
る事業に取り組む区市町村に補助

区市町村への積極的な働きかけに
より一定の周知ができたため、普
及啓発費を見直しつつ、点検整備
に係る補助を継続し、更なる取組
を促進

17

情報システム
管理事務（タ
ブレット端末
活用事業等）

東京都ＩＣＴ戦略の着実な推進に
向けて各局事業におけるＩＣＴ技
術の導入推進を行うとともに、現
場業務等の効率化に向けた試行や
本庁部長級以上のテレワークの体
験・習熟のため、各局へタブレッ
ト端末を配備

事業と技術のマッチングや、局横
断的な取組を主軸とした各局のＩ
ＣＴ利活用支援を充実させるとと
もに、タブレット端末の配備場所
を見直し、平成31年度は出先部長
級以上へ配備してテレワークの体
験・習熟を促進

16
都内外資系企
業基礎調査

都内外資系企業数など外国企業誘
致事業立案・実施のための基礎
データを調査

外部委託によるアンケート調査等
から既存の公刊物を利用した調査
手法に見直し

15

社会課題の解
決に資するド
ローンの利活
用拡大に向け
た検討

ドローンの利活用により様々な社
会課題の解決を進めるため、利活
用の主体となる民間事業者等によ
る活用促進が必要

民間事業者等へ、ドローンの利活
用の在り方・メリットを広く普及
啓発するとともに、将来的に期待
される先進的な活用の在り方を調
査

18
島しょのイン
ターネット環
境改善

島しょ地域への光ファイバーケー
ブルの整備について、４工区に分
けて整備を行っているが、台風に
よる破損等の補修や、周辺の厳し
い海象条件に対応するため工法の
変更等が必要

合理的かつ経済的な整備方法を検
証しつつ、破損した光ファイバー
ケーブルの補修や未開通部分の整
備等を着実に進め、平成31年度中
の事業完了が目標

60,000 

135,965 

42,261 

500 

106,719 

4,376,002 

121,200 

336,608 

34,322 

10,000 

116,250 

2,408,075 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

改

実 期

実 改

期

総務局

財務局

20

「ふくしま⇔
東京キャン
ペーン」の展
開

福島県では地震、津波に加え原発
事故により、県産品の売れ行き不
振や観光客の減少など風評被害が
続いており、一大消費地である東
京から正確な情報発信や利用拡大
の呼びかけなどの広報展開が必要

効果の高い広報手法によりキャン
ペーンを展開し、風評・風化対策
を強化していくとともに、福島県
の意向を踏まえつつ、民間団体等
との連携拡大など幅広く都民から
の応援を得て、一日も早い復興に
貢献

19
行政改革事務
（サテライト
オフィス）

東京2020大会の混雑緩和への貢献
と新しい働き方の推進に向けて、
常設サテライトオフィスを設置し
たほか、テレワーク・デイズにお
いて１日サテライトオフィスを実
施

東京2020大会時の予行演習と位置
付け、常設のサテライトオフィス
の経費は精査し、平成31年度のテ
レワーク・デイズにおける１日サ
テライトオフィスの設置規模を拡
大

21
高度情報セ
キュリティ人
材の育成

都立産業技術高等専門学校におい
て、平成30年度末に本科の修了生
輩出を予定しているが、専攻科生
に対しても、十分な情報セキュリ
ティ教育を行うとともに、リカレ
ント教育を通じて、教育内容を社
会へ還元することが必要

専攻科に入学する学生に対し、継
続的かつ実践的な情報セキュリ
ティ教育を行うとともに社会人
（都職員を含む）に対し、リカレ
ント教育の機会を提供

23
公有財産関係
事務

各局から用途廃止等により引き継
がれる普通財産について、利活用
がされるまでの間に要する管理経
費を計上しており、財産の適正管
理のため、既設ブロック塀等の安
全対策が必要

土地バンク電算システムの更新終
了に合わせて経費の見直しを行う
とともに、現行法規に適合しない
既設ブロック塀等について、安全
対策を実施するための経費を計上

22
生涯現役都市
の実現

人生100年時代に向けて、シニア
層の学習ニーズに応えるためのプ
ログラムの実施が必要

産業技術大学院大学で「ＡＩＩＴ
シニアスタートアッププログラ
ム」を引き続き実施するととも
に、首都大学東京で「ＴＭＵプレ
ミアム・カレッジ」を新たに開講

24
都庁展望室パ
ノラマガイド
管理委託

都庁展望室パノラマガイドを平成
29年６月より導入し、都庁周辺32
スポットの情報を15言語で紹介し
ており、展望室来訪者が増加する
中、おもてなしの充実等を図るた
め、適切な予算の計上が必要

展望室来訪者の利便性やおもてな
しの質を維持しつつも、契約内容
の見直しを行うことで予算を縮減

4,503 

4,330 

114,256 

144,255 

96,559 

373 

7,391 

4,495 

175,885 

229,200 

16,338 

478 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実

実

主税局

26
電話交換業務
集中化

都税事務所の電話交換業務につい
て集中化を進めてきたが、更なる
納税者サービスの向上を図りつ
つ、実績に応じた見直しが必要

集中化後の実績を踏まえ、契約内
容等の精査を行うことにより、経
費を縮減

25
印刷製本費の
見直し

オリンピック・パラリンピック施
設現場付近に分室を設置し、競技
施設の確実な完成に向け工事監督
業務等を遂行しているが、実績等
を踏まえた経費の適切な見積りが
必要

各種事務に係る印刷製本費につい
て、実績を踏まえ見直しを行うこ
とにより、経費を縮減

29
Ｗｅｂ口座振
替事務

Ｗｅｂ口座振替事務について、書
面のみでの申込受付から、イン
ターネット上での受付も導入する
に当たり、申込環境の円滑な移行
が必要

申込環境を円滑に構築し、口座振
替はがきに係る費用を精査するこ
とにより、経費を縮減

28
データ出力セ
ンター

納税通知書・申告書等の帳票類発
送業務について、業務の効率化を
図るとともに、実績に応じた経費
の適正化が必要

近年の実績等を踏まえ、通数を精
緻に見込むことにより、経費を縮
減

27
固定資産ＧＩ
Ｓ

固定資産ＧＩＳについて、計画的
に運用環境を構築しているが、導
入状況を踏まえた関連経費の適正
化が必要

当該システム関連経費の直近の実
績等を踏まえ、より精緻に見積も
ることにより、全体経費を縮減

30
中央都税事務
所仮庁舎賃借

中央都税事務所の改築工事につい
て、年度内の工期延伸が見込まれ
るため、仮庁舎賃借期間を延長

新庁舎の施工主である国土交通省
や同居予定の国税局等関係者と密
に連携し、仮庁舎の賃借期間を適
正化

894 

77,379 

445,866 

525,821 

5,542 

250,405 

900 

85,052 

520,261 

526,467 

27,357 

239,797 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 改

実 改

実 改

実 期

期

生活文化局

オリンピック・パラリンピック準備局

591,822 

32
市民活動の促
進

地域社会における様々な課題解決
に向けて、都民一人ひとりや多様
な団体がつながり、お互いに支え
あう「共助社会」を目指すこと
で、将来にわたって持続的発展を
する社会の実現を図ることが必要

これまでの気運醸成ＰＲ事業を見
直し、ポータルサイトを開設する
など、新たな取組を実施するとと
もに、大学ボランティアセンター
設置・充実等に向けて幅広く気運
を醸成

31
大田都税事務
所改築工事

大田都税事務所改築工事につい
て、複合行政施設としての用途に
最適な構造・フロアレイアウト等
を比較検討する期間を見込むた
め、設計期間を延長

大田区や関係部署との協議及び情
報共有を迅速かつ適切に行い、設
計段階での複合行政施設機能を最
適化

35

働き盛り世
代・子育て世
代へのアプ
ローチ

子育て世代がスポーツに取り組む
きっかけを作るとともに、スポー
ツ習慣の定着やスポーツの裾野拡
大に向けた取組の実施が必要

子育て中の親子を主な対象とした
スポーツ・レクリエーション事業
に対する支援は終了とし、今後は
区市町村との連携をより強化し、
子育て世代がスポーツを行う機会
の提供に向けた取組を促進

34
TOKYOスポーツ
施設サポー
ターズ事業

東京2020大会に向けて、多くの都
立スポーツ施設等が改修に伴い休
館するため、都民のスポーツ環境
の維持に向けた、協力先の拡大と
利用対象者への積極的な広報が必
要

体育施設の休館等に対応するた
め、スポーツ施設を所有する大学
や民間企業等と連携し、都民のス
ポーツ環境を維持するとともに、
協力先の更なる拡大に向けた取組
を継続して実施

33

「外国人おも
てなし語学ボ
ランティア」
育成事業

東京2020大会の開催を見据え、外
国人観光客等が安心して滞在でき
る環境を整えるため、「外国人お
もてなし語学ボランティア」につ
いて、平成31年度までに５万人の
育成が必要

計画どおり着実に修了者数を確保
してきたことから、実績を踏まえ
て講座に係る経費を見直しつつ、
引き続き５万人育成に向けた取組
を推進

36

駒沢オリン
ピック公園総
合運動場の運
営

施設の管理運営業務を効果的かつ
効率的に行うため、次期指定管理
者の選定が必要

施設の指定管理期間終了に伴い、
効率的な管理運営等を選定基準と
して公募を実施し、施設の効用を
最大限に発揮できる次期指定管理
候補者を選定

38,296 

63,022 

171,791 

1,390 

12,836 

542,472 

14,100 

100,773 

182,129 

1,950 

24,010 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 期

実 期

実 期

実 期

実 期

実

都市整備局

136,994 

39

市街地整備に
関する検討調
査（高砂地
区）

葛飾区が京成本線の立体化を見据
えた駅周辺まちづくりの検討を進
め、都は広域的な観点からこれを
支援しており、駅前広場の位置
や、まちづくりに伴う駅周辺の地
権者や車両基地の移転先が課題

地権者や車両基地の移転先とし
て、都営高砂団地の創出用地活用
を検討しており、区によるまちづ
くりプランも平成30年度中に策定
予定のため、31年度は委託内容を
都住跡地の管理費用のみとし、必
要な経費を計上

38

都市開発諸制
度等を活用し
た都市づくり
調査

「都市づくりのグランドデザイ
ン」で示す都市像を実現するた
め、都市開発諸制度活用方針を戦
略的に運用することが必要

集約型の地域構造への再編に向け
た新たな公共貢献のあり方など、
都市開発諸制度活用方針の見直し
に向けた検討を実施

28,000 

13,119 

41
建築物の耐震
化資金融資制
度

緊急輸送道路沿道建築物の耐震化
は、災害時の被害最小化のために
早急に対策を進めなければならな
いが、建物所有者が耐震化を進め
る上で、費用負担が大きな課題と
なっているため、低利融資による
支援が必要

民間の建物所有者に対して耐震改
修等費用の一部を低利融資する金
融機関を通じて、所有者が行う耐
震改修等に要する資金の借入れを
支援するため、必要な経費を見積
りつつ、過去の実績を踏まえて経
費を縮減

40
緊急輸送道路
沿道建築物耐
震化促進事業

特定緊急輸送道路沿道建築物につ
いては、平成31年度までに耐震化
率90％かつ特に倒壊の危険性が高
い建築物を耐震化する目標を掲げ
ているが、検討委員会の提言を受
け、更なる耐震化推進策が必要

目標達成に向けて、引き続き、区
市町村とも連携しつつ取組を進め
ていくとともに、アドバイザーの
派遣拡充などの促進策に必要な経
費を見積もる一方で、過去実績を
基に経費を縮減

5,976,191 

44,980 

8,044,697 

57,223 

42

耐震化に向け
た普及啓発
（耐震工法・
事例の情報提
供）

木造住宅などの耐震改修に係る工
法等を公募・選定し、パンフレッ
ト等を通じて広く都民へ情報提供
しているが、新たな優れた工法に
ついて、建物所有者に対する効果
的な情報提供が必要

木造住宅などの所有者が耐震改修
等を安心して行えるよう、費用や
工期等の所有者が求める情報を冊
子にまとめて配布するなど着実に
事業を進める一方で、印刷部数を
過年度の配布状況を踏まえて見直
し、経費を縮減

1,700 

1,944 

37
次世代ホープ
発掘事業

東京2020大会に向け選手の発掘・
育成に取り組んできたが、今後も
都の障害者スポーツ振興のレガ
シーとして障害者を本格的なス
ポーツ実施へと導くため、障害者
スポーツに触れる機会を提供する
などの支援が必要

選手の発掘・育成を通じて培った
ノウハウ・経験などを活かしなが
ら、障害者のスポーツ実施に向け
た支援を行い、裾野拡大を含む競
技者の発掘や、スポーツ継続のた
めの取組を実施

64,410 

10,000 

5,608 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 期

実 改

特

実 期

環境局

43
子育てに配慮
した住宅の供
給促進

住宅事業者等から寄せられている
声に応えるため、認定制度に対す
る消費者側の認知度向上を図ると
ともに、実績に応じた適切な予算
見積りが必要

情報ツールを充実させて効果的に
広報展開することで、消費者の認
知度や既存改修型への理解を促進
するとともに、執行見込額を精査
した上で予算を計上

45
優良民間賃貸
住宅等利子補
給事業

相続発生に伴う利子補給の保留
や、相続人決定に伴う保留解除に
よる影響額が増加傾向である一
方、繰上償還額が減少傾向となっ
ており、こうした状況を踏まえ、
適切な予算見積りが必要

繰上償還等の過去の実績を踏ま
え、利子補給の執行見込額を精査
した上で予算を計上

47

中小規模事業
所における環
境性能評価・
クラウド利用
の普及促進

助成金受付及び交付業務が終了し
たため、事業効果を分析し広く普
及することが必要

10,333 

10,832 

住宅政策本部

44

東京都サービ
ス付き高齢者
向け住宅供給
助成事業

サービス付き高齢者向け住宅等に
ついては、2025年度末までに
28,000戸整備の目標達成に向けて
取組を進めているものの、登録戸
数が伸び悩んでいるため、入居者
等のニーズに対応した見直しが必
要

実績を踏まえて精査を行い、経費
を縮減する一方で、サービス付き
高齢者向け住宅の世帯向け住戸の
入居待ち件数が増加していること
から、これら住戸整備に対する支
援等を拡充し、供給を促進

1,614,236 

1,293,007 

1,916,572 

1,738,229 

46
特定公共賃貸
住宅等管理運
営

特定公共賃貸住宅及び地域特別賃
貸住宅の入居管理及び建物・敷地
の維持管理に要する経費を計上し
ており、民間との合築施設につい
て、維持管理に要する負担金の適
切な計上が必要

合築施設の負担金は大規模修繕の
有無などにより大きく変動するこ
とから、管理組合から提出された
実施計画を精査し、必要な金額を
計上

122,796 

17,676 

185,848 

22,584 

48
スマートエネ
ルギーエリア
形成推進事業

スマートエネルギー都市の実現に
寄与する水素利活用設備の導入
を、適切に促進することが必要

助成実績及び民間事業者における
今後の導入動向を踏まえ、追加出
えんの予算を適正規模に縮減

648,983 

2,096,603 

助成事業の成果を活用して作成し
た「省エネ改修効果見える化ツー
ル」等の啓発資材により、普及啓
発を推進するとともに、事業の分
析を実施
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 期

期

期

実 改

実 期

実 期

実 期

16,399 

51
法及び条例施
行事務（土壌
汚染対策）

土壌汚染対策法に基づく情報公開
を推進するため、要措置区域等の
指定や解除台帳を主とした土壌汚
染情報を公開するシステムを構築
することが必要

構築したシステムを適切に運用
し、都民に対する土壌汚染情報の
公開を一層推進

50
大気固定発生
源の規制指導

平成31年５月に予定されている改
元等に対応するため、大気汚染防
止法に基づく届出情報等を管理し
ている大気規制業務支援システム
の改修が必要

改元対応を完了し、今後は業務用
端末仮想化にも対応したシステム
改修を行うとともに、システムを
活用して、大気汚染防止法に基づ
く規制業務を着実に実施

49

家庭における
ＬＥＤ省エネ
ムーブメント
促進事業等

家庭における省エネムーブメント
を醸成し、省エネ効果の高いＬＥ
Ｄ電球の普及促進が必要

一定の成果を上げたことから、平
成30年度末にＬＥＤ省エネムーブ
メント事業を終了し、31年度は事
業を総括した効果検証を実施する
とともに、引き続きＬＥＤ照明の
普及を推進

10,476 

1,543 

9,228 

112,609 

1,150 

12,543 

54
地下水保全対
策

今後の地下水保全に向けた取組と
して、地下水の実態把握等の推進
が必要

調査と検証を実施し、その結果を
踏まえ、地盤沈下防止、地下水の
かん養等の施策に活用

53

人的被害を及
ぼす外来生物
に対する緊急
対策事業

平成26年のセアカゴケグモ、29年
のヒアリなど、新たな外来生物の
発見が続いており、適切な防除と
注意喚起を継続していくことが必
要

最前線である区市町村の担当者が
適切に対応できるよう、技術情報
の提供や同定支援などに加え実技
講習の実施などサポートを充実

52
自主的取組に
よるＶＯＣ削
減の推進

ＶＯＣ対策については、事業者に
対し普及啓発等を行ってきたが、
ＰＭ2.5及び光化学オキシダント
の低減に向け、更なるＶＯＣの削
減が求められており、特に排出割
合の高い屋外塗装分野等の一層の
対策が必要

屋外塗装工事において、低ＶＯＣ
塗装を普及させていくための実態
把握を行い、新たな普及策に活用

55
明治の森高尾
国定公園の整
備

自然環境整備計画に従い歩道や便
所の改修等を着実に実施している
が、未改修の路線や施設などを環
境に配慮しながら引き続き対応し
ていくことが必要

未改修の路線や施設などについ
て、経費の見直しを図りながら着
実に改修・整備を実施

7,143 

14,443 

23,513 

110,737 

12,684 

14,290 

32,592 

－12－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 期

実 期

期

実 改

実 改

期

57 外来種対策

小笠原諸島振興開発計画に基づ
き、無人島でのノヤギ根絶後の植
生回復などについて一定の成果が
上がってきているが、自然環境の
回復のためには、適切な事業の継
続が必要

自然環境の回復のため、経費の見
直しを図りつつ植生回復等の事業
について実施

56
小笠原国立公
園の整備

小笠原諸島振興開発計画に基づ
き、老朽化した歩道施設、園地施
設の改修を実施しているが、引き
続き未改修箇所への対応を行って
いくことが必要

未改修老朽施設について、経費の
見直しを図りながら改修整備を実
施し自然保護と適正利用を促進

60
使い捨てプラ
スチック対策

レジ袋を含む使い捨てプラスチッ
クの削減や、プラスチックのリサ
イクルの推進に向け、実効性のあ
る制度の検討と制度の実施に向け
た世論の高まりに適切に対応する
ことが必要

廃棄物審議会にてプラスチックの
持続可能な利用に向けた施策の審
議を進めるとともに、都民・事業
者へ普及啓発活動を行い、円滑な
施策展開を図るため事業を再構築

59

食品ロス削減
に向けたムー
ブメントの醸
成

食品ロス削減を進めていくには、
食品を消費する都民・消費者によ
る食品ロスへの理解が不可欠

イベント、キャンペーン、シンポ
ジウムなど食品ロス理解の機会を
多角的に設け、都民・消費者を巻
き込んだ食品ロス削減に向けた
ムーブメントを醸成

58

災害廃棄物処
理計画に基づ
く災害廃棄物
対策

東京都災害廃棄物処理計画を策定
し、体制の構築等、計画に基づく
取組を進めているが、計画の実効
性を高めていくことが重要

発災後に迅速かつ適切に災害廃棄
物処理を実施するため、訓練、演
習を実施し、必要に応じて計画等
を見直すなど、都域の災害対応力
の向上を推進

61
ガス有効利用
施設改修工事

海の森公園整備等に伴い運転を停
止していたガス有効利用施設につ
いて、再稼働に向けて集ガス設備
等の整備工事が必要

平成30年度に集ガス設備の補修工
事を適切に行うとともに、ガス
タービン改修工事についても検討
を実施

175,786 

377,044 

8,440 

66,190 

16,923 

294,276 

117,404 

375,629 

7,184 

55,853 

41,922 

138,566 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実

期

実 期

実 期

期

期

福祉保健局

63
アルコール健
康障害対策推
進計画の推進

東京都アルコール健康障害対策推
進計画を策定し、今後は進捗や効
果を検証

平成30年度策定予定の計画を進行
管理することにより、アルコール
健康障害対策を推進

62

社会福祉施
設・医療施設
等耐震化促進
事業

社会福祉施設等の耐震化を進める
ため、耐震性不明施設に対する調
査実施により耐震化状況を把握す
るほか、未耐震施設については未
耐震理由を確認

把握した耐震化状況や未耐震理由
を基に、未耐震施設に対する個別
訪問やアドバイザー派遣による技
術的助言等を実施し耐震化を促進

64
緩和ケア推進
事業

がん患者が切れ目なく緩和ケアを
受けられる体制を整備するため、
診断時からの緩和ケアの充実や基
礎的緩和ケアから専門的緩和ケア
に円滑につなげる医療提供体制の
整備が必要

緩和ケアに関する実態把握を踏ま
えて緩和ケアの一層の充実に向け
た検討を進めるとともに、医師以
外の医療従事者に対する緩和ケア
研修を実施することで切れ目のな
い緩和ケア提供体制を強化

66
地域リハビリ
テーション支
援事業

障害者や高齢者が、住み慣れた地
域で生涯にわたって生き生きとし
た生活を送れるよう、急性期から
回復期、維持期のそれぞれの状態
に応じた適切なリハビリテーショ
ン医療等の提供が必要

地域におけるリハビリテーション
サービス提供体制の充実を図るた
め、概ね二次保健医療圏を単位と
して地域のリハビリ職の技術力向
上を支援する地域リハビリテー
ション支援センターを整備

65
地域医療構想
推進事業

今後の少子高齢化の進展を踏ま
え、2025年に必要となる病床数や
在宅医療等を推計した「東京都地
域医療構想」の達成に向け、医療
機関等による医療機能の自主的な
転換促進が必要

次年度の整備意向等を踏まえた経
費精査を行うとともに、引き続
き、地域で不足する医療機能等の
充足に向け、医療機関による病床
機能の転換を支援し、「東京都地
域医療構想」に掲げる病床機能の
分化を推進

67
公立病院運営
費補助

都立病院の少ない多摩・島しょ地
区の補完的役割を担う市町村公立
病院の安定的な経営を維持するた
め、都による財政支援が必要

多摩及び島しょ地区における市町
村公立病院に対して、その運営に
要する経費を補助することによ
り、病院の財政の健全化を促進
し、地域住民の医療の確保と向上
を推進

9,520 

1,826 

25,741 

883,464 

45,180 

3,441,815 

8,340 

204 

10,394 

685,342 

37,569 

3,423,969 
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69
地域医療対策
協議会

深刻化する医師不足や働き方改革
検討会の整理状況を踏まえた取組
など、地域の実情に応じた医師・
医療従事者の確保に向けた対応が
必要

地域の医療関係者の参加を得た協
議の場を再編し、医療法改正によ
り新たに規定された医師確保計画
の策定や医師の勤務環境改善を図
るための対策などを検討

68

多摩地域の登
録検案医確保
及び検案業務
サポート事業

多摩地域の検案活動においては、
登録検案医の不在地域の拡大が懸
念されていることから、検案精度
の向上とともに不足する登録検案
医の確保が課題

実績を踏まえて経費を縮減すると
ともに、引き続き医学部生向けの
法医学ワークショップの開催や大
学法医学教室との協力による研修
実施等により、将来の検案医の確
保及び登録検案医の検案精度向上
を実現

71
東京都専門医
認定支援事業

専門医の質の向上のために研修機
関が実施する地域医療機関への指
導医派遣等について、平成30年度
から国が事業内容を見直したこと
を踏まえ、都事業の再構築が必要

新たな国の事業内容に合わせて補
助基準等の見直しを行い、引き続
き医師不足地域などに指導医派遣
等を行う医療機関に対する支援を
行うことにより、質の高い専門医
を養成

70
医師奨学金
（特別貸与・
一般貸与）

都内での医師確保が困難な地域や
診療科等において、医師として従
事する意志がある者の安定的な確
保及び質の向上が必要

大学医学部５、６年次を対象とし
た一般貸与の終了に合わせて研修
等に要する経費の縮減を図る一
方、特別貸与の継続実施により、
医師確保が困難な地域や診療科等
における医師の確保及び質の向上
を実現

73
スモン患者は
り等施術費助
成

国のスモン総合対策の一環とし
て、スモン患者へのはり・きゅう
等施術費の助成を円滑に行う必要
があるが、患者数の自然減等を踏
まえた経費の適切な見積りが必要

助成に係る経費について、実績を
踏まえた見積りにより経費を縮減

72
地球温暖化対
策施設整備費
補助

病院等の大規模な建物の省エネル
ギー化を進めることで、地球温暖
化対策の取組を促進

実績を踏まえた経費の精査を図り
つつ、地球温暖化対策に資する病
院及び診療所の整備を支援するこ
とで、病院等における地球温暖化
対策の取組を推進

74
事務費等（心
身障害者医療
費の助成）

医療費助成制度における受給者認
定登録、受給者情報管理、医療費
の支払、支払情報管理等をシステ
ム管理し、各医療費助成制度の円
滑かつ適正な運用を実施

平成29年度から２か年で再構築し
た新システムに必要な運用環境を
整備

6,809 

1,277 

899,758 

14,184 

127,304 

5,102 

21,774 

3,792 

1,459 

874,907 

8,852 

46,796 

4,267 

24,214 
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76
自殺総合対策
東京会議

自殺総合対策東京会議及び地域自
殺対策推進センターの運営を通
じ、関係機関と連携した自殺対策
の推進が必要

東京都自殺総合対策計画策定作業
終了を受け、会議開催規模を縮小
するとともに、新たに部会を設置
し、計画目標達成状況の検証等を
行う体制を確保

75
医療保健政策
区市町村包括
補助事業

区市町村が地域の実情に応じ、自
主的に事業展開できるよう支援
し、地域の保健医療施策の向上を
図ることが必要

役割を終えたメニューを廃止する
とともに、区市町村が活用しやす
く、社会情勢に即したメニューを
追加し、引き続き効果的な活用を
促進

79
地域の受診
率・精度向上
事業

がん検診や精密検査の受診率向上
及び精度管理の向上に向け、区市
町村の取組状況や課題等を把握・
分析するとともに、科学的に効果
が明らかな検診が実施されるよう
区市町村を支援することが必要

経費を縮減するとともに、精密検
査の受診結果を区市町村が把握し
受診勧奨を進めることができるよ
う、統一様式の作成・活用を進
め、がん検診、精密検査の向上を
推進

78
糖尿病予防対
策事業

「東京都健康推進プラン21（第二
次）」に基づき、40歳から74歳の
３割に上る糖尿病有病者・予備
群、糖尿病による合併症発症割合
の減少を図ることが必要

平成30年度実施の「職域向け重症
化予防シンポジウム事前アンケー
ト」を踏まえ、要治療者や企業の
健康管理担当者向けの情報提供資
材を作成し、糖尿病重症化予防の
具体的働きかけを促進

77

こころといの
ちの相談・支
援　東京ネッ
トワーク

自殺の背景となる様々な要因に対
し、関係機関等が連携して悩みの
解決や自殺未然防止を図るととも
に、若年層、職域等に向けた自殺
防止対策の推進が必要

ＳＮＳ自殺相談通年開始に伴い、
若年層向け普及啓発資材の配布対
象拡大を図る一方、職域向け資材
については、平成30年度の作成物
を活用する等の取組により全体経
費を縮減

80
喫煙の健康影
響に関する普
及啓発

平成30年６月に成立した東京都受
動喫煙防止条例に基づき、喫煙や
受動喫煙の健康影響に係る普及啓
発、教育を推進することが必要

大学生向け啓発事業を終了とし、
小中高校生向けレベル別禁煙教育
副教材を作成し、教育現場での活
用を促すことで、未成年者への普
及啓発を強化

81
総合的な保健
推進事業

区市町村が健康増進法に基づき実
施する各種検診における項目追加
の企画、実施等に対し、国の要綱
に基づき補助を実施

「高齢者の医療の確保に関する法
律」に基づく特定健康診査におい
て、基準に基づき血清クレアチニ
ン検査を実施する場合、本事業に
よる補助対象外となったことを踏
まえ、実態に即した積算を行い経
費を縮減

2,500,000 

5,274 

29,243 

3,012 

10,540 

13,633 

186,859 

2,500,000 

3,629 

27,572 

2,538 

9,559 

12,541 

142,766 
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82
在宅難病患者
医療機器貸
与・整備事業

長期療養を余儀なくされる在宅難
病患者に対する吸入器・吸引器の
貸与及び訪問看護の実施により、
障害者総合支援法による吸入器等
給付事業に移行できない患者に対
する支援が必要

障害者総合支援法に基づく給付等
事業の活用促進を前提に、実績を
踏まえた積算により経費縮減を図
るとともに、適切な支援継続体制
を確保

85
福祉のまちづ
くりの普及・
推進

国の動向等を踏まえ、より望まし
い施設・設備の整備を推進するた
め、福祉のまちづくり条例施設整
備マニュアルの改訂が必要

国が検討している宿泊施設のバリ
アフリー基準の改正等を踏まえ、
適宜必要な見直しを実施

84
成年後見活用
あんしん生活
創造事業

平成30年３月に、区市町村が設置
する成年後見制度推進機関の役割
として、候補者の推薦や後見人等
への支援の方向性が国から示され
たため、都は区市町村の取組に対
し、助言その他の一層の援助が必
要

実績に基づき既定経費を精査する
とともに、成年後見制度推進機関
連絡会の議題設定を候補者の推薦
や後見人等への支援に見直すこと
で、区市町村に対し効果的な助
言・情報提供を実施

83
寄りそい型宿
泊所事業

身体機能が低下し、見守りが必要
となった低所得高齢者等が、本来
的な居場所を確保するまでの間
も、不安なく居住できる中間的居
場所を整備する区市を支援

実績に基づき既定経費を精査する
一方、引き続き着実に区市への支
援を実施

9,108 

2,463 

3,888 

88
支援付地域生
活移行事業

モデル事業として23区の一部地域
で実施しており、路上生活が長期
化・高齢化したホームレスの地域
生活移行に効果がある一方、実行
プランの目標達成のために、区部
全域で実施することが必要

モデル期間における効果検証を踏
まえ、より効果的・効率的な事業
運営が可能となるよう事業スキー
ムを見直すとともに、経費につい
て精査し、区部全域で実施

87

将来に向けた
人材育成・活
用プロジェク
ト事業

少子高齢化の進展による福祉サー
ビス需要の増大に対応するため、
若い世代等への普及啓発による人
材の参入促進や福祉従事者への定
着支援が必要

事業間の一層の連携を図ることに
より、人材の参入促進や福祉従事
者への定着支援を推進するため、
本事業を「福祉人材センターの設
置・運営」事業に統合

86
福祉人材セン
ターの設置・
運営

全産業的に有効求人倍率が高い状
況が続く中、福祉業界では他産業
以上に人材確保が困難

「将来に向けた人材育成・活用プ
ロジェクト事業」及び「福祉人材
総合支援事業」の一部を統合し、
一体的な実施により相乗効果が発
揮できるよう事業間の連携を図
り、効果的に人材確保等を実施

219,765 

99,011 

117,739 

45,868 

45,735 

9,144 

37,648 

17,755 

236,698 

98,111 

55,500 
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89

住居喪失不安
定就労者・離
職者等サポー
ト事業

本事業利用者には、区市の生活困
窮窓口につながりにくい、イン
ターネットカフェ等で起居する者
が多く、さらに、就労関係以外
に、生活上の課題（法律、債務、
障害、ＤＶ等）も抱えた者が増加
傾向

住居を失いインターネットカフェ
等で寝泊まりする不安定就労者に
対するサポートセンターを通じた
就労支援等について、実績を踏ま
え経費精査を図る一方、引き続き
着実に事業を実施

91

自立相談支援
機関窓口の体
制強化支援事
業

平成29年度から都独自の研修を実
施しているが、32年度から国で実
施している国養成研修が都道府県
に移管されるため、その研修内容
等の検討・策定が課題

実績に基づき既定経費を精査する
とともに、国養成研修の都道府県
への移管を踏まえ、都の実情に応
じた研修内容等を検討するため、
新たに検討部会を設置

90
生活困窮者自
立支援事業

生活困窮者自立支援法に基づき、
都では町村部の生活困窮者への支
援を実施しているが、実績等を踏
まえた経費の適切な見積りが必要

一時生活支援事業等の予算額につ
いて、過去の実績を基に精査する
とともに、引き続き効率的に生活
困窮者への支援を実施

94
認知症支援推
進センター運
営事業

認知症支援推進センターにおい
て、医療従事者や区市町村向け研
修等を実施しているが、一部研修
において、受講希望が定員数を上
回る状況

実績等に基づき一部経費について
精査を行った上で、要望の多い研
修の規模を拡充

93
認知症介護研
修事業

高齢者介護実務者及び指導的立場
にある者に対し、認知症の人の介
護に関する研修を実施している
が、研修の種類によって受講希望
者と定員数に乖離が発生

各種研修の規模を見直し、受講者
の需要に見合った受講枠を確保

92
越年越冬対策
事業

山谷地域における日雇労働市場の
縮小に伴い、特に対策が必要な越
年越冬期間における生活相談等の
件数も減少傾向にあるため、費用
対効果に鑑み、事業の見直しが課
題

都が設置する山谷対策宿泊施設の
代替として山谷地域の簡易宿泊所
を確保するなど既定経費を精査す
るとともに、実態に応じた見直し
を実施

95

歯科医師・薬
剤師・看護職
員認知症対応
力向上研修事
業

認知症の早期発見や医療における
認知症への対応力を高めるため、
歯科医師、薬剤師、看護師に対す
る認知症への研修を実施している
が、実績等を踏まえた経費の適切
な見積りが必要

研修会場の借上経費について、過
去の実績を踏まえ経費を縮減する
とともに、引き続き認知症への対
応力の向上に資する研修を実施

568,506 

50,462 

20,489 

13,193 

136,616 

65,861 

19,240 

594,733 

51,519 

20,508 

24,714 

205,511 

64,785 

19,828 
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97
新任訪問看護
師就労応援事
業

訪問看護未経験の看護職を雇用
し、育成を行う訪問看護ステー
ションに対し、教育体制の強化を
図るための支援を行っているが、
病院勤務経験を有する看護職に比
べ、新卒看護職の育成の負担が大
きい状況

新卒訪問看護職の育成期間を病院
勤務等の経験を有する新任看護職
よりも長く設定することで、新卒
訪問看護職を受け入れるステー
ションの負担を軽減

96
東京都介護予
防推進支援事
業

介護予防推進支援センターの設置
等により、介護予防・日常生活支
援総合事業において多様なサービ
スを提供していく区市町村の取組
を支援

地域の介護予防リーダー等の育成
事業について、事業構成の見直し
を図るとともに、実績等を踏まえ
た経費精査を図り、経費を縮減

98

ＩＣＴ機器活
用による介護
事業所の負担
軽減支援事業

訪問介護事業所に対して、介護業
務の負担軽減のためのＩＣＴ機器
の導入支援を行っているが、一部
の事業所においては、ＩＣＴ機器
の導入と併せて、確実に業務改善
につなげるための支援が必要

機器購入支援に加え、新たに、Ｉ
ＣＴ機器活用による業務改善に向
けたコンサルタント経費を補助

100

多様な主体の
地域貢献活動
による地域包
括ケアの推進

東京の強みである活発な企業活動
や豊富な知識と経験を持つ多くの
人たちの力を活用して支え合う地
域づくりを推進しているが、企業
人等の定年前後からの参加を促
し、地域貢献活動を一層活性化さ
せる取組が必要

企業等と連携し、プレシニア世代
に対し地域貢献活動の魅力等を紹
介するセミナーを開催するととも
に、参加者自身のキャリアを振り
返り、プロボノ活動に参加する研
修を実施

99
地域包括支援
センター機能
強化支援事業

各区市町村に設置された地域包括
支援センターの機能強化に向け、
管内の地域包括支援センターの統
括、指導及び連絡調整を行う機能
強化型センターの設置を促進

一定程度設置が進んだことから、
今後は、区市町村が地域の実情に
応じて主体的に実施する事業を支
援する「高齢社会対策区市町村包
括補助事業」へ移行

102
東京都子供・
子育て会議の
運営

現行の「東京都子供・子育て支援
総合計画」は平成31年度までが計
画期間であり、次期計画の策定に
向けた検討が必要

会議の開催回数を増やすととも
に、専門的な知識や高度な情報分
析・処理能力をもつ民間業者を活
用して計画を策定

101
定期借地権の
一時金に対す
る補助

特別養護老人ホーム等の用地確保
のために定期借地権を設定し、一
時金を支払う場合に助成を行うこ
とで、施設の整備を促進

整備計画や協議時期等に応じて、
適正規模を積算して計上し、施設
整備を着実に推進

116,669 

47,352 

82,500 

282,001 

52,009 

4,908,131 

13,753 

145,322 

52,525 

82,500 

338,430 

43,955 

3,036,554 

6,166 
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実 期

実

期

103
子供家庭支援
区市町村包括
補助事業

区市町村が地域の実情に応じ、創
意工夫を凝らして主体的に実施す
る子供家庭分野の事業を支援

既存事業における課題への対応や
新規事業の追加等の見直しを図
り、引き続き区市町村の取組を支
援

104

元気高齢者な
ど多様な人々
が輝く子育て
支援員等の確
保促進事業

子育て支援員等を計画的に養成す
るとともに、元気高齢者等のやり
がいや生きがいを創出することが
必要

経費精査をする一方、就業に向け
た働きかけを強化することにより
元気高齢者等の就業を促進

106
身体障害児育
成医療

対象児童の小児慢性特定疾病医療
費助成制度への移行などにより、
利用実績が逓減傾向

経費精査を行った上で、引き続き
身体に障害のある児童に対して、
適切な医療が受けられる体制を確
保

105
小児慢性特定
疾病

近年の対象疾病拡大に伴う対象児
童の増加に伴い、支給実績が増加

積算方法を見直した上で、必要な
患児家庭への確実な支援を実施

109

医療機関の病
床確保による
一時保護機能
強化事業

医療情報等がない児童のアセスメ
ントや、病状が不安定な児童の服
薬管理等を医療機関で実施し、児
童の保護を適切に行う体制整備が
必要

児童相談所が適時・適切に一時保
護委託できるよう、医療機関所在
地のバランス等も考慮しながら、
引き続き年間を通じて病床を確保

108
子育て支援員
研修

待機児童解消を達成するため、保
育の担い手を確実に養成すること
が必要

事業実績を踏まえ、経費を見直す
とともに、地域型保育の研修規模
拡大を図り、保育の担い手を確実
に確保

107
生涯を通じた
女性の健康支
援事業

妊娠・出産に関する様々な悩みに
ついて相談に応じ、適切な支援に
つなげる体制整備が必要

平成30年度に作成したコンテンツ
を活用し普及啓発を行うととも
に、相談時間の拡大を図るなど、
相談体制を強化

5,294,000 

31,980 

2,249,844 

16,210 

56,103 

145,681 

43,402 

5,294,000 

100,000 

2,241,578 

25,356 

32,620 

153,335 

41,950 
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実 期

実 期

期

実

110
相談支援従事
者研修

障害者総合支援法に基づく相談支
援の担い手としての相談支援専門
員の確保と質の向上を図る研修を
行っている事業だが、国によるカ
リキュラム内容の充実に対応する
ことが必要

実践の積み重ねを行いながらスキ
ルアップできるよう、現行研修の
受講に当たり、演習の充実及び一
定の実務経験の要件を追加すると
ともに、地域の中核的な役割を担
う主任相談支援専門員を育成する
研修を実施

112
企業ＣＳＲ等
連携推進事業

障害福祉サービス事業所や障害者
団体等と企業のＣＳＲ活動との連
携を促進していくため、障害福祉
サービス事業所や障害者団体等に
対する支援の強化及び広報の充実
が必要

マッチングの体制を見直す一方、
課題解決に向けて、障害福祉サー
ビス事業所や障害者団体等を対象
に特化したセミナーや連携事例集
の印刷・配布を実施

111
サービス管理
責任者研修

障害福祉サービス利用者の個別支
援計画を作成するサービス管理責
任者等を養成する研修を行ってい
るが、研修が一回限りであり、そ
の後の質の担保が困難

新たに更新研修、専門研修を創設
し、適切な研修規模と、効率的か
つ一体的な研修実施体制を確保

115
アウトリーチ
支援事業

通常の受診勧奨や福祉サービスの
利用の勧めに応じない精神障害者
対応などの困難事例に対する支援
や、区市町村等関係機関の支援力
向上に関する取組が必要

事例検討会の効率的な運営を図る
とともに、アウトリーチ支援によ
る精神障害者の地域生活の安定化
や、区市町村への事例検討会等に
おける支援技法の普及を図り、地
域における人材育成を推進

114 通院患者診査

通院医療費助成又は精神障害者福
祉手帳制度申請者の医学的判定を
行う事業のシステムについて、元
号法の政令改正に伴い、システム
改修を行う必要

平成30年度で元号法の政令改正を
見据えたシステム改修は終了し、
31年度はマイナンバー法による環
境変更に伴うシステム改修を実施

113

重症心身障害
児施設におけ
る看護師確保
対策事業

看護師等の充足状況は従前に比べ
改善傾向にあるが、定着が依然と
して課題であり、人材の確保・定
着を引き続き計画的に実施してい
くことが必要

看護師の確保・定着に向けて、看
護師レベルアップ制度の見直しを
行い、引き続き適切に事業を実施

116
食品安全情報
の世界への発
信

多くの訪都外国人が見込まれるた
め、海外の外国人に対して食の安
全に関して情報発信するととも
に、飲食店等において訪都外国人
へアレルギー物質等の原材料の情
報提供ができるよう事業者の取組
を支援

自治指導員向け講習会について、
予定の期間を経過したことに伴い
終了する一方で、東京の食の安全
の取組を記載したリーフレットを
作成し現地の観光イベント等で配
布

36,999 

76,335 

22,536 

14,027 

676 

3,743 

8,250 

17,285 

8,203 

28,396 

17,249 

918 

4,141 

8,250 
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期

実
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実

118 食中毒対策
避難所における食中毒対策につい
て、平成30年７月豪雨等を踏まえ
た対策の強化が必要

被災者自らが実践可能な食中毒予
防対策に係る普及啓発について、
水害や夏季の避難生活にも対応し
たものとすべく、避難所向け食中
毒予防ブック及び都民向けリーフ
レットを見直し、対策を強化

117
食品衛生自主
管理認証制度

営業者自らが行う衛生管理につい
て、一定の水準があると認められ
る施設を認証しているが、食品衛
生法改正により制度化されるＨＡ
ＣＣＰ（危害分析重要管理点）に
沿った衛生管理への対応が必要

改正法の本格施行を見据え、事業
内容を点検し、経費精査と広報対
象の見直しを実施

119
危険ドラッグ
対策

危険ドラッグに対して、法・条例
に基づく指導取締りを強化してい
くとともに、流通前の事前規制を
含めた規制体制の整備や啓発活動
の実施が必要

引き続き指導取締り・規制を着実
に実施しつつ、啓発活動について
は、規模を見直すことにより経費
を縮減

139,743 

121 動物愛護事業
愛護団体や事業者において動物を
より適正に取り扱うための最新の
知見や専門的な知識が必要

近年、関心の高まっている動物由
来感染症や動物行動学等につい
て、獣医系大学と連携したシンポ
ジウムを開催

120
医療費助成
（成人）

東京大気汚染訴訟の和解を踏ま
え、一定の条件を満たす都民に対
して医療費を助成しており、実績
を踏まえた適切な見積りが必要

助成対象者数について実績を踏ま
えて精査することで、経費を縮減

1,388,974 

12,402 

10,125 

123
感染症対策強
化事業

国際交流の活発化に伴い、新興感
染症が国内に持ち込まれるリスク
が現実的なものとなっているた
め、新たな感染症に対する事前の
備えや発生時の対応体制を強化し
ていくことが必要

感染症診療協力医療機関等への個
人防護具配備に関し、実績に基づ
く経費精査を行う一方で、感染症
対策アドバイザーの設置や情報
ネットワークシステムの改修等に
より対策を充実

122
動物譲渡推進
事業

動物の殺処分ゼロの早期実現に向
け、離乳前子猫の育成に必要なミ
ルク等のボランティアへの提供
や、情報サイトの運営、ＰＲイベ
ント等について、更なる効果的な
取組が必要

ＰＲイベントの規模を維持しつ
つ、会場の一部を獣医系大学に変
更するなど、多様化を図るととも
に、離乳前子猫の育成に係る物資
について、実績に基づき見直し、
経費を縮減

14,781 

5,039 

 - 

147,180 

1,640,314 

14,054 

15,552 

203,346 

16,752 

205,871 

－22－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

特

特

病院経営本部

124 性感染症対策

梅毒患者数の急増に対応した、積
極的な情報発信や啓発活動による
予防対策、検査体制の強化等によ
るまん延防止対策など、患者数減
少に向けた総合的な対策を行うこ
とが必要

ホームページ作成が完了したこと
により経費を縮減しつつ、梅毒の
検査体制の強化や保健所職員向け
の性感染症相談対応の手引の作成
等を行い、対策を充実

127
電子カルテの
更新等

公社病院の電子カルテについて、
更に有効利用するための検討が課
題

医療の質向上と業務効率化に向け
て、電子カルテの更なる機能改善
を図るとともに、各病院で開発さ
れたアセットを活用することで、
経費を縮減

126 病院運営

東京都保健医療公社が運営する各
病院が、地域の中核病院として安
定的な医療の提供を継続できるよ
う、引き続き運営費の補助が必要

小児医療機能拡充をはじめ必要な
取組を着実に進めるとともに、各
病院の運営実績を踏まえ経費を縮
減

125
看護師採用対
策（公社病
院）

公社病院の認知度を向上させるた
めのＰＲ活動を実施しており、採
用数確保に一定の効果を上げるこ
とができているが、世の中の看護
師需要超過の状況は続いており、
効果的・効率的な採用活動の展開
が課題

公社病院の認知度と人材確保に向
けた募集媒体について、ＰＲ効果
などの実績を踏まえた見直しを図
ることで、効率的・効果的な看護
師確保対策を展開

128
災害用職務住
宅の確保

外部監査の意見を受け、病院・住
宅・年度による利用の状況の変動
を踏まえた効率的な運営が引き続
き必要

毎年度、病院ごとに必要数を精査
し、必要に応じて借増・解約等の
見直しを行うとともに、看護職員
用住宅への医師の入居など職種間
の相互利用による効率的な運用を
促進

129
看護職員採用
対策（都立病
院）

近年のＰＲ活動により、公募数に
対し一定の競争倍率を保ちながら
採用数を確保している状況である
が、看護師は年度毎に応募数の変
動が大きいため、ＰＲ活動を継続
し、現状の水準を維持することが
必要

質の高い人材を採用していくため
には、一定の競争倍率を担保して
いく必要があるため、事業内容を
精査しながら、引き続き広報活動
を行い、受験生を確保

29,450 

34,176 

5,535,045 

393,536 

838,798 

40,307 

20,549 

33,460 

5,472,009 

416,681 

819,063 

38,184 
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産業労働局

130
災害研修・訓
練の充実・強
化

都立・公社病院が派遣する医療救
護班の質を高めるため、医療救護
班の研修を行うことが必要

従来実施していた「トリアージ指
導者養成研修」を廃止し、平成30
年度に、プログラム内容を検討の
上、31年度から「医療救護班派遣
研修」を開始

133
イノベーショ
ン多摩支援事
業

新技術創出交流会の参加企業数や
随時マッチング等でのマッチング
件数は年々増加傾向であり、本事
業を通じて製品化された事例も出
てきているなど、多摩地域のイノ
ベーション創出に寄与

大学等が集積する多摩地域の特性
を生かして、今後は新たに中小企
業が主体となった技術開発やイノ
ベーションの創出に向けた取組を
推進

132

ネクスト・目
指せ！中小企
業経営力強化
事業

景気の実感が乏しい状況が続く
中、中小企業の経営の安定化を図
るためには販路開拓を強力に支援
することが必要

展示会参加費用に加え、積極的な
ＰＲ展開を図る中小企業の販路開
拓支援を強化するため、サイト構
築費等の補助メニューの新設や効
果的な展示会出展のためのセミ
ナー開催などの見直しを実施

131
中小企業活力
向上プロジェ
クトネクスト

専門家の派遣回数の増加を望む声
や支援終了後に発生した新たな課
題への対応等、支援の実効性をよ
り高めていくことが必要

経営診断チェックにより明確と
なった課題について、短期・中長
期課題に柔軟に対応できる支援
コースを設置するほか、その後発
生した新たな課題に対しフォロー
アップコースを導入

134

インキュベー
ション施設の
運営（白鬚西
R&Dセンター）

都が保有する空き庁舎を活用し、
研究開発型の成長の可能性の高い
創業間もない起業者等に、低廉な
価格で先駆的ベンチャー支援施設
（オフィス等）を提供

インキュベーションとしての入居
率が高く、建築年数も浅いことか
ら、引き続き研究開発型企業を支
援していくため、事業を継続実施

135
創業支援拠点
の運営

創業者が気軽に立ち寄ることがで
きる創業支援窓口を整備し、創業
希望者を増やす取組を実施してい
るが、１階と２階で運営主体が異
なることから運営上の課題が発生

平成31年度は現行の運営形態を継
続しつつ、統合に向けシステム経
費を計上し、より利便性の高い事
業を実施

776 

439,711 

778,728 

111,556 

8,233 

653,713 

558 

429,151 

820,283 

138,042 

8,233 

774,552 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 期

実 期

実 改

期

136
ＴＭＡＮ（航
空機産業への
参入支援）

「東京を中心とした企業コミュニ
ティ（共同受注体）の形成」を目
標に、ＴＭＡＮ加入促進や資質向
上などに取り組んできたが、中小
企業が取引相手から要求される新
たな課題の解決に向けた支援が必
要

事業内容について一部見直し・拡
充を図った上で、今後は課題に対
応するため、「ネットワーク内企
業間連携により、一貫生産型発注
要請に応えられる実力企業の集団
化」を目標に事業を継続して実施

139
制度融資信用
保証料補助

中小企業の更なる成長に向け、企
業が抱える重要な課題への取組に
対し資金面における支援の強化が
必要

補助対象等について精査を行うと
ともに、働き方改革や設備投資等
に取り組む中小企業の成長発展を
資金調達の面から後押し

138
中小企業制度
融資

中小企業の更なる成長に向け、企
業が抱える重要な課題への取組に
対し資金面における支援の強化が
必要

預託金について融資実績等を踏ま
えて精査するとともに、働き方改
革や設備投資等に取り組む中小企
業の成長発展を資金調達の面から
後押し

137
航空機産業へ
の参入支援事
業

都が行うＴＭＡＮ事業と連携し、
航空機産業の製品に求められる国
際規格ＡＳＴＭ（米国試験材料協
会）に対応する試験設備の導入等
を行い、航空機産業への参入を目
指すものづくり中小企業等を支援

今後は都のＴＭＡＮ事業が目指す
「一貫生産体制の確立」に向け
て、試作・実証実験など技術的な
面を拡充し支援を実施するととも
に、ＴＭＡＮ事業からの移管も図
り、より効果的に運営

140

地域の金融機
関と連携した
新たな金融支
援策

利用企業層の資金需要実態に即し
た制度改定や取扱金融機関の増加
により、年度ごとの融資実績に変
動が生じており、実績等の動向に
ついて注視が必要

融資を適切に実施するため、金融
機関の貸付原資となる預託金につ
いて積算を見直すなど、より実態
を踏まえて、経費を計上

142

ショート
ショートフィ
ルムフェス
ティバル

国際短編映画祭である本フェス
ティバルにおけるコンペティショ
ン部門の実施などを通じ、東京の
多彩な魅力を国内外に発信

一部の取組を見直しつつ、東京の
多彩な魅力を国内外に発信するイ
ンキュベーターとして、本フェス
ティバルの開催を引き続き支援

141
民間事業者と
連携した旅行
者誘致事業

原則として１か国１件の旅行博に
出展しているが、市場の状況に合
わせ、旅行博以外の手法を検討す
るなど、国ごとに戦略的な展開が
必要

各国における旅行博出展を見直す
とともに、新たにＢｔｏＣプロ
モーションや訪都促進キャンペー
ンを実施するなど、国ごとにプロ
モーションの内容を再構築

91,240 

109,341 

110,000 

243,431,000 

8,329,103 

42,044,727 

374,664 

106,557 

74,204 

225,390,000 

7,627,346 

36,403,838 

305,821 

90,140 

－25－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 改 期

実 期

実 期

実 期

実 期

実 改 期

実 期

304,046 

145
多摩・島しょ
観光交通促進
プロジェクト

モニターツアーや実証実験が、新
たな交通用具の導入等の自治体の
取組に必ずしも結びついておら
ず、事業スキームの見直しが必要

地域での新たな交通用具の導入を
加速するため、自治体と連携した
事業実施等、効果的な手法への見
直しを実施

144
多摩・島しょ
地域旅行商品
販売促進事業

外国人旅行者にとって魅力あるコ
ンテンツが不足し、旅行商品の造
成実績が少ないことから、事業ス
キームの見直しが必要

事業スキームを見直し、国内外旅
行者の誘客に向けた地域の機運醸
成、コンテンツの造成、販売支援
等を実施

143
多摩・島しょ
魅力発信事業

国内外旅行者を多摩・島しょ地域
に誘客していくためには、継続し
た情報発信が必要

ＷｅｂやＳＮＳ等を活用しなが
ら、引き続き多摩・島しょ地域の
魅力を効果的に発信

148
地域資源発掘
型実証プログ
ラム事業

地域の多様な主体から地域資源活
用のアイディアを募集・実施する
ことにより旅行者の誘致を展開

複数年の支援により、ＰＤＣＡサ
イクルの強化や、インフラを活用
したルート造成を新たに取り込む
など、事業内容の見直しを図り、
引き続き地域の多様な主体の取組
を支援

147

東京の多様性
を活かした観
光まちづくり
推進支援事業

対象地域全体に観光まちづくりの
取組が広がっておらず、一層の推
進が必要

一部補助メニューを見直しつつ、
地域における観光振興の促進に向
け、取組がなされていない区市も
含めて引き続き支援を実施

146
島しょ地域
キャッシュレ
ス化推進事業

しまぽ通貨の取組により誘客だけ
でなく、観光関連事業者における
電子決済機器の利用に関する理解
を促進

観光客の利便性の向上を図るため
の新たなキャッシュレス化の取組
について検証を実施

149

ムスリム等多
様な文化・習
慣に関する受
入環境整備

日本とは異なる文化や習慣を持つ
外国人旅行者の理解促進を図り、
受入環境を整備

類似事業の統合により、業務の効
率化を図るとともに、ベジタリア
ンに関する情報提供等を新たに追
加することで、実施内容を充実

7,582 

71,486 

502,441 

156,125 

272,560 

50,942 

284,046 

83,001 

67,822 

300,000 

111,103 

268,516 

57,566 

－26－
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予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 改

期

実 改

実 改

期

実 期

実 期

151

東京2020大会
に向けた宿泊
施設・飲食店
の受動喫煙防
止対策支援事
業

平成32年４月完全施行の東京都受
動喫煙防止条例及び健康増進法改
正に伴い、事業環境の変化に対応
する事業者の取組へ支援が必要

新規制への対応を踏まえた事業者
支援に内容を変更するとともに、
完全施行後の事業のあり方につい
て検討

150
アクセシブ
ル・ツーリズ
ムの推進

障害者や高齢者等が積極的に外出
して、様々な交通機関を快適に利
用しながら旅行などを行えるよ
う、誰もが安心して都内観光を楽
しめる環境の整備が必要

障害者や高齢者等の受入れを積極
的に行っている事業者や観光地情
報を集約した総合ウェブサイトを
制作し広く国内外に発信すること
で、宿泊事業者等受入事業者の取
組を促進

2,124,202 

53,921 

154
都市農地活用
推進モデル事
業

生産緑地地区指定から30年を経過
した農地の買取申出が可能となる
2022年以降に想定される、更なる
生産緑地の減少が課題

生産緑地の貸借制度及び公有化に
よる農地活用のモデルを示すこと
により、都市農地の活用と保全を
加速

153
東京農業情報
発信事業

都内産農林水産物のコンテンツを
利用して、情報誌を発行するとと
もに、訪日外国人向けに情報誌の
多言語化を推進

英語、中国語、韓国語に加え、新
たにタイ語、マレー語、フランス
語を追加するとともに、生産者に
スポットを当てた情報発信の内容
充実などを実施

152

東京の農林水
産Ｗｅｂサイ
トの構築・運
営

東京の農業Ｗｅｂサイトを通じ
て、東京の農林水産業の魅力を国
内外に紹介し、幅広くＰＲしてい
くことが必要

東京2020大会に向けて、サイトの
アクセス状況、利用状況等を分析
し、コンテンツの充実を図るほ
か、ＳＮＳ広告等の実施により利
用者増加に向けた取組を展開

156
チャレンジ農
業支援事業

経営改善に意欲ある農業者とその
グループ、団体に対し、専門家派
遣を行うとともに、経営の多角
化・改善に向けた新たな取組に対
し、経費の一部を助成すること
で、農業の産業力を強化

相談件数が増加傾向にあることに
加え、成功事例も着実に出てきて
いることから、引き続き事業を実
施するとともに、チャレンジ農業
支援センターと経費の助成主体を
一体化し、事業効果を向上

155
ＴＯＫＹＯ
Ｘブランド強
化支援

「ＴＯＫＹＯ　Ｘ」の生産農場に
おける繁殖成績を高める指導体制
を充実させるとともに種畜負担を
軽減し、生産基盤を強化

公的機関等による肉質評価活用支
援を新たに開始するとともに、経
費精査を図った上で事業を実施

24,166 

240,396 

21,723 

960,831 

73,441 

30,368 

998,736 

57,930 

91,183 

75,534 

27,022 

56,774 

－27－
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実 改

実 改

実

実 期

実 期

実 改 期

実 改

157
江戸東京野菜
生産流通拡大
事業

江戸東京野菜について、一定の販
売量を確保し、知名度を高めるた
めには、生産流通の拡大が必要

江戸東京野菜の主要品目について
生産拡大を図るとともに、販路開
拓及び普及啓発を一層推進

158
女性・青年農
業者育成事業

農業の担い手不足が顕在化する
中、幅広い層に東京の農業を知っ
てもらい、その一翼を担ってもら
う必要があることから、東京農業
の将来の担い手を確保・育成

女性に加え、平成31年度から新た
に学生を対象とした就農ＰＲを行
うとともに、幅広い層に受講して
もらえるよう研修日数の柔軟化や
指導農業士の研修を充実

160
森林資源を活
用した魅力創
出事業

森林資源を活用し、多摩地域の魅
力を更に引き出すための景観伐採
等を、各自治体において計画的か
つ着実に実施

補助実績を踏まえ積算を見直しつ
つ、多摩地域への観光客の増加に
向けて、引き続き自治体の取組を
支援することで、地域の活性化を
促進

159
高品質木材の
ための保育管
理

高品質な木材を生産するためにき
め細やかな森林施業を行う森林所
有者に補助金の交付を行っている
が、高品質木材の生産意欲のある
森林所有者数が低迷

経費精査を図った上で、今後も高
品質木材に生産意欲のある森林所
有者へ広く周知・募集を展開

163
水産加工経営
強化促進事業

加工品の消費は市場の小さい各島
内での消費が主体であり、販路拡
大に向けた支援が必要

水産加工団体による島外販売に向
けた商品開発、販路拡大等の取組
に対し、対象案件を精査しつつ、
支援を継続

162
林業労働力総
合対策事業

林業の労働安全向上、雇用条件改
善や技術者育成を総合的に実施

個別に実施していた各支援を総合
的に行うことで、各支援を目的・
対象者別に可視化し、切れ目ない
柔軟な支援を実施

161
多摩産材の民
間利用の促進

集客力がありＰＲ効果の高い施設
等で多摩産材を活用・ＰＲし、民
間利用を促進

大規模な商業施設等での多摩産材
の活用は訴求力が高いため、一部
事業の統廃合を図った上で、多摩
産材を活用した大規模な商業施設
等での整備を目指し、引き続き事
業を実施

90,837 

8,546 

8,623 

46,000 

43,753 

41,028 

4,684 

28,082 

9,563 

16,023 

53,000 

83,373 

43,385 

29,248 
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164
林地荒廃復旧
（公）

台風や集中豪雨等により荒廃した
林地（山腹・渓流）について、速
やかに復旧させることが必要

実績を踏まえて積算を見直しつ
つ、台風や集中豪雨等による林地
の荒廃に備え、引き続き事業を実
施し、都民の生命や財産、生活基
盤を保全

166
輝け！女性の
就業拡大事業

女性の就業拡大の機運を醸成して
いくため、普及啓発や合同就職面
接会を実施するイベントを開催
し、女性の就業を後押し

一部経費を見直しつつ、イベント
時にニーズの高いキャリアカウン
セリングを拡充するとともに、よ
り内容の充実したセミナーを展開
し、女性の就業を後押し

165
障害者安定雇
用奨励事業

障害者の安定雇用と処遇改善を推
進するため、障害者を正規雇用や
無期雇用で雇入れ及び転換した事
業主に奨励金を支給

引き続き、奨励金を支給すること
により、障害者雇用を行う事業主
を支援し、障害者の安定雇用と処
遇改善をより一層推進

169
能力開発・向
上訓練

離職者等を対象にした就職機会拡
大を目的とした能力開発訓練や、
中小企業等の労働者等を対象にし
た職業生活の安定と地位の向上を
目的とした能力向上訓練を実施

雇用情勢の変化等を踏まえ、地
域、事業者、受講者等のニーズに
応じた訓練科目、訓練内容に見直
し

168
テレワーク活
用・女性の活
躍応援事業

家庭と仕事の両立や働き方改革の
ニーズの高まりなどを受けて、企
業の職場環境整備を通じた女性の
活躍推進やモバイルワーク等をは
じめとしたテレワークの導入支援
が必要

女性の採用・職域拡大を目的とし
た職場環境の整備を後押しすると
ともに、企業の負担軽減を図りテ
レワーク導入を後押しするため、
経費を精査し、事業規模を拡充

167
働きやすい職
場環境づくり
推進事業

奨励金支給や専門家派遣により、
企業における雇用環境整備の取組
を推進しているが、育児・介護と
の両立支援や均等処遇の取組支援
は引き続き必要

企業における両立支援・処遇改善
の取組を促進するため、事業を継
続するとともに、中小企業におけ
る環境整備の状況や労働人口の３
分の１が疾病を抱えながら働いて
いる状況を考慮し、支援を拡充

170

地域人材育成
プラット
フォーム化事
業

中小企業同士の連携や外部機関を
利用した人材育成を推進するた
め、職業能力開発センターが地域
企業同士のネットワークの構築及
び協働による取組を支援

モデル事業において、地域人材育
成コーディネーターの継続的サ
ポートにより、課題のボトルネッ
クであった企業方針の策定が完了
したことから、今後は地域企業に
おける人材育成の支援を本格実施

442,368 

726,550 

64,163 

283,762 

570,447 

974,950 

2,358 

603,558 

852,276 

59,559 

283,920 

201,550 

949,067 

2,360 
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建設局

172
トンネルの予
防保全型管理
の推進

高齢化が進む都管理のトンネルに
ついて、平成27年度に策定したト
ンネル予防保全計画に基づき、計
画的な補修・補強を実施

平成29年度から30年度にかけて実
施している定期点検の結果に基づ
き、31年度に予防保全計画の見直
しを行い、新たな計画に基づいた
計画的な補修・補強を推進

171
実物大構造物
モデル

ベテラン技術職員の大量退職によ
り若手職員への技術継承が課題と
なっており、実物大構造物モデル
の導入による効果的な人材育成が
必要

導入する実物大構造物モデルの必
要性・代替可能性を検討の上、実
務経験不足を補完できるモデルを
作成・活用

175 河川監察
河川区域を適正に管理するため
に、河川敷地等の不法占用の防止
が必要

河川監察に際して、不法占用等の
早期発見と是正指導に努め、河川
管理上重大な支障がある場合に実
施する法的措置について、実態を
踏まえた見直しを図り、経費を縮
減

174
連続立体交差
事業の推進

都内の約1,050箇所の踏切によ
り、道路交通の円滑化が阻害

小田急小田原線（代々木上原駅～
梅ヶ丘駅間）については、地下化
及び駅舎工事等が完了し、ＪＲ埼
京線（十条駅付近）については、
新たに事業に着手することで踏切
による交通遮断や地域分断の解消
を促進

173
既設グラウン
ドアンカーの
経年劣化対策

既設グラウンドアンカーの変状や
損傷が見られることから、老朽化
対策について、調査・対策が必要

平成26年度から調査、30年度から
対策工事に着手しており、引き続
き、調査結果を踏まえ優先度の高
い斜面から計画的に対策を推進

176 河川改良

河川水面清掃事業に使用している
船舶のうち、リース船は、都所有
の建造船よりも修理に時間を要す
ることから、業務を円滑に遂行す
るために、耐用年数を経過したも
のから建造船への転換が必要

現在使用している河川水面清掃船
のリース契約期間終了に伴い、代
替となる河川水面清掃船を順次建
造

9,350 

799,200 

233,000 

27,537,012 

9,904 

244,326 

23,682 

1,215,000 

286,000 

30,044,030 

39,023 

329,100 

－30－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 期

実

期

港湾局

178
都立公園ガイ
ドサービスの
構築

浜離宮恩賜庭園、六義園、恩賜上
野動物園、葛西臨海水族園の４園
で、ガイドサービスを運用してお
り、効果検証が必要

現在稼働中のサービスの効果検証
を行い、他庭園・動植物園への拡
張に向けた検討を実施

177
六価クロム滲
出対応

大島小松川公園において、六価ク
ロムを含む滲出水が路面等に発生
していることから、舗装等の洗浄
と排水管硬化物の清掃を実施して
いるが、実績を踏まえた経費精査
が必要

排水管硬化物清掃の効果が出てい
るため、舗装等の洗浄の回数を減
らすことで、経費を縮減

179
雑司ケ谷霊園
排水施設整備
工事

舗装園路が谷地形のため、豪雨時
には霊園内の雨水が区道に溢れ出
る状況にあるが、既存の排水施設
の能力には限界があることから、
年次計画を組んで、整備を実施

過去の実績を踏まえて、年次計画
を前倒しして、整備するととも
に、経費を縮減

181
パラレルハイ
ブリッド船実
証実験

エンジンとモーターの両方を動力
とするパラレルハイブリッド小型
船の実証実験に協力し、業務や視
察等で活用するとともに、メー
カーに運航データを提供すること
により、環境に優しい小型船の技
術検証・普及に貢献

平成30年度から32年度まで、業務
や視察等の運航に必要な光熱水
費、修繕等に係る費用を計上し、
実証実験を実施

180
小平霊園支障
木改善工事

都立霊園内にある老木・大木の根
や幹が囲障や墓石を傾け使用者か
らの苦情が出ているため、区域を
限定し、順次、対策を実施してい
るが、実績を踏まえた経費精査が
必要

着実に対策を実施しつつ、過去の
実績を踏まえて、規模を見直し経
費を縮減

182
水域管理（特
定外来生物防
除対策）

特定外来生物の水際での防除を徹
底するため、モニタリング調査等
を実施

平成31年度も引き続きモニタリン
グ調査等を行うことで、防除を徹
底するとともに、調査回数の見直
しを行うことにより経費を縮減

2,613 

9,000 

51,500 

12,000 

2,244 

10,251 

3,348 

7,000 

32,000 

30,000 

2,970 

24,602 

－31－
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平成31年度
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平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実

184
レインボーブ
リッジ北側水
域沈木対策

レインボーブリッジ北側水域付近
には沈木が多数存在することか
ら、船舶航行の安全を図るため、
これまで底質調査、しゅんせつ、
沈木の撤去を実施

平成31年度も対象範囲、規模等の
見直しを図りつつ、計画的に対策
を進め、船舶航行の安全確保を更
に徹底

183
客船誘致海外
ＰＲ活動経費

海外のコンベンション等に出展す
ることにより、客船の誘致活動、
広報ＰＲを実施

出展する海外イベントの見直し等
を図りつつ、引き続き客船誘致を
積極的に進め、東京港への寄港を
促進

187 野伏漁港整備

式根島野伏漁港は、地元漁船等の
拠点港として利用されるととも
に、定期貨客船の接岸岸壁を有す
る重要な漁港であることから、防
波堤、岸壁、船揚場等の整備を実
施

整備箇所、規模等の見直しを図り
つつ、計画的に整備を進めてお
り、平成31年度は駐車場整備、突
堤整備等を行うことで、漁港の機
能維持・向上を実現

186 岡田港整備

大島岡田港は、大型貨客船が接岸
する港であり、島民の生活と産業
を支える重要な役割を果たしてお
り、係留施設、外郭施設の整備及
び既存施設の機能拡充のほか、発
災時の防災力の強化等が必要

整備箇所、規模等の見直しを図り
つつ、計画的に整備を進めてお
り、平成31年度は護岸、津波避難
通路等の整備を行うことで、島民
の生活の安定と向上に寄与

185
夢の島マリー
ナ改修工事

夢の島マリーナは、完成から25年
以上が経過し、老朽化が進んでい
ることから、計画的な改修が必要

平成31年度も、対象範囲、規模等
の見直しを図りつつ、計画的な改
修を進め、機能の確保を実現

188 三浦漁港整備

神津島三浦漁港は、地元漁船等の
拠点港及び他県船等の避難港とし
て利用されるとともに、定期貨客
船の接岸岸壁を有する重要な漁港
であることから、防波堤等の外郭
施設を中心に整備を実施

整備箇所、規模等の見直しを図り
つつ、計画的に整備を進めてお
り、平成31年度は防波堤改良、泊
地しゅんせつ等を行うことで、漁
港の機能維持・向上を実現 1,185,700 

189
新島港海岸整
備

新島港海岸は、新島港に隣接した
砂浜海岸であり、侵食対策事業と
して突堤、離岸堤等の整備を計画
的に実施

整備箇所、規模等の見直しを図り
つつ、計画的に整備を進めてお
り、平成31年度は離岸堤（副堤）
整備等を行うことで、国土の保
全、島民の生命・財産の安全を確
保

122,000 

418,000 

9,194 

224,200 

5,000 

330,100 

386,600 

652,800 

13,212 

227,800 

471,432 

931,000 

824,300 
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 （単位：千円）
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平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実

実

期

期

期

会計管理局

議会局

人事委員会事務局

190
神津島港海岸
整備

神津島港海岸は、神津島港に隣接
した白砂を有する海岸であり、海
岸環境整備事業として離岸堤等の
整備を計画的に実施

整備箇所、規模等の見直しを図り
つつ、計画的に整備を進めてお
り、平成31年度は既存離岸堤（潜
堤）の改良等を行うことで、島民
の生命・財産の安全を確保

101,500 

372,500 

305,300 

508,100 

193

領収書等イン
ターネット公
開経費の見直
し

領収書等インターネット公開に係
る経費については、実績を踏まえ
た単価及び数量の見積りが必要

過年度実績を踏まえ、予定単価や
予定数量を見直すことにより、経
費を縮減

192 一般管理事務

マイナンバー法に基づく事務処理
の安全性を高める経費について、
事業継続のため、必要額の精査が
必要

事業開始後の実績等を踏まえ、必
要経費を精査することにより、経
費を縮減

191
三池港海岸整
備

三宅島三池港海岸は、三池港に隣
接した砂礫海岸であり、侵食対策
事業として離岸堤等の整備を計画
的に実施

整備箇所、規模等の見直しを図り
つつ、計画的に整備を進めてお
り、平成31年度は離岸堤（潜堤）
の整備等を行うことで、国土の保
全、島民の生命・財産の安全を確
保

194 人材確保戦略
将来の都政を担う有為な人材確保
のため、採用ＰＲの一層の強化が
必要

これまでの各種施策のブラッシュ
アップを図り、ＰＲを強化

195
昇任選考事務
システム

昇任選考事務において、申込みや
受験票配付等、紙での中間処理を
電子化するシステムを構築

システムの本格稼働により、昇任
選考における事務の効率化を推進

29,096 

1,470 

53,877 

10,325 

39,855 

6,463 

53,804 

36,850 

－33－



 （単位：千円）
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予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

改

期

実

監査事務局

選挙管理委員会事務局

教育庁

196
技術職採用試
験（第２回）

技術職を確実に確保するため、職
員の需給状況等に応じた弾力的な
試験実施が必要

過去の実績を踏まえた経費を見積
り、試験の複数回実施が必要な場
合に適切に対応

199
学校職員の労
務管理

学校現場におけるメンタルケアの
更なる充実や長時間労働是正を含
めたライフ・ワーク・バランスの
実現を図る観点から、在校時間の
把握を実施しているが、実績等を
踏まえた経費の適切な見積りが必
要

各校のカードシステムのデータを
集計・分析し、定時外在校時間が
80時間超の教育職員のリストを所
属校に提供することで、健康障害
防止のための取組等への活用を図
るとともに、実績等を踏まえ経費
を縮減

198
システム換装
作業

政治資金業務システム運用のため
のサーバ機器等の借上料を計上し
ており、実績等を踏まえた適切な
見積りが必要

契約実績に基づき機器等の借上料
を見直すことにより、経費を縮減

197
システム監査
の推進

都庁全体の内部統制の強化に資す
ることを目的に、情報システムに
関して、各局の事務・事業執行に
対する統制局の指導・支援状況等
の検証が必要

２か年の実績をベースとして内容
や調査期間を精査するとともに、
監査結果も踏まえ、都全体の情報
システムの内部統制のあり方につ
いて検証

200
学校リーダー
育成プログラ
ム

教育管理職選考の受験者が減少
し、副校長、指導主事の確保が困
難となっており、中核となって活
躍する管理職を若手教員の時から
発掘・育成することが必要

研修終了後も管理職選考に向けた
モチベーションを維持するため、
研修内容の充実を図るとととも
に、執行率を踏まえ経費を縮減

201
小学校教員の
英語免許状の
取得促進

小学校における英語教育の本格実
施に向けて、十分な英語の指導力
を有した教員を確保することが必
要であり、英語免許取得に向けた
支援体制の整備が課題

本事業による免許取得者が履修し
た講義や、年間の取組スケジュー
ル等の情報提供を図ることで、免
許取得に向けてのフォロー体制を
構築するとともに、執行率を踏ま
え経費を縮減

3,284 

12,544 

4,591 

3,800 

11,929 

18,998 

3,596 

17,495 

24,586 

4,357 

13,743 

24,288 
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実

実

実

期

202

新しい学校づ
くり重点支援
事業（小学
校）

公立小学校の統廃合による適正規
模化を図る必要があるため、区市
町村教育委員会の取組を支援して
きたが、計画変更等により予算の
執行率が不安定な状況

実施主体である区市町村に対し、
統廃合による適正規模化を積極的
に働きかける一方で、実績を踏ま
えて積算方法を見直し、経費を縮
減

205

経営企画室の
充実を図るた
めの外部人材
の活用

経営企画室の窓口業務等を補佐す
るため、一般職非常勤職員140名
を都立高校に配置しているが、近
年、民間市況の隆盛を受け、応募
者が減少する等、優秀な人材の確
保が困難

求人サイトに求人広告を掲載する
等、これまで周知が行き届いてい
なかった求人者への訴求を図り、
幅広い層からの人材確保に努める
とともに、実績等を踏まえ経費を
縮減

204
定時制教育の
振興

定時制・通信制高校で学ぶ生徒
に、演劇に触れる機会を提供する
ための鑑賞教室を実施している
が、演目内容を生徒の水準に合っ
たより分かりやすいものにするこ
とが必要

平成29年度に実施したアンケート
を参考に、舞台演出を充実させる
など、視覚的に伝わりやすい演目
内容に変更して実施

203

コミュニ
ティ・スクー
ル導入等促進
事業

地域と一体となって学校を運営す
るコミュニティ・スクール（Ｃ
Ｓ）を推進するため、区市町村に
おけるＣＳ推進体制構築への支援
を行うほか、都独自に導入促進・
運営充実のための補助を実施

区市町村によるＣＳの導入・運営
を積極的に支援する一方で、実績
を踏まえて積算方法を見直し、経
費を縮減

208
メンタルヘル
ス対策

精神的不調は早期の自覚・対処が
重要であり、段階的な予防策を講
じているが、休職者数は増加傾向
にあることから、学校現場の働き
方改革の一環として、予防策及び
早期対処への支援策の見直しが必
要

ストレス検査について、全ての区
市町村でストレスチェックへの移
行を進める一方で、教員の特性に
応じたストレスチェック票の作
成、職場環境改善アドバイザーの
派遣を実施するなど、支援の見直
しを実施

207

病院・施設内
分教室及び訪
問教育のタブ
レット端末導
入

訪問教育では同世代との学び合い
の機会の確保が課題であり、タブ
レット端末やＩＣＴ機器の通信機
能を活用して学習機会の拡充に取
り組むことが必要

在宅訪問教育を受ける児童・生徒
が同世代と共に学べる機会を確保
するため、経費を精査しつつ、新
たなコミュニケーションツールと
しての分身ロボットを活用したモ
デル事業を実施

206
発達障害教育
の推進

発達障害の理解促進と都の発達障
害施策の推進を目的とした説明会
を開催しているが、現状では中学
校特別支援教室及び高校における
通級が開始されたばかりであり、
現場の状況を踏まえた施策説明が
必要

発達障害の施策の正しい理解を促
していくため、現場の状況を踏ま
えた施策説明を行い、新施策につ
いての理解啓発を充実させた事業
を展開

147,323 

18,557 

7,007 

462,461 

3,607 

22,536 

315,845 

288,155 

38,258 

7,407 

463,071 

3,607 

28,323 

315,387 
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実 期

実 期

実

実 期
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実

209

企業等と連携
したプログラ
ミング教育モ
デル地区事業

新学習指導要領で求められるプロ
グラミング教育を、全公立小学校
が主体的に実施できるよう、各地
区に推進校を設置し企業等との連
携を通した効果的な取組を支援

推進校研究費を精査の上、成果を
普及するため実践コンテンツ開発
やプログラミング教育フォーラム
を実施

211

オリンピッ
ク・パラリン
ピック教育の
推進

東京2020大会を契機に、特にボラ
ンティアマインド、障害者理解等
をレガシーとして残していくこと
を見据え、都内全公立学校にオリ
ンピック・パラリンピック教育を
展開

東京2020大会及び大会後のレガ
シー構築に向け、パラリンピック
競技応援校の拡充や東京2020大会
に係る児童・生徒向けボランティ
ア体験等の準備を進めつつ、実績
等を踏まえ経費を縮減

210
伝統文化鑑賞
教室

３年間で全都立高校生が日本の伝
統芸能を鑑賞できるよう、学校へ
演者を派遣する方式と、外部会場
で実施する方式の２種類で実施

外部会場方式の方がより臨場感が
あり生徒の興味関心を高めること
ができ、かつ１校当たりの費用が
少ないため、今後は外部会場方式
のみで実施

214
世界遺産保護
の推進（国立
西洋美術館）

ル・コルビュジエ建築遺産自治体
協議会（ＡＳＬＣ）総会におい
て、イコモスの勧告を踏まえた遺
産影響評価等についての協議が継
続されるため、東京の立場からの
提言が引き続き必要

ＡＳＬＣ総会においては各都市が
それぞれの立場から議論を交わす
ため、総会に参加する経費を計上
し、東京の都市計画に合致した保
護推進となるよう、意見表明を継
続的に実施

213
ＳＮＳを活用
した教育相談
体制の確立

様々な悩みを抱える児童・生徒に
対して、問題の深刻化を未然に防
止するため、多様な相談体制の構
築が必要

ＳＮＳによる相談事業の試行結果
を踏まえ、平成31年度からは従来
の電話やメールに加え、ＳＮＳを
活用した相談体制を年間を通して
整備

212
TOKYO GLOBAL
GATEWAY

英語力の育成のためには、英語を
実践する機会の提供が必要であ
り、都内においては、実践の場が
不足していることが課題

英語を実践する場として整備し
た、「TOKYO GLOBAL GATEWAY」に
ついて、経費を精査しつつ、事業
が安定的かつ効果的に進むよう、
事業を運営

215
文化財情報の
外国人旅行者
等への提供

ウェブサイト上での外国語による
文化財情報の提供や、文化財案内
の作成等を行っており、東京2020
大会に向け、訪日外国人への文化
財情報の提供を一層充実させるこ
とが必要

外国語による都内文化財案内につ
いて、経費を精査しつつ、外国人
向けの文化財説明をより充実

4,549 

16,045 

34,000 

60,000 

946,070 

271,916 

112,482 

4,330 

12,559 

48,500 

88,500 

1,067,127 

678,968 

10,000 

－36－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実

実

実 期

実 期

警視庁

217

乳幼児期から
の子供の教育
支援プロジェ
クト

乳幼児期からの子供の発達を支援
するため、家庭教育に資する啓発
資材を区市町村の協力を得ながら
保護者に配布しているほか、独自
ウェブサイトで情報発信している
が、近年アクセス件数が減少傾向

各種啓発手法の費用対効果等を踏
まえ、当該ウェブサイトを廃止
し、生涯学習ホームページにコン
テンツを統合した上で情報発信を
継続するなど、啓発手法を再構築

216
都立図書館の
利用環境整備

外国人を含むより多くの方に都立
図書館を利用してもらうため、無
料Ｗｉ‐Ｆｉ、デジタルサイネー
ジの整備及びパンフレット各国版
配布等を行っているが、今後も利
用環境を一層整備し、利用者増を
図ることが必要

図書閲覧以外の利用促進を図るた
め、交流ルームを設置し、そこに
無料Ｗｉ‐Ｆｉのポイントを増設
することで、知的交流活動での利
便性向上を実現

218
障害者スポー
ツ推進事業

平成28年度から特別支援学校の体
育施設を開放するために整備を開
始したが、工事の施工時期や期間
等に制約があり、各学校の授業に
影響がないよう調整を行うため、
整備に不確定要素が存在

昨年度からの工事施工方法の見直
しを加速し、学校の負担軽減を図
るよう、今後は外部発注で迅速か
つ小規模な改修で対応するととも
に、過去３年間の実績を考慮し、
経費を縮減

220
プロバイダ
サービス

インターネット環境を運用するに
当たり、セキュリティが担保され
た安定的なプロバイダサービスの
確保が必要

プロバイダ事業者については慎重
に選定しつつ、契約内容の見直し
により、経費を縮減

219

オリンピック
対策事務局用
端末装置の借
入

東京2020大会開催に向けて、新た
な事務処理に必要な端末装置等の
整備を行うことが必要

既存配備の端末を利活用しつつ、
東京2020大会に係る人員増に対応
するため、真に必要な数量の精査
を行い、経費を縮減

221
所属移転等に
伴う移設

所属の移転及び庁舎の設備改修等
に伴い、無線アクセスポイント等
の回線設備を取り外し、移転又は
設備改修後に取り付け直すことで
インターネット環境を維持するこ
とが必要

回線設備を移設し、インターネッ
ト環境の維持に努めるとともに、
規模を精査することにより、経費
を縮減

12,859 

13,629 

33,945 

74,342 

159,246 

27,648 

12,859 

8,978 

25,625 

43,555 

133,843 

19,176 

－37－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

実 期

223
破傷風予防接
種

大規模災害発生時に災害警備活動
等に従事する全警察官に対して、
破傷風への感染を防止するため、
破傷風予防接種を実施

抗体の保有状況等を踏まえ、計画
的に予防接種を行うことにより経
費を縮減

222
Ｂ型肝炎予防
接種

各種警察活動に際して、Ｂ型肝炎
ウイルス感染者からの感染を防止
するため、全警察官に対して予防
接種を実施

抗体の保有状況等を踏まえ、計画
的に予防接種を行うことにより経
費を縮減

224
災害対策用車
両の整備

震災・風水害等の災害発生時に都
民の安全と財産を保護するため、
救助活動に不可欠な災害対策用車
両の減耗更新、新規導入を行い、
災害応急対策に係る万全の体制を
確保することが必要

現在配備されている車両の使用状
況や代替車両の有無などを踏まえ
整備・更新台数の精査を図ること
により、経費を縮減

226
違法駐車対策
（民間委託）

放置駐車の根絶及び良好な駐車秩
序の定着を目指し、放置駐車違反
関係情報及び放置車両確認事務の
民間委託について一元管理すると
ともに、放置違反金の適正管理を
行うなど、効率的かつ効果的な駐
車対策が必要

実績等を踏まえた見直しを図りな
がら、引き続き民間委託による駐
車対策を実施

225
運転免許証作
成システム

本システムはあらゆる部品を定期
的に交換し性能を維持する必要が
あるが、部品交換は保守対象外の
ため交換部品に係る費用を予算措
置し別契約で購入している状況

平成32年３月に予定している更新
に合わせ、部品交換を保守対象に
含めた契約とし、部品に係る予算
を削減するとともに、契約手続の
合理化を推進

27,769 

4,639,299 

707,159 

48,609 

4,471,577 

723,690 

228
地域警察官用
携帯端末の機
能改修

地域警察官が携帯電話を携行する
ことで、無線機を補完し、より効
率的な警察活動が実施できるた
め、引き続き端末の安定的な運用
を図ることが必要

現場からの機能追加要望に対する
システム改修として、110番・文
字情報の着信音による緊急性区分
の追加改修を実施

227
自転車ナビ
ルート設置計
画

幹線道路に自転車ナビマーク及び
主要交差点に同ナビラインを設置
することにより、自転車関与事故
の削減と自転車交通の整序化の進
展が確認されているが、引き続き
自転車関与事故の削減が必要

平成28年度から29年度までに自転
車ナビマークは約640㎞及び同ナ
ビラインは126交差点に設置を完
了しているが、更なる自転車関与
事故の削減及び自転車交通の整序
化に向けて引き続き整備を推進

152,161 

98,381 

33,400 

223,733 

63,103 

250,224 

568,031 

524,677 

－38－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

実

実

実

期

実

東京消防庁

229

次世代型デー
タプラット
フォームの構
築

技術発展の急速なＩＴ技術分野に
おいて、本システムは導入から７
年が経過していることから、新た
なＩＴ技術の活用が必要

再リース契約により、現行のプ
ラットフォームを維持しつつ、今
後、新たなＩＴ技術を活用したシ
ステムへ拡張予定

230
薬物乱用根絶
等に向けた広
報啓発活動

薬物事犯の検挙者数に占める若年
層の割合が増加傾向にある現状を
踏まえ、薬物の有害性及び危険性
を広く若年層に広報していくこと
が必要

スマートフォンの専用アプリで、
ＡＲ（拡張現実）の視覚効果を活
用した動画を配信することによ
り、「スマホ世代」の若年層に特
化した広報啓発活動を推進

232
専門的捜査員
等の育成

サイバー空間があらゆる犯罪に悪
用されることから、専門性の高い
情報通信技術に関する知識・技能
を持った捜査員の養成が課題

サイバーセキュリティ資格者・上
級捜査官・特別捜査官の中から、
特に高度な知識経験を持つ捜査員
を対象に受講させることで捜査技
術のレベルアップを図り、また還
元教養を行うことで経費を縮減

231

特殊詐欺被害
防止対策電話
センターの設
置

被害の増加に歯止めが掛からない
特殊詐欺対策として、民間企業に
高齢者等への架電業務を委託し、
専属的に注意喚起を行う体制を整
えて被害防止を図っているが、特
殊詐欺に対する注意喚起の継続が
必要

事業規模は維持したまま、電話帳
データのほか、捜査の過程で入手
した名簿を有効に活用して、効果
的な注意喚起を推進するととも
に、人件費の見直しなどにより、
経費を縮減

234
自主防災組織
等育成指導業
務

女性防火組織及び消防少年団には
効率的な情報発信を行うシステム
が皆無であり、効率的な情報発信
手段の整備が必要

既存の情報発信用システムの統合
に際し、同システムを女性防火組
織と消防少年団へ適用拡大するこ
とで、システムを利用した効率的
な情報発信とともに、郵送経費等
を縮減

233
丸の内庁舎総
合ビル管理委
託

警視庁本部庁舎大規模改修工事等
に伴う仮設庁舎として使用してい
る施設のため、大規模な改修工事
が行えず、既存設備の継続的な使
用が必要

ビル管理委託業務による安定的な
保守により、設備の延命化を図
り、使用期限までの万全な庁舎機
能維持を実現

14,264 

16,159 

218,136 

128,522 

112,209 

107,467 

4,932 

5,508 

190,719 

110,623 

100,989 

104,966 

－39－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実

実 期

期

実 期

実 期

２　移管・終了（192件）

政策企画局

都民安全推進本部

235

飛び火を考慮
した延焼シ
ミュレーショ
ン機能向上

大規模市街地大火に適切に対応す
るため、延焼シミュレーションシ
ステムに、飛び火の機能を追加
し、機能向上を図ることが必要

平成30年度の詳細設計に基づきシ
ミュレーションの機能向上を行う
とともに、都市整備局と連携し、
基礎データの測定を合わせて実施
することで経済的かつ効率的に機
能強化

238

防犯ボラン
ティアリー
ダーのフォ
ローアップ講
座

地域の防犯活動の担い手としての
幅広い知識や活動手法を付与する
ことにより、防犯ボランティア
リーダーを育てる指導者を養成

指導者の養成が一定数できたこと
から、今後は情報発信や集会等で
の相互交流等の活動支援を行って
いくこととし、事業を終了

237 東京150年事業

平成30年が、江戸から東京への改
称、東京府開設から150年の節目
であることを記念し、東京の都市
としての魅力や力を再発見、再認
識する「東京150年事業」を実施

記念イベント「東京150年祭」の
開催や、広報ＰＲ事業を実施し、
所期の目的を達成したことから、
平成30年度をもって事業を終了

236

はしご車（大
量救出・車椅
子対応型）の
整備

東京2020大会を見据え、高所から
の救出救助に際し、現在のバス
ケット定員より多く、車椅子使用
者にも対応できる消防車両の導入
が必要

海外で導入実績のある、バスケッ
ト定員が５人で車椅子使用者にも
対応できるはしご車を、東京2020
大会関係施設周辺署所の車両更新
に合わせて導入

239
参加型犯罪予
防活動

大学生等を中心とした若者への働
きかけを行い、ボランティアとし
て犯罪予防活動に実際に参加して
もらうことで、若い担い手を育成

若者への訴求が一定程度できたこ
とから、今後は東京2020大会によ
るボランティア気運の高まりを捉
え、引き続き若い世代に働きかけ
を行っていくこととし、事業を終
了

11,238 

283,972 

195,604 

1,319 

527 

29,069 

144,612 

 - 

 - 

 - 

－40－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 期

実 期

期

期

期

実 期

戦略政策情報推進本部

総務局

240
外国人家事支
援人材受入事
業への支援策

制度周知セミナーや日本語研修へ
の補助など本制度利用の促進を図
る取組を実施

認定事業者６社全てで家事支援
サービスの提供が開始されるな
ど、事業が順調に推移し一定の成
果が得られたことから、平成30年
度をもって支援策は終了

241
普及に向けた
ニーズ調査

外国人家事支援人材制度の更なる
活用促進及び制度のブラッシュ
アップにつなげるための調査を実
施

調査結果等を踏まえ、外国人家事
支援人材に関する特例に係る更な
る規制緩和等により制度拡充を見
据えた検討を継続

244
局ホームペー
ジ改修

総務局ホームページについて、
「東京都公式ホームページデザイ
ンに係るガイドライン」に沿った
デザインへの改修が必要

ホームページの改修を実施し、所
期の目的を達成したため、事業を
終了

243
行政サービス
ワンストップ
化の推進

ワンストップ化の実現に向けた検
討を進めていくため、個人・事業
者のワンストップ化ニーズや、海
外先進都市の取組状況を把握する
目的で調査を実施

調査結果を活用し、ワンストップ
化実現に向けた検討を引き続き実
施

242

特区活用の一
層の促進に向
けた効果的な
成果発信

福岡市や養父市での講演や内閣府
からの特区制度の説明の機会を設
け、効果的な成果発信を実施

平成31年度以降はシンポジウム参
加者を対象としたアンケート結果
をもとに、区市町村や民間事業者
への働きかけを個別に実施

245

島しょ地域に
おける電気自
動車普及モデ
ル事業

自然豊かな環境を守るとともに、
島しょ地域の振興を図るため、島
しょ地域における電気自動車の普
及に向けた取組として、平成29年
度から30年度に実証実験等を実施

一定の成果を得られたことから事
業を終了し、事業成果を環境局へ
引き継ぐことで、平成31年度以降
は環境局のＺＥＶ普及事業の取組
の一環として実施

9,487 

9,994 

8,934 

20,000 

28,886 

100,500 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

実 期

期

実 期

期

期

247

大島支庁神津
島出張所ＬＥ
Ｄ化照明設備
改修工事

都有施設におけるＬＥＤ化を推進
するため、大島支庁神津島出張所
の照明設備工事を実施

改修工事が完了し、施設の省エネ
ルギー化と高効率化を実現したこ
とから、事業を終了

246
小笠原支庁清
瀬職員住宅改
築工事

小笠原支庁の職員住宅である清瀬
職員住宅について、老朽化に伴う
改築工事を実施

職員住宅改築工事の完了に伴い、
所期の目的を達成したことから、
事業を終了

249 国民保護計画

国民保護制度や避難行動に関する
都民の理解は必ずしも高いもので
はないため、都民の理解を促進す
るため、平成30年度に普及啓発用
のコンテンツ（動画）を制作

制作したコンテンツを活用し、今
後の国民保護に関する普及啓発を
展開

248
小笠原諸島返
還50周年記念
事業

平成30年度に米国からの復帰50周
年を迎えることに伴い、記念式典
等の記念事業を実施

記念式典、50周年事業の完了に伴
い、所期の目的を達成したことか
ら、事業を終了

情報システム
機器等の更新

首都大学東京における事務情報シ
ステム等の更新がピークを過ぎ、
当初予定していた更新が終了

今後は標準運営費交付金において
着実に更新することとし、事業を
終了

250
応急給水槽の
整備

災害時の給水拠点を確保する応急
給水槽の整備について、平成30年
度をもって杉並区、江戸川区にお
ける建設工事が完了

新規整備分を含め適切に維持管理
をしていくことで、給水拠点を確
保

251

530,010 

23,096 

153,087 

20,000 

287,309 

363,362 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

実 期

期

実 期

実 期

財務局

生活文化局

253 局管理事務費

都庁総合ホームページ及び各局
ホームページのデザイン統一に対
応するため、局ホームページのデ
ザイン変更を行い、効果的な情報
発信を推進

局ホームページの改修を完了し、
所期の目的を達成したことから、
事業を終了

252
財産情報シス
テム

財産情報システムについて、必要
な改修経費を計上しており、総務
省統一基準による財務諸表作成に
伴い、必要となる改修を実施

平成30年度に総務省統一基準に係
る改修を実施し対応が完了したた
め、事業を終了

256
私立幼稚園等
自然体験支援
事業費補助

子供の主体性や想像力、思考力な
ど「生きる力」を育むため、自然
環境を活用した幼児教育の取組を
行う私立幼稚園等に対し、必要な
経費の一部を補助

森林・里山・緑地等の自然環境を
活用した園外活動を促進し、一定
の成果が得られたことから、事業
を終了

255
防災力向上事
業

平成29年度は、延べ832校に対し
て、災害時における非常用食品の
整備に要する経費を補助し、私立
学校の生徒等の安全安心な学校環
境を整備

私立学校における非常用食品の備
蓄について、充実が図られたこと
から、事業を終了

 - 

 - 

オリンピック・パラリンピック準備局

254
東京‐パリタ
ンデム2018

東京都及びパリ市の文化施設等に
おいて多彩な文化イベントを実施
し、両都市の文化の魅力を世界に
幅広く発信

本事業で得た知見を活かし、東京
の多彩で奥深い芸術文化の魅力を
国内外に発信

257
フラッグツ
アー

日本全国で気運を盛り上げ、東京
2020大会への参画・応援を促すた
め、オリンピックフラッグ・パラ
リンピックフラッグを活用し、全
国自治体でフラッグツアーを実施

オリンピックフラッグ・パラリン
ピックフラッグを活用したイベン
トや巡回展示を実施してきたが、
全国47都道府県を一巡したことか
ら、事業を終了

20,000 

107,136 

22,750 

2,398 

174,000 

435,711 

 - 

 - 

 - 

 - 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 期

実 期

期

期

実 期

実 期

実 期

259

スポーツを通
じた健康増進
に関する調査
研究結果の普
及啓発

平成29年度に実施した調査研究委
託においてスポーツがもたらす効
果・効用を明らかにしており、そ
の結果を分かりやすく示すこと
で、都民等のスポーツに対する関
心を高め、行動に移してもらうこ
とが必要

スポーツを通じた健康増進に関す
る調査結果をまとめた冊子の関係
団体等への配布及びホームページ
への掲載により、スポーツがもた
らす効果・効用等について広く普
及啓発を行い、事業を終了

258

メダルプロ
ジェクトに係
る小型電子機
器回収事業

東京2020大会の表彰メダルを全国
各地から集めたリサイクル金属で
作る、国民参加型のプロジェクト
であり、都は回収を促進し、大会
気運を醸成するため、本プロジェ
クトに協力

回収した小型家電から抽出したリ
サイクル金属を利用し、メダル製
作に着手する段階に入るため、回
収事業を終了

260

障害者総合ス
ポーツセン
ター大規模改
修工事

障害者総合スポーツセンターは、
経年による老朽化が著しく大規模
改修工事が必要

大規模改修により老朽化対策、利
便性と快適性の向上及び多様化す
る利用者ニーズへの対応を実現す
るとともに、競技能力向上のため
の機能を備えた施設を整備 2,505,529 

262

パンパシ
フィック水泳
選手権大会
2018分担金

オリンピック・世界水泳と並び水
泳の世界三大大会の一つに数えら
れている「パンパシフィック水泳
選手権大会2018」の開催を支援

共催により大会開催を支援し、ス
ポーツ都市東京を広くアピールす
るとともに、都民還元事業である
観戦招待及びバックヤードツアー
を実施することでスポーツ観戦の
魅力を発信し、事業を終了

261

障害者総合ス
ポーツセン
ター代替施設
整備

障害者総合スポーツセンターの大
規模改修工事に伴う全面休館を避
けるため、改修工事期間中の代替
施設の設置が必要

当該施設の敷地内グラウンドに代
替施設として仮設棟を整備し、区
部の障害者スポーツ振興の拠点と
しての機能を維持し、平成31年度
の本体施設開館に合わせ事業を終
了

 - 

 - 

 - 

44,646 

10,000 

16,322 

264
交通輸送実施
計画（第２
版）策定委託

ＲＷＣ2019の実施に向けて、交通
輸送に関する詳細な計画の策定が
必要

当該計画の策定を行い事業を終了
し、平成31年度は組織委員会と調
整の上、マニュアル作成及び本番
大会における交通輸送業務を確実
に実施

263

ラグビーワー
ルドカップ
（ＲＷＣ）開
催都市運営計
画策定委託

ＲＷＣ2019時に開催都市が行う備
品の移動、清掃・衛生業務、ク
リーンベニュー等の運営業務の内
容調査及び実施内容の検討が必要

当該運営業務の内容調査及び実施
内容の検討を行い事業を終了し、
平成31年度における本番大会の開
催都市運営業務を確実に実施

 - 

 - 

 - 

20,968 

10,750 

 - 

38,254 

－44－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 期

実 期

実 期

期

実 期

実 期

都市整備局

265

セキュリ
ティ・医療救
護計画策定委
託

ＲＷＣ2019において開催自治体が
定めることとされている警備、危
機管理、医療救護に係る全体的な
計画の策定が必要

当該計画の策定を行い事業を終了
し、平成31年度は当計画を基に関
係機関等と連携を図り、本番大会
における安全対策等を確実に実施

268
屋外広告物指
導事務

東京都屋外広告物条例による道路
上の広告物の規制について、不動
産業者に対する周知が不十分な状
況

条例による規制について、不動産
業者向けに普及啓発のチラシを作
成・配布するほか、局ホームペー
ジへ掲載

267
女性アスリー
トへの支援

アスリートの競技力向上に向けて
は、技術面・心理面の強化に加
え、日々のコンディション管理が
重要であり、女性特有の課題に対
しては、ジュニア層や指導者等へ
の正しい知識の普及が必要

女性アスリート特有の競技・健康
上の課題と対応等を記載した冊子
を作成し、都内競技団体等を通じ
てジュニア層や指導者等に普及・
啓発し、事業を終了

266
テストイベン
トの実施

ＲＷＣ2019に向けて、ノウハウの
蓄積や課題抽出、気運醸成を目的
に、東京スタジアムで開催する日
本代表戦でのテストイベント実施
が必要

当該テストイベントを行い事業を
終了し、その実施及び検証を踏ま
え、平成31年度における本番大会
の成功に向け準備を推進

269
神宮外苑地区
まちづくり調
査

平成29年度末に関係権利者と取り
交わした確認書に基づき、検討会
を設置し、地区特性に応じた誘導
方針及び活用要件等を設定するこ
とが必要

検討会でのとりまとめを経て、都
として公園まちづくり制度活用要
件等のまちづくり指針を策定、都
市計画決定等の手続の円滑化に向
けて、関係権利者と協議・調整を
引き続き実施

270

民間の力を活
用した緑の創
出（みどりの
計画書現況分
析調査）

緑の創出は、民間との連携が必要
不可欠であり、開発の際に、質・
量ともに良好な緑の創出を推進し
ていくため、誘導策や強化策が必
要

調査検討委託を実施し、民間事業
者の指導・協議に際して調査結果
を活用することで、緑の創出を推
進

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

40,500 

105,289 

23,252 

300 

4,500 

15,725 

－45－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

実 期

実 期

期

期

期

期

271
緑の保全・活
用に関する検
討調査

「都市づくりのグランドデザイ
ン」で示した方向性を踏まえ、緑
の量と質を確保するための新たな
取組を具体的に示すことが必要

平成30年度に「東京が新たに進め
るみどりの取組（仮称）」を関係
局とともに策定し事業を終了

274
バス走行環境
改善システム
整備事業

交通量が多くバスの定時性確保が
困難な場所を中心にバスロケー
ションシステムを導入すること
で、バス利用者の利便性を向上さ
せていく必要があることから、補
助事業を実施

バスロケーションシステムの導入
が進み、バス利用者の利便性向上
が図られたため、終期設定のとお
り事業を終了

273

東京における
土地利用に関
する基本方針
の策定調査

平成30年度に都市計画審議会から
答申を受ける予定の「東京の土地
利用に関する基本方針について」
を踏まえ、「都市づくりのグラン
ドデザイン」で示された都市像の
実現に向けた総合的な土地利用施
策の展開が必要

平成30年度に、土地利用調査特別
委員会の運営、「東京における土
地利用に関する基本方針」の策定
及び「用途地域等に関する指定方
針及び指定基準」の改定案を作成
し、事業を終了

272

都市づくりに
おける面的エ
ネルギー利用
の促進

都市づくりにおけるエネルギーの
効率利用等に向け、都市開発諸制
度活用方針への推進策を踏まえ、
更なる環境負荷低減のため、まち
づくり初動期からエネルギーの有
効利用方策について検討が必要

平成30年度に都市開発諸制度活用
方針を改定し、今後は開発の機会
を捉えた更なるエネルギーの有効
利用を促進

277
耐震改修の促
進に係る調査

更なる耐震化促進に向け、学識経
験者等で構成する検討委員会を設
置し、条例改正も視野に促進策の
検討・調査等を行ったところであ
り、この検討結果に基づく耐震化
推進策の着実な実施が課題

検討結果を踏まえ、条例改正の法
的な整理や、新たな耐震化促進策
の対応・検討を行っているところ
であることから、調査事業を終了

276
土地区画整理
事業助成（貸
付金）

都は、組合等が保留地処分金等を
得るまでの運転資金として、国か
らの資金貸付を原資とする無利子
貸付を行っており、要望のあった
１地区への貸付けが完了すること
から、今後は償還計画の適正な管
理が必要

平成30年度をもって、貸付けを計
画していた１地区への貸付けを予
定どおり完了したことから、償還
計画の管理に移行

275
地下街防災推
進事業

地震発生時の公共地下歩道などを
含む大規模地下街の安全性を確保
するため、耐震対策の促進が必要

公共地下歩道の天井板補強等を対
象に、国と協調して補助を行い、
大規模地下街の耐震対策が完了す
る見込みであるため、事業を終了

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

7,904 

10,000 

12,534 

124,792 

393,333 

1,000,000 

5,202 

－46－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

実 期

実 期

期

実 期

実 期

環境局

278
住生活総合調
査

５年に一度、国において実施され
ている住生活総合調査は、調査対
象数が少ないため、対象を拡大す
ることにより調査結果の精度向上
を担保

平成30年度に調査を行い、その成
果を集約して住生活基本法に基づ
く住生活の安定・向上に係る総合
的な施策を推進していくための基
礎資料として活用していくことと
し、事業を終了

280

環境科学研究
所の今後の方
向性に関する
調査

東京都環境科学研究所のあり方検
討会における今後の方向性を踏ま
え、シンクタンク機能の強化に向
けた具体的な手法について調査を
行うことが必要

委託調査の結果等を踏まえ、東京
都環境公社・研究所及び局内各部
との間で検討、調整等を実施

279

新たな環境施
策を推進する
ための広報展
開

水素に係る特設サイトの運用や
「チームもったいない」のＰＲ等
を行っていたが、事業所管部署以
外が実施していたため効率化に課
題

今後は各所管部署において迅速な
対応が可能となるように体制を整
備することとし、該当事業を移管
終了

283

超過削減クレ
ジットを活用
した取組の推
進

都のキャップ＆トレードシステム
を改修し、事業者が保有するクレ
ジットを本制度外で利用可能とす
る手続（無効化）のための機能を
追加することが必要

システム改修を完了し、今後は
キャップ＆トレード制度次期計画
期間の検討状況を踏まえつつ、東
京ゼロカーボン４デイズをはじめ
とした取組への協力等の働きかけ
を実施

282

総量削減義務
と排出量取引
制度の次期計
画期間に関す
る調査

次期計画期間の仕組みの骨格を踏
まえ、適切な特定温室効果ガス排
出量算定ガイドライン等を作成し
対象事業所等へ周知していくこと
が必要

次期計画期間へ円滑に移行するた
め、説明会において、作成したガ
イドライン等を活用するなど対象
事業所へ適切な周知を実施

281

ＩｏＴ、ＡＩ
等を活用した
環境施策の展
開に向けた調
査

環境施策に係るＩｏＴ、ＡＩ等の
活用可能性などの情報を収集・整
理することが必要

実施した調査結果を踏まえ、庁内
にて検討を進め環境施策を推進

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

5,814 

13,059 

8,423 

10,000 

19,619 

20,000 

住宅政策本部

－47－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 期

実 期

実 期

実 期

実 期

実 期

実 期

284

中小事業所省
エネ促進・ク
レジット創出
プロジェクト

プロジェクトの効果分析やＣＯ２

削減量のクレジット化業務を適切
に実施することが必要

プロジェクトの分析結果を、事業
所の省エネ対策に活用するなど新
たな施策に展開することとし、事
業を終了

286
スマートマン
ション導入促
進事業

マンションの省エネルギー化を推
進するため、エネルギー管理シス
テムの導入促進が必要

これまでの事業結果を今後のマン
ションの省エネルギー化の推進に
活用

285
環境に優しい
ホテルの普及
促進事業

業界団体の意向や他の認証制度の
運用状況を把握した上で、普及促
進事業を効果的に実施することが
必要

他制度の運用状況を踏まえ、都独
自の認証は行わないこととし、効
果的な普及促進策を引き続き検討

289
エコハウス建
築・改修に係
る誘導策検討

誘導策実施に向けては、工務店・
建築主双方のエコハウス建築・改
修に対する知識向上が必要

誘導策実施に向けた具体的検討を
行い、今後は都の地域特性を踏ま
えた水準を定めるとともに、水準
の周知を実施

288
東京都推奨エ
コハウスの普
及促進事業

都民や住宅建設業者等へ一層、エ
コハウス建築・改修を促進してい
くため、住宅展示場等を活用した
エコハウスの普及啓発を実施

効率的な普及啓発を展開するた
め、今後は「東京ゼロエミ住宅促
進事業」において、助成制度等と
合わせて、普及事業を実施

287

街づくりにお
けるゼロエ
ミッション実
現に向けた地
域モデル検討
調査

街づくりにおけるゼロエミッショ
ン実現の可能性について、検討を
行うことが必要

平成30年度の当該調査の結果を今
後の施策の検討に活用

290

集合住宅共用
部における照
明ＬＥＤ化促
進事業

都内の住宅ストックの７割を占め
る集合住宅について、共用部にお
ける照明のＬＥＤ化の促進が必要

電気代削減効果やリース等の導入
方法をまとめたパンフレット等を
作成し、今後は当該パンフレット
を活用することで、集合住宅共用
部のＬＥＤ化を推進

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

19,999 

6,829 

23,303 

20,000 

38,745 

12,789 

11,025 

－48－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 期

実 期

実 期

実 期

実 期

実 期

期

292

既存ガソリン
スタンドを活
用した水素ス
テーション整
備検討調査

都における既存ガソリンスタンド
への水素ステーション併設の実現
性について調査の実施が必要

併設レイアウト案や工事工程表等
を作成し、既存ガソリンスタンド
へ情報を提供

291
家庭の省エネ
アドバイザー
制度の推進

都内のエネルギー消費量削減のた
めには家庭部門対策の強化が不可
欠

一定の成果を上げたことから事業
を終了し、今後は「チームもった
いない」参加団体との連携協力に
より、きめ細やかな普及啓発を実
施

295

島しょにおけ
る再エネ由来
水素蓄電モデ
ル実証事業

島しょにおいて、再生可能エネル
ギーを大量かつ長期間保存可能な
水素蓄電の導入による効果の検証
が必要

東京都環境科学研究所と連携し、
中長期的な島しょにおける水素蓄
電の導入可能性を検証

294
ＺＥＶ普及に
向けた調査

ゼロ・エミッション・ビークル
（ＺＥＶ）の普及に向け、ＺＥＶ
普及による影響や課題等の調査を
行うことが必要

調査の結果を踏まえ、東京都が展
開すべき施策に関する詳細調査や
検討に活用

293

島しょ地域に
おける電気自
動車普及ポテ
ンシャル調査

島しょ地域における電気自動車の
導入に向けて、地理的条件や自動
車の使用環境などに関する調査を
実施し、導入に必要となる条件を
整理することが必要

調査の結果を踏まえ、島しょ地域
における電気自動車や電動バイク
の普及に向けた具体的な事業を展
開

297

民間建築物に
おけるアスベ
スト対策の推
進

民間建築物におけるアスベストの
調査、点検、維持管理に関する情
報を取りまとめ、対策に活用する
ことが必要

当該情報をまとめたマニュアルを
活用し、民間建築物の所有者に対
してアスベスト対策の周知、指導
を推進

296
再エネ由来電
気の活用促進
事業

再エネ由来電気の活用促進に向け
た取組について、引き続き認知度
向上の取組が必要

委託による事業を終了し、引き続
き、再エネ由来電気の認知度向上
を図る取組を実施

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

18,720 

15,185 

17,000 

20,000 

 - 

3,000 

1,000 

10,001 

－49－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 期

期

実 期

実 期

実 期

実 期

実 期

298
大気汚染物質
削減総合対策
の推進

都内のＰＭ2.5及び光化学オキシ
ダントの生成メカニズムの解明や
削減対策等について、検討を行う
ことが必要

検討会の結果を踏まえ、総合的な
ＰＭ2.5対策、光化学オキシダン
ト対策を構築

299
化学物質適正
管理制度の新
たな展開

事業所周辺における有害な化学物
質の環境濃度を測定し、健康リス
クの評価や対策の検討を行うこと
が必要

検討の結果を踏まえ、リスク評価
の方法や健康リスクの低減に向け
た取組の周知などを実施

301 緑の指標調査
東京都の緑の現状を把握するた
め、５年に一度調査を実施するこ
とが必要

調査結果を踏まえ、生物多様性の
保全等についての各種施策を推進

300

民間と連携し
たＶＯＣ排出
削減対策推進
事業

揮発性有機化合物（ＶＯＣ）の排
出削減に自主的に取り組む業界団
体を公募し、業界の特性に合った
自主行動計画の策定や同計画に基
づく取組を支援するとともに、効
果検証を行うことが必要

効果検証の結果を各団体に提供す
ることで、各団体の自主的な取組
を促進

304

明治の森高尾
国定公園50周
年記念事業実
施委託

明治の森高尾国定公園指定50周年
にあわせ、自然公園の魅力発信や
保護・利用を促進することが必要

公園内の自然環境や地域資源等の
魅力を発信するイベントを実施
し、地域や民間企業と連携して今
後の普及啓発等を促進

303

玉川上水の清
流復活関連施
設の移設等改
修工事

道路管理者から移設等を要請され
ていた環境局の工作物について速
やかな撤去が必要

平成30年８月に適切に解体撤去工
事が完了したため、事業を終了

302 水質規制指導

水質規制業務システムのサーバ等
ＯＳ（Windows７）のサポート期
限が平成32年１月で終了するた
め、適切に改修することが必要

安定した環境で継続的に稼働する
よう、水質規制業務システムを
Windows10対応に改修し、事業を
終了

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

49,066 

312 

23,129 

52,000 

22,986 

4,360 

3,556 

－50－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

実 期

期

期

期

福祉保健局

307

食品ロス発生
抑制のための
ＩＣＴを用い
た情報共有の
実証事業等

日本における食品ロスは年間646
万トン発生しており、大消費地・
東京として、早期に課題に取り組
むことが必要

ＩＣＴを活用した最適発注の実現
による食品ロスの削減を図る実証
事業のほか、流通段階等で発生し
た余剰食品を寄贈等により有効活
用していくための調査を実施し、
今後の施策展開に成果を活用

306
ポリ塩化ビ
フェニル廃棄
物処理支援

平成13年度から、国及び都道府県
で合計560億円の基金造成を行っ
てきたが、30年度が拠出最終年度
であるため適切な処理が必要

平成30年度に拠出に関する事務処
理を適切に行い、本事業を終了

305
浄化槽管理台
帳システムの
改修

平成30年度から浄化槽の新たな法
定検査方式が開始されることに伴
い、浄化槽管理台帳システムにお
ける検査結果の項目増加に対応す
るとともに、改元に向けた対応等
が必要

新たな法定検査方式の導入に伴う
システムの改修（検査項目の追
加、改元対応、データベース間の
連携機能の追加）を適切に実施
し、事業を終了

308

スーパーエコ
タウン事業環
境影響等調査
計画策定業務
委託

城南島地区スーパーエコタウン事
業の総括として、スーパーエコタ
ウン全体の環境測定等調査を実施
することが必要

調査結果を公表するとともに、環
境影響を生じている場合は、区へ
の都知事回答に基づき環境負荷低
減措置を指導

310

ＮＰＯ法人等
への福祉施設
整備等貸付制
度

ＮＰＯ法人等に事業開始当初及び
事業拡充時の運営資金を低利子で
貸し付けることで、福祉施設の設
置促進及び安定的な運営を支援

本事業による貸付けは平成25年度
で終了し、26年度以降は償還金の
管理のみを実施していたが、30年
度に繰上げ償還が行われることに
より貸付金全ての償還が完了する
ため、事業を終了

309 執務室移転
不要な書類、什器等の処分を実施
の上、耐震化後の執務室に移転

平成30年度をもって、福祉保健局
の全ての部による執務室移転を完
了

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

2,990 

66,510 

32,000 

58,000 

18,869 

4,730 

－51－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

期

期

期

期

313
死因統計シス
テム

特別区内で発生した死因不明の急
性死や事故死等について、死体解
剖法に基づく死体の検案・解剖を
行い、その死因を明らかにするこ
とで公衆衛生の向上等を図ること
が必要

検案・解剖の結果から得られた
データの集計・管理を行うために
運用している死因統計システムに
ついて、元号改正を見据えた改修
を終了

312

東京都災害時
医療救護活
動・在宅医支
援センター事
業

地震等災害時において東京都医師
会が行う医療救護活動が確実に機
能するためには、資器材の適正な
備蓄や維持管理、平時における医
療従事者等に対する防災教育等が
必要

東京都医師会の災害拠点活動の拠
点となる「東京都災害時医療救護
活動・在宅医支援センター」の設
置や防災研修事業に対して運営協
力金を交付してきたが、一定の成
果が得られたため、事業を終了

311
医療機関情報
システム化推
進事業

都民が主体的に医療サービスを選
択できるよう、インターネットに
よる医療機関の検索サービスを提
供することにより、医療情報に関
する正しい知識が得られるよう支
援が必要

元号改正を見据えた東京都医療機
関案内サービスの改修が終了した
ため、事業を終了

314
ナースプラザ
運営委託

東京都ナースプラザ事業の管理運
営を委託している東京都看護協会
が現建物の老朽化等により、会館
の新築移転を計画

東京都看護協会新会館建設に伴う
東京都ナースプラザの移転が終了
したことに伴い、移転に係る委託
事業を終了

316
広尾看護専門
学校改修工事

広尾看護専門学校は、築46年が経
過し老朽化が進んでおり、良好な
環境で看護師養成を行う上でも現
校舎を維持するための整備が必要

過去の劣化度調査に基づき必要な
壁、床の補修のための工事、校舎
施設の空調換気設備改修工事及び
耐用年数を経過した高圧機器類の
更新が完了したため、事業を終了

315
看護学校教務
パソコン

都立看護専門学校に在籍する学生
の情報を効率的に管理するため、
１校につき１台（計７台）成績管
理システム及び成績管理システム
用パソコンの整備が必要

元号改正を見据えた成績管理ステ
ムの改修が終了したため、事業を
終了

317
がん予防・検
診等実態調査

がん検診の実施状況や都民の生活
習慣の実態把握を目的として５年
に一度調査を行い、経年変化を含
めて実態を把握

調査終了に伴い本事業は終了と
し、調査結果を今後のがん対策に
活用

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

592 

50,000 

1,026 

36,652 

562 

87,815 

21,781 

－52－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

期

期

実 期

実 期

319 難病医療相談

専門医、保健師等による医療相談
により難病患者の療養生活を支援
する取組であるが、他に類似事業
が存在

医療機関に委託している難病相
談・支援センターにおける医療等
相談に本事業を集約し、多様な難
病に対応できる体制を整備

318
栄養士免許事
務

栄養士名簿管理システムについ
て、元号改正に対応するための改
修が必要

元号改正時に適切にシステムが対
応するよう、システム改修を行
い、本事業を終了

320
難病患者就労
等サポート事
業

平成29年12月末に難病医療費助成
の経過措置が終了した軽症難病患
者等に対し、利用しやすいターミ
ナル駅至近での就労等相談を実施

本事業は終了とし、得られた知見
を難病相談・支援センターにおけ
る就労相談等に活用

322
管理事務費
（生活保護シ
ステム）

新たな元号制定に当たりシステム
を改修する必要があるが、新元号
の公表が平成31年４月以降と見込
まれているため、30年度中は改修
が困難

新元号が公表された後、平成31年
度中にシステムの改修を実施する
が、現行の保守契約で対応

321
国民健康保険
ＯＡ経費

保険者から提出された月報等の審
査・集計等を行うシステムについ
て、元号改正に対応するための改
修が必要

元号改正時に適切にシステムが対
応するよう、システム改修を行
い、本事業を終了

324
地域居住支援
モデル事業

すまいの確保と生活支援を一体的
に提供する取組を促進するため、
年限２か年のモデル事業として委
託事業と補助事業を実施

本事業で得られた成果を基に、民
間団体や区市町村での取組を推進

323
生活支援付す
まい確保事業

低所得高齢者等の住宅確保要配慮
者に対し、すまいの確保と生活支
援を一体的に行う区市町村を支援
するため実施してきたが、事業促
進期間を終え、実施区市町村が９
区市と限定的であることが課題

「地域福祉推進区市町村包括補助
事業」において継続して支援する
とともに、「地域居住支援モデル
事業」で得られた成果を区市町村
へ周知することで、設置を促進

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

167 

4,013 

1,906 

5,225 

389 

28,959 

8,000 

－53－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

実 期

期

実 期

実 期

期

325
民生・児童委
員協力員事業

本事業は、民生・児童委員の活動
を支援することを目的としている
が、地域の実情に応じて積極的に
活用している地区と活用していな
い地区があることが課題

区市町村が行う、民生・児童委員
の活動環境の整備に資する取組を
柔軟に支援するため、本事業を
ベースに区市町村への支援策を
「地域福祉推進区市町村包括補助
事業」においてメニュー化

328

若年性認知症
の有病率及び
生活実態に関
する調査

若年性認知症の方やその家族の生
活実態を把握するための調査を実
施

平成30年度で調査を終了し、結果
を踏まえ、今後、若年性認知症施
策を展開

327
認知症支援
コーディネー
ター事業

認知症の医療・介護・生活支援等
に精通した認知症支援コーディ
ネーターを配置する区市町村を支
援しているが、国の「認知症施策
推進総合戦略」に基づき、平成30
年度から全区市町村で認知症地域
支援推進員を配置

平成30年４月までに都内全区市町
村に認知症地域支援推進員が配置
されたことを踏まえ、区市町村が
地域の実情に応じて、コーディ
ネーターと推進員を併せて活用で
きるよう、包括補助事業へ移行

326
山谷対策の管
理

３か年計画である「山谷対策総合
事業計画」の基礎資料を得ること
を目的とし、次期計画策定年度の
前年度である平成30年度に調査実
施が必要

平成30年度で調査を終了し、結果
を次期「山谷対策総合事業計画」
の策定に活用

329

ＩＣＴを活用
した地域包括
ケアシステム
構築モデル事
業

ＩＣＴ技術を活用しサービス付き
高齢者向け住宅を拠点とした地域
の見守り体制の構築を図っている
が、より地域の実情に即して実施
可能なスキームとすることが必要

本事業以外の見守り事業とも合わ
せて、区市町村が地域の特性に応
じた事業展開を行えるよう、区市
町村包括補助事業のメニューに移
行 180,000 

331
老健ショート
ステイ機能活
用促進事業

介護老人保健施設の特性を生かし
た在宅介護の支援強化を図るた
め、事業者団体が行うショートス
テイの利用促進に向けた取組に対
して補助を実施

今後は、事業者団体が本事業で作
成した、空床状況等の情報を掲載
するサイトや、介護老人保健施設
の機能への理解促進を目的とした
パンフレットを活用しながら、利
用を促進

330
住み慣れた地
域での居場所
づくり事業

高齢者が運営の担い手となり、高
齢者・障害者・子供等、地域で暮
らす多様な住民の居場所づくりを
行う区市町村を支援しているが、
本事業以外にも居場所づくりに関
連した事業が存在

地域共生社会実現の観点から包括
的な支援体制の一環として取り組
まれることが重要であることか
ら、人生100年時代セカンドライ
フ応援事業に統合して実施

 - 

 - 

117,800 

15,000 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

33,215 

16,283 

5,918 

96,432 

－54－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

実 期

実 期

実 期

実 期

実 期

実 期

 - 

536,976 

334

空き家を活用
した子育て親
子の交流ス
ペース創設事
業

空き家や空き店舗の有効活用策と
して、地域の子育てサークル等が
親子交流事業を実施し、子育て世
帯の交流を促進

本事業については終了するが、子
育てひろば事業において区市町村
の取組を支援し、引き続き子育て
世帯の交流を促進

333
子供食堂推進
事業

民間団体等が行う地域の子供たち
への食事や交流の場を提供する取
組について、安定的な実施環境を
整備し、地域に根差した活動を支
援

子供家庭支援区市町村包括補助事
業のメニューに移行し、引き続き
子供食堂の運営等を行う区市町村
を支援

332
板橋キャンパ
ス各施設の解
体

健康長寿医療センターの旧施設に
ついて、平成29年度から30年度に
かけて地下解体工事及び土壌処理
工事を実施

解体工事等を完了し、解体後の土
地については、板橋キャンパス再
編整備基本計画に基づき活用

337
不妊治療費助
成

不妊治療の経済的負担の軽減を図
るため、医療保険が適用されず、
高額の医療費がかかる配偶者間の
特定不妊治療の一部を助成してお
り、不妊に関する普及啓発を合わ
せて実施

若い世代の男女が不妊や妊娠につ
いての正しい知識を持った上で、
自分のライフプランを考えること
ができるよう普及啓発用の冊子を
平成30年度に作成し、31年度以降
も活用

336
保育士実態調
査

都内で保育士登録をしている者を
対象に就労状況等を調査し、その
結果を保育人材の確保・定着に向
けた取組に活用

平成30年度の単年度調査のため、
事業終了し、調査結果について
は、今後の保育人材の確保・定着
対策等に活用

335

児童養護施設
退所者等に対
するすまい確
保支援事業

実績が伸び悩んでいるほか、平成
30年度から開始された国事業の住
宅セーフティネット事業との整理
が必要

本事業を終了し、国事業の住宅
セーフティネット制度へ移行する
こととし、今後は児童養護施設等
へ必要な情報を周知

338
森と自然を活
用した保育推
進事業

保育所等における森林・里山・緑
地等の自然環境を活用した園外活
動を支援し、保育の質の向上を促
進

当該活動を促進し、一定の成果が
得られたことから、事業を終了
し、今後は、「自然を活用した東
京版保育モデルの検討」事業とし
て、自然と触れ合う活動をより一
層充実

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

12,000 

34,000 

15,756 

23,943 

8,000 

180,000 

－55－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

実 期

期

期

実 期

340
劣化度調査及
び保全計画作
成業務委託

多摩、世田谷、品川の各児童相談
所について、専門業者による施設
の劣化度調査を実施し、中長期的
な保全計画を策定

平成30年度の単年度調査のため、
事業終了し、今後の各児童相談所
の維持管理に活用

339
伊豆長岡学園
解体工事

築後39年が経過し老朽化した伊豆
長岡学園の建替えに当たって、解
体工事を実施

解体工事終了につき、事業を終了
し、今後は施設運営法人が改築工
事を実施

343
江東児童相談
所内部改修工
事

業務量の増加に伴う職員数の増加
のため、狭あいな状態となった事
務室の拡張を実施

改修工事を完了し、職員数に応じ
た適切な執務環境を整備できたた
め、事業を終了

342

八王子児童相
談所事務所移
転改修工事及
び一時保護所
拡張改修工事

狭あいな八王子児童相談所の事務
部門を仮事務所へ移転するととも
に、移転後のスペースを改修し、
一時保護所の定員枠を拡充

移転及び改修工事を完了し、職員
数に応じた適切な執務環境の確保
及び一時保護需要の増に対応でき
る環境が整備できたため、事業を
終了

341
小平児童相談
所空調機改修
工事

小平児童相談所において、劣化度
診断調査により、早急な対応が必
要とされた空調機の改修工事を実
施

空調機の改修工事を完了し、適切
な執務環境を整備できたため、事
業を終了

344
指定医等シス
テム

身体障害者福祉法に基づく指定医
師の事務を電算化し、処理の的確
化・効率化を図るシステムについ
て、元号法の政令改正に伴い、シ
ステム改修が必要

元号改正を見据えたシステムの改
修が終了するため、事業を終了

345

障害児通所支
援医療的ケア
対応促進モデ
ル事業

医療的ケア児を受け入れる障害児
通所支援事業所に看護師を配置
し、支援の確保の促進を図ること
が必要

国により看護職員加配加算が創設
され、医療的ケア児の支援が充実
されたことから事業を終了

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

41,709 

10,474 

77,294 

196,749 

191,971 

756 

5,950 

－56－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

期

期

期

期

346
老人性認知症
疾患専門病棟
運営費補助

認知症高齢者に専門的な治療を行
う民間精神科病院に対し、運営費
を補助することで、認知症高齢者
への適切な医療を確保することが
必要

診療報酬改定や認知症疾患医療セ
ンターの整備が進んだこと等によ
り、事業を取り巻く環境が大きく
変化しているため、事業を終了

349 製造業等許可

医薬品等の製造販売許可等の各種
申請・届出等を管理することを目
的とした薬事ＦＤシステムの元号
改正対応経費について、国負担に
なることが決定

国の方針に沿って、元号改正対応
に係る都負担分の予算を皆減し、
事業を終了

348
障害者（児）
施設防犯緊急
対策事業

障害者（児）入所施設に対して、
防犯設備の設置経費を補助するこ
とで、入所者の安全確保を図るこ
とが必要

平成28年度の相模原市の事件を受
けた緊急的な対応が完了したた
め、事業を終了

347
高齢者精神医
療相談班等

地域を巡回し、入院対象者の診察
及びその家族等への専門的相談指
導、介護指導、移送等を行う事業
を行っているが、認知症高齢者に
適切な医療を確保することが必要

介護保険サービス等の各種サービ
スや都及び区市町村による認知症
施策が充実する等、事業を取り巻
く環境が大きく変化しているた
め、事業を終了

350
身近な健康相
談システムの
構築

医薬分業を推進することを目的と
した、薬局機能情報システムにつ
いて、法令改正に伴う国への本シ
ステムを利用した報告事項の拡大
等の対応が必要

法令改正等に対応したシステム改
修が完了したため経費を皆減し、
事業を終了

352
花粉自動測定
システムの運
用

花粉自動測定・予報システムによ
り時間単位の花粉情報をホーム
ページやテレホンサービス等を通
じて提供しているが、機器が老朽
化

民間による飛散情報提供サービス
により代替できることから、自動
測定システムを終了し、花粉に関
する情報提供を「東京都アレル
ギー情報navi.」に再編

351
墓地等の営業
許可

葬送に関する価値観の多様化や高
齢化の更なる進展により、墓地等
を取り巻く状況が大きく変化する
可能性があることから、都内にお
ける墓地等の許可状況等を把握す
る必要

墓地等の許可状況等の調査終了に
より関連経費を皆減するととも
に、結果を区市町村等に提供する
ことにより、地域の実情に応じた
適切な墓地等の供給と運営に寄与

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

75,894 

5,236 

9,493 

341 

4,947 

10,000 

2,987 

－57－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

実 期

期

実 期

期

期

産業労働局

355
市場衛生検査
所移転改築工
事

築地市場が平成30年度に豊洲市場
に移転することに伴い、築地市場
内にある市場衛生検査所本所の移
転を行う必要

移転完了に伴い経費を皆減し、今
後は豊洲市場内において監視・検
査を着実に実施

354
感染症対策強
化事業（基礎
研究）

世界的なデング熱患者の増加と国
際化の進展に伴い、デング熱の国
内感染の再度発生が懸念

東京都医学総合研究所において、
中長期的な対策としてワクチン開
発研究を実施し、開発に一定の成
果を得たことから事業を終了し、
今後は企業と連携して実用化を推
進

353 動物取扱業者
動物取扱業監視指導業務等の管理
システムについて、元号改正への
対応が必要

元号改正に対応したシステム改修
が完了したため経費を皆減し、事
業を終了

358

インキュベー
ション施設の
運営（タイム
24）

今後の東京の産業の先導役となる
ことが期待される情報関連産業、
ファッション、生活関連産業等、
都内で創業を図る起業家や創業間
もない企業に対して低廉な賃料で
創業の場を提供

新規募集を停止しており、現入居
者が退去する平成30年度で事業終
了し、今後は「創業活性化特別支
援事業」において、民間創業支援
施設への取組等を通じて支援

357
成長産業等設
備投資特別支
援助成事業

成長分野の参入に必要となる設備
や付加価値を飛躍的に高める先端
設備機器などの導入に要する経費
の一部を助成し、中小企業が成長
に向け新たに行う取組等に対して
支援

新規採択は平成28年度に終了して
おり、今後は企業の新たな事業展
開を支援する「革新的事業展開設
備投資支援事業」を実施

356
新事業分野創
出プロジェク
ト

普段連携する機会の少ない異業種
の企業が連携し、互いの得意分
野・技術を活かして新たな分野で
の製品開発に取り組むモデル事例
を創出

新規採択は平成28年度に終了して
おり、今後はオープンイノベー
ションによる大規模プロジェクト
を支援する「未来を拓くイノベー
ションTOKYOプロジェクト」にて
支援

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

972 

100,000 

109,472 

27,147 

5,916 

248,888 

－58－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

実 期

期

期

期

実 期

実 期

359
創業支援施設
に関する調査

「都内インキュベーション施設」
及び「見直し対象のインキュベー
ション施設で支援していた産業」
の実態や求められる支援等が把握
できておらず、公的支援の方向性
などを検討するため、調査を実施

平成30年度末に完了する調査の結
果を活用し、今後の事業展開等に
反映

361
東京都地域中
小企業応援
ファンド

国から貸付金を受け、中小企業が
地域資源を活用し、新製品・新
サービスの開発等を行う取組への
支援を実施してきたが、国事業が
見直されたため、事業見直しが必
要

中小企業による地域資源を活用し
た取組は、地域経済への波及効果
が高いことから、今後は都の単独
事業である「地域の魅力を活かし
た新ビジネス創出事業」により実
施

360

ライフサイエ
ンス系ベン
チャー等ス
タートアップ
支援事業

ライフサイエンス系ベンチャー企
業の成長を支援するため、イン
キュベーション施設やオフィスへ
の入居支援を実施

新規採択は平成28年度に終了して
おり、今後は賃料補助を含めた幅
広い経費の助成が受けられる「創
業活性化特別支援事業」における
創業助成事業において支援

1,584 

3,905 

364
「東京圏大回
廊」を活用し
た観光振興

観光庁の事業と連携した広域観光
ルートを策定し、旅行商品造成の
働きかけや共同プロモーションを
実施

観光庁の事業がルート形成を目的
としたものから、地域支援へと内
容が変更になったため事業終了

363
情報システム
の整備

平成22年度に東京都産業技術研究
所において整備した情報システム
について、更新時期を迎えるた
め、更新を実施

平成28年度から計画的に更新を行
い、30年度に整備が終了したた
め、事業終了

362
産業労働局八
王子庁舎等跡
地管理

産業交流拠点（仮称）の整備用地
である八王子庁舎等跡地につい
て、適正な維持管理を実施

産業交流拠点（仮称）の工事が平
成30年10月より着工したため、30
年度をもって終了

365
自然公園を活
用した観光振
興事業

旅行者にとって魅力あるコンテン
ツが不足しているため、地域の魅
力を引き出す取組が必要

多摩・島しょ地域の豊かな自然を
生かした新たな観光資源の開発
等、一定の成果が得られたため事
業を終了し、今後はその成果を
「多摩・島しょ地域旅行商品販売
促進事業」等に活用

283,500 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

37,832 

30,900 

11,850 

25,377 

－59－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 期

実 期

実 期

期

期

実 期

期

367
特産品を活か
した地域の魅
力発信事業

特産品等を活用し、地域の魅力を
効果的に発信することで、地域の
活性化を推進

ツーリズムＥＸＰＯジャパンへ出
展し、特産品を広くＰＲしたこと
により、地域の魅力を発信し、一
定の成果が得られたことから、事
業終了

366
インフラツー
リズムの推進
事業

ダムや橋等のインフラを活用した
モニタ―ツアーを実施し、インフ
ラツーリズムを推進

これまでの取組により、庁内の関
係局（水道局、下水道局等）にお
いてインフラツーリズムの取組が
浸透したことを踏まえ、事業終了

368

東京観光情報
センター京成
上野支所の改
修

東京を訪れる国内外からのニーズ
に対応した情報提供を実施してい
る東京観光情報センター京成上野
支所について、駅のリニューアル
に伴い改修を実施

平成30年９月にリニューアルオー
プンを行い、引き続き国内外から
の旅行者に対して、きめ細やかな
情報を提供し、日本各地の魅力を
広くＰＲ

370
農作物獣害対
策地域強化推
進事業

獣種の増加等により被害が拡大し
つつあるため、地域の状況を踏ま
えた効果的な対策を集中的に検討

検討の結果、効果が認められた対
策については、現場での活用につ
なげていくなど、一定の成果が得
られたため、事業終了

369

都内観光ス
ポットにおけ
るベンチ整備
モデル事業

都内観光スポットにおけるベンチ
の好事例集を作成

都内観光スポットにおけるベンチ
の好事例をまとめた事例集を作成
し、関係各局や区市町村、都内施
設に配布することで、ベンチの整
備を推進

372 全国育樹祭

健全で活力のある森林を育て、次
の世代に引き継ぐ大切さを伝える
ために、毎年各都道府県が持ち回
りで開催しており、平成30年は東
京都で開催

平成30年11月17日、18日に育樹祭
を開催し、森林の大切さについて
普及啓発を実施し、所期の目的を
達成したことから、事業終了

371

東京型次世代
アグリシステ
ム現地実証事
業

高収益な東京型統合環境制御生産
システムの早期拡大を図るために
は、農業経営モデルを確立するた
めの栽培や経営データが必要

現地実証展示を行う都内農業者に
同施設の導入を補助し、栽培や経
営データを収集できる環境を整え
た上で、実証展示で得たデータ
は、システムの普及に向けた基礎
資料として今後活用

10,000 

12,049 

33,535 

25,198 

6,556 

23,340 

445,444 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

実 期

期

期

373
林業労働力充
足対策事業

短期的、季節的な労働力不足に対
し、他県の林業事業体による都内
での事業展開を促し、森林整備に
必要な労働力を緊急に確保

多摩地域での事業展開を希望する
他県の林業事業体の調査や、ビジ
ネスチャンスナビ等に関する情報
提供等を行い、他県の林業事業体
による都内での事業展開を促すこ
とで、一定の成果が得られため事
業終了

374
魚価向上対策
の試行

水産資源を維持しつつ、漁家経営
を向上させるためには、魚価向上
の取組を行うことが必要

平成29年度に実施した調査に基づ
き、東京産水産物の魚価向上に資
する取組案を試行し、検証を行っ
たことで、一定の成果が得られた
ため事業終了

376
若者応援企業
採用等奨励事
業

若者の正規雇用化を後押しするた
め、国と連携し、「若者応援宣言
企業」及び「ユースエール認定企
業」を対象とした採用奨励金を創
設し、非正規経験の長い若者等の
正規雇用化及び職場定着を支援

当奨励金により平成27度から29年
度の３か年で256名の若者の正規
雇用化を達成したことから事業を
終了し、31年度以降は、若者正社
員チャレンジ事業の中でユース
エール認定企業を優遇する仕組み
を導入

375
調査指導船
「やしお」の
代船建造

漁業調査指導船「やしお」は建造
後20年が経過し、船体や機器の経
年劣化が顕著なため改善が必要

経年劣化した旧「やしお」に代え
て、精密な漁場調査や広域監視取
締りに対応できるよう新「やし
お」を建造し、平成30年度に竣工

378
「TOKYO匠の
技」継承事業

技能者の高齢化や後継者不足が深
刻化しており、長年培われた技能
が失われようとしていることに加
え、若者のものづくり離れが進
み、技能について知る機会そのも
のが減少

33職種のＤＶＤを制作し、熟練技
能者の優れた技能を視覚化して広
く発信することにより、効果的な
技能継承を図るとともに、技能継
承の機会をより多く提供したこと
から、平成30年度で事業終了

377
東京次世代育
成企業支援事
業

次世代育成支援対策推進法に定め
る「一般事業主行動計画」を策定
した企業等を対象に登録制度を設
け、同計画や具体的な取組内容を
Ｗｅｂサイトに掲載し、育児と仕
事の両立を普及啓発

企業の取組を推進するに当たり、
「行動計画の策定・取組推進」、
「行動計画・取組公表」の両面の
支援を行ってきたところである
が、関連施策の充実が図られてき
たことにより、平成30年度で事業
終了

7,745 

10,000 

917,499 

37,065 

1,711 

8,049 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

－61－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

実 期

期

期

実 期

実 期

建設局

人事委員会事務局

教育庁

379
再生骨材Ｍ要
素実験

建設副産物である再生骨材Ｍにつ
いて、国の通達により地中構造物
への適用例が示されたが、適用す
る際は使用者自身でその品質など
の特徴を十分理解して用いること
が必要

再生骨材Ｍをプレキャスト街きょ
ブロックへ活用した場合の品質評
価を実施し、今後は試験結果を踏
まえ基準への反映、建設副産物の
再利用促進に向けて検討

380
モルタル吹付
斜面の安全対
策

表面のひび割れや背面の岩盤風化
など老朽化が進んでいるモルタル
吹付斜面について、点検を行い、
安全対策が必要であると判定され
た箇所の補強対策を実施

平成22年度より危険度の高いモル
タル吹付斜面について、優先的に
補強対策を実施し、30年度までに
全ての箇所の対策工事が完了した
ことにより、道路の安全性を確保

382
任期付職員採
用試験

東京2020大会組織委員会への職員
派遣の欠員補充として、平成28年
度から３年間にわたり、任期付職
員の採用試験を実施

想定していた人員数を確保したこ
とから、平成30年度をもって事業
を終了

381
舎人公園陸上
競技場改修

公園内の陸上競技場について、夜
間利用を促進するため、照明設備
の設置が必要

平成30年度の整備をもって照明設
備の設置が完了し、利用者の利便
性向上を実現

384

公立小・中学
校ＩＣＴ教育
環境整備支援
事業

区市町村におけるＩＣＴ環境整備
計画の策定を支援するため、モデ
ル地区にタブレット端末等の貸出
しや専門家派遣等を行い、モデル
地区の取組を報告書等に取りまと
めて公表

今後はこれまで得られた知見を広
く区市町村に普及していくことと
し、事業を終了

383

学校の働き方
改革プランの
策定支援等事
業

区市町村が早急かつ確実に学校に
おける働き方改革を実施できるよ
う、働き方改革の実施計画等の策
定に対し財政支援を行い、多くの
区市町村で策定される予定

今後は策定された計画に基づき区
市町村で実施する独自取組に対す
る支援を継続していくこととし、
事業を終了

16,719 

60,000 

533,540 

6,761 

186,000 

69,566 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 期

実 期

実 期

実 期

期

期

実 期

385
英語教育推進
モデル地区

小学校英語教科化への対応とし
て、都内２地区において小中一貫
したＣＡＮ‐ＤＯリスト（学習到
達目標）及びスタートカリキュラ
ムの研究開発を実施

モデル地区において作成したＣＡ
Ｎ‐ＤＯリスト及びスタートカリ
キュラムを広く区市町村へ普及

388
普通科中堅校
の進学指導体
制の強化

普通科中堅校を３年間12校ずつ指
定し、進学指導体制について調査
分析を行うとともに、自主学習支
援のためチューター制度を導入

本事業の成果を基に学校経営改善
を図り、学習指導・進路指導体制
の強化を実現

387
学力向上デー
タバンク

学習理解の基準となる標準問題を
作成するとともに、各校で作成し
た学力調査問題を共有するシステ
ムを構築し、活用を促進

今後は各校においてデータバンク
を活用しながら問題分析力を高
め、生徒の学力向上を実現

386

小学生・中学
生の体力向上
に向けた新た
な取組

スーパーアクティブスクール等に
おいて、体育授業の工夫改善等を
行い、一定の効果があったもの
の、依然として都の小中学生の体
力は全国と比較して低い水準であ
ることが課題

これまでの成果を踏まえ、全中学
校を「アクティブスクール」と位
置付けるなど、優れた取組を都内
の小中学校へ普及

389
多摩社会教育
会館建物維持
管理

平成30年度の解体工事着手まで、
廃止後の多摩教育センター建物の
維持管理を適切に行うことが必要

解体工事着手に伴い、建物の維持
管理を終了し、工事完了後の跡地
については学校用地として適切に
管理を実施

391
都立臨海青海
特別支援学校
の整備

都立知的障害特別支援学校の在籍
者数は、平成28年度9,060人か
ら、38年度は11,425人となること
が推計されるなど大きく増加が見
込まれており、これに対応する学
級規模の普通教室等の確保が課題

これまで都立特別支援学校が設置
されていなかった地域に、新たに
知的障害教育部門の学校を新設
し、今後は、学校の適切な運営を
推進

390
旧前田邸の保
存整備

旧前田邸本邸（洋館）の文化財と
しての保護を促進し、その価値を
高め、国民の文化生活の向上と地
域文化の振興に寄与するため、保
存整備を実施

整備後は適切な建物維持管理と運
用を行い、文化財としての活用を
積極的に推進

13,000 

24,600 

14,400 

8,892 

12,070 

565,041 

6,568,060 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 期

期

期

期

期

実 期

警視庁

394
小型ヘリコプ
ターの減耗更
新

小型ヘリコプター２機は、配備か
ら20年が経過し、経年による故障
率が増加しているため、減耗更新
が必要

費用対効果と安全性向上の観点か
ら、より高性能なヘリコプター２
機を平成30年度に導入

393
標準報酬等管
理システムの
改修

警察共済組合から新たに「標準報
酬事務の手引き」が示され、事務
処理要領が変更となったことから
システムの改修が必要

年金制度改革に伴う事務処理の改
変が見込まれることから、職員に
不利益が出ないよう迅速に対応す
るとともに、効率的な事務処理が
行われるようシステムを改修し、
事業を終了

392
都立学校の環
境改善（太陽
光発電）

78校において合計約1,700kwhの発
電設備の設置が完了しているが、
未設置校は屋上スペースが狭小、
躯体の強度不足などの理由から新
規設置が困難

発電設備が設置可能な既存校舎に
は設置が完了していることから、
今後は改築・改修に併せて当該設
備の設置を行うことで、効率的か
つ円滑な設置を推進

397
防災上必要な
建築物の耐震
化推進

東京都耐震改修計画に基づき、防
災上重要な建築物と位置付けられ
た庁舎の耐震化を推進

既存施設の耐震化を実施し、長寿
命化を図るための耐震工事が平成
30年度完了予定のため、事業を終
了

396
サイバー犯罪
対策活動用施
設の借上

サイバー犯罪専門捜査体制の強化
が急務であり「ネットワーク捜査
指導室」の専用教場設置や捜査班
の新設、各係の組織整備などを実
施するため、施設の借上げが必要

平成30年４月よりサイバー関連部
署を一箇所に集めた合同庁舎に移
転したことから、原状回復工事の
完了をもって事業を終了

395
交通流計測装
置の整備

平成30年度末に「国道357号東京
港トンネル東行き」が開通予定で
あることから、トンネル内の交通
状況を把握することが必要

トンネル内に交通流計測装置の設
置が完了することから、今後は設
置するカメラの映像を画像処理す
ることにより、情報提供及び信号
制御に活用し、交通の安全と円滑
化を推進

 - 

708,925 

194,142 

58,234 

1,443,698 

73,743 

41,877 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

実 期

期

期

期

実 期

東京消防庁

398
ガソリン燃料
タンクの増設

震災発生時等、ガソリンの供給が
滞る事態に備え、燃料の備蓄量を
増やすため、既設のガソリンスタ
ンド設備に燃料タンクの増設が必
要

地中障害物等への対応を行い、増
設工事が平成30年度に完了するた
め、事業を終了

53,560 

400

消防職員待機
宿舎の長寿命
化に向けた維
持管理等の強
化策に関する
調査

大規模災害時等における初動体制
構築に必要な職員を早期に参集さ
せ、即応体制をとるための消防職
員待機宿舎について、効果的・効
率的な維持管理体制の構築が必要

長寿命化に向けた維持管理及び運
営管理の強化策に対する調査委託
を実施し、今後はこれらの結果を
もとに、関係業務の外部委託を推
進

399
オープンデー
タの推進

東京都オープンデータ推進庁内ガ
イドラインに基づき、当庁の統計
資料等を二次利用可能なルールの
もとに公開することにより、都民
の利便性を向上することが必要

現在、当庁ホームページに掲載し
ている二次利用可能な統計資料等
の表・グラフについて、機械判読
可能なファイル形式（ＣＳＶ形
式）への変換が完了したため、事
業終了

 - 

 - 

 - 

5,716 

18,522 

2,767 

403
教育訓練施設
の設備更新

消防学校の教場等に設置されてい
るビデオプロジェクター及びモニ
ター装置について、経年劣化に加
え修繕部品の調達が困難となった
ことから、計画的な更新が必要

平成27年度より計画的に実施して
きた更新が完了したことにより、
事業を終了

402
職員の職務適
性検査

現行の採用試験適性検査は、昭和
54年に導入後、現在に至るが、社
会情勢や仕事の難易度、若年層育
成環境の変化、ミスマッチによる
離職者増加等を踏まえ、入庁者の
適正を的確に判断できるツールの
導入が必要

新たに導入する適性試験につい
て、前年度から既存試験のデータ
分析及び検証を行い、その結果を
踏まえ、試験内容を見直すととも
に、新たな採点処理プログラムの
構築等により本格導入したことか
ら、事業を終了

401
外国人旅行者
向けリーフ
レットの制作

今後も大幅な増加が見込まれる外
国人旅行者等に対し、119番通報
要領や地震発生時の行動要領等を
伝えることで、訪都外国人等が安
心して滞在できる環境の整備が必
要

災害時に必要な行動要領等に対す
る多言語対応リーフレットを５か
国語で作成したことから、事業を
終了

 - 

 - 

 - 

2,754 

9,928 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 期

期

実 期

実 期

実 期

実 期

実 期

404

ＮＢＣコミュ
ニケーション
支援ツールの
整備

ＮＢＣ災害（核・生物・化学物質
による特殊災害）現場において、
防護衣を着た消防隊員が、外国人
等に適切に対応するためには円滑
に意思疎通を図るためのコミュニ
ケーションツールの整備が必要

多言語対応型メガホンの試行的な
整備が完了したことから、今後は
検証結果を踏まえて改良等を検討

406
ミニコンベア
の整備

都内に3,718箇所ある土砂災害危
険区域において、救出救助活動を
迅速に行うことのできる資器材の
整備が必要

土砂災害現場において迅速に土砂
搬出を行うことができ、可搬性、
耐久性及び操作性を兼ね備えたコ
ンベアを整備し、対応力を強化し
たことから、事業を終了

405
水上消防体制
の強化

入港船舶の増加、舟運活性化な
ど、水辺を取り巻く環境は劇的に
変化している中、水上におけるあ
らゆる災害に的確に対応すること
が必要

船舶火災等に的確に対応するため
の資器材を現有消防艇に整備し、
対応力を強化したことから、事業
を終了

409
シャット機能
付き大量放水
ノズルの検証

普通火災の初動対応はもとより、
倉庫、木造住宅密集地域での大規
模火災、強風時火災など多用途に
活用可能で、汎用性ある流量切り
替え可能なノズルを導入し、将来
的にはノズルの統合を図ることが
必要

平成30年度に木造住宅密集地域に
出場する特別消火中隊10隊に新型
ノズルを配置し、消火効果や活動
上の改良点について、現行ノズル
と比較検証するなど、汎用性の高
いノズルの導入を検討

408
消防活動二輪
隊用油圧式救
助器具の更新

早期の情報収集及び災害実態の把
握に努めるとともに、積載器具を
活用して救助活動に従事すること
から、軽量で実効性のある救助資
器材の更新が必要

活動二輪隊の更新に合わせ、油圧
式簡易救助器具を５年計画で更新
完了したことから、事業を終了

407

木密震災消防
資器材キット
コンテナの整
備

震災時の木造住宅密集地域におけ
る火災等に対応するため、河川等
から消防用水を確保するための方
策が必要

足立消防署の資器材搬送車に木造
住宅密集地域での火災に対応する
ための専用コンテナを整備すると
ともに、多摩地域の大規模災害発
生時にも運用できるよう運用体制
を整備したことから、事業を終了

410
模擬消火器用
標的の整備

都民の初期消火技術の向上を図る
ため、都民の興味を引き、訓練へ
の参加を促すとともに、楽しみな
がら適切な技術を身に着けるため
の取組が必要

軽量かつコンパクトでゲーム感覚
で楽しみながら、消火技法が身に
着けられるような模擬消火器用標
的を各署及び主管課に整備したこ
とから、事業を終了

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

727 

9,485 

27,932 

37,473 

2,052 

2,808 

5,181 

－66－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

実 期

期

実 期

実 改 期

実 改 期

412
高齢者の転倒
事故防止対策
の推進

高齢者の一般救急事故のうち、約
８割が転倒事故により救急搬送さ
れていることから、ターゲットと
対象を絞った救急事故の予防を図
ることが必要

庁内での検討結果を踏まえ、専用
リーフレットを作成し、総合的な
防火防災診断等での活用や関係機
関に配布し普及啓発するととも
に、モデル地区での一斉ポスティ
ングによる啓発を実施できたた
め、事業を終了

411
まちかど防災
訓練車訓練資
機材等の整備

「どこでも・いつでも・だれとで
も」をコンセプトにしたまちかど
防災訓練車に、必要資器材を整備
し、効果の高い防災訓練の推進が
必要

整備した車両に、Ｄ級ポンプ、ス
タンドパイプセット、模擬消火栓
箱、発動発電機、標的等を整備し
たことから、事業を終了

415
救急活動の効
率化に資する
分析調査

救急需要の増加が見込まれる中、
救急活動時間短縮に有効な施策展
開を進め、救急隊員の労務負担の
軽減を図ることが必要

救急活動記録票を分析し、現場活
動時間の延伸傾向について可視化
するとともに、救急隊に対するヒ
アリング等の調査を実施したこと
から、今後は本結果を踏まえた効
率的な運用を実施

414

地震時の電気
火災等抑制対
策を踏まえた
安全対策の構
築

現代の住宅における地震時の電気
火災発生リスクは複雑多様化して
おり、電気火災発生抑制対策のメ
リット・デメリットを整理し、総
合的な安全対策を構築することが
必要

庁内検討に加え、専門的視点から
の出火要因の整理・分析の調査研
究を委託により実施し、今後はこ
れらの結果を安全対策の普及・業
界団体への指導などに活用

413
三次元防災地
図情報のリー
ス

地震による津波や高潮等の水災に
対応するため、街並みを立体的に
把握し、被害を詳細に検討できる
地図情報が必要

長期継続契約期間の終了に伴い、
既存の地理情報システムを活用す
ることとし、事業を終了

417

救急利用者情
報登録制度の
構築に係る分
析調査

超高齢社会において、在宅医療や
介護を受ける高齢者等の救急需要
増加が見込まれる中、円滑な情報
収集や医療機関選定など、現場活
動時間短縮等のための円滑な活動
支援体制の構築に向けた課題整理
が必要

救急車を利用する可能性の高い在
宅療養者等の個人情報を事前登録
し、救急現場での情報収集をス
マート化し、都民の利便性向上と
救急活動時間の短縮を図るための
課題整理ができたことから、事業
を終了

416

効果的な救急
需要対策に資
する分析調査
委託

軽症搬送群の中にいる「緊急性の
低い利用」群を類型化し、特徴を
把握することで、それぞれの群に
対して最も効果的な対策を展開
し、より効果的な救急需要対策を
実施することが必要

救急活動記録票を分析処理し、緊
急性の低い利用群の９つの類型及
び類型の特徴に合わせた施策案の
提言とともに、従来の統計からで
は把握できなかった類型について
も把握できたことから、事業を終
了

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

2,267 

881 

3,193 

15,073 

13,230 

4,062 

24,624 

－67－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 期

期

実 期

実 期

実 期

実 期

実 期

418
爆破テロ対応
救急資器材整
備

爆破テロ等、爆傷を原因とする防
ぎ得る外傷死の主要要因である四
肢離断等の大量出血に対して、早
期に出血のコントロールを可能と
する資器材の整備が必要

四肢離断等の大量出血に対して、
迅速に止血処置が可能な止血帯な
どを全救急隊等に整備するととも
に、今後は、救急資器材の更新に
合わせた整備へ移行

419

小規模飲食店
等の火気管理
等に関する実
態調査

既往災害を踏まえ、小規模飲食店
等における厨房設備の維持管理状
況等を調査し、今後の火災予防対
策に生かしていくことが必要

アンケート調査と併せて消防用設
備の取扱要領の指導を実施し、今
後は調査結果等を踏まえた火災予
防対策を推進

421
救出救助車の
整備（統合機
動部隊）

海外での爆発物等によるテロ災害
が多発する中、東京2020大会を控
えた東京でも同様の災害が危惧さ
れており、専門部隊の機能強化が
必要

大規模テロ災害に対する救出救助
体制を充実強化するため、爆破等
からの一定の防護性能を持つ車両
を整備したことから、事業を終了

420
熱画像直視装
置の整備

飲食店厨房設備などにおける伝導
加熱による火災危険に対して、温
度分布を測定できる熱画像直視装
置を整備し、火災予防体制の充実
強化を図ることが必要

管内に大規模な繁華街等を有して
いる５署に熱画像直視装置を整備
したことから、事業を終了

424
移動防災教室
車の増強

学習効果が高く、楽しみながら効
果的・効率的に防火防災訓練に参
加できる環境の整備が必要

幅広い年齢層に対して、手軽に実
践的訓練ができる環境を整えるた
め、新たな訓練体験車両（まちか
ど防災訓練車）を整備したことか
ら、事業を終了

423
泡原液搬送車
の増強

羽田空港周辺区域が「石油コンビ
ナート等特別防災区域」に指定さ
れることから、泡消火薬剤の補給
体制を確立し、消防活動体制を強
化することが必要

蒲田消防署に泡原液搬送車を整備
し、危険物火災出場隊の泡消火薬
剤補給体制を確立したことから、
事業を終了

422
指揮統制車の
整備（統合機
動部隊）

海外での爆発物等によるテロ災害
が多発する中、東京2020大会を控
えた東京でも同様の災害が危惧さ
れており、専門部隊の機能強化が
必要

災害現場における指揮機能強化と
して、テロ災害、同時多発災害、
大規模災害に備え、高度な情報収
集機能や移動作戦室機能を持った
指揮統制車を整備したことから、
事業を終了

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

 - 

3,714 

11,753 

5,118 

100,000 

116,366 

87,854 

11,130 

－68－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 期

実 期

実 期

期

実

実 改

３　拡大・充実（162件）

政策企画局

都民安全推進本部

430
再犯の防止等
の推進

再犯を含め、万引きを犯してしま
う高齢者本人及びその家族等の
ニーズなどの実態を把握するた
め、相談を試行

万引きに限らず、罪を犯してしま
う高齢者本人及びその家族を対象
に相談を実施し、犯罪を端緒とす
る高齢者問題の対応実例を積み重
ね、再犯を防止するとともに、ノ
ウハウを蓄積

427
特別区消防団
員意識調査委
託

特別区消防団員が消防団活動等を
どのように受け止め、何を期待し
ているかを把握・分析し、施策に
生かすことが必要

在団10年未満の特別区消防団員に
対して意識調査を行い、消防団員
が活動しやすい環境の整備や退団
抑制等の施策へ反映していくこと
から、事業を終了

426
消防団員入団
促進教養委託

効率よく効果的に募集広報を実施
し、入団を促進するためには、全
消防団員が募集広報に関し、一定
レベル以上の平準化されたスキル
を持つことが重要

入団促進等についてノウハウを持
つ外部機関に教養業務を委託し、
募集広報マニュアルを作成すると
ともに、特別区内消防署消防団担
当者及び消防団員に対して集合教
養を実施したことから、事業を終
了

425

救急隊員の休
憩時間確保方
策の取得ツー
ルの構築

救急隊員の休憩時間取得方策の一
層の推進を図るため、方面本部の
業務量を軽減させ、部隊運用を効
率化することが必要

休憩時間取得の効率化・簡素化を
目的とした指令管制プログラム等
の整備が完了し、システム運用を
開始することから、事業を終了

428
青戸出張所建
替え用地取得

狭あいで老朽化が進行しており、
現地での建替えが困難なため、新
たに用地を取得することが必要

青戸出張所の建替えに向けて、用
地取得が完了したことから、事業
を終了

429
メディアセン
ター運営業務

東京2020大会において、開催都市
としてのメディアセンターの設置
に向け、局内に担当部署、庁内に
情報発信に係るＰＴを設置し、基
本計画、施設整備計画の策定、メ
ディア登録システムの構築を実施

運営体制の整備や施設の改修工事
等、関係機関とともにより具体的
な準備を進め、システムを通じた
メディア利用登録、ウェブサイト
等による情報発信等、庁内各局と
連携して具体的な運営を開始

 - 

 - 

 - 

 - 

403,028 

5,601 

39,353 

4,644 

1,322 

600,292 

102,168 

3,515 

－69－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実

実

実

実

実

改 期

戦略政策情報推進本部

総務局

433

自動運転が都
内経済・社会
に与える便益
に関する調
査・分析業務

自動運転技術に関し、社会的認知
度は浸透しつつある一方、その便
益が具体的かつ十分に認識されて
いないため、その便益を具体的に
示し、社会的受容性を高めていく
ことが必要

自動運転技術が社会実装されたと
きの社会的便益を具体的かつ詳細
に示すため、様々なシーンでの活
用方法やそれによる経済効果を調
査・分析

432
東京金融賞の
創設及び表彰
事業の実施

世界中の優秀な金融系人材の目を
東京に向かせ、人材の流入や企業
の誘致を加速させるためには、
「国際金融都市・東京」としての
注目度の向上が必要

平成30年度の実施結果を効果的に
広報することで東京金融賞のプレ
ゼンスを高め、受賞者に対し、東
京都での事業展開を支援すべくア
フターフォローを実施

431
海外金融メ
ディア招へい
事業

海外金融系企業、高度金融人材等
を呼び込むため、影響力を有する
海外金融メディアを通じて、「国
際金融都市・東京」としての魅力
の効果的な広報が必要

金融分野で影響力が強いメディア
を東京に招へいし、取材支援を行
うことで、「国際金融都市・東
京」の魅力を効果的に訴求する記
事、映像の作成を促進

 - 

434

創薬系オープ
ンイノベー
ション支援事
業

世界的に飛躍する成長産業分野で
ある創薬分野において、世界的な
潮流となりつつあるベンチャーや
大学等を巻き込んだオープンイノ
ベーションの促進が必要

日本で立ち遅れている創薬分野で
のオープンイノベーションの促進
に向け、創薬ベンチャーの育成支
援プログラムを充実する等、オー
プンイノベーション支援の取組を
拡充 80,000 

436
文書総合管理
システムの運
用管理

改元時期の変更や東京都公文書の
管理に関する条例の改正等に向け
た対応のため、引き続きシステム
の構築・改修が必要

システム改修や機器の増設等を実
施し、改元や制度改正等に着実に
対応

435
先端事業普及
モデル創出事
業

東京の持続的成長を促すため、先
端的な技術やサービスを持つス
タートアップ企業の力を活用した
持続的なイノベーション創出が必
要

イノベーションの担い手となる先
端的な技術等を有するスタート
アップ企業に対し、都の現場で実
証の場を提供するともに、着実な
成長のため一気通貫の伴走支援を
実施

37,000 

54,781 

 - 

22,247 

20,000 

88,334 

10,000 

163,722 

 - 

78,000 

－70－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

実 改

期

実 改

実 期

期

実 改

24,309 

13,938 

439 労働安全衛生

平成25年度の大流行を機に、厚労
省は32年度までの風疹排除の目標
を掲げてきたが、今年に入り首都
圏を中心に風疹患者が過去５年間
で最多となり、大流行の兆しがあ
ることを踏まえ、確実な予防対策
が必要

風疹は抗体ができると生涯罹患し
ないことから、対象者への確実な
ワクチン接種に向け、抗体保有率
が低い世代の職員に対して健診時
に抗体検査を実施する費用を計上

438 海外研修

語学力と対外交渉力等を備えた人
材育成を目的に、職員の海外派遣
研修を実施しているが、派遣先や
派遣職員が限定的

組織全体の活性化のため派遣先を
拡大するとともに、一部廃止等、
既存の事業の見直しを図りつつ、
公募制度を導入した新制度の構築
や既存プログラムの規模を拡大

437 制度企画事務

平成30年度から知的障害者である
オフィスサポーター及びその業務
の支援等を行う障害者雇用支援員
の雇用を開始したが、都における
障害者雇用の更なる促進に向け、
取組の強化が必要

オフィスサポーター及び障害者雇
用支援員を増員し、体制を強化

440

人権啓発相談
（ヒューマン
ライツ・フェ
スタ）

平成27年度より、社会全体で人権
尊重の気運を高めることを目的に
開催しており、多くの都民、とり
わけ若い世代等に向けての更なる
アピールが必要

幅広い年代の都民、とりわけ若年
層の参加を増やすために、集客力
のある著名人を招いた催しを実施
するとともに、会場を一つにまと
めることで、フェスタ全体の一体
感を出しつつ、キャパシティを拡
大

442
三宅・小笠原
支庁管内建物
改修工事

島特有の気候条件等により、外
壁・配管等の劣化が進む一方、住
戸不足等により改修期間中の代替
住宅の確保が難しいため、大規模
改修ができない状況

緊急度の高い案件を選定し、順次
改修を進めることで、大規模改修
に依存しない住環境の改善を推進

441

島しょの「魅
力再発見」と
「ブランド
化」に向けた
取組

島しょ地域は自然景観や文化、特
産品など、様々な魅力を持つ一
方、それらが十分に活用されてお
らず、島しょ地域の隠れた魅力の
再発見と付加価値の付与により島
しょ地域を活性化させる取組が必
要

島会議等の開催による東京宝島ブ
ランドコンセプトの共有・磨き上
げ、意欲ある事業者、魅力的な特
産品の集中支援によるブランド化
モデルケースの構築、ブランドの
発信に向けた戦略的プロモーショ
ン等を実施

443
「東京くらし
防災」の活用
促進

平成30年３月に配布を開始した
「東京くらし防災」について、今
年度は広く周知を行っているとこ
ろであるが、配布前に実施した調
査では、小さい子供を持つ親の防
災意識が低いことが判明

「東京くらし防災」を活用し、産
院、保育所や幼稚園などで、小さ
な子を持つ親に、より直接的に防
災意識を普及啓発

121,917 

62,640 

44,765 

507,204 

255,558 

103,924 

113,591 

 - 

30,240 

303,709 

107,864 

57,446 

－71－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 改

期

実 改

実 期

実 改

実 改

生活文化局

445
無線施設維持
管理

東京都防災行政無線の鉄塔局舎は
建設から25年以上が経過し、特に
島しょ部の鉄塔は劣化の進行が早
いため補修工事期間の間隔を短く
して発注を行っているが、契約不
調が頻発

平成30年度に契約不調となった宮
塚山中継所の補修工事について、
積算・工期見直しの上、再計上す
るとともに、劣化が進んでいる小
笠原夜明山中継所及び母島テレビ
塔中継所の補修工事を実施

444
「東京都防災
アプリ」のコ
ンテンツ充実

風水害に関する河川水位・雨量の
情報提供や区市町村のホームペー
ジ・ハザードマップ、多言語での
災害情報の収集等のアクセシビリ
ティが不十分

風水害に備えた独自コンテンツを
充実させ、水防災システムや東京
アメッシュ、既に多言語での災害
情報等の提供を行っている訪日外
国人向けサイトなどの他システム
との連携構築を図り、アクセシビ
リティを向上

448
外国人への防
災知識の普及
啓発

災害時・緊急時における在住外国
人への情報提供体制を整備すると
ともに実践的な防災知識を普及・
啓発

都内在住外国人の増加や最近の災
害での教訓を踏まえ、情報提供対
策を強化

447
震災復興体制
の基盤整備

震災復興マニュアルについて、熊
本地震の教訓等を踏まえた要検討
事項が残されており、また罹災証
明書交付の実効性を高めるため、
区市町村職員の育成やガイドライ
ンのブラッシュアップが必要

マニュアル修正に向け、復興検討
委員会等において検討を進めると
ともに、区市町村職員の育成に向
けた住家被害認定調査等の研修を
実施するなど、被災者の早期生活
再建に向けた体制を整備

446
地域防災力の
向上支援

地域防災力向上のため、防災市民
組織等への支援、人材育成事業を
実施し、女性の防災人材育成事業
を開始した一方で、若年層の防災
活動への参加は少なく、若年層に
よる防災活動の取組を促進するこ
とが必要

ＰＴＡや子育てサークル等をター
ゲットとしたセミナーを年間30団
体を対象に新たに実施

449
ライフ・ワー
ク・バランス
普及啓発事業

男性の家事・育児参画に向けた具
体的な行動につなげられるよう、
普及啓発を効果的に実施し、施策
を推進

引き続き男性の家事・育児参画に
向けた普及啓発を実施するととも
に、これまでの取組による男性の
行動変化の状況を把握するため、
新たに調査を実施

69,530 

235,212 

115,978 

61,415 

19,452 

24,000 

10,200 

68,909 

97,818 

51,202 

4,140 

16,144 

－72－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 改

実 改

実 改

改

実 期

実 期

オリンピック・パラリンピック準備局

都市整備局

451 消費生活相談

消費者基本法等に基づき、日常生
活における商品及びサービスに関
して、消費者の被害の救済、損害
の回復等を図るため、相談事業を
実施

聴覚障害者と相談員とのやりとり
がスムーズになるＩＣＴ遠隔手話
通訳システムを導入することで、
聴覚障害者が安心して相談できる
環境を確保

450
配偶者等暴力
対策

配偶者暴力被害者支援のため、民
間団体との連携を図るとともに、
民間団体の活動への支援を強化
し、切れ目ないきめ細やかな被害
者支援を実施

子供のいる配偶者暴力被害者への
同行支援について助成を強化する
ことで、ＤＶ被害者の早期自立を
支援するとともに、ＤＶ及び児童
虐待を防止

454
地下高速鉄道
建設助成等

地下鉄駅のエレベーター、エスカ
レーターの整備に当たり、用地買
収や工事の支障処理等、困難な状
況が予想されるが、東京2020大会
を見据え、これらの整備や混雑緩
和、安全対策の着実な推進が必要

鉄道事業者による工事の進捗状況
や国の動向を踏まえながら、エレ
ベーターやエスカレーターの設置
に加え、混雑緩和に係る駅改良工
事、ホームドア設置等の安全対策
を更に促進

453
東京武道館の
運営

忙しい働き盛り世代のニーズに応
えるため、開館時間の延長など、
施設の使い方の見直しが必要

当該ニーズに応えるため、東京武
道館のトレーニングルームについ
て早朝開館を試行実施し、スポー
ツ活動を一層推進

452
多文化共生の
推進

「東京都多文化共生推進指針」に
基づき、多文化共生社会実現のた
めに必要な事業を実施

生活情報冊子「Life in Tokyo:
Your Guide」について、対応言語
の拡大等、内容を拡充し、在住外
国人の生活・活躍支援を強化

455
鉄道施設耐震
対策事業

平成29年度末までに高架橋等のせ
ん断破壊対策については概ね完了
しているが、国が30年３月に鉄道
耐震補強に関する省令や指針の改
正等を行い、目標延長・補助の対
象拡大がなされたため、適切な対
応が必要

首都直下地震で大きな揺れが想定
される地域における利用者が多い
駅や路線等の鉄道施設を対象に、
国と協調して補助を行い、耐震化
を一層促進

14,000 

1,035 

51,315 

284,924 

12,558,202 

341,333 

12,000 

 - 

39,792 

286,559 

12,116,182 

198,000 

－73－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 期

期

実

実 期

実 改

実 改

457

耐震改修促進
事業に係る事
務処理特例交
付金

建築基準法に基づき建築主事を設
置する10市に対して、業務円滑化
のために要する経費の一部を交付
金として支出し、事務処理に係る
負担軽減を図ることが必要

条例に基づく指導・助言等の業務
や、新たに委譲する業務に必要と
なる経費を適正に把握し、交付金
に必要な金額を計上

456
環状第４号線
高輪地区整備
事業

環状第４号線は、平成39年のリニ
ア新幹線開通までの整備を目標と
し、30年度は沿道の一体的な整備
に向けた検討を進めてきたが、今
後は権利者や地元の意向を踏まえ
ながら検討を行うことが課題

地元まちづくり協議会等との意見
交換や権利者との複数回の個別相
談等を実施し、意向を反映しなが
ら事業計画案を作成しており、平
成31年度に街路事業の認可を取得
予定のため、用地費などの必要な
事業費を計上

458

広域交通の快
適な利用に関
する実施運営
等業務

快適通勤プロモーション協議会開
催や動画等による広報展開等を通
じ、時差Ｂｉｚ参加企業1,000社
を目指しており、東京2020大会時
の輸送混雑を解消するＴＤＭも意
識したムーブメントの更なる拡大
が必要

これまでの取組を着実に進めると
ともに、東京2020大会時のＴＤＭ
や働き方改革の取組とも更なる連
携を図り、より多くの参加企業の
共感を得て、ムーブメントを一層
拡大

460
空き家活用支
援事業

区市町村の空き家対策計画の策定
は進んでいるが、計画に基づく対
策の更なる促進や地域の価値向上
につながる取組の展開とともに、
都民への相談窓口の十分な浸透が
必要

区市町村の地域特性に応じた取組
や先駆的な取組、地域の価値向上
につながる取組への支援を実施
し、対策の展開を促進するほか、
相談窓口の利用促進等を図るため
の効果的な広報を検討

459
マンション再
生まちづくり
制度

居住者の高齢化や重い費用負担等
の課題に加えて、敷地条件や建築
規制等により建替えが困難なマン
ションについて、まちづくりと連
携したマンションの建替えを促進
する仕組みの充実が必要

老朽化したマンション等が集積
し、防災、福祉、活力等の課題を
抱えている地域を対象に、区市町
村と連携して推進地区を指定し、
管理組合等に対して重点的な支援
を行うことでマンション再生を促
進

461
マンションの
管理適正化の
推進等

都内分譲マンションにおける「二
つの老い（建物・居住者）」の進
行により、管理組合の自主的な取
組を支援する施策だけでは、的確
な対処が困難な状況であり、管理
不全の予防・改善のため踏み込ん
だ施策が必要

東京におけるマンションの適正な
管理の促進に向けた制度構築に向
けて、行政や管理組合、事業者等
の責務・役割の明確化のほかマン
ションの管理状況の把握、管理状
況に応じた助言・支援等を実施

831,194 

5,267 

118,360 

42,500 

279,837 

173,328 

385,386 

1,666 

101,441 

22,500 

185,162 

44,119 

住宅政策本部

－74－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

改 特

特 歳

実 改

実 改

実 改

改 期

環境局

463

駐車場の空き
区画を活用し
たコインパー
キング事業

都営住宅敷地内の居住者用駐車場
の空き区画を活用したコインパー
キング事業に伴う収入を計上して
おり、迷惑駐車対策や歳入確保な
どにもつながることから、居住者
等からの要望を踏まえ、更なる拡
大の検討が必要

コインパーキング事業について、
平成30年度の実施状況等を踏まえ
つつ、規模を拡大して歳入を計上

462
都営住宅指定
管理者委託

都営住宅等の設備保守、入居者管
理等を指定管理者に委託するため
の経費を計上しているが、入居者
の高齢化が進んでおり、これまで
以上に福祉部門との連携強化や、
見守り機能の強化が必要

入居者の高齢化に対応するため、
巡回管理人による見守り機能の強
化、民間事業者を活用した見守
り・生活支援サービスの新設など
に必要な経費を計上

464

中小規模事業
所向け地球温
暖化対策報告
書制度の推進

本制度の義務提出者のうち、約半
数の企業ではエネルギー使用量の
削減が進んでいるものの、未だ削
減が進んでいない企業も多く、新
たな仕組みを検討することが必要

会社単位での、ＣＯ２の削減実績

等について着目し、優れた取組を
行っている会社を評価・公表する
仕組みを、新たに検討し適切に制
度を運用

466
集合住宅にお
ける充電設備
導入促進事業

電気自動車等の普及に向け、充電
設備が不足している集合住宅に対
して導入補助を実施しているが、
集合住宅以外でも、充電設備が不
足する地域がある等の課題があ
り、一層の充電設備の整備が必要

集合住宅に加え、事業所・工場等
や商業施設・宿泊施設等へ補助対
象を拡大

465

都有施設にお
ける再生可能
エネルギー見
える化モデル
事業

都有施設における再生可能エネル
ギーの見える化に向けた調査等を
行い、モデル導入設備及び受入施
設を精査することが必要

調査結果等を踏まえ、再生可能エ
ネルギーの新技術を活用した設備
を導入するとともに、効果検証を
実施

10,066 

467
外来種の積極
的防除の推進

東京都アライグマ・ハクビシン防
除実施計画を策定し、区市町村と
連携して対策を実施しているが、
アライグマ・ハクビシンとも捕獲
数は増加傾向にあり捕獲エリアも
拡大傾向にあるため更なる対策が
必要

アライグマ・ハクビシン対策にお
いては都内の緑地での生息状況調
査による結果を今後の対策に活
用、引き続き区市町村と連携して
対策を実施し、クビアカツヤカミ
キリ等の新たな外来種についても
防除対策を実施

9,269,909 

82,406 

121,830 

41,084 

139,246 

19,813 

121,777 

16,665 

9,194,122 

32,594 

75,830 

－75－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 改 期

実 改

期

実 期

期

福祉保健局

469 キョン対策

大島でのキョン増加に歯止めがか
かり、推定生息数は横ばいになっ
たものの、一部地権者の承諾が得
られず、柵を設置した効率的な捕
獲に支障が発生

引き続き、地権者の承諾を得なが
ら適切に柵を設置し、キョンの根
絶に向けて、安全対策に配慮しな
がら、更に捕獲対策を強化

468
江戸のみどり
推進プロジェ
クト

江戸のみどり登録緑地登録件数は
６件であるが、講習会への参加者
は250名と盛況であり、より具体
的な現場のノウハウを教えて欲し
い等の参加者からの要望への対応
も必要

先進企業や業界団体等と連携し、
引き続き登録拡大に取り組むとと
もに、現場実習を取り入れた講習
会など人材育成手法についても拡
充

470 緑化指導

平成31年５月に予定されている改
元に対応するため、緑化計画書シ
ステムについて改修することが必
要

元号改正等の課題に着実に対応す
るため、適切かつ効果的にシステ
ムの改修を実施

869 

472

東京都保健医
療計画推進協
議会の運営
（地域医療構
想調整会議）

地域医療構想の実現に向け、各圏
域ごとに議論を行ってきたが、地
域の実情を踏まえた病床機能への
転換など、具体的な取組の更なる
進展が必要

地域医療構想調整会議等におい
て、都道府県の推薦に基づき国が
選出する「地域医療構想アドバイ
ザー」を活用し、地域医療構想の
実現に向けた各地域による取組を
活性化

471
小笠原諸島の
自然保護と観
光

小笠原諸島振興開発計画に基づ
き、南島及び母島石門の東京都版
エコツーリズムを推進しており、
村との協定に従い、今後も事業を
適切に継続していくことが必要

エコツーリズム推進のため、東京
都自然ガイド養成講座等、協定に
則した事業を実施

6,642 

118,200 

1,282,504 

6,522 

17,778 

1,063,145 

473
救命救急セン
ター運営費補
助

不慮の事故や急病にかかった場
合、いつでもどこでも、誰でも、
症状に応じて適切な医療を受けら
れるよう、特に生命危機を伴う重
篤・重症患者に対する三次救急医
療体制の整備が必要

生命危機を伴う重篤・重症患者に
必要かつ適正な医療を行う救命救
急センターに対し、施設・設備の
整備費を補助することで、三次救
急医療体制に必要な応需体制を確
保

3,446 

915,152 

7,524 

3,385 

635,763 

－76－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

改

実 期

実 期

期

実

実 期

475
東京都小児が
ん診療連携推
進事業

希少がんである小児がんの治療に
おいては、患者本人による意思決
定の難しさや患者家族も含めた緩
和ケアの提供など、小児がん特有
の課題を踏まえた適切な医療提供
体制の整備が必要

成人がんとは異なる小児がん特有
の課題を踏まえた統一的な研修プ
ログラムを都独自に策定するとと
もに、小児がん診療に携わる医師
への緩和ケア研修を新たに実施

478
広尾看護専門
学校改築工事

広尾病院と広尾看護専門学校との
一体的な整備を現在地において実
施する方針が決定したことから、
広尾看護専門学校についても病院
の整備と足並みを合わせた対応が
必要

平成30年度に策定する広尾病院整
備に係る基本計画等を踏まえ、広
尾看護専門学校の整備に向けた基
礎調査等を実施

477
がん患者の治
療と仕事の両
立支援事業

がんに罹患しても、治療を受けな
がら仕事が続けられるよう、職場
や自宅の近くで薬物療法等の治療
が受けられる医療提供体制の整備
等が必要

がん患者における「治療と仕事の
両立」を支援するため、地域の医
療機関での外来治療を試行的に実
施検証することで、患者ニーズを
踏まえた医療提供体制を整備

476
ＡＹＡ世代等
がん患者支援
事業

474
周産期医療シ
ステムの整備
（災害時）

災害時の円滑な小児・周産期医療
体制を早期に構築するため、必要
なネットワーク体制の構築等に向
けた検討や当該分野で中心的な役
割を担う人材の配置・育成が必要

災害時小児周産期医療体制検討部
会での議論を踏まえ、小児周産期
医療救護活動を適切に行うための
活動指針の策定や「災害時小児周
産期リエゾン」を養成

学業、就職、結婚、出産等の特徴
あるライフイベントを過ごすＡＹ
Ａ世代のがん患者は、小児と成人
領域の狭間で適切な治療が受けら
れていないおそれがあることか
ら、患者の成長に合わせた長期的
な支援が必要

ＡＹＡ世代のがん患者が小児科と
成人診療科のどちらに受診しても
適切な治療が受けられるよう、小
児がんのネットワーク参画病院と
成人の拠点病院等との連携体制等
を構築

479

災害拠点病院
等自家発電設
備等整備強化
事業

平成30年７月の西日本豪雨災害な
ど、国内における自然災害発生の
影響により、病院の機能維持の要
となる電力や水確保の問題が顕在
化したことを踏まえ、災害に備え
た対策の強化が必要

都内の災害拠点病院等に対して、
自家発電設備の浸水対策や地震の
揺れに対する破損対策のほか、燃
料タンクの増設や給水設備の整備
を行う場合にその経費の一部を新
たに補助することで、災害対応力
を強化

480
自殺防止！東
京キャンペー
ン

９月の自殺予防週間及び３月の自
殺対策強化月間において、自殺予
防の取組を集中的に展開し、普及
啓発等の一層の推進を図ることが
必要

キャンペーン内容にＳＮＳ自殺相
談を盛り込み、期間中の相談応需
時間の拡大及び広報の強化を図
り、相談を必要とする都民への支
援を充実

5,507 

15,744 

19,129 

12,486 

66,124 

298,248 

7,907 

753 

14,925 

18,449 

11,976 

8,100 

 - 

2,136 

－77－
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実

実

実 改

実

実 期

実 改

481
地域自殺対策
強化事業

国の「地域自殺対策強化交付金」
を活用し、区市町村及び民間団体
が行う自殺対策事業経費の全部又
は一部を補助

法に基づく区市町村の自殺対策計
画の策定並びに計画策定後の事業
推進、民間団体が行う地域特性に
応じた自殺対策の取組を円滑に補
助する体制を確保するため、申請
実績を踏まえて必要経費を適切に
計上

484
認知症ととも
に暮らす地域
あんしん事業

認知症の初期から中・重度となっ
ても、認知症高齢者が地域で安心
して暮らすことができるよう、段
階に応じた支援体制を構築してい
るが、さらに、都民が認知症に早
期に対応できるよう支援が必要

都民が認知症への早期対応を行
い、治療を受けられるよう、認知
症検診に取り組む区市町村を支援
し、より多くの高齢者が活躍でき
る東京を実現

483
認知症疾患医
療センター運
営事業

認知症の専門医療相談、鑑別診
断、地域連携の推進等の取組を行
う認知症疾患医療センターを設置
しているが、認知症検診の推進に
対応するため、センターの機能強
化が必要

新たに認知症の人と家族等の支援
を行い、検査により認知症が疑わ
れる結果となった人等へのフォ
ロー体制を強化

482
受動喫煙防止
対策の推進

改正健康増進法及び東京都受動喫
煙防止条例の円滑な施行に向け、
規制対象事業者への制度周知や区
市町村支援等を強力に推進するこ
とが必要

平成32年４月の改正法及び条例全
面施行に向け、都民や規制対象事
業者の対応支援等に係る都の事業
推進体制を確保するとともに、公
衆喫煙所整備費補助等における区
市町村支援を拡充

487
次世代介護機
器の活用支援
事業

介護機器の導入経費を支援してい
るが、一層効果的な活用につなげ
ていくためには、導入予定機器が
施設の課題解決に資するかなど十
分な検討を行うとともに、導入後
に客観的な評価を行うことが必要

機器導入前には導入時に吟味すべ
きポイントを、機器導入後には活
用の状況について客観的に評価す
る方法を、事業者に対してアドバ
イスする研修を新たに実施

486
介護人材確保
対策事業

介護人材を確保するため、学生や
主婦等に対する職場体験や就労希
望者への雇用確保と資格取得支援
等の取組を実施

事業の効果的な周知や事業内容の
見直しにより本事業を利用する介
護事業者が増加しており、実績を
踏まえて規模を拡充

485

訪問看護ス
テーション代
替職員確保支
援事業

訪問看護師の勤務環境向上・定着
促進のため、研修受講時及び産
休・育休等取得時の代替職員の確
保について支援を実施

事業の効果的な周知等により本事
業を活用する訪問看護ステーショ
ンが増加しており、実績を踏まえ
て規模を拡充

135,098 

2,442,269 

751,407 

384,187 

29,000 

1,688,085 

173,964 

106,000 

1,617,432 

645,211 

208,041 

15,000 

916,237 

51,272 

－78－
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実
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488
地域密着型
サービス等重
点整備事業

広域型の特別養護老人ホームにつ
いて、整備費補助や用地確保支援
策等により、整備を支援してきた
が、区市町村が整備する地域密着
型特養についても、支援策の拡充
が必要

地域密着型特養の整備率が低い地
域を重点地域に指定し、補助単価
を加算することにより、区市町村
が行う整備を支援

490
保育士等キャ
リアアップ研
修支援事業

技能・経験を積んだ職員に係る追
加的な人件費の加算である処遇改
善加算Ⅱの要件となっている、保
育士等キャリアアップ研修を着実
に実施することが必要

処遇改善加算Ⅱの対象者が適切に
研修を受講できるよう研修実施体
制を確保

489
地域子育て支
援研修（拡充
分）

地域における子育て支援機関の重
要性はますます高まっており、各
機関の職員の資質向上及び機能強
化が必要

子供家庭支援センターのセンター
長研修や、子育てひろば職員の障
害児支援の資質向上に向けた研修
を充実

493

共生社会実現
に向けた障害
者理解促進事
業

障害及び障害のある人への理解促
進を図るために普及啓発を行って
きたが、都条例の制定に伴い、都
民向け啓発施策の実施や、事業者
向け研修施策の立ち上げが必要

障害体験や障害者との対話等も含
む研修を実施し、事業者等が、障
害及び障害者への理解を深めるこ
とで、適切な行動を取れるよう支
援

492
児童虐待防止
の普及啓発

子供への虐待防止の取組を進める
ためには、社会全体で子供を見守
る環境づくりが必要

全庁一丸となって虐待防止対策に
取り組むとともに、社会全体で子
供を虐待から守る機運の醸成を一
層促進

491
子供の健康相
談室（小児救
急相談）

小児の健康に関する不安や悩みを
身近なところで解消し、小児初期
救急の前段階で安心を確保するこ
とが必要

電話相談時間の延長により、深夜
帯を含めた相談受付の体制を整備

494
グループホー
ム従事者人材
育成支援事業

事業者向けの研修を実施すること
で、人材育成を支援し、もって虐
待防止とサービスの質の向上を図
る事業を行っているが、重度者の
支援も対象とすることが必要

既存研修の中に、専門研修（重度
者支援編）を追加することで、重
度化に対応した研修体制を確保

388,277 

5,402 

347,950 

116,743 

37,360 

48,342 

14,110 

401,353 

4,696 

251,759 

73,953 

13,300 

48,342 

6,693 

－79－
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期

実 特

改 特

改 特

改

病院経営本部

産業労働局

496
薬物乱用防止
啓発対策

薬物事犯の都内送致人員は年間
2,000人を超え、中でも大麻事犯
は年々増加傾向にあり、特に若年
層において、誤った情報等に基づ
き、大麻を容認する人々が増加

若年層も対象とした、大麻を重点
的に扱ったリーフレットや動画を
作成し、学校等での活用を推進

495
サービス利用
計画作成費支
給事業

相談支援事業者によるサービス利
用計画の作成、事業者等との連絡
調整に対し給付を行っているが、
効率的な予算執行が必要

過去の実績を踏まえて経費を計上
するとともに、報酬改定や対象者
の増加にも対応し、適切な事業を
実施

497
外国人患者受
入環境の強化

外国人旅行者や在留外国人は年々
増加しており、さらに東京2020大
会の開催時には一層多くの外国人
旅行者が見込まれ、医療機関にお
ける外国人患者対応の強化が必要

職員の語学力向上、院内表示・帳
票類・ホームページの多言語化、
言語サポートツールの整備等に加
えて、熱中症等で多数の外国人救
急患者が来院したことを想定した
訓練を実施

499
都立病院経営
改善推進ＰＴ

経営改善推進のため、全都立病院
の経営戦略担当副院長を中心に、
病院経営の専門家（コンサルタン
ト）をアドバイザーとして活用
し、効率的・効果的かつ具体的な
検討を実施しているが、継続的な
取組と定着が必要

当該コンサルタントによる全般的
な助言に加え、各病院の個別事情
に合わせたより深い分析・支援が
できる体制を整備するとともに、
職員への経営意識浸透のための取
組を強化

498
マネジメント
力養成講座の
実施

主に部長級医師を対象にトップマ
ネージャーとしての能力醸成を
図っているが、持続的な病院運営
に向けて、病院マネジメントを担
う人材の育成をより一層推進して
いくことが必要

病院のマネジメントに必要な能力
を養成するため、同講座に新たな
コースを設定

500
小規模企業対
策

事業承継に取り組む企業の裾野を
広げるための啓発促進やマッチン
グ支援の強化が必要

多様なツールを用いた啓発促進の
ほか、多摩・島しょ地域では、事
業承継フォーラム等を開催し、事
業承継を加速化

1,012,122 

9,460 

51,124 

1,050 

10,619 

3,112,633 

854,751 

 - 

66,217 

722 

1,300 

3,052,315 

－80－
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502
知的財産活用
製品化支援事
業

大企業等の技術シーズと中小企業
の製品化ニーズとのマッチングに
より一定の成果が見られるが、技
術開発においては、技術や資金の
問題から製品化が困難

マッチング後、事業化のボトル
ネックとなるリソース不足（技術
支援、開発資金）を補い、知財を
活用した製品開発の確度を高める
ため支援を一部拡充し、継続実施

501
取引改善指導
（ＡＤＲ）

平成31年度に予定されている消費
税増税に向け、消費税転嫁対策の
拡充が必要

消費税転嫁対策の普及啓発強化の
ため、専任巡回員を新たに配置す
るとともに、下請法講習会の回数
を増やし周知を強化

505
生産性向上の
ための中核人
材育成事業

東京都生産性革新スクール卒業生
やものづくりインストラクター派
遣により、生産性向上に資する取
組の実績は出ているが、熟練技術
者のリタイアによる技術消滅を防
ぐため、ノウハウや知識の「標準
化」が必要

引き続き、都内製造業の競争力強
化のため、スクール・インストラ
クター派遣を実施するとともに、
企業の生産性向上に向けた「標準
化」を進めるため、追加講座・専
門家派遣を実施

504

生産性向上の
ためのＩｏ
Ｔ、ＡＩ、ロ
ボットの導入
支援

導入コスト、導入効果の不透明
さ、従業員のＩＴスキル不足等の
理由から、中小企業において、Ｉ
ＣＴ導入が進んでいない状況

生産性向上のためのＩＣＴツール
の導入助成、人材育成講座等を新
たに実施し、生産性向上に資する
取組を支援

503
東京デザイン
コンペティ
ション事業

国内の優秀なデザイナーと高いポ
テンシャルを有する都内中小企業
との協働を促進するコンペティ
ションを実施し、デザイン提案に
よる新たなビジネスの創出に取り
組んできたが、応募件数が減少傾
向

幅広い中小企業を巻き込む取組と
して広報等を一部拡充し、継続実
施

506
女性ベン
チャー成長促
進事業

成長志向の高いトップ女性ベン
チャー層の拡充や海外でのピッチ
等のインパクトを高めるため海外
派遣者数の増加が必要

女性ベンチャーの育成講座を新た
に開催するほか、アクセラレー
ションプログラム及び海外派遣の
規模を倍増し、ロールモデルとな
るような女性起業家を創出

507
医療機器産業
への参入支援

臨床機関との連携による医療機器
分野への中小企業の参入余地は引
き続き拡大しており、新興国にお
いても販路が見込まれる状況

アクセラレーションプロジェクト
を継続実施するとともに、販路が
見込まれるＡＳＥＡＮ地域での現
地ニーズを踏まえた開発支援を開
始

485,261 

63,163 

19,458 

39,495 

156,405 

30,007 

262,243 

14,831 

160,980 

403,217 

53,065 

14,229 

33,291 

78,304 

－81－
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改
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508
革新的サービ
スの事業化支
援

従来の取組によって発掘した企業
のうち、基準を満たすものに対す
る出口支援が必要なほか、資金調
達支援や専門家のハンズオン支援
等の要望を踏まえ、支援の継続が
必要

事業化・助成支援の採択年度を延
長するとともに、助成金採択率が
高倍率になっている現状を踏ま
え、採択規模を５件拡充し、新た
なビジネスモデルの事業化を推進

428,671 

100,000 

511
ＭＩＣＥプロ
モーション基
盤の強化

国際会議誘致を有利に展開するに
は、主催者等ＭＩＣＥのキーパー
ソンやステークホルダーとの強固
な関係構築が必要

ＭＩＣＥ誘致を担う団体に対して
国際団体等との関係構築を強化す
るために必要な経費の一部につい
て補助を行うことで、国際会議等
の誘致を促進

510
東京観光レッ
プの運営

アジアでの設置は中国、韓国のみ
であり、他の都市では情報発信の
手段が主に旅行博に限定され継続
的なＰＲができていないため、訪
都率の回復やリピーター確保のた
めの継続的なＰＲが不可欠

台湾、マレーシア、シンガポー
ル、タイの４都市で新たにレップ
を設置し、一般市民及び現地旅行
事業者の東京に対する関心を惹き
つけ、訪都旅行客の拡大を推進

509

クラウドファ
ンディングを
活用した資金
調達支援

創業者等の様々な資金ニーズにき
め細かく対応するため、本事業の
利用を通じてクラウドファンディ
ング手法の認知度や活用度を高め
ていくことが必要

本事業の利用者が必要な資金調達
ができるようサポートを充実する
ほか、利用者の成果発信を強化す
るなど、事業の利用向上に向けた
取組を推進

514

多摩・島しょ
地域観光施設
整備等補助事
業

多摩・島しょ地域の自治体が実施
する観光振興に向けた受入体制の
整備を積極的に推進

対象市町村の取組が堅調であるこ
とから、引き続き自治体の取組を
支援し、多摩・島しょ地域におけ
る観光客数の増加を促進

513
ユニークベ
ニュー利用促
進事業

ユニークベニューの認知度は確実
に高まっているものの、会場設営
に係る負担が要因となり、開催実
績を増加させることが困難

ユニークベニューの利用が浸透・
自走化していない現状を鑑み、支
援上限額を引き上げることで、利
用を促進

512
国際会議誘
致・開催支援
事業

都内で国際会議を誘致・開催する
に当たり、日本特有の課題に対す
る対応が必要なこともあり、経費
が高額

国際会議誘致・開催経費の実態に
合わせて、助成の限度額・補助率
を引き上げ、誘致を促進

372,913 

100,000 

83,151 

27,940 

342,268 

147,444 

100,000 

88,121 

42,005 

668,642 

203,791 

125,000 

－82－
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実 改

実 改 期

実 改

実 改

実 期

実 改

515
地域における
観光まちづく
りの支援

旅行者ニーズに応える観光まちづ
くりを進めていくためには、地域
で観光まちづくりの活動に取り組
む団体や観光協会等が自らの経営
力を高めることが必要

アドバイザー派遣等による地域の
多様な主体への支援、団体の経営
力の強化など、支援内容の充実を
図り、東京全体の観光産業の底上
げと観光を通じた地域の活性化を
促進

517
ナイトライフ
観光の推進

夜の観光の魅力を高め、ナイトラ
イフ観光の情報を発信することに
より、訪都外国人旅行者の誘致を
促進

引き続き、夜の観光の魅力を効果
的に発信するとともに、新たに地
域のナイトライフ観光の資源を開
発する取組を支援

516
東京ライト
アップ発信プ
ロジェクト

地域のライトアップの取組への支
援等により、夜間の旅行者誘致や
滞在時間の長期化へとつながって
おり、今後、夜に楽しめる観光資
源を更に開発・活用することが必
要

ナイトライフイベント開催に対す
る支援等を行い、夜の時間帯を楽
しめるナイトライフ観光の充実を
推進

520

タクシー事業
者向け多言語
対応端末導入
補助事業

タクシーを利用する外国人旅行者
に対し、多言語対応満足度を向上
させる取組が必要

平成30年度実施のニーズ調査に基
づき、多言語対応等に活用できる
タブレット端末等導入の支援を行
い、外国人旅行者の受入環境整備
を促進

519
多言語コール
センター事業

訪都外国人旅行者の増加が続いて
いるが、外国語対応に関する満足
度は高くない状況

国別満足度の低い国の言語を中心
に、多言語コールセンターの対応
言語数を拡大することで、満足度
の向上を促進

518
観光案内所の
運営

障害者、高齢者等の多様な旅行者
が東京観光を楽しめる環境の整備
が必要

障害者や高齢者等の観光をサポー
トする窓口をバスタ新宿に新たに
設置し、アクセシブル・ツーリズ
ム受入事業者等の情報提供を行う
ことで、きめ細やかな情報提供を
図る体制を充実

521
観光ボラン
ティアの活用

東京の観光に対する満足度と再訪
率の向上を図るため、観光ボラン
ティア活動の質の向上のほか、障
害者等に対応するツアーや夜の観
光を促すツアーが必要

観光ボランティア全体の活動の質
を高めるため、観光ボランティア
表彰制度の実施のほか、旅行者
ニーズを踏まえた障害者向けや夜
の観光スポットをめぐるガイド
サービスを実施

86,362 

317,396 

65,783 

653,084 

80,867 

100,000 

516,309 

117,322 

428,612 

342,783 

778,574 

80,867 

200,000 

620,589 

－83－



 （単位：千円）
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予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

改

期

改

実 改

実 改

実 改

実 改

523
低コスト森林
施業の推進

個々の林業事業体では対応が困難
な低コスト林業技術開発を実施
し、林業の採算性を向上させるこ
とで、森林整備を推進

これまでの事業で開発した小型ウ
インチ付グラップルや欧州製自走
式搬器の効果的な利用普及のほ
か、コンテナ苗の調査等を行い、
低コスト林業を推進

522
農地利活用促
進事業

農地の遊休化を防止するため、農
業に意欲的に取り組む担い手と農
地の利用調整を図り、農地の利活
用を促進することが必要

市街化調整区域や農業振興地域に
加え、本事業の対象を市街化区域
にも拡大し、農地の保全・利活用
を一層促進

526
はつらつ高齢
者就業機会創
出支援事業

地域には、地元での就業を希望す
る高齢者や潜在的な高齢求職者が
存在するため、その層を掘り起こ
し、地域の企業とのマッチングを
推進していくことが必要

地域の就労支援機関との連携によ
り、地元近隣での就労を希望する
高齢者と企業とのマッチング機会
を拡充

525
東京ジョブ
コーチ支援事
業

東京ジョブコーチによる職場定着
支援のニーズが増加傾向にある中
で、定着支援の内容も障害者個々
人の状況により複雑化しており、
それに対するきめ細かい対応が必
要

東京ジョブコーチの支援件数を
600件から800件へ拡充、定員を75
名から77名に増員するとともに、
企業及び障害者の来所による職場
定着相談窓口の設置を図り、支援
体制を充実・強化

524
林業事業体の
レベルアップ
プロジェクト

林業における経営力向上・労働安
全対策のため、林業事業体が作成
する５か年のレベルアップ計画に
基づく一体的・集中的な助成等を
実施

事業の浸透により、林業事業体か
らの申請件数増が見込まれること
から規模増の上、引き続き事業を
実施

528
シニア就業応
援プロジェク
ト

中小企業の人手不足は深刻化して
いるが、高齢者の活用に関するノ
ウハウが不十分であることから、
就業意欲は高いが就職に結びつか
ない高齢者が多く存在

高齢者の活用方法、仕事の切り出
し、社内の受入環境整備等に対す
る専門家派遣を拡充するととも
に、高齢者就業に携わる公的機関
が一堂に集まる普及啓発イベン
ト、合同就職面接会等を実施

527
女性再就職支
援事業

女性の再就職活動においては、子
育てとの両立等様々な不安を解消
することが重要であることから、
再就職に関する情報発信や地域で
気軽に支援が受けられる体制の強
化が必要

女性が身近な場所で就業相談がで
きるよう、区市町村と連携を拡充
し地域における再就職支援体制の
充実を図るとともに、女性のしご
と応援テラスにつなぎ、継続した
支援を実施

4,694 

9,800 

28,317 

170,536 

9,469 

95,146 

514,186 

7,848 

24,000 

33,898 

218,717 

177,509 

103,005 

588,185 

－84－



 （単位：千円）
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平成30年度
予　算　額
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実 改

実 改 期

実

実 改

期

実 改

実 改

529
企業に対する
障害者雇用普
及啓発事業

法定雇用率の引上げや障害者雇用
義務の対象に精神障害者が加わっ
たことなどにより、精神障害者の
雇用の増加が見込まれる中で、企
業への更なる普及啓発、理解促進
が必要

関係機関と連携し、企業への普及
啓発及び理解促進を図るととも
に、精神障害者の雇用に関して分
かりやすくまとめたミニハンド
ブック等を活用し、事業主や職場
の一層の理解と精神障害者の雇用
を促進

530
中小企業障害
者雇用応援連
携事業

東京都・国・東京しごと財団が連
携し、雇用率未達成企業に対して
計画的に個別訪問し、障害者雇用
に関する情報提供、相談対応、求
人開拓等を実施

雇用率が低迷する中小企業の雇用
促進を一層図るため、今後は訪問
対象企業規模を「45.5人以上300
人未満」へ拡大

532
人材確保支援
事業

都内有効求人倍率が２倍を超え人
材不足が深刻化するなか、中小企
業においては、継続的な採用活動
の経験が乏しく、採用ノウハウの
不足により人材確保が困難

採用に課題を抱える企業への相談
及びセミナー等支援の拡充を図る
とともに、女性等の活用を促進す
るため、企業主導型保育施設の共
同利用を推進

531
産業人材の確
保・育成事業

中小企業では採用の課題に加え、
早期離職等など採用後の定着にも
課題を抱えており、経営者や人事
担当者への直接的な意識啓発やノ
ウハウの提供が必要

社員の早期離職などの課題に対応
するため、経営者及び人事担当者
等を対象としたリテンションを扱
うセミナーを実施

535

テレワーク推
進センター及
びライフ・
ワーク・バラ
ンス推進窓口
の運営

企業のテレワーク推進施策に関す
る情報提供、相談、助言等の支援
をワンストップで提供するテレ
ワーク推進センターと、併設する
TOKYOライフ・ワーク・バランス
推進窓口を運営

テレワークの課題と考えられてい
る労務管理方法、セキュリティ、
コミュニケーション等について、
解決事例を紹介するセミナーや、
テレワーク推進デスク（仮称）と
の連携支援などテレワーク推進セ
ンター事業を充実

534
働き方改革推
進・支援事業

働き方改革の実現に向け、働き方
改革宣言企業に対し奨励金を支給
するほか、企業の具体的な取組を
後押しする支援を実施

2020年に向けた働き方改革宣言企
業の目標数の上方修正に伴い、事
業規模を拡充

533
シルバー人材
センターに対
する助成

健康で働く意欲があり、地域にお
ける就業を希望する高齢者の就業
機会を確保・提供することを目的
に区市町村毎に設置されているシ
ルバー人材センターに対し、区市
町村が補助した額の一部を助成

センターの安定的な運営を図るた
めの「公益目的事業費補助」と、
都が重点的に推進する事業を対象
とした「重点推進事業費補助」に
より、各センターの活動促進に寄
与しているため、事業を拡大して
実施

3,941 

42,214 

257,309 

314,291 

705,058 

698,997 

74,993 

10,605 

42,896 

286,763 

345,635 

728,703 

874,064 

138,514 

－85－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 改

実 期

実 改
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建設局

538
技能五輪全国
大会・全国ア
ビリンピック

東京のものづくり産業の持続的発
展に向けて、技能振興機運を高め
るとともに、次世代の優れた技能
者の育成及び障害者の活躍推進の
ため、平成33年度に技能五輪全国
大会・全国アビリンピック大会を
開催

両大会開催に向けた準備として平
成31年度は推進協議会を設立し、
基本計画を策定

537
働く人のチャ
イルドプラン
サポート事業

不妊治療の件数が年々増加してい
る中、職場にサポート体制を整備
している企業は未だ少ないため、
治療と仕事の両立ができる職場づ
くりを支援していくことが必要

不妊治療と仕事の両立を可能とす
る職場環境の整備は、当該事業に
より都内企業に拡がりつつある
が、更なる拡がりを促進するた
め、支援規模を拡大して実施

536
ワークスタイ
ル変革コンサ
ルティング

都内企業のテレワーク導入割合を
加速度的に増やしていくために
は、テレワークに適した仕事・職
種がないと考えている企業も巻き
込み、テレワーク導入に向けた具
体的検討から導入・運用まで一貫
した支援が必要

企業に対して、テレワーク導入の
前提となる業務の洗い出しや、
ワークスタイルの見直し等の提案
を行うコンサルティングについ
て、規模を拡大

541

ＩＣＴを活用
した維持管理
の高度化（施
設台帳の３Ｄ
化）

道路維持管理の効率化、高度化を
推進するため、道路施設台帳に３
Ｄ化技術の導入を予定しており、
平成30年度は試行計測を実施

現道における計測範囲を拡大する
とともに、導入に向けて活用可能
な業務を検討

540
道路照明のＬ
ＥＤ化

照明柱の老朽化に伴う建替えにあ
わせて道路照明のＬＥＤ化を実施
してきたが、取組の加速化が必要

これまでの照明柱の老朽化に伴う
建替えに加え、技術革新により実
用化されたランプ交換によるＬＥ
Ｄ化を推進し、取組を加速

539
液状化予測図
の更新

現在の液状化予測図は平成24年度
に見直しを実施したものであり、
新たな地盤データを取り込み、面
的でより精度の高い予測図への更
新が必要

効果的な液状化予測図の作成に向
け、基礎調査を実施し、調査結果
を踏まえ、継続的に収集される新
たな地盤データを取り込み、予測
図の随時更新が可能なプログラム
を開発

25,997 

9,922 

2,825,600 

60,000 

1,248 

 - 

1,438,800 

10,000 

71,726 

55,458 

289,559 

81,201 
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542
区市町村無電
柱化補助

防災に寄与する路線については、
既に財政支援を行っているもの
の、切迫する災害に備え、更に無
電柱化を推進させるため、区市町
村の負担を軽減する財政支援の拡
充が必要

防災に寄与する路線について、区
市町村への更なる財政支援を実施
することで、より一層の無電柱化
を促進

1,072,634 

544

自然環境を活
用した河川施
設の質的向上
に向けた基本
検討委託

インフラ整備では、自然の持つ多
様な機能を活用することが重要で
あり、河川事業における緑化等こ
れまでの取組を継続しつつ、対策
拡大の検討・実施を通じて自然環
境の保全・機能の活用が必要

河川管理用通路の緑化等改良、旧
河川敷を活用した緑地創出、自然
環境に配慮した調節池整備等の事
業化を通じて、自然環境の保全・
機能の活用を図るための河川施設
の質的向上を推進

543

水防災総合情
報システムに
係る観測局の
設置計画検討
委託

河川水位情報等を収集するための
水位計、雨量計及び河川監視カメ
ラは、過去の水害実績を踏まえ設
置してきたが、豪雨災害が頻発す
る中、水害実績がない河川も含め
リスクに応じ計画的な配備が必要

都管理河川全体を対象に水害リス
クや現地状況等を調査し、合理的
かつ効果的な設置計画を策定し、
順次設置を進めることで、区市町
村の避難発令や住民の自主避難行
動を促進

20,000 

50,000 

150,000 

 - 

50,000 

65,000 

547
スーパー堤防
基礎調査委託

スーパー堤防は、背後地の開発等
再整備が実施条件であるが、沿川
での開発行為の減少傾向に応じた
整備進捗の鈍化が課題

スーパー堤防の有する耐震性・親
水性、災害時の避難・救助・復旧
拠点としての有効性を整理し積極
的に発信するとともに、事業化の
見込みがある地区を抽出した上
で、背後地再整備と連携した事業
を推進

546
石神井川等に
おける治水検
討委託

護岸・調節池等の整備には長期間
を要する一方で、異常気象に伴う
豪雨災害が近年各地で頻発してお
り、対策の加速化が急務

今後整備が必要な調節池等のう
ち、高い事業効果が期待できる河
川について、事業化に向けた検討
を実施

545
浸水予想区域
図の改定

全国で豪雨災害が頻発する中、被
害の激甚化が想定されることを踏
まえ、浸水予想区域図について、
対象降雨を想定し得る最大規模の
降雨に見直すことで、水害に対す
る備えや住民の避難行動に関する
情報の発信が必要

平成32年度までに改定する区域数
を当初予定の12区域から全14区域
に前倒しして改定を完了すること
で、早期に水害リスクを住民に周
知し、減災対策を推進

548
砂防施設の予
防保全

既存の砂防施設について、健全度
調査や対策工法などの検討を基に
予防保全計画を策定し、各施設の
機能が維持されるよう状況に応じ
た対策工事が必要

予防保全計画に基づき、優先度の
高い施設から詳細調査・設計を実
施し、対策工事を推進

1,221,245 

180,000 

20,000 

70,000 

 - 

 - 

65,000 

－87－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実

実

実 改 期

実

550

青梅市小曾木
地区第一沢等
における砂防
基本計画策定
のための検討
委託

土砂災害のリスクがある箇所にお
けるハード対策に当たっては、事
業化後の地元・関係機関調整等に
より効果発現に長期間を要するこ
とが課題

流域が隣接し土砂災害のリスクや
保全対象の重要性から同時着手が
効果的である複数渓流について、
現地調査及び施設配置計画検討を
同時に行い、効率的に事業を推進

549
土砂災害ハ
ザードマップ
作成支援委託

土砂災害の被害防止・軽減に向け
住民の適切な安全確保行動を促す
ためには、都と区市町村が連携し
た土砂災害ハザードマップの実用
性向上と住民への普及促進に向け
た取組が必要

土砂災害ハザードマップ作成に取
り組む区市町村への技術的支援の
拡大や、作成プロセスのマニュア
ル化等を通じ、土砂災害に対する
ソフト対策の充実強化を実現

553
バリアフリー
検討基礎調査

東京2020大会関連で使用する公園
において、バリアフリー化の工事
を実施しているが、その他の公園
についてもバリアフリー化の推進
が必要

全都立公園を対象に現況調査を行
い、改修計画を策定することで、
徹底した公園内のバリアフリー化
を推進

552
上野恩賜公園
照明設備改修
基本計画

年々増加する来園者の多様化した
ニーズに対応するため、夜間でも
快適な歩行空間を創出し光の回遊
性を高める照明設備の拡充を検討

夜間でも快適な歩行空間を創出
し、周辺地域も含めた回遊性を高
める改修を実施するための基本計
画を策定

551
公園の多面的
活用

民間事業者のアイディア・ノウハ
ウを活用するため、木場公園にお
いてモデル事業の事業者の公募、
選定を行うとともに、今後の事業
展開のために、マーケットサウン
ディング調査を実施

マーケットサウンディング調査の
結果を踏まえ、事業実施に向け、
公募要項案を作成し、事業者の公
募、選定を実施

554
障がい者遊具
設置工事

都立公園には、障がいのある子ど
もも楽しめる遊具が少なく、都民
からの要望なども多いため対策が
必要

個人的、身体的特徴などの違いを
超えて、全ての人々が分け隔てな
く楽しめるような遊具を設置し、
安心して遊べる空間を提供

30,000 

109,500 

13,450 

20,000 

30,000 

103,000 

25,000 

70,000 

450 

 - 

 - 

10,000 

－88－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 改

実 改

期

実 改

実 改 特

改

港湾局

会計管理局

556

外航客船等の
寄港促進に向
けた補助金制
度

「東京クルーズビジョン」に基づ
き客船誘致を積極的に進めている
が、他港との誘致競争上の課題の
一つとして、立地条件に起因する
割高な入港コストがあり、対策が
必要

東京港に入港するクルーズ客船に
対し曳船等に係る経費を補助する
ことで、入港コストの低減を図
り、東京港への寄港を積極的に誘
導

555
客船誘致広
報・ＰＲ業務
委託等

平成32年度に完成する新客船ター
ミナルについて、開業に向けた効
果的なＰＲ活動が必要

開業前の機運醸成、開業時の盛り
上げに係る具体的なＰＲ実施計画
を策定し、戦略的な広報展開を実
施

559
アートスポッ
ト創出事業

臨海副都心と他地域との差別化を
図るため、個性あるまちづくりを
進めることが必要

芸術・文化活動により新たな魅力
を創出するため、臨海副都心に
アート拠点を整備し、拠点の内外
で各種アートイベントを実施

558
来島者の利便
性向上につな
がる港の整備

就航率が低い港では、岸壁や防波
堤等の整備を引き続き進める必要
がある一方、大島、小笠原等では
大規模な築造は概ね終了してお
り、今後は施設の老朽化に伴い、
メンテナンスやバリアフリー化へ
の対応が必要

島ごとにメリハリのある施設整備
を推進するとともに、船客待合所
におけるＷｉ‐Ｆｉ環境の整備な
ど、来島者の利便性向上に資する
取組を推進

557
伊豆諸島海上
貨物用運賃補
助金

伊豆諸島島民の生活必需品の価格
安定や島内産業の競争力確保のた
め、特定の品目について貨物運賃
の一部を補助

平成16年度の燃料サーチャージ率
導入時に比して、原油価格は依然
高水準にあることから、島民生活
の安定のために補助率20％の嵩上
げ分を継続

560
キャッシュレ
ス化の推進

ＱＲコード決済は普及して間もな
く、規格も未統一であること等か
ら、公金におけるキャッシュレス
決済手段の有効性等についての検
証が必要

ブランドデビットカード等を資金
前渡の支払に試行導入するととも
に、ＱＲコード決済収納について
都立施設における実証実験を行
い、キャッシュレス化を推進

48,600 

24,200 

46,740 

292,554 

220,000 

50,520 

24,171 

15,600 

41,937 

 - 

10,000 

13,435 

－89－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

改

実

実 改

期

監査事務局

教育庁

警視庁

562
ものづくり人
材育成の推進

農業系高校においては、これまで
以上に食の安全に寄与する人材育
成が必要なほか、適切に工程管理
された最新の農業教育の充実に努
めることが必要

農業系高校において、ＧＡＰ（農
業生産工程管理）認証の取得を目
指すとともに、その取得過程で、
生産物の工程管理を生徒が実践的
に学習し、世界基準で通用する農
業人材を育成

561
大量データ分
析型監査導入
調査委託

現在行っている監査手法は、書面
の監査証拠に対し一部抽出で行っ
ていることから、監査対象範囲や
リスク・不適正案件の抽出の観点
から、更なる充実が必要

効率的な監査の実施や監査の質の
向上、平成32年度開始の新規業務
「内部統制評価報告書審査」への
対応に資するため、ＩＣＴ等を活
用したデータ分析手法に関する調
査・検討を開始

565
都立学校にお
ける不登校・
中途退学対策

支援実績が増加しており、自立支
援チームの活用が進んでいる一
方、複合的な課題を内包する支援
困難事案が増加傾向にあり、高度
な専門知識や豊かな実務経験を有
する人材確保が課題

支援困難事案に迅速な対応をする
ため、専門的知識や豊富な経験を
有するユースソーシャルワーカー
（主任）職の配置拡大などといっ
た体制の強化を実施

564
高等学校の造
改修

工事着手前に実施するアスベスト
調査の結果次第で、工期延伸や事
業計画の変更が発生しているほ
か、部分的な改修工事の場合、工
事に影響のある範囲のみ、当該調
査を実施しており、効率的な調査
の実施が必要

平成18年度以前築の都立学校につ
いて、一斉調査を行うことで、ス
ケールメリットによる調査費用の
削減や工期延伸等のリスクの軽減
を図りつつ、事前にアスベストの
含有を調査することで、余剰な工
事費用を縮減

563
高等学校入学
者選抜

都立高校の入学者選抜に当たって
は、中学校から送付される調査書
を、教員が手入力し、複数人で
チェックしているが、短い期間で
正確な作業が求められるため、教
員の大きな負担となっていること
が課題

調査書の入力において、ＯＣＲ
（光学文字認識）によるシステム
への読込機能を付加し、入力業務
をシステム化することにより、人
為的ミスを減らすとともに、教員
の負担軽減を実現

566
ウェアラブル
カメラの配備

白バイ乗務員の取り扱う各種事件
事故の証拠保全や適切な運行管理
を行う上で、ウェアラブルカメラ
の配備が必要

本カメラは３か年計画にて整備し
たものであるが、白バイ隊員の安
全確保や各種事件事故の検証等に
おいて有効な資器材であることか
ら、新規に３か年計画で器材を更
新

5,152 

7,061 

150,005 

3,395,239 

372,410 

31,342 

 - 

3,485 

144,447 

2,799,447 

339,672 

30,870 

－90－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

実 期

期

期

実 期

実 期

567
車載撮影装置
の整備

各種街頭警察活動において取り扱
う事件事故の証拠保全や、警察官
の職務執行の適法性を検証する上
で、車載撮影装置の配備が必要

本装置は、各種事件事故の検証等
において大きな成果を挙げるな
ど、警察業務に欠かせない装置で
あることから、新規に５か年計画
で器材を更新

569
多目的二輪車
（電動）の整
備

ゼロエミッション東京の実現のた
め、ゼロエミッションビークル導
入が課題

将来的にゼロエミッションビーク
ルに変更可能な車種拡大のため、
当該車両を試験的に運用し、導入
可能性を検証

568
災害対策装備
器材

震災・風水害等の災害発生時に都
民の安全と財産を保護するため、
救助活動に不可欠な災害対策用装
備資器材の減耗更新、新規導入を
行い、災害応急対策に係る万全の
体制を確保することが必要

大規模災害の発生に備えて、今後
も経年劣化した救助資器材の減耗
更新及び新たな救助資器材等の整
備を継続的に推進

571

道路管理者と
の映像交換等
に伴う管制シ
ステムの改修

東京2020大会及び大震災等の発生
時に、早急に道路の状況を把握す
るため、高速道路等の管理者と映
像を交換し、交通対策及び警備対
策を行うことが必要

道路管理者と映像交換を行うた
め、交通管制システムの改修を行
い、交通の安全と円滑化を推進

570
視覚障害者用
付加装置の設
置

バリアフリー法に基づく重点整備
地区を中心に、面的なバリアフ
リー化の推進が必要

重点整備地区を中心に視覚障害者
用の信号機の整備を進め、視覚障
害者の交通の安全を確保

573
テロ対策に向
けた官民パー
トナーシップ

官公庁と民間事業者や地域住民が
任意的な協力によりネットワーク
を構築し、研修会や合同訓練及び
広報啓発活動等を強力に推進して
協働対処体制を確立するなど、官
民一体となった総合的な危機管理
体制の整備が必要

効果的な協働対処体制の確立のた
め、テロ対策パートナーシップに
よる研修会やテロ対処合同訓練の
実施、広く都民に対しパートナー
シップ活動への協力とテロに対す
る危機意識の向上を図る広報啓発
活動等を推進

572

交通規制情報
等の提供に必
要となる管制
システムの改
修

現在、都内主要道路の約42％は、
交通事故や道路障害が発生した場
合に通行止め等の交通規制情報が
カーナビゲーションやスマート
フォン等に提供されない状況

都内主要道路全区間において交通
情報を提供するため、交通管制シ
ステムの改修を行い、交通の安全
と円滑化を推進

126,984 

342,865 

13,255 

21,678 

97,378 

178,200 

159,399 

88,712 

111,678 

 - 

16,985 

 - 

 - 

138,730 

－91－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 改

実 改

実 改

特

実

実

東京消防庁

中央卸売市場

交通局

575
救急需要予測
システムの運
用・保守

効果的な救急需要対策に資する分
析調査に基づき、現在プロトタイ
プ版で構築している「救急需要予
測システム」を活用した運用を検
証し、システムを本構築すること
で、救急隊の現場到着時間短縮を
図ることが必要

試行的に構築しているシステムを
運用・検証するとともに、予測モ
デルの精度を向上させるための
チューニングや試行地域の拡大検
討を実施し、高い精度の救急需要
予測をリアルタイムに行える仕組
みを構築

574
救急相談セン
ターの充実強
化

軽症傷病者の搬送割合の低下等に
寄与するなど、効果的な事業であ
る一方、救急相談件数は毎年増加
（平成29年度に過去最高を記録、
30年度上半期も対前年比で20％以
上増加）し、今後も大幅増加する
見込み

救急相談看護師の相談対応能力の
向上や相談台の通信設備を最大限
に活用するなどの業務改善を実施
するとともに、相談センター認知
率の向上や不要不急の救急要請の
抑制を一層強化

577
市場の品質管
理の向上

平成19年度から、卸、仲卸業者の
品質管理マニュアル作成を支援し
ているが、今般、食品衛生法が改
正され、ＨＡＣＣＰ（国際標準と
なっている食品衛生管理の手法）
に基づく衛生管理の実施が課題

市場関係者の自主的衛生管理体制
の推進役として、危害情報につい
て周知するとともに、ＨＡＣＣＰ
に基づく衛生管理の推進を支援

576 救急隊の増強

平均現着時間７分の達成に向け、
最新の救急需要予測とともに各種
抑制効果等を踏まえ、救急隊の増
強が必要

各種需要抑制対策を加味するとと
もに、救急隊を増強し、効果の高
い署所へ必要隊数を配置

804 

579
音声案内装置
の整備

各駅の構造や駅改修の状況に柔軟
に対応しながら、駅構内のホーム
階段等を中心に、音声案内装置の
整備を推進

視覚障害を持つお客様が安心して
駅をご利用いただけるよう、平成
31年度末までに、91駅286箇所に
音声案内装置を整備

578
バス停留所上
屋・ベンチの
整備

お客様の快適性向上と安全・安心
の確保のため、計画的な設置数の
拡大が課題

バス待ち時間における、お客様の
負担軽減を図るため、平成32年度
末までに上屋新設100棟、建替42
棟、ベンチ新設・建替152基を目
標に、整備を推進

6,188 

424,970 

6,092 

606,441 

7,262 

356,142 

1,287 

371,042 

578,986 

56,403 

334,210 

－92－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

改

改

実

実

実

実

水道局

下水道局

581
バス運転手の
確保に向けた
対策

採用環境が厳しくなる中、需要に
応じ、安定的かつ継続的にバス運
転手を確保することが必要

職業としての魅力発信・魅力向上
に努めながら、バス運転手の育成
体制を充実

580
外部調査委託
の活用

限られた駅構内スペースの中で、
よりお客様の視点に立ったサービ
スの提供が必要

今後の構内営業の展開に活用する
ため、立地やジャンル、店舗の作
りなどについて、外部への調査委
託を活用

48,946 

4,677 

 - 

2,078 

583
私道内給水管
整備の推進

私道内の給水管について、従来よ
り耐震強化を図ってきたが、東日
本大震災で被害を受けた給水管の
多くが塩化ビニル管であったこと
から、私道内に多数布設されてい
る塩化ビニル管への対策が必要

私道内の塩化ビニル管の解消に向
け、給水栓が３栓以上の私道に配
水小管を布設するとともに、給水
栓２栓以下の私道では、塩化ビニ
ル管をステンレス管に交換

582
水道キャラバ
ンの実施

水道事業の理解促進のため、給水
区域内の小学校等において実施し
ていたが、平成29年度から区市町
等の講座などで、一般の方を対象
としたキャラバンを本格実施して
おり、実施回数増に向けたＰＲの
強化が必要

アンケート結果や教員、児童館職
員、参加者からの意見や要望を踏
まえ、より魅力ある施策となるよ
う適宜見直しを図るほか、一般の
方向けのキャラバンについては、
申込実績がない区市町への個別ア
プローチを実施

460,254 

9,303,000 

442,049 

9,294,000 

584
水道管路の耐
震継手化10ヵ
年事業の推進

震災時における断水被害を最小限
に止め、可能な限り給水を確保す
るとともに、平常給水に復旧する
までの日数を短縮するための取組
が必要

震災対策の強化として、平成31年
度末の耐震継手率48％を目指し、
耐震継手管への取替えを推進

102,000,000 

41,412,000 

95,134,000 

40,170,000 

585
下水道事業に
おける浸水対
策

浸水から都民の生命と財産を守る
ため、「東京都豪雨対策基本方針
（改定）」等に基づき、下水道幹
線やポンプ所等の施設整備の着実
な推進が必要

区部全体で時間50ミリ降雨に対応
する施設整備を実施するととも
に、過去に甚大な浸水被害が発生
した地区等において、整備水準を
時間75ミリにレベルアップした対
策を推進
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予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実

実

実

期

587
合流式下水道
の改善

雨天時に合流式下水道から河川等
へ放流する汚濁負荷量を減らすた
めの貯留施設整備を進めるととも
に、放流規制に関する下水道法施
行令に対応するため、合流改善対
策の加速化が必要

引き続き、降雨初期の特に汚れた
下水を貯留する施設を整備してい
くほか、下水道法施行令の雨天時
放流基準に対応していくため、水
再生センターへの高速ろ過施設の
導入を推進

586
下水道事業に
おける震災対
策

首都直下地震等の自然災害発生時
におけるトイレ機能を確保すると
ともに、発災時に都市インフラと
して果たすべき機能を確保してい
くための下水道施設の耐震性向上
及び耐水性の強化が必要

発災時でもトイレ機能を確保する
ための下水道管の耐震化、交通機
能を確保するためのマンホール浮
上抑制対策を進めるとともに、想
定される最大級の地震に対する各
施設の耐震化や自己電源の増強対
策を推進

30,154,000 

12,613,000 

30,076,000 

10,005,000 

589 局広報の推進

普及が進み、下水道は“あって当
たり前”のものとなっているた
め、お客さまの下水道事業に対す
る関心や理解が低下している一方
で、下水道事業を着実に推進する
には、お客さまの理解と協力が必
要

「東京下水道 見せる化マスター
プラン」、実施計画である「東京
下水道 見せる化アクションプラ
ン2018」に基づいて東京下水道の
役割や課題、魅力を積極的に発信
する取組を実施

588

下水道事業に
おけるエネル
ギー対策及び
地球温暖化対
策

年間約20億㎥の下水を処理する過
程で、都内の電力使用量の約１％
を使用するなど、エネルギー使用
量の削減に大きな責任を負ってい
るため、省エネ等に関する各対策
の強化が必要

「アースプラン2017」、「スマー
トプラン2014」に基づき、平成31
年度に省エネルギー型機器を新た
に12台完成させるなど、省エネル
ギー型の汚泥濃縮機・脱水機等の
導入を一層推進

9,157,000 

210,000 

11,226,900 

100,000 

第７回航空路協議会で確認された
洲崎地区活用案の集中的検討、
1,000ｍ以下の滑走路で運用可能
な機材の調査・分析など、航空路
開設に向けた動きを継続

４　その他（継続等）（67件）

総務局

590
東京アメッ
シュの多言語
化

東京アメッシュは、リアルタイム
で降雨情報等を入手できる媒体と
して利用されているが、外国人に
もきめ細やかな降雨情報を提供す
ることが重要であり、英語以外へ
の多言語化の拡大が必要

東京を訪れる外国人観光客や東京
2020大会に向けて、外国人にも必
要な降雨情報等が入手できるよ
う、東京アメッシュの多言語化を
拡大

4,800 

489,500 

 - 

120,000 

591
小笠原航空路
調査

小笠原諸島と本土の交通アクセス
の改善を喫緊の課題と位置付け、
平成13年度より新たな航空路案の
検討・調査を実施
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期

実 期

実

実 期

実 期

期

生活文化局

593
私立学校ＩＣ
Ｔ教育環境整
備費補助

これまでに延べ523校（高等学
校：256校、中学校：205校、小学
校：62校）へ補助を行い、最新技
術を用いた理数教育等を推進

新学習指導要領や有識者会議にお
いて、ＩＣＴ環境を整備する必要
性が指摘されていることを踏ま
え、引き続き補助事業を実施

592
東京ウィメン
ズプラザ管理
運営

東京ウィメンズプラザ施設の管理
運営設備の維持管理を行っている
が、老朽化が進んだ設備等につい
ては順次更新等を行い、機能維持
を図ることが必要

安全性を確保するため、平成30年
度は館内のタイルカーペットの更
新工事を実施し、31年度はホール
可動椅子の改修工事を行うこと
で、貸出施設の利用率及び都民
サービスを向上

9,680 

529,067 

7,034 

529,563 

595
多摩の地域の
整備に関する
基礎調査

多摩広域拠点域のうち、特に大学
や企業、研究機関などが集積する
地域において、域内外との交流の
活発化や、積極的に挑戦しやすい
環境を整え、新たなアイデアや創
意工夫、多様なイノベーションの
創出が必要

多摩イノベーション交流ゾーンの
創出などを促すまちづくりを推進

594
文化施設の維
持管理（大規
模改修）

都立文化施設を円滑に管理運営し
ていくため、大規模施設等の改
築・改修計画に基づき、東京2020
大会も視野に入れながら、大規模
改修工事の着実な実施が必要

東京都現代美術館の大規模改修が
終了した一方、第二次主要施設10
か年維持更新計画等を踏まえ、各
文化施設の大規模改修等を着実に
実施

1,558,553 

2,727 

11,142,343 

15,972 

597
臨海都市基盤
関連街路整備
事業

臨海都市基盤関連街路について
は、概ね全ての整備を完了してお
り、今後は、用地折衝を重ねて引
継補修工事・台帳整備の上、将来
道路管理者である建設局への着実
な引継ぎが必要

平成30年度中に建設局に引き継ぐ
予定であったが、隣接する築地市
場の解体工事に伴い、引継補修工
事の一部が中断することとなった
ため、引継補修工事を完了させ、
建設局へ着実に引継ぎを実施

596
新宿駅前広場
再整備計画策
定調査

新宿駅東西駅前広場付近につい
て、自由通路の受け皿となる歩行
者空間の確保が必要となるほか、
駅前広場や駅直近建物の機能更新
の時期にも差し掛かっており、再
整備に係る早期の検討が必要

平成30年３月に策定した新宿の拠
点再整備方針や、関係者との協
議・調整状況、周辺の開発動向等
を踏まえつつ、都市計画手続及び
土地区画整理事業の着手に向け
て、新宿の拠点再整備方針を具体
化

10,000 

332,127 

10,000 

388,708 

都市整備局
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平成30年度
予　算　額
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期

実

実 特

実 改 特
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599
区画整理（花
畑北部地区）

事業完了に向け、工事影響事後調
査及び必要に応じた損害賠償を
行っており、保留地１画地につい
ての処分方法が課題

区との調整の結果、区から買い取
りの要望があり、合意に至ったた
め、平成31年度に区に保留地を売
却し、事業終了の見込み

598
区画整理（汐
留地区）

地区内の道路等の建設局への引継
ぎに向けた補修工事等を完了し、
簡易引継ぎが完了することから、
今後は本引継ぎに向けた対応が必
要

本引継ぎに必要な補修等の経費を
平成31年度予算の見積りに計上
し、建設局への着実な引継ぎを実
施

7,962 

20,938 

8,518 

33,308 

601
住宅建設事務
所管理運営

都営住宅建設等を行う出先機関と
して設置している住宅建設事務所
の管理運営に要する経費を計上し
ており、環境負荷低減のための照
明のＬＥＤ化や、庁舎の老朽化へ
の対応が必要

ＬＥＤ照明の導入に向け、東部住
宅建設事務所における設計費用及
び西部住宅建設事務所における工
事費用を計上するとともに、庁舎
の老朽化への対応として西部住宅
建設事務所において受変電設備の
更新費用を計上

600 選手村整備

平成31年12月に大会時に必要な部
分の整備を完了させるため、施行
者による道路などの基盤整備工事
と特定建築者による施設建築物整
備の輻輳する工事を適切に調整
し、着実に完了させることが必要

道路盛土工事が概ね完了し、街築
工事を実施しており、進捗状況を
踏まえて工事完了に必要な経費を
計上するとともに、施設建築物に
ついては22棟中18棟で地上躯体に
着手

1,895,507 

93,781 

3,275,977 

55,799 

住宅政策本部

603
都民の森にお
ける基盤整備
事業

築30年以上経過し、施設設備の老
朽化が進行していることを踏ま
え、平成29年度から段階的に整備
を進めているものの、引き続き改
修や修繕が必要

建物や建物内の設備について計画
的に改修を行い、安全で快適な維
持管理を実施

602
地域開発整備
事業

都営住宅の建替えに当たり、地域
のまちづくりに寄与するため、区
市と協議して道路、公園、保育所
等を整備しており、整備後に区市
へ移管する都営住宅の外周道路に
ついて、区市の意向を踏まえた無
電柱化が必要

区市の受入れ意向及び無電柱化予
備調査の結果を踏まえ、無電柱化
に必要な実施設計の経費を計上

2,972,562 

21,788 

2,354,603 

32,565 

環境局
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実 期

期

期

期

605

都有地を活用
した社会福祉
施設建替え促
進事業

老朽化した社会福祉施設の建替え
時に利用する代替施設を設置し、
事業者の建替えを促進

代替施設の工事が完了することか
ら、今後は管理運営と次回入居事
業者の公募選定等を着実に実施

604
中央防波堤南
側整備

中潮橋の撤去工事は終了し、新設
橋梁へ配管類を添架したため、経
費の負担が必要

新設橋梁への配管類の添架負担金
を計上

350,000 

68,619 

3,344,070 

21,781 

607
地域がん診療
病院事業

都内の二次保健医療圏の一部で
は、がん診療連携拠点病院のない
地域が存在しており、当該地域に
おけるがん医療提供体制の充実が
必要

がん診療連携拠点のない二次保健
医療圏に「地域がん診療病院」を
設置することで、引き続き地域に
おけるがん診療連携の円滑な実施
を図るとともに、質の高いがん医
療提供体制を確保

606

ＩＣＴを活用
した福祉職場
働き方改革推
進事業

福祉職場の業務省力化や職員の働
き方改革を推進し、利用者サービ
スの向上を図るＩＣＴ機器導入の
仕組みを構築するため、調査検討
を実施

平成30年度事業実施結果を福祉職
場に還元するなど、ＩＣＴ活用に
よる働き方改革を推進

 - 

7,605 

34,152 

7,605 

609 支払事務
難病患者等の医療費助成を円滑に
行うため、審査支払機関への審査
事務委託を実施

医療費助成件数の推移及び審査支
払機関の一部における審査支払単
価減額の影響を踏まえた積算を行
い、必要な事業体制を確保

608
管理事務（保
健所管理運
営）

看護基礎教育の変化による新任期
保健師の実践力不足や新任職員の
割合増に伴う指導者不足を背景
に、新任期保健師の地域活動に同
行し助言等を行うトレーナーとし
て、退職保健師等の雇用が必要

事業実施状況及び保健所の現状を
踏まえ事業継続とし、新任期保健
師数に応じた事業規模を確保

3,261 

173,250 

3,031 

173,069 

福祉保健局
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期

期
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期
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611
指定医療機関
等の審査入力
事務委託等

医療機関等管理業務システム、軍
歴・恩給システム及び戦傷病者援
護システムについて、元号制定に
対応する必要があるが、新元号の
公表が平成31年４月以降と見込ま
れているため、30年度中の改修は
困難

新元号が公表された後、平成31年
度に改めてシステムの改修を実施

610
各所整備（保
健政策部）

多摩地区保健所の所有する庁有車
について、環境に配慮したＥＶ車
に順次更新するとともに、必要な
充電設備を設置

庁有車の老朽化度合等に応じて更
新台数及び充電設備数を精査し、
適切な運用体制を確保

15,533 

2,366 

26,762 

2,366 

613

「選択的介
護」モデル事
業に係る検討
及び検証

居宅内・外での選択的介護等につ
いて、モデル事業の実施に向けた
検討や、実施後の効果検証等を実
施

平成30年度に構築した選択的介護
モデル事業の充実を行うととも
に、新たに規制緩和を伴うモデル
事業の検討及び立ち上げを実施

612
被保護者就労
準備支援事業

就労意欲の低下や基本的な生活習
慣に課題を有するなど、複合的な
課題を抱えた被保護者に対し、
個々の状況を踏まえたきめ細やか
な支援が必要

複合的な課題を抱えた被保護者に
対し、就労意欲の喚起や一般就労
に従事する準備としての日常生活
習慣の改善を計画的かつ一貫して
行う本事業を引き続き実施

4,470 

28,499 

4,429 

30,000 

615 児童養護施設
民間児童養護施設は老朽化した建
物が多いため、施設の改築等によ
る入所児童の安全確保が必要

施設の安全性を高めるとともに、
小規模ユニット化、居室の個室化
を推進し、安全で快適な居住空間
を確保

614
地域支援事業
交付金

区市町村が実施する地域支援事業
に係る経費について、区市町村の
第７期介護保険事業計画に基づい
た適切な積算が必要

第７期計画を基に、追加交付分に
ついての過去実績も勘案し、適正
規模を計上

9,112,462 

696,984 

9,032,733 

804,393 

616
重度心身障害
者手当支給事
務システム

心身に特に重度の障害を有するた
め、常時複雑な介護を必要とする
者に重度心身障害者手当を支給す
るシステムについて、元号法の政
令改正に伴い、システム改修が必
要

平成30年度で元号法の政令改正を
見据えたシステム改修は終了し、
31年度はマイナンバー法による環
境変更に伴うシステム改修を実施

2,805 

422 
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617
重度脳性麻痺
者介護事業
（家族介護）

重度脳性麻痺者に対する家族介護
を実施する事業であるが、事業創
設時からの経緯を踏まえつつ事業
の今後の展開について、検討して
いくことが必要

国における障害福祉施策の動向を
注視し、今後の対応を引き続き検
討

437,577 

498,821 

619
障害者休養
ホーム事業

障害者が特定の保養施設に宿泊す
る際の費用の一部を助成する事業
を実施しているが、事業創設時か
らの経緯を踏まえつつ事業の今後
の展開について、検討していくこ
とが必要

国における障害福祉施策の動向を
注視し、今後の対応を引き続き検
討

618
障害者自立生
活支援事業

障害者が主体となった福祉サービ
スを活用する区市町村を支援する
事業を実施しているが、事業創設
時からの経緯を踏まえつつ事業の
今後の展開について、検討してい
くことが必要

国における障害福祉施策の動向を
注視し、今後の対応を引き続き検
討

14,846 

116,437 

14,846 

123,179 

621
保健所業務運
営システム

食品衛生行政・薬事衛生行政・環
境衛生行政に係る保健所業務（電
子申請受付、営業許可、収去、監
視、苦情処理業務等）を行うシス
テムであるが、改元や国の食品衛
生等申請システムとの連携等への
対応が必要

適切に業務を行うため、元号改
正、業務用端末の仮想化及び国シ
ステムとの連携に対応するための
改修経費を計上

620

民間社会福祉
施設サービス
推進費補助
（障害者支援
施設）

障害者の地域における自立生活を
支えるために日中活動の場の運営
の支援を実施しているが、適切か
つ効果的な事業実施が必要

事業効果を分析するとともに、障
害者総合支援法の改正も踏まえ、
適切かつ効果的な補助制度となる
よう事業内容を検討

1,500,000 

15,453 

1,500,000 

10,638 

623
免許及び立入
検査

麻薬取扱者の免許申請等に係る手
続等を行うことを目的とした麻薬
免許管理システムについて、元号
改正への対応が必要

新元号が公表された後、平成31年
度に改めてシステムの改修を実施

622
市場衛生検査
所建物維持管
理

市場衛生検査所の築地市場から豊
洲市場への移転に伴い維持管理に
必要な経費が変動

豊洲市場において市場衛生検査所
を運用するために必要な経費を計
上

80,072 

648 

63,701 

648 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

実 期

改 特

改 特

625
各所整備（健
康安全部）

スマートエネルギー都市実現のた
め、既存都有施設へのＬＥＤ照明
の率先導入を進めることが必要

薬用植物園への導入に引き続き、
健康安全研究センター本館等の照
明設備改修を行い、ＬＥＤ照明を
導入

624
健康安全研究
センター管理
運営

検査オーダリングシステム上で作
成される帳票類について、元号改
正等への対応が必要

平成30年度に元号改正に対応する
改修を完了し、31年度に業務用端
末仮想化等に対応するためのシス
テム改修などを実施

59,040 

57,503 

1,771 

6,022 

病院経営本部

627
病児・病後児
保育の実施

東部地域病院では、病中又は回復
期にある児童の保育需要に対応す
るため、平成30年度に病児・病後
児保育室の開設を予定している
が、病児保育施設は利用の繁閑が
あり、安定的な施設運営が課題

葛飾・足立両区と実施に向けた調
整を密に行うとともに、東部地域
病院の病児・病後児保育室は両区
での共同利用とすることで、効率
的な運営を計画

626
大久保病院建
物賃借

大久保病院の建物は、東京都健康
プラザの一部を都が賃貸借契約の
上、東京都保健医療公社に無償貸
付けしているものであり、同契約
における適正な賃料水準の維持が
課題

大久保病院建物賃借料について、
近隣の賃料相場を注視するととも
に、貸主と交渉を行うことで、引
き続き適正な賃料水準を維持

2,187,297 

8,996 

2,168,622 

7,004 

629
診療情報管理
士の養成

受講料を公費負担とし、スクーリ
ングについては服務上の取扱いを
研修とする等支援を実施している
が、事務職員は都全体の人事管理
により短期間で異動するため、計
画的に人材育成を行うことが困難

キャリア活用採用選考の活用や診
療情報管理士の資格取得支援を推
進し、病院経営を支える事務職員
の確保・育成を着実に実施

628
未収金対策の
強化

平成23年度から実施してきた対策
の成果等により、過年度未収金累
計額は、24年度1,184百万円から
29年度911百万円（△273百万円）
と減少傾向

未収金発生予防に一層努めるとと
もに、弁護士委任や法律相談委託
の充実等により、未収金回収を推
進

57,459 

574 

62,567 

574 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

実 期

実 期

期

実 改 期

産業労働局

631
秋葉原庁舎建
物維持管理

産業労働局秋葉原庁舎の建物・設
備の維持管理を実施しており、着
実な事業実施が必要

建物・設備の維持管理に必要な経
費を精査の上、引き続き経費削減
に努めながら、本事業を実施

630
商店街グラン
プリ

商店街は空き店舗の増加等、厳し
い状況に置かれているが、先進的
な取組を行う商店街も増えてお
り、これらを表彰することで、果
敢にチャレンジする商店街を更に
増やすことが必要

商店街発展に取り組む人材のモチ
ベーションを上げ、商店街の活性
化を促す必要があることから、引
き続き本事業を実施

10,000 

13,851 

10,000 

13,851 

633
ＭＩＣＥ施設
の受入環境整
備支援

海外競合都市に引けを取らないＭ
ＩＣＥ受入施設を整備するため、
設備導入の支援が必要

本事業の利用実績は高く、ＭＩＣ
Ｅ開催実績の向上につながるた
め、引き続き事業を実施

632

事業承継支援
ファンド
（ファンドの
管理）

中小企業の事業承継を円滑に進め
るとともに、承継を契機とした成
長を後押しするため、事業承継支
援と成長支援を合わせて提供する
ファンドへ出資

出資を行った後のモニタリング等
を継続的に行い、ファンドの管理
を適切に実施

 - 

104,212 

2,512,322 

104,212 

635

島しょ地域を
活用した縁結
び観光プロ
ジェクト

ツアー造成数が少なく、地域の観
光資源の更なる磨き上げが必要

専門家の派遣や情報発信等、引き
続き地域の魅力を高める取組を推
進

634
東京都版エコ
ツーリズムの
推進

小笠原村及び御蔵島村において、
自然を観光資源として積極的に活
用し、観光振興に向けた取組を推
進

東京都版エコツーリズムを確実に
定着させていくため、引き続き施
設整備等に対する支援を実施

20,468 

63,820 

20,468 

83,820 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 改 期

期

実 改 期

期

期

実 期

期

637

東京の観光振
興を考える有
識者会議の運
営等

観光を取り巻く環境の変化に対し
て的確な対応を図るため、東京都
における今後の観光振興の方向性
や迅速に実施すべき観光施策等に
ついて、検討が必要

有識者会議における、幅広い分野
の意見交換を通じた検討を基に、
「PRIME観光都市・東京～東京都
観光産業振興実行プラン2020～」
を策定し、戦略的に事業を展開

636

外国人旅行者
に対するＷｉ
‐Ｆｉ利用環
境整備事業

無料Ｗｉ‐Ｆｉサービスの提供に
ついて、街なかの電話ボックス周
辺で利用可能とするなど利便性の
向上を推進

重点整備エリア等を中心に、引き
続き整備を促進することで、訪都
外国人旅行者の利便性を向上

314,927 

5,596 

301,158 

5,656 

639
家畜流通円滑
化支援事業

八王子食肉処理場の閉鎖に伴う経
済的負担を軽減するため、出荷に
要する経費や家畜の処分費の一部
を助成し、畜産経営の維持と食肉
供給を安定化

段階的に補助率を引き下げて畜産
農家の自立を促してきており、平
成31年度も引き続き取組を実施
し、畜産経営の維持と供給の安定
を実現

638
地域特産品開
発支援事業

東京の高い技術や都内産の農林水
産物を活用し、質の高い東京なら
ではの食品の開発及び販路開拓を
支援

技術ニーズ、消費者ニーズ等の調
査結果を踏まえ、毎年新たな特産
品を開発するとともに、昨年度実
施した展示商談会では当日の成約
もあり、販路開拓の効果も高いこ
とから、引き続き事業を実施

19,014 

2,496 

15,334 

2,496 

641
木育活動の推
進

木育活動により次世代を担う子供
たちを中心に、木に触れてその良
さを体感してもらうことで、森づ
くりや木材利用に対する意識を醸
成

保育園の木質化やワークショップ
を推進することで、園児だけでな
く保護者も木育意識を持つきっか
けとなるなど、事業の成果も出て
いることから引き続き事業を実施

640
農業改良資
金・就農支援
資金

農業改良資金の貸付条件となる農
業改良措置の認定や農業改良普及
センターの技術指導等を実施

過去の償還金の返済等債権管理業
務を行うため、引き続き事業を実
施

1,696 

88,142 

1,696 

80,229 

642

林業・木材産
業改善資金助
成会計及び沿
岸漁業改善資
金助成会計繰
出

林業・木材産業改善資金助成会計
及び沿岸漁業改善資金助成会計へ
の貸付金原資、事務費の繰出金を
計上

林業・木材産業改善資金助成法及
び沿岸漁業改善資金助成法に基づ
き引き続き事業を実施し、林業・
木材産業、沿岸漁業を支援

1,994 

1,994 

－102－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

実 期

期

期

期

期

期

643
栽培漁業セン
ター施設整備

栽培漁業の種苗生産基地である栽
培漁業センターは築20年を超え、
塩害や老朽化が進んでいるため、
適切に維持・補修を行っていくこ
とが必要

劣化状況を見極めながら、必要な
維持・補修を行い、栽培漁業セン
ターの機能を維持

36,000 

32,200 

645 農地防災

農地及び農業用施設の自然災害の
発生を未然に防止することで、農
地及び農業用施設の効用の低下を
回復

自然災害の未然防止に向け、引き
続き事業を実施することで、農業
生産の維持と農業経営の安定化を
実現

644
東京の漁業を
支える人材育
成事業

漁業就業者を確保・育成し、独立
を促進させるため、漁業者による
研修や資格取得に係る経費補助な
ど必要な対策を総合的に実施

島しょ地域における主要産業であ
る漁業を支えるには、人材の確
保・育成が喫緊の課題であるた
め、引き続き事業を実施すること
で、漁業者の確保・育成を促進

30,202 

263,110 

30,242 

162,069 

647
硫黄島旧島民
定住促進対策

硫黄島、北硫黄島旧島民の「集団
移転に類する措置」の一環として
営農を希望する者への支援を実施

老朽化した施設の撤去や基盤整備
が必要なことから引き続き事業を
実施し、安全性を確保

646
小笠原農業基
盤整備・農業
生産流通対策

小笠原における農業振興を図るた
め、農業生産基盤を整備するほ
か、農協の農業生産関連施設の整
備等を支援し、農作物の生産・流
通体制を強化

農業生産基盤の整備を引き続き実
施するとともに、施設の整備計画
に合わせ農業生産関連施設の整備
等を支援し、農業の振興を促進

119,364 

133 

46,625 

10,717 

649
硫黄島関連漁
業対策

自衛隊の施設設置により漁業活動
が制限されることに伴う損失を漁
業生産基盤等の整備を図ることで
緩和

自衛隊施設が残置されることか
ら、引き続き本事業を通じて漁業
基盤施設等を整備し、漁業の振興
と漁家経営の安定を促進

648
小笠原漁業振
興施設整備

小笠原の漁業振興を図るため、漁
船規模の適正化・近代化、養殖漁
業の振興、水産加工業の拡充等に
必要な諸施設を整備

「小笠原諸島振興開発特別措置
法」に基づき、小笠原諸島の漁業
基盤を整備してきたが、未だ漁業
基盤は充足しておらず、法改正に
合わせ引き続き事業を実施

32 

216,125 

32 

69,861 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

期

期

実 期

港湾局

650

アクティブシ
ニア就業支援
センターに対
する助成

区市町村が、地域の高齢者の就業
支援のために就業相談や就業情報
の提供、あっ旋を行うための拠点
を、公益法人等を活用して整備し
た場合に、経費の一部を助成

高齢求職者が増加する中で、アク
ティブシニア就業センターは積極
的に企業開拓及び新規求職者の獲
得を行い、高齢者を就業につなげ
ているため、現行制度による事業
を継続実施

108,260 

106,650 

3,200,779 

218,216 

13,300 

14,000 

149,000 

2,743,248 

651
再就職促進等
委託訓練

近年の雇用情勢は改善傾向にある
が、雇用のミスマッチによる離職
や不本意非正規雇用に対応し、女
性や若者等の多様な働き方を推進
するため、国からの委託を受け、
職業訓練を実施

依然として定員を超える応募が続
いており、就職状況を見ても一定
の実績につながっていることか
ら、国からの委託に基づいて事業
を継続

196,177 

652 訓練手当

公共職業能力開発施設の行う職業
訓練を受けている求職者の訓練期
間中の生活を安定させるため、雇
用対策法に基づいて訓練手当を支
給

雇用対策法に基づき、公共職業安
定所の受講指示により職業訓練を
受ける求職者に対し手当を支給し
ており、今後も継続して事業実施

60,728 

653 港湾統計調査

港湾統計システムに係る機器が平
成31年10月でリース期間満了とな
るほか、サポート終了に伴うＯＳ
変更のため、稼働環境の構築が必
要

機器更新に伴うＯＳ変更に対応す
るため、所要のプログラム書換
え、データ移行等の稼働環境の構
築を実施

17,204 

654
海底トンネル
管理（地震観
測機器更新）

東京港における地震観測等を行っ
ているが、設計や施設管理等に活
用するための観測計器が老朽化し
ており、順次更新が必要

老朽化した地震波観測等機器の更
新工事を行うことで、適切な管理
体制を引き続き確保

280,000 

655

中央防波堤外
側外貿コンテ
ナふ頭整備
（Ｙ２）

中央防波堤外側外貿コンテナふ頭
（Ｙ２）の供用に向けて、必要な
航路水深の確保が必要

国の直轄事業受託工事として、引
き続き航路しゅんせつを実施し、
船舶航行の安全を確保
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

実 特

福祉保健局

環境局

659 都民の森

教育庁

26,136 

19,057 

656
新曙橋の耐震
補強

新曙橋は広域的な東京港の交通・
物流ネットワークを形成し、港湾
貨物の物流において重要な役割を
担っているが、経年劣化が進んで
おり、対策が必要

耐震補強及び補修を行い、安全
性・健全性を向上させることで延
命化を実現

658 徴税事務

都税の公平・適正な賦課徴収を通
じた都税収入の安定確保に向け、
納税者サービスの向上や効率的・
効果的な徴税事務を推進するほ
か、老朽化が進んだ都税事務所の
更新が必要

Ｗｅｂ口座振替の導入等、納税者
サービスの向上に対する取組を推
進しつつ、老朽化した都税事務所
の計画的な整備を進め、施設機能
を向上

◎　事業別財務諸表を活用した評価（５件）

主税局

28,292 

東京における森林の活用や都民の
健康の増進等を目的に設置した本
施設について、更なる利用の拡大
による効率的な施設運営ととも
に、施設等の老朽化への対応が必
要

イベント内容の見直しやホーム
ページの多言語化等、利用者サー
ビスの向上に向けた取組を通じ
て、利用料金収入の増加による収
支の改善等を図りつつ、施設等の
計画的な更新及び適切な維持管理
を実施

660 福祉園

知的障害児・障害者に施設入所支
援や生活介護等の障害福祉サービ
スを提供する各都立施設につい
て、施設等の老朽化への対応とと
もに、より質の高い利用者本位の
サービスの提供が必要

東村山福祉園の改築工事等を着実
に進めつつ、指定管理者制度の活
用により、更なるサービスの質の
向上と施設運営の効率化を推進

 - 

657
エレベーター
の閉じ込め対
策

都立高校の震災時の安全確保のた
め、既存エレベーターの閉じ込め
防止対策として、戸開走行保護装
置の設置や予備電源を設けた地震
時等管制運転装置の設置等、直下
型地震に対応するものへ更新

概ね更新が完了し、今後は残りの
エレベーターについて、耐用年数
等を踏まえ、計画的に更新を実施
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

港湾局

教育庁

661 離島空港

神津島空港等について、建物・設
備の老朽化等が進んでおり、引き
続き島民等の移動手段を安定的に
確保するため、施設の計画的な整
備及び適切な維持管理が必要

神津島空港ターミナルビルの改修
工事等を着実に進め、空港機能の
維持・向上を図りながら、設備保
守等をはじめとした施設管理を確
実に実施

662
多摩地域ユー
ス・プラザ

青少年等が行う文化・学習活動な
どを支援する本施設について、青
少年の社会性の発達や生涯学習の
振興を図るため、施設利用の促進
に向けた取組が必要

新たな活動プログラムの提供や広
報活動の充実等、ＰＦＩ事業者の
創意工夫を活かした取組により、
新規顧客の獲得やリピーターの確
保を促進
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Ⅱ　自律的経費評価【公表対象425件】
 （単位：千円）

平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

3
文書廃棄等溶
解処理委託

機密文書廃棄等に係る溶解処理委
託について、実績等を踏まえた適
切な見積りが必要

溶解処理委託について、過年度及
び平成30年度の執行状況を踏まえ
た見直しを図り、経費を縮減

6

政策情報作成
支援システム
用サーバ機器
の借入れ

政策情報作成支援システム用の
サーバ機器について、契約期間の
終了に伴い、契約の更新が必要

現行の機器に不具合等が特段見ら
れないことから、再リース契約を
行い、経費を縮減

プリンタ複写機の契約を長期継続
契約に一本化することにより、業
務を効率化し、経費を縮減

5
プリンタ複写
機の借入れ

プリンタ複写機について、単年度
ごとに契約を締結しており、効率
的な契約手法への見直しが必要

4
郵送経費の見
直し

事務連絡等に係る郵送経費につい
て、実績等を踏まえた適切な見積
りが必要

外部への配布物等の郵送につい
て、実績を踏まえ発送見込数を精
査し、経費を縮減

2 印刷物作成
印刷製本費の精査を行ってきた
が、効率的な事業執行に向け、更
なる経費精査が必要

印刷製本費について、過年度及び
平成30年度の執行状況を踏まえた
見直しを図り、経費を縮減

3,270 

2,528 

413 

454 

650 

1,561 

239 

263 

1,570 

1,655 

6,047 

6,503 

現状と課題

局ホームページの運用におけるセ
キュリティ機能を向上させ、適正
な情報管理と安全性の確保を一層
推進

全庁の情報セキュリティ基準に基
づき、ホームページの運用に係る
情報漏えいの防止やシステムトラ
ブル発生時の迅速な対応に向けた
機能・体制の強化が必要

ホームページ
運用管理委託

1

政策企画局

取 組 内 容局名 ・ 事業名
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

24 

45 

3,712 

4,088 

3,532 

3,706 

5,527 

613 

5,812 

803 

12
青少年健全育
成条例の運用

条例の内容を周知するためのリー
フレットを作成し、区市町村等に
対し普及啓発を実施しており、実
績等を踏まえた経費の適切な見積
りが必要

普及啓発用のリーフレットについ
て、各配布先の必要部数を見直
し、経費を縮減

11
青少年健全育
成審議会の運
営

審議会や優良映画の試写会におけ
る委員出席状況を踏まえた経費精
査が必要

審議会等における活動実績を踏ま
え、委員報酬や資料送付等に係る
経費を縮減

10
青少年問題協
議会の運営

協議会における委員出席状況や、
報告書の活用実態を踏まえた経費
精査が必要

協議会の運営実績を踏まえ、委員
報酬や報告書作成に係る経費を縮
減

757 

783 

8
外貨送金手数
料

海外事務所派遣職員への送金に係
る事務について、より効率的な業
務遂行に向けた見直しが必要

送金に係る事務について、送金回
数を見直すことで、事務負担を軽
減し、送金手数料を縮減

9 管理事務費

会議等でのモニターの利用や両面
印刷の徹底などにより、本部全体
でペーパーレスの取組を推進して
おり、実績等を踏まえた印刷経費
の見積りが必要

実績を踏まえ、複写機の印刷部数
やコピー用紙の仕様を見直すこと
で、経費を縮減

7
インターネッ
ト回線の利用

業務用携帯電話とパソコン端末の
回線を個々に契約しており、効率
的な契約手法への見直しが必要

インターネット回線の利用契約を
一本化することにより、業務を効
率化し、経費を縮減

都民安全推進本部
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

1,900 

1,950 

2,344 

2,798 

3,912 

4,357 

2,894 

3,225 

278 

556 

292 

324 

18
首都交通対策
協議会会長賞
の贈呈

交通安全対策に積極的に協力し、
その功労が特に顕著であった区市
町村等を表彰することで、交通安
全対策を一層推進しており、実績
等を踏まえた経費の適切な見積り
が必要

契約実績を踏まえ、記念品の単価
を見直すことにより、経費を縮減

14
推奨携帯電話
端末等検討委
員会

青少年の健全な育成に配慮したア
プリの推奨に係る評価基準策定の
ため、委員会を集中的に開催して
おり、開催規模の適切な見直しが
必要

基準の策定が完了したため、委員
会の開催回数を精査し、経費を縮
減

13

スマートフォ
ン等の利用な
どに関する調
査

フィルタリングへの加入状況や保
護者の意識等を調査し、フィルタ
リングの重要性、必要性の啓発等
を実施しており、実績等を踏まえ
た経費の適切な見積りが必要

調査委託等の実績を踏まえ、積算
内容を精査することで、経費を縮
減

17
交通安全教育
体制の推進

地域の交通安全意識を高めるた
め、区市町村に対し講習会を実施
しており、実績等を踏まえた経費
の適切な見積りが必要

講習会の開催実績を踏まえ、講師
謝礼や資料部数を精査し、経費を
縮減

16
治安対策推進
体制の整備

東京都治安対策専門家会議につい
て、刑法犯認知件数等の改善によ
り、恒常的な開催の必要性が低下

当該会議を随時開催として、治安
対策に係るその他の会議開催経費
と統合し、経費を縮減

15
青少年健全育
成協力員制度
の推進

協力員の活動に係る経費等につい
て、直近の活動実績等を踏まえた
経費精査が必要

協力員の活動実績や協力員からの
報告書の発送枚数を踏まえ、経費
を縮減
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

期

75,738 

74,577 

300 

476 

40,643 

392,321 

245,547 

30,526 

46,914 

409,030 

249,802 

33,885 

24 公報発行
東京都公報の発行事務等に係る経
費を計上しているが、実績等を踏
まえた適切な見積りが必要

執行実績を踏まえた経費精査を行
い、郵送料や公報編集発行業務委
託経費等を縮減

23 一般文書
文書事務に要する経費を計上して
いるが、実績等を踏まえた適切な
見積りが必要

執行実績を踏まえた経費精査を行
い、印刷経費等を縮減

22 一般管理
事業全体の効率的な執行が必要な
一方で、実績増となる経費もあ
り、予算計上の見直しが必要

時間外勤務手当について執行実績
を踏まえた経費精査を行うととも
に、非常勤報酬等の必要な経費を
計上

21
電子申請の共
通基盤整備

電子行政サービスの提供を可能と
するため、電子申請関連システム
の運用管理を行っており、引き続
き適切なサービス提供を行うほ
か、サービスの拡充等に向けた検
討を実施

事業の適正な運営に必要な経費を
計上しつつ、事業執行方法を見直
し、経費を縮減

総務局

20
情報化推進研
修

都の情報化の適切かつ着実な推進
のため、情報化推進研修を引き続
き実施する必要がある一方で、実
績等を踏まえた経費の適切な見積
りが必要

プロジェクタ等の借入経費につい
て、実績を踏まえた精査を行うこ
とで経費を縮減

19
東京都カード
システムの運
用管理

都庁本庁舎における出退勤等の管
理を引き続き着実に実施する必要
がある一方で、実績等を踏まえた
経費の適切な見積りが必要

システムの運用支援等の経費精査
を行うとともに、共通基盤対応等
に係る経費を計上

戦略政策情報推進本部
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

期

54,099 

8,647 

28,165 

449 

2,363 

143,669 

8,521 

26,744 

- 

2,360 

27,961 

13,865 

53,137 

14,226 

31
人事・給与等
システム管理

人事管理や給与支給に係る業務を
支援するための経費を計上してい
るが、実績等を踏まえた適切な見
積りが必要

執行実績を踏まえた経費の精査を
実施するとともに、給与明細の電
子化等、ペーパーレスに向けた取
組を推進し、経費を縮減

30 職員表彰制度
職員表彰制度に係る表彰経費を計
上しているが、実績等を踏まえた
適切な見積りが必要

執行実績を踏まえ、賞状や賞金袋
等副賞に係る経費を見直すことで
消耗品費を縮減

29
「窓口事務の
標準処理期
間」の印刷

更新版を冊子として作成し、東京
都公報に掲載及び関係各所へ配布
するとともに、ホームページにも
掲載しているが、情報の更新が年
１回と限られており、都民・事業
者への適時の周知が必要

都民・事業者への適時の周知を行
うため、掲載情報を更新・変更す
る際は、東京都公報への掲載及び
ホームページを更新する形式に変
更するとともに、冊子の印刷経費
を縮減

28
公文書館建物
維持管理

公文書館に係る建物維持管理経費
を計上しているが、実績等を踏ま
えた適切な見積りが必要

執行実績を踏まえた経費の精査を
行い、建物清掃委託等の経費を縮
減

27
マイクロフィ
ルム保管委託

既存のマイクロフィルムを適切に
保管する必要がある一方で、実績
等を踏まえた経費の適切な見積り
が必要

当該フィルムの保管委託につい
て、積算単価を見直すことで経費
を縮減

26
公文書資料保
存閲覧

公文書資料の保存や閲覧に係る事
業を着実に実施する必要がある一
方で、実績等を踏まえた経費の適
切な見積りが必要

執行実績を踏まえた経費精査を行
い、閲覧窓口業務委託経費等を縮
減

25 訴訟経費
東京都行政不服審査会の委員報酬
を計上しているが、実績等を踏ま
えた適切な見積りが必要

執行実績を踏まえ、審査会の開催
規模を精査することで経費を縮減
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

改 期

期

34,990 

139,118 

18,017 

600,178 

29,709 

382 

2,081 

26,601 

129,364 

17,873 

590,930 

27,638 

339 

2,036 

37
犯罪被害者等
支援事業

犯罪被害者週間において、区及び
市と協働して犯罪被害者等に対す
る理解を深めるための啓発事業を
実施しているが、実績等を踏まえ
た適切な見積りが必要

執行実績を踏まえ、犯罪被害者週
間行事の開催に係る経費等を見直
すことで、経費を縮減

38
固定資産評価
審議会

東京都固定資産評価審議会等に要
する経費を計上しているが、実績
等を踏まえた適切な見積りが必要

執行実績を踏まえ、委員への報酬
について積算規模を見直すことで
経費を縮減

36
人権対策事業
の推進

人権対策事業に係る経費を計上し
ており、実績等を踏まえた適切な
見積りを行うとともに、着実な事
業実施が必要

執行実績を踏まえた経費の精査を
行うとともに、啓発メッセージの
映像を、車内広告等において上映
するなど、必要な経費を計上

32
コンプライア
ンスの推進

コンプライアンスを推進していく
上で必要な経費を計上している
が、実績等を踏まえた適切な見積
りが必要

執行実績を踏まえた経費の精査を
行い、コンプライアンスの推進に
係る必要な経費を計上

35 労働安全衛生

職員の健康診断に要する経費であ
り、事業を着実に実施するととも
に、実績等を踏まえた適切な見積
りが必要

執行実績を踏まえた経費の精査を
行い、定期健康診断に係る経費等
を縮減

34
職員住宅建物
維持管理

職員住宅の管理を着実に行う必要
がある一方で、効率的な経費の計
上が必要

住宅の巡回警備委託等に係る経費
を見直しながら、必要な経費を計
上

33

ライフ・ワー
ク・バランス
支援事業交付
金

職員の福利厚生について、平成31
年度から新事業者による事業が開
始することに伴い、育児・介護な
ど、より職員のニーズに応える事
業内容へと見直しを図るととも
に、必要性の低い項目の精査が必
要

事業内容の見直し及び執行実績を
踏まえた経費精査により、交付金
を縮減
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

4,342 

6,769 

781 

240 

7,324 

56,158 

113,763 

3,911 

5,569 

635 

- 

6,496 

63,836 

169,684 

45
地方公共団体
情報システム
機構負担金

地方公共団体情報システム機構へ
の負担金を計上しており、着実な
事業の実施が必要

公的個人認証サービスに係るシス
テム更改への対応に必要な経費を
計上することで、行政手続の電子
化を円滑に推進

44
建物維持管理
（八丈支庁）

八丈支庁の建物維持管理に要する
経費を計上しており、着実な事業
実施が必要

劣化状況等を踏まえ、修繕等につ
いて必要経費を計上することで、
支庁の老朽化対策を推進

43
三宅支庁庁舎
清掃委託

支庁の庁舎清掃委託について、実
績等を踏まえた経費の適切な見積
りが必要

執行実績を踏まえ、清掃委託にお
ける経費積算を見直すことで、経
費を縮減

42
八丈支庁プリ
ンタの借上

プリンタのリース契約期間満了に
伴い、利用実態に即した契約の見
直しが必要

利用状況を鑑み、支庁におけるプ
リンタ数を削減することで、経費
を縮減

41
大島支庁ファ
クシミリの借
入れ

支庁のファクシミリ借入れについ
ては、従来より契約実績を基に見
積りを行ってきたが、実態に即し
た更なる見直しが必要

再契約を機に、過去の再契約時の
契約額を分析し、見積額を精査す
ることで、経費を縮減

40
小笠原振興事
務

小笠原振興施策に係る事務経費を
計上しているが、実績等を踏まえ
た適切な見積りが必要

執行実績を踏まえ、印刷経費及び
海上運送経費等を見直すことで、
経費を縮減

39
島しょ山村振
興及び過疎対
策

事業実施に係る消耗品経費等を計
上しており、実績等を踏まえた適
切な見積りが必要

執行実績を踏まえ、消耗品経費等
の積算を見直すことで、経費を縮
減
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

期

29,977 

8,902 

295 

7,589 

423,390 

46,025 

3,150 

25,236 

8,204 

294 

5,870 

422,057 

49,567 

3,062 

52 統計環境整備

統計環境整備に要する経費を計上
しており、着実に事業を実施する
一方で、実績等を踏まえた適切な
見積りが必要

統計カレンダーの印刷経費につい
て、冊数を増やす一方で、単価の
見直しを図り、経費を縮減

51
立川地域防災
センター

立川地域防災センターの管理運営
や建物維持管理に要する経費を計
上しており、着実な事業実施が必
要

執行実績を踏まえた経費の精査を
行うとともに、保守委託経費など
の必要経費を計上

50
防災センター
の運営

東京都防災センターの運営に係る
経費を計上しているが、実績等を
踏まえた適切な見積りが必要

執行実績を踏まえた経費精査を行
い、プリンタやファックス等に係
る消耗品経費を縮減

49
防災ガイド
ブック及びポ
ケットガイド

防災啓発冊子の印刷に係る経費を
計上しているが、実績等を踏まえ
た適切な見積りが必要

執行実績を踏まえ、印刷経費の積
算単価を見直すことで、経費を縮
減

48 防災普及広報

防災情報レッドページについて、
着実に事業を実施するとともに、
実績等を踏まえた経費の適切な見
積りが必要

当該レッドページの掲載誌の一部
廃刊に伴い、同ページへの版下作
成委託を見直すことで経費を縮減

47 国民保護計画
修正版国民保護計画及びパンフ
レット・リーフレットの印刷経費
について、単価の見直しが必要

近年の他事業の印刷製本に係る契
約実績に基づき積算単価を見直
し、印刷経費を縮減

46
生活物資輸送
費補助

小笠原諸島への生活物資輸送経費
を計上しており、執行実績を踏ま
えた経費の見直しを行いながら、
着実に事業を実施することが必要

執行実績を踏まえた経費の精査を
行い、生活物資輸送費補助に係る
経費を縮減
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

期

期

期

1,074 

127 

2,518 

50 

297 

94 

2,266 

47 

59 人口統計調査

学校基本調査等に要する経費を計
上しており、着実に事業を実施す
る一方で、実績等を踏まえた適切
な見積りが必要

調査報告の集計処理委託につい
て、積算規模を見直すことで経費
を縮減

58
都民経済計算
推計に関する
講師謝金

統計研修に係る経費について、実
績等を踏まえた適切な見積りが必
要

研修時間数の見直しにより講師謝
金を削減するとともに、印刷物の
必要部数を精査することで、経費
を縮減

57

都民経済計算
推計に関する
結果報告書の
印刷

都民経済計算推計に要する経費を
計上しており、着実に事業を実施
する必要がある一方で、実績等を
踏まえた適切な見積りが必要

報告書の発行部数を見直すこと
で、印刷経費の精査を行い、経費
を縮減

2,421 

459 

350 

365 

282 

2,282 

56
東京都人口予
測作成

東京都人口予測作成に要する経費
を計上しており、着実に事業を実
施する必要がある一方で、実績等
を踏まえた適切な見積りが必要

報告書の発送先を見直すことで郵
送経費の精査を行い、経費を縮減

55 統計資料編集

統計資料編集に要する経費を計上
しており、着実に事業を実施する
一方で、実績等を踏まえた適切な
見積りが必要

執行実績を踏まえた経費の精査を
行い、統計年鑑の印刷に係る経費
等を縮減

54 統計情報管理

統計情報管理に要する経費を計上
しており、着実に事業を実施する
一方で、実績等を踏まえた適切な
見積りが必要

執行実績を踏まえた経費精査を行
い、他道府県との連絡協議会等に
係る出張旅費を縮減

53 統計調整

統計調整事務に要する経費を計上
しており、着実に事業を実施する
必要がある一方で、実績等を踏ま
えた適切な見積りが必要

執行実績を踏まえた経費精査を行
い、印刷経費や出張旅費等の経費
を縮減
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

235 

9,761 

3,608 

2,819 

3,631 

7,450 

389 

10,278 

65
印刷製本費
（経理事務）
の見直し

議会対応等に係る印刷製本費を計
上しているが、ペーパーレス化が
推進される中、必要最小限度の経
費で見積もることが必要

ペーパーレス化による印刷製本の
減少見込や過年度の実績を踏ま
え、経費を縮減

3,642 

64
事務用消耗品
費（経理事
務）の見直し

経理事務に係る消耗品費を計上し
ているが、経費節減が強く求めら
れる中、必要最小限度の経費で見
積もることが必要

過去の実績を踏まえ、消耗品等の
使用実態に合わせて経費を精査す
ることで、経費を縮減

63
行政情報サー
ビス配信料の
見直し

行政情報サービスのライセンス料
を計上しており、国や地方自治体
の政策情報等を迅速に把握できる
環境を確保した上で、適切な必要
経費を見積もることが必要

サービスの利用実態を踏まえてラ
イセンス数を精査・縮減すること
で、全体経費を縮減

62
政府調達協定
に伴う契約公
報発行等事務

政府調達に関する協定の発効に伴
い、契約締結に関する公示に係る
「東京都公報特定調達公告版」の
郵送料を計上しており、見込件
数、単価及び発行回数を把握した
上で必要経費を見積もることが必
要

過年度の実績を踏まえ、実態に合
わせた郵送先件数の絞り込みを行
い、全体経費を縮減

61 工業統計調査

工業統計調査に要する経費を計上
しており、着実に事業を実施する
一方で、実績等を踏まえた適切な
見積りが必要

プログラム維持管理・ソフトウェ
ア保守委託について、作業工数を
精査することで経費を縮減

60
都単独統計調
査（東京都工
業指数）

東京都工業指数作成に要する経費
を計上しており、着実に事業を実
施する一方で、実績等を踏まえた
適切な見積りが必要

執行実績を踏まえた経費精査を行
い、研修に係る出張旅費等を縮減

2,065 

3,388 

7,378 

財務局
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

9,679 

366 

828 

1,501 

87,392 

32,962 

1,391 

9,769 

370 

1,056 

1,511 

87,804 

34,634 

1,605 

72
インターネッ
ト中継放送委
託

各種団体等からの予算に係る知事
ヒアリングの中継経費について、
日程調整により中継回数が増減す
る等、定量的な経費の見積りが困
難

過年度の実績を精査し、適切な単
価・規模を設定することで、経費
を縮減

71
印刷製本費
（議案事務）
の見直し

議会提出資料など各種印刷物作成
に係る経費を計上しているが、印
刷事案ごとに印刷数量が増減する
ため、定量的な経費の見積りが困
難

過年度の実績を踏まえ、実態に即
した見積りを行うとともに、ホー
ムページで公表している内容につ
いて印刷製本の必要性を精査し、
一部取り止めることにより経費を
縮減

70 財政事務

財政事務に係る経費を計上してお
り、国の新たな偏在是正措置の動
きに対する都の主張の適切な展開
や、事業提案制度等を通じた実効
性の高い施策の構築のため、適切
な必要経費を見積もることが必要

事業提案制度等について新たに必
要な経費を措置する一方、過去の
実績に応じて調査委託に係る経費
や時間外勤務手当等を削減するこ
とにより、全体経費を縮減

69
庁有車修繕費
の見直し

庁有車の修繕に係る費用を計上し
ているが、運行状況やリース状況
により経費が変動するため、見積
りが困難である中で必要経費を確
実に計上することが必要

過年度の実績を踏まえ、実態に合
わせた予算単価の設定を行い、修
繕費を縮減

68
建築工事等請
負業者実態把
握事務委託

工事契約の適正な履行確保のた
め、資格者の営業状態等を調査
し、低入札価格調査の基礎資料と
しており、契約制度改革により当
該調査の適用範囲が拡大する中、
確実に必要経費を見積もることが
必要

過年度の実績を踏まえ、調査件数
を精査することで、経費を縮減

67
事務用品等修
繕費の見直し

事務用品等に係る維持修繕費を計
上しており、必要最小限度の経費
で適時適切に維持修繕を行い、能
率的な業務環境を確保することが
必要

過年度の実績に応じて必要額を見
積もることにより、事務用品等修
繕費を縮減

66
旅費（検収事
務）の見直し

検収事務に係る旅費を計上してお
り、契約履行確認のための現地調
査等を実施し、検収の確実性を保
ちつつ、必要最小限度の経費で見
積もることが必要

現地調査等の効率化を図るととも
に、過年度の実績を踏まえ、経費
を縮減
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

74,016 

1,046 

713 

880 

3,783 

83,185 

68,502 

74,132 

1,100 

72,012 

73,975 

79
駐車場管理運
営委託

第一本庁舎、第二本庁舎及び都議
会議事堂等の駐車施設の管理運営
を行っており、来庁者サービスの
維持・向上を図る一方、委託経費
の増大を抑えていくことが必要

実績を踏まえ、全体として経費の
縮減を図りながらも、来庁者サー
ビスの維持・向上に必要な経費を
確保

78 庁舎管理

庁舎管理業務に係る事業費を計上
しており、予算や人材など、限り
ある資源を活用し、当該業務を着
実に推進していくことが必要

都庁舎改修工事が本格化する中
で、来庁者サービスの維持・向上
に必要な経費を計上

77
消耗品費（公
有財産関係事
務）の見直し

公有財産関係事務に係る消耗品の
購入費用を計上しているが、ペー
パーレス化による紙使用量の減や
法改正に対応する参考図書購入の
増等を踏まえ、消耗品の必要量を
適切に見積もることが必要

過去の実績を踏まえ、消耗品等の
使用実態に合わせて経費を精査す
ることで、経費を縮減

76
財産価格審議
会速記料の見
直し

財産価格審議会において、議事録
を作成するために速記委託を行っ
ているが、審議の時間数に応じて
経費が変動するため、審議時間を
適切に見積もることが必要

過去の実績を踏まえ、審議時間数
を精査することで、経費を縮減

75
地価調査基準
地価格表作成
費用の見直し

地価調査の公表内容等を冊子にま
とめ、図書館等での供覧、プレス
及び関係機関への配布等を行って
いるが、ペーパーレス化が進む中
で、配布部数を適切に見積もるこ
とが必要

過去の実績の精査及び関係機関へ
の必要部数の聴取を行い、印刷部
数を見直したことにより、印刷経
費を縮減

778 

1,037 

4,150 

74 地価審査事務

国土利用計画法に基づき指定され
た監視区域における土地の届出に
係る価格審査等の経費を計上して
おり、届出を受けてから法令上所
定の期間内に適切な対応が必要

必要な経費を措置する一方、過去
の実績に応じて消耗品費等を精査
することにより、経費を縮減

73
予算計数情報
システム運用
支援委託

予算計数情報システムの監視、障
害対応、各局からの問合せ対応等
を委託しているが、各局の予算編
成業務の状況により、毎年度繁忙
期夜間等の対応時間が異なる中
で、適切な経費の計上が必要

システムの運用状況を見直し、業
務時間を精査することで経費を縮
減
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

3,143 

2,827 

6,403 

54,417 

821 

2,606 

3,596 

3,970 

14,040 

60,721 

1,902 

2,219 

85

ＬＧＷＡＮ回
線利用による
情報アクセス
機能向上

個人事業税の課税調査において電
子版住宅地図（ＣＤ－ＲＯＭ）を
利用していたが、職員用パソコン
の仕様変更に伴う情報アクセスへ
の対応が必要

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡ
Ｎ）回線を利用した情報検索に変
更することにより、住宅地図を当
該仕様変更に適したものに見直
し、円滑な課税事務を推進

84
研修用パソコ
ン賃借

研修に使用するパソコンについ
て、使用実績に応じた賃借料の計
画的な執行が必要

使用実績を踏まえ、数量の見直し
を図ることにより、経費を縮減

83 複写機賃借
複写枚数の減少傾向を踏まえた効
率的な事業執行を図るため、実績
ベースの単価の見直しが必要

使用枚数を適切に見積もることに
より、複写単価を抑え、経費を縮
減

82 庁舎管理運営
庁舎の管理運営について、什器等
の老朽化状況に応じた計画的な更
新が必要

計画的に什器を更新し、効率的な
事業執行を推進するため、購入数
量の見直しを図り、経費を縮減

81

東京都議会議
事堂電力監視
制御装置保守
委託

都議会議事堂の電力監視制御装置
について、保守や点検、修繕を
行っているが、納入から８年が経
過しており、機能維持のため計画
的な部品更新を含めた適切な維持
管理を行うことが必要

装置の状況を詳細に把握し、計画
的な保守・維持管理を行うととも
に整備品を精査することで、経費
を縮減

80
アートワーク
の保全

都庁舎では貴重なアートワークを
多数有しているが、いずれも経年
劣化により順次補修が必要な状態
のため、都民共有の財産として状
況の調査を適切に行い、計画的な
修繕を進め、資産価値を維持する
ことが必要

状況の調査を踏まえた適切な経費
計上により、損傷、劣化の著しい
アートワークから計画的に修繕を
行い、年度間の経費負担の平準化
を図りつつ、都民共有の財産を確
実に保全

主税局
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

18,312 

690 

321 

264,950 

1,863 

101,476 

21,229 

1,134 

349 

91
還付通知書等
の郵送経費

還付事務において、還付通知書等
の郵送経費の適正化による事業の
効率的な執行が必要

近年の実績等を踏まえ、通数を精
緻に見込むことにより、経費を縮
減

90

個人都民税に
係る過年度情
報の閲覧環境
構築

区市町村から引き継いだ個人都民
税について、過年度情報の閲覧機
能が未整備であるため、円滑な問
合せ対応に向けた改善が必要

当該情報の閲覧環境を構築するこ
とにより、問合せ対応等に要する
業務時間を短縮し、円滑な業務遂
行と効率的な滞納整理に寄与

1,370 

108,718 

89
滞納整理事務
に係る催告書
等の郵送経費

滞納整理事務において効率的に事
業執行しているが、純滞納繰越額
の圧縮に伴い、催告書等の郵送経
費の適正化が必要

近年の実績等を踏まえ、通数を精
緻に見込むことにより、経費を縮
減

88
不動産取得税
事前通知

不動産取得税課税について、随時
課税で高額であることから、滞納
防止のため納税者に事前通知を送
付し、円滑な納税を推進する一方
で、実績等を踏まえた経費の適切
な見積りが必要

円滑な事業執行を図りつつ、不動
産取得税の事前通知に係る経費を
精緻に見込むことにより、経費を
縮減

271,733 

87
特別土地保有
税

特別土地保有税について、平成15
年度以降当分の間課税停止となっ
ているため、新規の課税案件はな
く、徴収猶予案件のみが事業対象
となっているが、31年度からは事
業対象の徴収猶予案件が減少

当分の間新規課税は停止している
こと及び徴収猶予案件が減少して
いることから経費の見直しを図
り、引き続き総務省への報告義務
と他団体からの照会業務等に対応

86
家屋調査結果
入力業務委託

固定資産評価事務について、家屋
調査結果入力業務委託における、
より効率的な業務執行が必要

近年の実績等を踏まえ、積算規模
の見直しを図ることにより、経費
を縮減
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

2,960 

128,434 

2,618 

4,214 

170,945 

4,234 

97
東京都配偶者
暴力対策ネッ
トワーク会議

配偶者暴力対策基本計画における
事業の推進を図り、関係機関の連
携を強化する一方、実績等を踏ま
えた経費の適切な見積りが必要

会議の運営に係る印刷製本費及び
郵送費等について実績を踏まえて
精査し、経費を縮減

96
情報公開の総
合調整

職員の意識啓発、他の自治体等と
の連携、情報公開用システムの運
用を行うことで、情報公開事務を
円滑に推進しており、実績等を踏
まえた経費の適切な見積りが必要

システム保守費用等について、実
績を踏まえて精査し、経費を縮減

17,267 

1,729 

18,171 

2,125 

95
広報東京都の
印刷

全都民に都政への理解や協力を促
すため、都政の基本的な情報を迅
速かつ公平に提供しており、実績
等を踏まえた経費の適切な見積り
が必要

広報東京都の印刷製本費につい
て、実績を踏まえて精査し、経費
を縮減

182,693 

94
広報広聴活動
に関する調査

今後の広報広聴の推進に役立てる
ため、広報広聴部が行う一般広
報・広聴活動に都民はどのように
接し、どう理解・評価しているか
等を調査しており、実績等を踏ま
えた経費の適切な見積りが必要

広報広聴活動に関する調査委託に
ついて、調査の有効回答率向上の
ための見直しを行うとともに、契
約実績を踏まえて精査し、経費を
縮減

93 広報広聴管理

広報広聴事業を円滑に進めるため
の調整及び庶務管理全般に係る経
費を計上しており、実績等を踏ま
えた適切な見積りが必要

消耗品費及び出張旅費等につい
て、実績を踏まえて精査し、経費
を縮減

92 局管理事務費

局共通事務事業（庶務・人事・文
書・用度・予算等）の企画調整に
係る経費を計上しており、局事務
事業を円滑に遂行しつつ、実績等
を踏まえた適切な見積りが必要

消耗品費及びＯＡ経費等につい
て、実績を踏まえて精査し、経費
を縮減

133,572 

生活文化局
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

改

19,245 

647 

47,664 

4,629 

95,843 

15,698 

19,261 

1,003 

47,173 

4,958 

100,214 

14,390 

104 検定

都内で製造・修理された各種計量
器及び輸入計量器について、計量
法に基づき検定を実施しており、
実績等を踏まえた経費の適切な見
積りが必要

検定用機器に係る修繕費等につい
て、実績を踏まえて精査し、経費
を縮減

103
消費生活総合
センター建物
維持管理

消費生活総合センターと多摩消費
生活センターにおいて、各セン
ターの事業の適正な執行を確保す
るため、建物維持管理を行ってお
り、実績等を踏まえた経費の適切
な見積りが必要

通信費及び警備委託費について、
実績を踏まえて精査し、経費を縮
減

102
消費者教育事
業

消費者向けの教育講座の実施や学
校等の消費者教育の場で使用する
教材の作成により、自ら進んで必
要な情報や知識を収集・修得し、
自主的かつ合理的に行動できる消
費者を育成

消費生活総合センターが主催する
講座において、託児保育サービス
を実施し、講座受講者の利便性を
向上

101 流通環境改善

都民の消費生活の安定と向上及び
物価安定対策のために設置され
た、食料品を中心とする日常物資
を販売する公設小売市場を管理し
ており、実績等を踏まえた経費の
適切な見積りが必要

公設小売市場の管理に係る時間外
勤務手当について、実績を踏まえ
て精査し、経費を縮減

100 消費生活調査

新たな消費者被害等の実態を探
り、被害の未然防止及び拡大防止
に役立てるための消費生活基本調
査を実施しており、実績等を踏ま
えた経費の適切な見積りが必要

調査活動に係る消耗品費につい
て、実績を踏まえて精査し、経費
を縮減

99
消費生活行政
の企画調整

消費者行政に係る施策の総合的な
企画調整及び推進を図るため、国
及び他府県との連絡会議、情報の
収集、資料整理、検討会議等を実
施しており、実績等を踏まえた経
費の適切な見積りが必要

連絡会議の運営に係る時間外勤務
手当等について、実績を踏まえて
精査し、経費を縮減

98
男女平等施策
の企画連絡

男女平等参画についての総合的な
施策の企画立案、関係機関との連
絡調整及び「東京都男女平等参画
推進総合計画」を推進することに
より、男女平等参画社会を実現

東京都の男女平等参画に関する各
種データをまとめた年次報告書に
ついて、実績を踏まえた精査によ
り経費を縮減した上で、概要版を
作成し、都民の理解を促進

6,635 

6,170 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

オリンピック・パラリンピック準備局

13,371 

16,247 

30,154 

31,231 

4,080 

7,408 

17,130 

16,352 

31,904 

31,929 

4,072 

7,606 

110
指定管理者制
度の運営

指定管理者により管理運営してい
る９施設について、外部委員を含
めた評価委員会の開催等により、
引き続き適切な運営が必要

指定管理者評価委員会の運営に係
る経費について、人件費単価の増
額改定を反映させつつ、契約内容
を精査することにより、経費を縮
減

109
スポーツ振興
審議会の運営

平成30年度中に設置される第27期
東京都スポーツ振興審議会におい
て、「東京都スポーツ推進総合計
画」策定後の着実な実施を調査・
審議するために必要な審議会運営
体制の確保

平成30年３月に策定した同計画の
着実な実施に向けた調査・審議を
行うに当たり、第25期や第26期の
開催状況を踏まえ必要な審議体制
を確保

108 企画調整

平成30年３月に策定した「東京都
スポーツ推進総合計画」のスポー
ツ実施率70％達成に向けた取組の
充実、ラグビーワールドカップ
2019の開催や2020大会関連業務に
伴い、管理・調整業務が増大傾向

業務量の増加が見込まれる中、旅
費等について実績を踏まえ精査
し、経費を縮減

107
私立学校管理
事務

私立学校の振興を推進するため、
私立学校関係者の表彰等事務や学
校情報システムの運用管理等、調
整及び庶務管理全般に係る経費を
計上しており、実績等を踏まえた
適切な見積りが必要

消耗品費及びＯＡ経費等につい
て、実績等を踏まえて精査し、経
費を縮減

106
文化振興施策
の企画調整

文化行政を推進し都民が文化に触
れる機会を拡大するため、行政機
関との連絡調整等に係る経費を計
上しており、実績等を踏まえた適
切な見積りが必要

臨時職員の賃金について、雇用実
績を踏まえて精査し、経費を縮減

105
計量検定所の
管理運営

計量情報システムの借上げや各種
研修派遣等、計量検定所の円滑な
管理運営に必要な経費を計上して
おり、実績等を踏まえた適切な見
積りが必要

消耗品費や研修派遣旅費等につい
て、実績を踏まえて精査し、経費
を縮減
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

都市整備局

- 

1,393 

9,450 

2,520 

53,419 

52,924 

2,100 

2,890 

9,450 

2,644 

53,419 

64,675 

116

景観法地区区
分図等イン
ターネット公
開ＧＩＳ構築
業務

景観法地区区分図については、現
在、紙資料をＰＤＦ化したものを
ホームページ上で公開している
が、外部から分かりづらいなどの
意見が寄せられており、改善が必
要

都民にとって分かりやすい情報公
開を行うため、都市計画図等で
行っているシステムによる公開方
法を地区区分図にも応用すること
で利便性を高め、業務を効率化

115
都市計画に関
する企画及び
連絡調整

広域諸計画の検討推進及び各種協
議会や関係機関との連絡調整等に
要する事務経費を計上しており、
効果的な執行に向けて適切な見積
りが必要

都市計画に関する費用などの必要
経費を盛り込みつつも、出張旅費
等の事務経費については過去の実
績を踏まえて見直しを図り、経費
を縮減

114
東京都障害者
スポーツ大会

本大会は障害者の自立促進や障害
者スポーツ振興に大きな役割を果
たしているが、差別解消法施行後
における障害配慮への対応等につ
いて更なる推進が必要

現行の経費の範囲内で障害者に
とって利用しやすい会場を選定す
るほか、過去の大会運営の経験を
活かし障害者が安心して参加でき
るよう継続的な改善を実施

113
スポーツ推進
委員研修会等
の開催

スポーツ推進委員の活躍する場が
増加している中で、より一層の資
質向上に寄与する、短期間でも効
果的な研修会の実施に向けた見直
しが必要

同委員の資質向上に向け、研修内
容の見直しを図ることにより、経
費を縮減

112
都民生涯ス
ポーツ大会

生涯にわたるスポーツ活動の普
及・振興を図るため、競技の充実
等により都民の競技参加機会の一
層の創出・充実が必要

過去の大会運営の実績を活かして
参加対象の拡大を図るなど、現行
の経費の範囲内で大会の充実を実
現

111
体育施設等の
公認更新

公認期間が満了する施設につい
て、公認規程に従って適切に公認
更新を実施することが必要

同施設について、実績を踏まえて
適切に経費を計上しつつ、平成31
年度に公認更新を実施

－124－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

期

期

期

期

3,592 

34,123 

103,882 

38,587 

40,894 

8,135 

15,592 

3,697 

34,486 

107,090 

36,320 

38,728 

2,101 

16,114 

123 建設業等指導
「建設工事従事者の安全及び健康
の確保の推進に関する法律」に基
づき、東京都計画の策定が必要

同計画の策定後、建設業者向け
リーフレットの印刷に係る経費を
計上し、建設業者に対して効果的
な普及啓発を実施

122
建築物におけ
る液状化対策
の推進

建築物の液状化対策の更なる推進
のため、民間建築物における地盤
データの収集・公表の方法につい
て検討が必要

普及啓発方法の見直しに向けた検
討を進める中で、リーフレットに
ついては過年度の配布状況を踏ま
えて印刷数を精査するなど、経費
圧縮を図った上で必要な経費を計
上

121

建築行政に関
する管理事務
及び連絡調整
（多摩）

建築行政を実施していくために必
要な管理事務経費について、適切
な規模の見積りが必要

過去の執行実績を踏まえて委託に
関する内容の精査を行い、経費を
縮減

120

建築行政に関
する管理事務
及び連絡調整
（本庁）

被災建築物応急危険度判定につい
て、発災時には行政職員だけでな
く、民間の判定員の応援が不可欠
であるが、熊本地震等を踏まえ、
民間判定員との更なる連絡体制の
構築が必要

首都直下地震の発生も懸念される
中で、発災時に必要な判定を迅速
に実施するため、建築関係団体と
の連携推進に必要な経費を計上し
つつも、過去実績を踏まえて経費
を縮減

119
第一市街地整
備事務所建物
維持管理

書庫として利用していた建物が使
用期限を迎えたため、保管してい
る文書等の移動が必要

文書保存委託を活用することで適
切に管理するとともに、保存期間
の満了した機密文書を溶解処理す
るなど、保管文書量の削減に努め
ることで新たに発生する経費を縮
減

118
都市基盤に関
する管理事務

都市計画上、必要な事項の調査計
画、連絡調整及び管理事務に必要
な経費を計上しており、効果的な
執行に向けた適切な見積りが必要

賃金単価の上昇や事務機器リース
の更新等による経費の増加が見込
まれる一方で、消耗品費等の精査
を行い、経費増分を圧縮

117

国土利用計画
法に基づく土
地利用基本計
画管理事務

国土利用計画法に基づき基本計画
を策定し、都市計画法等に基づく
計画の上位計画として機能させ、
各法の総合調整を図ることで秩序
ある土地利用の実現が必要

東京都区域における土地利用の現
況とその動向の総合的な調査及び
土地利用のあり方の検討に必要な
経費を計上
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

281,803 

15,365 

274,061 

8,803 

76,358 

5,053 

255,537 

17,287 

294,946 

8,746 

67,750 

4,803 

130

都市計画法に
係る許可及び
指導監察（本
庁）

良好な市街地の計画的、段階的な
整備を図るため、一定規模以上の
土地の区画形質を変更することに
伴う、宅地開発に係る許可及び指
導監察の適切な実施が必要

開発許可パンフレットの印刷部数
について、過年度の配布状況を踏
まえて積算を行い、経費を縮減

129

市街地整備に
関する管理事
務等（多摩
ニュータウ
ン）

多摩ニュータウン関連業務におけ
る地元市、住民との連絡調整等の
ための出張旅費を計上している
が、実績等を踏まえた適切な見積
りが必要

現状の出張状況を勘案し、過年度
の執行状況も踏まえて精査を行う
ことにより、経費を縮減

128
市街地整備に
関する管理事
務等（本庁）

第一市街地整備事務所において保
有する高濃度ＰＣＢの早期処理に
向けて、国内唯一の処理施設であ
る中間貯蔵・環境安全事業株式会
社との間で、処理の時期や量につ
いての調整が必要

当該整備事務所が保管する分につ
いて処理施設と早期に調整を行う
ことにより、平成30年度中に処理
が完了できる見込みとなったた
め、一部費用計上を終了

1,088 

695 

127 基地対策事務

通訳に要する経費は、例年、一定
額を予算計上していたが、効率的
な執行管理を考慮した見積りが必
要

通訳経費について、過去の執行実
績を踏まえて精査を行うことによ
り、経費を縮減

126
建設副産物再
利用促進事業

都内公共工事で発生する土砂のリ
サイクルを担い、発生土の不法投
棄防止にも寄与しており、東京
2020大会開催に向けた公共工事も
見据え、建設発生土再利用セン
ターの着実な運営が必要

プラント施設の機器の摩耗や電気
設備等の経年劣化が著しい中で、
生産能力を確実に維持していくた
め、年度間における費用の平準化
を考慮するとともに、施設や設備
の適時適切な維持・補修を実施

125
都市計画審議
会の運営等

都市計画審議会において、土地区
画整理法に基づく審議対象となる
想定地区数の増加、「都市計画法
100周年記念事業」の実施等、経
費増が見込まれる中で適切な見積
りが必要

土地区画整理法に基づき審議対象
となる意見書の審査について、過
去実績を踏まえて精査を行うこと
により、経費増分を圧縮

124 局管理事務

都市整備局における庶務、文書、
人事、給与、研修、契約、出納、
予算、決算、政府提案要求及び企
画調査等、一般管理事務を行って
おり、効果的な執行に向けて適切
な見積りが必要

局職員に対する研修の充実や働き
方改革の推進に向けた必要経費を
盛り込みつつも、事務用品類等の
事務経費について、過去の実績を
踏まえて見直しを図ることにより
経費を縮減
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

住宅政策本部

25,252 

16,025 

16,265 

25,776 

136
民間住宅助成
事業（事務
費）

民間住宅助成利子補給等の執行に
当たって必要となる事務経費につ
いて、利子補給等の実績を踏まえ
適切な見積りが必要

複写機などの事務機器の更新経費
が必要となるが、過去の実績を踏
まえて印刷物の見直しを行うこと
で経費を縮減

135
建築士指導事
務

定期講習未受講者への対策など、
建築士や建築士事務所に対する指
導監督の円滑な実施が必要

当該未受講者に対しては、平成29
年度から受講案内通知を送付して
おり、この取組の徹底により未受
講者が減少したことから、実績を
踏まえて精査を行い、経費を縮減

134
建築物定期報
告等指導（本
庁）

平成31年度から、防火設備の経過
措置が終了して本施行となるた
め、事業量に応じた適切な規模の
見積りが必要

防火設備の定期報告の規模を勘案
し、事業量の増加が見込まれる
が、一部見積りを見直すことによ
り、経費を縮減

133
建築確認検査
（本庁）

建築基準法に基づき実施する建築
確認検査や構造計算適合性判定等
について、事業量の変化を的確に
見込んだ上での適切な規模の見積
りが必要

現状の事業量を勘案し、消耗品の
削減や速記委託の見直しなどによ
り、経費を縮減

132
建築審査会等
附属機関の運
営

建築基準法等に基づき、所管する
４つの審査会、委員会の運営を
行っていくため、事業量に応じた
適切な規模の見積りが必要

審査会及び委員会の開催経費を見
込むに当たり、開催予定や過去の
実績を踏まえて出席者数を精査す
るとともに、事務費の精査を行
い、経費を縮減

13,183 

33,692 

50,303 

13,413 

36,619 

50,382 

131
市街地再開発
ビル管理（白
鬚東）

都市再開発法に基づき都が取得
し、権利者等へ賃貸している駐車
場の適切な維持管理が必要

駐車場の機器維持補修費、管理業
務委託費、機器管理費について、
過年度の執行状況を踏まえて実施
内容を精査して積算を行い、経費
を縮減 33,524 

32,143 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

環境局

75 

103,478 

28,356 

10,073 

9,288 

3,824 

75 

123,790 

30,263 

13,169 

13,261 

4,107 

142
環境改善の総
合調整

環境確保条例に基づく工場の認可
や立入検査を通じて、公害の防止
を図ることが必要

過去の実績に基づく印刷製本費等
の見直しを図りながら、条例に基
づく工場認可の審査や、立入検
査、各種届出受理を継続実施

141
温暖化対策の
管理運営

温暖化対策の管理運営業務につい
て、実績を踏まえた適切な規模へ
の経費見直しが必要

複写機の使用実績や臨時職員の雇
用実績などを踏まえて、数量・雇
用日数を見直すことなどにより、
経費を縮減

140
環境保全対策
の企画調整

環境保全対策の調整業務につい
て、着実に業務を実施するととも
に業務の効率化を進めたことによ
り、実績を踏まえた適切な規模へ
の経費見直しが必要

直近の実績を詳細に分析し、臨時
職員の雇用実績を踏まえた見直し
を図ることにより、経費を縮減

139
庁有車の維持
管理

庁有車の維持管理について、燃料
費の高騰等経費変動要素が存在す
るため、適切な維持管理経費の経
常的な見直しが必要

直近の実績を詳細に分析し、規模
の見直しを図ることにより、維持
管理経費を縮減

138 免許申請処理

宅地建物取引業の免許申請や申請
内容変更等の受付・処理を行って
おり、平成30年度から３年間の複
数年契約を導入した窓口業務委託
について受託者の質の向上が必要

複数年度契約を活用することで、
業務従事者の育成を含めた安定的
なサービスの提供が確保されてお
り、平成31年度は過去の業務実績
等を踏まえて業務量を精査し、経
費を縮減

137
不動産鑑定業
登録

不動産鑑定業を営もうとする者か
らの登録申請や登録内容の変更申
請等の受付・処理を行っており、
事業量の変化を的確に見込んだ上
で、適切な規模の見積りが必要

処理件数が増加する見込みである
ものの、過去の実績を踏まえて精
査を行うことによって経費を適切
に計上
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

期

期

期

期

26,334 

1,311 

3,946 

4,514 

6,120 

10,802 

6,323 

31,948 

3,981 

6,324 

4,614 

3,624 

10,965 

6,458 

149
ＮＯｘ・ＰＭ
削減計画の推
進

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づく
「東京都自動車排出窒素酸化物及
び自動車排出粒子状物質総量削減
計画」の目標達成に向け、適切な
進捗管理が必要

過去の実績に基づく委託経費等の
見直しを図りながら、車種規制、
物流対策及び条例によるＰＭ規制
等各種施策についての進捗状況の
把握や経年的評価を継続実施

148
フロン対策事
業

オゾン層の保護及び地球温暖化防
止に向け、フロン類使用機器から
の使用時・廃棄時のフロン類の漏
えいを防止していくことが必要

過去の実績に基づく印刷製本費等
の見直しを図りながら、第一種特
定製品の管理者やフロン充填回収
業者への指導・助言、立入検査等
を継続実施

147
高圧ガス災害
時の情報通信
体制の整備

高圧ガス施設において災害が発生
した場合に備え、各機関と被害状
況等の情報共有が図れるよう、情
報通信体制の確保が必要

東京都高圧ガス地域防災協議会支
部等への業務用ＭＣＡ無線機貸与
をより効率的な体制となるよう見
直し、災害時の情報通信体制を整
備

146
高圧ガス防災
対策

高圧ガスによる災害を防止し、都
民が安心して暮らすことができる
環境を守ることが引き続き必要

過去の実績に基づく委員報酬等の
見直しを図りながら、高圧ガス防
災訓練等を通じて高圧ガス事業者
の自主保安活動を促進

145
ダイオキシン
類監視（土
壌・地下水）

ダイオキシン類による汚染状態を
把握し、環境汚染及び健康被害の
防止を図ることが引き続き必要

過去の実績に基づく消耗品費等の
見直しを図りながら、都内の土壌
及び地下水の一般環境について、
ダイオキシン類の調査を継続実施

144
地下水汚染対
策

地下水の常時監視等で、汚染が判
明した場合、原因究明の調査を行
う必要があるが、近年、高濃度の
汚染は未発見

地下水汚染源の究明調査など、緊
急対応経費として計上している調
査費について、実績を踏まえた見
直しを図り、経費を縮減

143
微小粒子状物
質（ＰＭ2.5）
対策の推進

ＰＭ2.5の大気環境中における挙
動や二次生成機構の解明等、ＰＭ
2.5に係る科学的知見の更なる充
実を図ることが必要

過去の実績に基づく委託経費等の
見直しを図りながら、大気環境中
におけるＰＭ2.5の質量濃度分析
及び成分濃度調査を継続実施
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

期

期

期

2,215 

26,989 

2,933 

641 

8,891 

89,312 

4,191 

3,242 

26,653 

2,154 

619 

8,179 

94,036 

4,248 

156 開発規制

自然環境に及ぼす影響が大きい開
発行為から自然環境を保全するた
め、自然保護条例に基づく開発許
可制度の実効性の確保が必要

執行実績に応じた委託経費の見直
しを行いながら、条例に基づき許
可審査、指導等の取組を継続実施

155
保全地域の維
持管理

条例に基づき指定している保全地
域は都内に50地域あるが、全体的
に大径木化し隣接地に越境するな
どしており、管理者として良好な
保全地域を維持するための状況判
断をしつつ、維持管理が必要

条例に基づき貴重な自然の保護と
回復を図るため、必要経費の見直
しを行いつつ、良好な維持管理等
を継続実施

154
ダイオキシン
類監視（水
質）

環境基準の設定に伴い、東京都内
の河川及び内湾等におけるダイオ
キシン類等の汚染状況のモニタリ
ングの継続実施が必要

過去の実績に基づく委託経費の見
直しを図りながら、当該モニタリ
ングを継続実施

153
ダイオキシン
類規制指導
（水質）

「ダイオキシン類対策特別措置
法」に基づき、立入検査の際に採
取した検体の分析が必要

過去の実績に基づく委託経費の見
直しを図りながら、法に基づき立
入検査等を継続実施

152
野生鳥獣生息
管理

平成28年度に都内で初めて、野鳥
から高病原性鳥インフルエンザウ
イルスが検出され、29年度も同様
の事態となったため、今後も検出
に備えた体制が必要

当該ウイルスが検出された場合に
必要となる消耗品、サーベイラン
スのための委託等の規模を見直
し、体制を維持しつつ経費を縮減

151 鳥獣保護

鳥獣保護管理法に基づき鳥獣保護
管理員を設置しており、違法行為
の取締りや狩猟の適正指導等を行
うためには、当該管理員による、
現地での適切な聞き取り調査・確
認等が必要

野生鳥獣に係る行政対応において
は、現地での調査・確認等が必要
であるが、現状では担当職員が頻
繁に現地に赴くことは困難である
ため、執行実績を踏まえた経費縮
減を行いつつ、当該管理員による
現地での対応を実施

150
道路騒音振動
対策

騒音規制法に基づき、自動車騒音
の状況を常時監視し、自動車騒音
の防止を図ることが必要

常時監視に必要なシステム等に適
切な見直しを図りながら、多摩町
村部における幹線道路の自動車騒
音の状況を調査・推計し、環境基
準の達成状況を継続的に把握
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期 歳

期

期

期

1,428 

10,921 

45,155 

893 

2,434 

659 

150,203 

2,472 

7,839 

47,650 

698 

3,847 

659 

116,397 

163
中防庁舎等建
物維持管理

中防合同庁舎等の建物維持管理経
費について、実績を踏まえた適切
な規模への経費見直しが必要

電気料金等の光熱水費や設備保
守・清掃委託等に係る委託料の精
査を行い、経費を縮減

162 管理事務
埋立処分業務を円滑に実施するた
め、廃棄物埋立管理事務所の管理
事務に係る経費を計上

予算の適正執行を図るため、引き
続き、適切かつ効率的に事業を実
施

161
廃棄物審議会
の運営

資源循環に係る世界情勢への対応
及び東京2020大会のレガシー構築
に向け、更なる促進策を検討する
ことが必要

実績に基づき経費の見直しを図り
つつ、外部有識者等による議論を
進め、廃棄物の適正処理及び資源
循環施策を更に展開

160 車両維持管理
これまでガソリン車を庁有車とし
て使用していたが、更新において
は環境への配慮も検討が必要

リース満了の車両につき、ＺＥＶ
へ切替えることでガソリン利用量
を減らし、温室効果ガスの削減に
取り組むとともに、光熱水費を縮
減

159
工場用地に関
する財産収入
等

旧清掃局の時から継続して有償貸
付している清掃事業関連用地につ
いて、基準額に基づき賃料又は使
用料を徴収しており、賃料等の適
切な設定が必要

賃料及び使用料の単価を見直しつ
つ、財産の有効活用の観点から引
き続き適切に実施

158 ＯＡ管理

情報処理機器の管理業務につい
て、パソコン等の借上費用の実績
を踏まえた適切な規模への経費見
直しが必要

研修用パソコンの借上費用につい
て、直近の実績を踏まえた見直し
を図り、経費を縮減

157 緑化指導

都内における自然の回復やヒート
アイランド現象の緩和のために
は、都市の緑化の推進が不可欠で
あり、自然保護条例に基づく緑化
計画書制度の実効性の確保が必要

条例に基づき届出審査、指導等の
取組を継続実施するとともに、シ
ステム更新に当たり、安定した環
境で継続的に稼働できるよう適切
なＯＳ、ソフトウェアへ見直しを
実施
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福祉保健局

9,869 

24,266 

518,895 

34,947 

504,889 

37,917 

169
民間衛生検査
所精度管理

民間の衛生検査所における適切な
検査実施体制等を確保・維持する
ため、都による精度管理調査や監
視指導が必要

検査ニーズが高まっている項目を
適時適切に反映し都の監視指導体
制を充実することで、民間の衛生
検査所の検査精度の質的向上を推
進

37,009 

35,518 

168
医療法等施行
事務

平成29年度に公布された医療法改
正に伴い、医療機関のウェブサイ
トによる広告が規制の対象とな
り、虚偽や誇大広告に対する指導
等が必要

新たな規制に基づく医療監視を効
率的に実施するため、業務の集約
化や監視記録等の共有などのほ
か、公文書開示にも対応したシス
テムを導入

167
医療機関等に
対する指導検
査

法令に基づき、保険医療機関等に
おける適正な診療・調剤や、介護
保険の指定居宅サービスにおける
適正なサービス提供等を目的とし
て指導検査を実施しており、実績
等を踏まえた経費の適切な見積り
が必要

過去の実績を踏まえ、事務経費の
縮減を図った上で、引き続き、適
正な指導検査を実施

61,003 

26,300 

65,139 

166
児童福祉施設
等への指導検
査等

児童福祉施設、保護施設、認証保
育所及び認可外保育施設を対象と
して指導検査を実施しており、各
種別ごとに予算を計上している
が、より効率的な予算執行が必要

施設種別ごとの予算計上を見直
し、「児童福祉施設等への指導検
査等」の１事業に集約して予算を
計上することにより、効果的に事
業を施行

165
社会福祉統計
調査等

社会福祉に関する調査等を行うこ
とで、今後の福祉施策や国の厚生
行政の企画・運営に必要な基礎資
料を収集しており、毎年度調査規
模や項目により必要経費が変動

次年度の調査規模と項目につい
て、過去実施時の実績等に基づく
所要経費を予算計上し、適切に統
計調査事務を実施

9,907 

164 局管理事務

局事業の円滑な実施を図るため、
局全体及び総務部の管理事務費を
計上しているが、ネットワーク
ハードディスクのリース契約満了
を機に、効率的なネットワーク環
境への移行が必要

ネットワークハードディスクを既
存のファイルサーバに統合するこ
とで、後年度コストの削減ととも
に、機器の集約化によるセキュリ
ティの向上を実現
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期

期
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期

期

176 災害時訓練

首都直下地震等の災害に備え、病
院等による医療救護活動が円滑に
行えるよう、平時における訓練の
実施が必要

災害対策基本法や東京都地域防災
計画等に基づき、首都直下地震等
を想定した訓練を継続して実施

175
新生児医療担
当医確保支援
事業

ＮＩＣＵにおいて、容体の安定し
ない低出生体重児等への処置を担
当する新生児医療担当医は過酷な
勤務環境下にあり、医師の疲弊が
増大

当該担当医の処遇を改善し、その
安定的な確保を図るため、ＮＩＣ
Ｕで新生児を担当する医師に手当
を支給する医療機関を支援

24,246 

17,499 

16,174 

20,679 

174
産科医等確保
支援事業

都内の産科標榜医療施設数の減少
や高齢出産等のハイリスク分娩の
増加により、地域の産科医等の負
担が増大

産科医等の処遇を改善し、その確
保を図るため、分娩手当等を支給
する分娩取扱機関に対する支援を
実施するとともに、実績を踏まえ
経費を縮減

173
周産期医療情
報等

周産期医療を適切に提供するため
にも、都内の周産期母子医療セン
ター等の産科・新生児科の空床状
況等を常時照会できる「東京都周
産期医療情報システム」を安定的
に稼働できる環境の確保が重要

周産期医療情報ネットワークの要
となる当該システムの通信回線を
ＡＤＳＬ方式から光回線に切り替
えることで、本システムにおける
通信環境の一層の安定化を推進

102,748 

173,118 

93,513 

181,857 

172
周産期医療シ
ステムの整備

合併症妊娠や分娩時の新生児仮死
への対応など、緊急性が高いケー
スに対して短時間で適切な対応が
できる周産期医療体制の整備が必
要

出産前後の母体・胎児や新生児に
対する高度な医療を提供する周産
期母子医療センターの整備によ
り、都内における周産期医療体制
の確保を図るとともに、実績を踏
まえ経費を縮減

171
ヘリコプター
救急医療搬送
体制整備事業

東京消防庁のヘリコプターを活用
し、医師の同乗のもと機内で医療
を提供できる「東京型ドクターヘ
リ」事業等の運用に当たっては、
処置用の医療資器材の適切な配備
が重要

ヘリコプターに配備している医療
資器材の計画的な更新により、島
しょ地域の救急患者搬送体制を確
保することで、へき地における救
命率の向上と生命の安全を確保

10,045 

2,439 

4,495 

2,510 

170
保健所歯科保
健推進事業

障害者施設入所者など、障害の程
度が特に高く、地域の医療機関で
の歯科健診等が困難な者に対する
適切な支援が必要

障害者等が身近な地域で必要な歯
科保健医療サービスを受けられる
体制を整備するため、都保健所に
よる専門的、技術的支援を実施す
るとともに、実績を踏まえ経費を
縮減

10,002 

10,002 
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183
監察医務院管
理運営事業費

特別区内で発生した死因不明の急
性死や事故死等について、死体解
剖保存法に基づく死体の検案・解
剖を行い、その死因を明らかにす
ることで公衆衛生の向上等を図る
ことが必要

検案・解剖業務に必要な実施体制
の確保を図るとともに、実績を踏
まえ経費を縮減

412,927 

433,489 

182
災害拠点病院
事業

首都直下地震等の災害に備え、災
害時に発生する重篤・重症患者に
対する医療提供体制を確保するた
め、治療等に使用する医療資器材
等の適切な備蓄が必要

都内の災害拠点病院に備蓄してい
る医療資器材を計画的に更新する
ことで、発災時における医療機関
の機能低下を防ぐとともに、重
篤・重症患者に対して必要な医療
を確保

181
がん登録推進
事業

がん医療水準の向上のため、病院
内の診療録の収集や他の医療機関
との診療実績の比較などにより、
がん治療を効果的に実施すること
が必要

都内医療機関の院内がん登録デー
タの収集・分析や院内がん登録実
務者を対象とした研修の実施によ
り、都におけるがん医療水準の向
上を図るとともに、実績を踏まえ
経費を縮減

4,292 

114,359 

4,536 

101,881 

180
東京都がん対
策推進協議会

都におけるがん対策の総合的かつ
計画的な推進を図るため、分野ご
との課題を踏まえた施策の方向性
等について専門家等からの助言・
意見を踏まえた検討や取組に対す
る評価検証等が必要

当該協議会等において、取組の評
価や事業の進行を管理しつつ、東
京都がん診療連携拠点病院に係る
指定要件の見直し検討終了を踏ま
え、検討部会の開催規模等を縮小

179
へき地産科医
療機関運営費
補助

都内分娩取扱施設数の減少傾向を
踏まえ、へき地町村の産科医療提
供体制の安定的な確保が課題

身近な地域で安心して出産できる
環境を整備するため、へき地産科
医療機関の運営費を継続的に支援

45,620 

1,409 

45,620 

1,618 

178
画像電送シス
テム

医療体制の脆弱な島しょ地域の診
療所等に対し、本土の医療機関か
らの効率的な支援が必要

本土の医療機関と島しょ地域の診
療所間にⅩ線写真等が閲覧できる
画像伝送装置を設置し、本システ
ムを活用した診断支援や症例検討
を通じ、島しょ地域の医療水準を
向上

177
災害医療協議
会等

首都直下地震等の災害に備え、有
事の際に被災者の広域医療搬送拠
点となる羽田空港などに医療資器
材等の適切な備蓄が必要

医療資器材の保管方法の適正化や
災害時医療救護活動ガイドライン
の改訂により災害時の医療連携体
制を充実

32,536 

2,691 

17,443 

2,686 
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190
臓器移植等普
及啓発事業

臓器提供数が必要数より少ない状
況が続いており、臓器移植推進の
ため継続的に普及啓発等が必要

消費税増税の影響を踏まえて必要
額を計上し、引き続き効果的に事
業運営

189
患者会支援
（保健所分）

難病患者・家族の療養環境の整備
改善を図るため、患者会の運営支
援や講演会等を実施しており、実
績等を踏まえた経費の適切な見積
りが必要

消耗品費等について、実績を踏ま
えた見直しを図り、経費を縮減

781 

1,072 

786 

1,066 

188
在宅難病患者
療養相談指導
事業

専門医等への受診が困難な島しょ
地域の難病患者・家族に対する専
門医等による相談・指導を実施

事業実績に基づき適切な経費積算
を行い、引き続き事業運営体制を
維持

187
肝炎ウイルス
検診

区市町村が健康増進法に基づき、
40歳以上の未受診者を対象に実施
する肝炎ウイルス検診事業につい
て、国の要綱により補助を行って
いるが、受診者数減を踏まえた経
費の適切な見積りが必要

近年の受診者数の推移を踏まえ経
費精査を図った上で、引き続き区
市町村への補助を実施

252,504 

2,802 

288,376 

2,802 

186

東京都健康推
進プラン21
（第二次）の
推進

平成25年３月に策定した「東京都
健康推進プラン21（第二次）」の
最終評価を34年度に控えているこ
とから、目標達成に向けた実効性
ある施策の推進が必要

施策検討部会によりプランの着実
な推進体制を確保する一方で、中
間評価の作業終了を踏まえ部会の
開催回数を見直し、経費を縮減

185
地域保健関係
各種会議等

各種会議の運営等を通じ、二次医
療圏における地域保健医療施策の
総合的な推進を図ることが必要

平成30年度から35年度を計画年度
とする「地域保健医療推進プラ
ン」の策定作業終了を踏まえ、会
議開催規模を縮小

12,825 

18,179 

17,701 

18,264 

184
保健所建物維
持管理

地域の保健衛生行政の拠点である
保健所庁舎の円滑かつ効率的な維
持管理が必要

清掃等に係る委託料を実績を踏ま
えて節減の上、西多摩保健所新庁
舎竣工に伴う新旧二庁舎分の維持
管理経費について、必要額を精査
して計上

132,232 

128,730 
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197 嘱託医設置費

医療扶助の決定、実施に伴う専門
的判断及び必要な助言的指導を得
ることを目的に嘱託医を設置して
いるが、嘱託医を確保できておら
ず、実績等を踏まえた経費の適切
な見積りが必要

不在となっている三宅島嘱託医に
ついて、今後も確保に向けた取組
は継続しつつ、嘱託医報酬の経費
を精査するとともに、過去の実績
を踏まえ、交通費についても経費
を縮減

5,267 

6,421 

196

管理事務費
（国民健康保
険制度の運
営）

平成30年度から都が財政運営の責
任主体となったことを踏まえ、制
度の円滑な運営に係る経費等を適
切に見積もることが必要

第二期医療費適正化計画実績評価
終了に伴い、関係会議開催規模を
見直し、第三期医療費適正化計画
に基づく事業運営体制を確保

195
後期高齢者医
療審査会の運
営

後期高齢者医療給付に関する処分
等に係る審査請求について審理、
採決を行う審査会であり、定期的
開催が必要だが、実績等を踏まえ
た経費の適切な見積りが必要

審査会開催経費について、実績を
踏まえた見直しを図り、経費を縮
減

786 

24,869 

843 

26,366 

194 手当の支給

原子爆弾被害者に対し、「原子爆
弾被害者に対する援護に関する法
律」等に基づき、健康管理手当等
を支給しており、実績等を踏まえ
た経費の適切な見積りが必要

手当の支給に係る経費について、
実績を踏まえ精緻に見積もること
により、必要額を確保しつつ、経
費を縮減

193 血液対策

血液製剤の安定供給の確保及び適
正使用推進のため、安定的事業運
営が必要であるが、実績等を踏ま
えた経費の適切な見積りが必要

献血推進協議会等開催経費につい
て、実績を踏まえた見直しを図
り、経費を縮減

28,971 

2,599,055 

29,670 

2,724,359 

192 骨髄移植対策

骨髄移植対策推進に向けて、情報
交換・連絡調整等を行い、関係機
関の連携を確保するために推進協
議会等の開催が必要

国の動きに応じた迅速な対応を図
るため、引き続き必要な事業実施
体制を確保

191
腎臓移植組織
適合性検査費
助成

慢性腎不全患者が腎移植を希望
し、組織適合性検査をした場合の
検査費の助成を実施

移植を希望する方への検査費の助
成について、事業成果を踏まえ引
き続き必要な事業実施体制を確保

900 

80 

900 

80 
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204 慰霊祭

遺骨の引き取り手のない高齢者の
慰霊を行っているが、慰霊祭設営
委託等に係る経費について、実績
等を踏まえた適切な見積りが必要

過去の契約実績を踏まえた経費精
査を行い、経費を縮減した上で、
引き続き、円滑に事業を実施

203
管理事務費
（高齢社会対
策部）

高齢社会対策部所管事業の円滑な
実施に必要な管理事務経費を計上
しており、実績等を踏まえた適切
な見積りが必要

超過勤務縮減の実績を踏まえ、時
間外勤務手当等の経費精査を行
い、経費を縮減

315,386 

647 

319,922 

661 

202
介護福祉士等
修学資金の貸
与

新規貸付は平成21年度で終了して
いるが、返済中又は返済猶予中の
者等が残っているため、債権管理
事務を引き続き行っており、効率
的な執行体制の確保が課題

債権管理委託の予算額について、
過去の入札実績等を基に精査する
とともに、引き続き効率的に債権
管理事務を実施

201
福祉のまちづ
くりの普及・
推進

福祉のまちづくり推進協議会に係
る会議運営事務について、不用額
が発生しているため、効率的な予
算執行が課題

福祉のまちづくり推進協議会にお
ける評価ワーキングの開催の回数
について、実績を踏まえ、規模を
精査するとともに、引き続き効率
的に会議運営事務を実施

16,637 

2,635 

17,604 

2,935 

200
被保護者自立
促進事業

被保護者に対して、その自立支援
に要する就労支援経費等の一部を
支給しているが、実績等を踏まえ
た経費の適切な見積りが必要

就労支援経費等の予算額につい
て、過去の実績を基に精査すると
ともに、引き続き適切に事業を実
施

199
各種年金調査
進達等事務

特別弔慰金支給法に基づく特別弔
慰金の請求受付は、平成30年度末
で終了したが、次期の請求受付に
向け、紙台帳の劣化が課題

人材派遣職員の配置を終了し経費
を圧縮するとともに、次期請求受
付に向け、特別弔慰金等の紙台帳
をデータ化し、適切に事業を実施

10,440 

3,291 

21,144 

4,449 

198
指定医療機関
等の審査入力
事務委託

生活保護法等に基づく医療機関等
の指定に伴う事務処理を実施して
おり、実績等を踏まえた経費の適
切な見積りが必要

過去実績を積算に適切に反映さ
せ、事務処理委託料について、経
費を縮減

19,649 

20,244 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

211 診断指導費

一時保護所の入所児童数の増加に
伴い、精神医学的問題を有する児
童・親の数も増加しており、必要
な精神科医療の提供に課題

虐待を行った保護者へのカウンセ
リングなど、精神科医による診療
が適切に実施できる体制を充実

162,327 

157,687 

210
先天性代謝異
常等検査

知的障害・身体発育異常の原因と
なる、先天的な代謝異常やホルモ
ン異常を早期発見するために、検
査精度の向上が必要

予算額の精査を行う一方、検査精
度向上を図るため、関係機関が検
査運用上の諸問題等を協議・検討
する体制を構築

209
東京都児童福
祉審議会の運
営

児童福祉法第８条第１項に基づき
設置している東京都児童福祉審議
会について、開催状況を踏まえた
効率的な予算執行が課題

臨時会の開催規模の見直しを行
い、経費を縮減した上で、引き続
き、児童福祉行政の向上のため、
円滑な審議会を実施

12,826 

351,300 

14,123 

369,440 

208
産休病欠代替
職員費

養護老人ホームの職員等が産休等
で休業する場合の代替職員経費の
補助について、対象施設からの申
請が少なく、実績等を踏まえた経
費の適切な見積りが必要

過去の補助実績を踏まえた積算方
法の見直しを行い、経費を縮減

207
高齢者保健福
祉施策推進委
員会の運営

介護給付適正化に向け、要介護認
定の適正化以外の取組について分
析・検討を行っているが、要介護
認定の適正化の取組に係る検討に
ついては、別事業において実施

２事業の会議体を統合し、要介護
認定と介護給付の両面から分析を
行い、一体的に検討を行うこと
で、より効果的な介護給付の適正
化を推進

2,665 

361 

5,529 

523 

206
介護認定審査
会運営適正化
研修事業

区市町村職員を対象に要介護認定
の適正化に向けた取組を促進・支
援する研修を実施しており、実績
等を踏まえた経費の適切な見積り
が必要

過去の実績を踏まえ、研修資料の
印刷経費を見直し、適切に事業を
実施

205
離島等におけ
る介護保険支
援事業

「離島等サービス確保対策検討委
員会」を計画通り実施している
が、委員の出席状況を踏まえた経
費の適切な見積りが必要

過去の出席状況を勘案して、委員
会開催に係る経費の精査を行い、
経費を縮減

1,045 

208 

1,217 

261 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

期

期

期

218

心身障害者福
祉センターの
運営（管理事
務費）

心身障害者等に対する総合的な相
談や、社会適応のための処遇方針
等を総合的に判定し、適切な指導
及び援護を行っているが、効率的
な予算執行が必要

過去の実績を踏まえ、建物管理委
託及び光熱水費等の経費を精査
し、適切な事業を実施

217 知事表彰

障害者で自立し他の模範となる
者、障害者の自立支援に特に功績
のあった者について表彰を行って
いるが、実績を踏まえ、効率的な
予算執行が必要

公平性の更なる確保に向け、受賞
者の選定基準を見直し、適切な事
業を実施

398 

322,691 

398 

328,138 

216

あん摩、はり
師、きゅう師
等資格養成事
業

技術を有しないため自立が困難な
視覚障害者に対して、資格試験の
受験資格を付与する事業を行って
いるが、委託生の実績を踏まえ、
効率的な予算執行が必要

事業の周知方法を見直すことで委
託生を確保し、適切な事業を実施

215
東京都障害者
施策推進協議
会の運営

障害者施策の総合的かつ計画的な
推進について調査審議を行い、知
事への意見具申を行う協議会につ
いて、実施規模を踏まえ、効率的
な予算執行が必要

協議会の開催回数について規模の
見直しを行い、経費を縮減した上
で、引き続き、効率的に協議会を
実施

1,180 

27,000 

1,785 

27,000 

214
婦人相談員の
活動

支援を必要とする女性の相談は多
様化・複雑化しており、婦人相談
員の専門性向上が必要

婦人相談員の相談技法や問題解決
能力等の一層の向上を図り、支援
を必要とする女性のニーズに対応

213
児童養護施設
の助成

民間移譲を行った児童養護施設に
ついて、建物維持管理経費の負担
によって利用者サービスの低下を
招かないよう、運営法人への支援
が必要

引き続き利用者に対する質の高い
サービスの提供と良好な施設・設
備維持管理を支援

3,371 

329 

2,705 

309 

212
医療機関にお
ける虐待対応
力強化事業

虐待のある家庭を早期かつ的確に
支援できるよう、医療機関での虐
待案件の迅速な初期対応等、緊急
対応体制の強化が必要

経費精査を行った上で、引き続き
医療機関での虐待に対する組織的
な体制整備を促進

2,014 

2,145 

－139－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

225

保健所精神保
健福祉事業
（相談・指導
事業）

市町村における専門医・保健師等
では対応が困難な精神障害者等を
対象とした相談・指導や薬物依存
等の精神保健係福祉に関する専門
的な相談を行っており、効率的な
予算執行が必要

外部講師を招へいした事例検討会
について、過去の実施規模を踏ま
え、経費を精査し、適切な事業を
実施

15,569 

16,632 

224
社会復帰促進
事業（保健所
分）

精神障害者保健福祉対策の充実と
地域住民の「心の健康」の保持・
増進及び地域の精神障害者の自立
と社会復帰の促進を行っている
が、効率的な予算執行が必要

過去の実績を踏まえ、社会復帰に
向けたグループワーク活動に係る
経費等を精査し、適切な事業を実
施

223 小児患者診査

医療費助成の申請のあった小児精
神疾患患者について、医療費助成
の可否の審議を行っているが、審
査会について、実施規模を踏まえ
効率的な予算執行が必要

過去の実績を踏まえ、審査会開催
経費を精査しつつ、必要な実施体
制を確保

1,493 

10,436 

1,493 

10,514 

222

府中療育セン
ターの運営
（事業費・患
者費）

府中療育センターでは、重症心身
障害児を入所・保護するととも
に、治療及び日常生活の指導を
行っているが、効率的な予算執行
が必要

円滑な運営を図るため、過去の実
績を踏まえて経費を精査し、適切
な事業を実施

221

北療育医療セ
ンター城北分
園の運営（事
業費・患者
費）

北療育医療センター城北分園で
は、重症心身障害児の治療及び日
常生活の指導を行っているが、効
率的な予算執行が必要

円滑な運営を図るため、過去の実
績を踏まえて経費を精査し、適切
な事業を実施

24,095 

399,228 

24,391 

418,278 

220

北療育医療セ
ンター城南分
園の運営（事
業費・患者
費）

北療育医療センター城南分園で
は、重症心身障害児の治療及び日
常生活の指導を行っているが、効
率的な予算執行が必要

円滑な運営を図るため、過去の実
績を踏まえて経費を精査し、適切
な事業を実施

219

北療育医療セ
ンターの運営
（事業費・患
者費）

北療育医療センターでは、重症心
身障害児を入所・保護するととも
に、治療及び日常生活の指導を
行っているが、効率的な予算執行
が必要

円滑な運営を図るため、過去の実
績を踏まえて経費を精査し、適切
な事業を実施

236,873 

21,021 

244,342 

21,314 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

期

期

232

健康安全研究
センター管理
運営（依頼検
査）

都民、各種法人及び特別区からの
依頼に基づき、手数料を徴収して
衛生検査を実施しているが、一定
数の依頼が継続

今後も都民等からのニーズが見込
まれることから、引き続き衛生検
査を実施し、都民等からの依頼に
的確に対応

231

健康安全研究
センター管理
運営（備品整
備）

試験・検査に必要な備品をリース
等により確保しているが、検査機
器の老朽化により、検査水準の維
持、検査体制の確保が困難になる
とともに、昆虫等による健康危機
防止のための検査体制が不足

実績を踏まえた経費精査を行いつ
つ、検査機器を更新し、検査水準
を維持するとともに、遺伝子塩基
配列解析システムを新規導入し、
分子生物学的手法による昆虫等の
同定を適切・迅速に実施

469,477 

32,195 

462,501 

31,757 

230 食肉衛生検査

と畜場法に基づき牛、豚等につい
て１頭毎に検査を行い食用の適否
を判定しているが、食肉衛生検査
システムの老朽化による故障が頻
発しているとともに、牛白血病発
生数が急増

実績を踏まえた経費精査を行いつ
つ、システムの更新及び検査機器
の増設により、確実な検査業務及
び迅速な情報提供体制を維持

229 市場衛生検査

市場内の違反食品や不良食品の製
造・流通を防止するため、監視指
導や検査を実施しているが、機器
の経年劣化・性能限界により、食
品に含まれる農薬検査に支障が発
生

実績を踏まえた経費精査を行いつ
つ、トリプル四重極型ガスクロマ
トグラフ質量分析計を導入し、違
反事例を効果的に発見し迅速に対
応

100,889 

131,002 

104,359 

147,683 

228
精神障害者社
会適応訓練事
業

精神障害者が地域社会で生活する
ことを目的として、精神障害者の
地域生活支援に理解のある事業所
において就労訓練等を行っている
が、訓練の実績を踏まえ、効率的
な予算執行が必要

訓練の実施規模について見直しを
行い、経費を縮減した上で、引き
続き、精神障害者の地域生活支援
を実施

227
精神保健福祉
センター管理
事務費

都民の精神保健の向上並びに精神
障害者の医療の充実、社会復帰の
促進及び福祉の増進を図る事業を
行っているが、効率的な予算執行
が必要

過去の実績を踏まえ、建物維持管
理費や印刷経費等を精査し、適切
な事業を実施

60,721 

13,657 

75,558 

18,705 

226
中部総合精神
保健福祉セン
ターの運営

精神保健福祉活動の技術的中核機
関として、都民の精神保健の向上
並びに精神障害者の医療の充実、
社会復帰の促進及び福祉の増進を
図る事業を行っているが、効率的
な予算執行が必要

円滑かつ効率的なセンターの運営
を図るため、過去の実績を踏まえ
て経費を精査し、適切な事業を実
施

64,634 

76,939 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

病院経営本部

238

東京都がん検
診センター土
地使用料の見
直し

東京都がん検診センターの土地使
用料については、土地評価額に基
づき土地使用料を決定しており、
評価額の傾向変動を踏まえた、適
切な所要額の見積りが課題

当該土地使用料について、地価動
向を踏まえ積算方法の見直しを図
ることにより、経費を縮減

237 管理事務費

東京都保健医療公社所管病院の運
営に係る管理事務費について、こ
れまでの執行状況及び今後の公社
病院を取り巻く状況を踏まえた、
適切な所要額の見積りが課題

公社病院の効率的な運営に向け、
管理事務費の精査・見直しを図る
ことにより、経費を縮減

12,241 

13,755 

12,622 

13,775 

236
エイズ専門家
会議等

エイズ及びＨＩＶ感染防止に関す
る対策を効果的に推進するため
に、専門家会議を運営している
が、実績等を踏まえた経費の適切
な見積りが必要

両対策に関する施策を取りまとめ
た「エイズ対策の新たな展開」の
改定状況を踏まえ、会議開催回数
を見直し、経費を縮減

235 救済措置

予防接種により疾病にかかり、障
害の状態となり又は死亡した場合
において、厚生労働大臣の認定に
より各種給付を行っているが、対
象者数の正確な予測が困難

近年の給付実績を基に積算内容を
見直すことにより、経費を縮減

232,881 

693 

255,098 

1,774 

234
動物愛護管理
審議会

動物愛護管理推進計画の中間見直
し等の審議を行うため、審議会を
運営しているが、実績等を踏まえ
た経費の適切な見積りが必要

当該審議会の審議の進展を踏ま
え、同審議会の開催回数を見直
し、経費を縮減

233 各種委員会

興行場営業、旅館業、公衆浴場
業、理容業、美容業、クリーニン
グ業等に関する衛生上必要な措置
の基準などの施行に関する事項を
所管する審議会を運営しており、
実績等を踏まえた経費の適切な見
積りが必要

旅館業の設備構造基準や浴槽水の
衛生措置等に関する審議状況を踏
まえ、審議会の開催回数を見直
し、経費を縮減

100 

1,032 

472 

1,709 
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予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

期

期

期

産業労働局

244
地域中小企業
振興センター
建物維持管理

地域中小企業振興センターの建
物・設備の維持管理を実施してお
り、実績等を踏まえた経費の適切
な見積りが必要

建物・設備の維持管理に必要な経
費を精査の上、引き続き経費削減
に努めながら、本事業を実施

243
中小企業地域
資源活用促進
事業

地域の魅力ある資源を活かし、地
域経済の活性化を図るため、地域
の強みとなり得る都内の「地域産
業資源」の指定、「地域産業資源
活用事業計画」の認定への意見付
与等を実施

本事業は、中小企業が「中小企業
による地域産業資源を活用した事
業活動の促進に関する法律」に基
づいて国の認定を受けるに当た
り、都が関与することが必要な事
業であるため、引き続き実施

352 

177,542 

352 

175,313 

242
産学公連携事
業

中小企業の先端技術への対応力及
び技術開発力の向上のために産学
公連携活動の推進、普及啓発を実
施

産学公連携の一定の普及啓発は進
んだことから本事業を終了し、今
後は「次世代イノベーション創出
プロジェクト2020」等で産学公が
連携した技術・製品開発を支援

241
取引適正化推
進

経営基盤の弱い下請中小企業の経
営を支援するために、パンフレッ
ト配布や協議会の開催等を通じ
て、下請中小企業振興法や下請代
金支払遅延等防止法の普及啓発、
苦情等の情報収集を実施

下請中小企業の経営基盤は脆弱で
あることから、引き続き支援体制
を維持

1,635 

- 

1,635 

900 

240
管理事務費
（商工業振興
施策）

商工業振興施策を推進するための
管理事務を実施しており、効率的
かつ着実な事業実施が必要

当該施策に係る管理運営につい
て、適切に必要経費を計上し、引
き続き着実に実施

239 局管理事務

各部の事業運営をサポートするた
めの企画、予算、人事に係る管理
事務を実施しており、平成31年度
は通年での日本貿易振興機構海外
事務所派遣とファイルサーバの業
務システム更改への対応が必要

局管理事務に係る経費について、
実績を踏まえた見直しにより経費
を縮減しつつ、通年での海外派遣
及び業務システム更改に対応する
ための経費を計上

314,582 

75,500 

316,755 

75,500 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

期

期

251
畑地灌漑施設
等実態調査

農業用水の取水施設や水路の実態
と問題点を把握し、適切な維持管
理を実現するために調査を実施し
ているが、管理者不明の農業用水
の実態が未把握

管理者不明の農業用水発生により
生じる問題の把握、農業用水取水
実態調査における受益地の調査精
度の担保等を目的として、引き続
き事業を実施

2,462 

2,421 

250 農地相談
農地法に基づく許認可事務等を実
施しており、法改正等が生じた際
にも適切な対応が必要

当該法の適切な執行が行われるよ
う農林水産省や農業委員会などと
も連携し、経費精査を図った上
で、引き続き事業を実施

249
宿泊業活性化
対策

都内宿泊事業者で構成される団体
が取り組む旅行者の誘致や宿泊施
設の受入態勢整備等に対して支援
が必要

引き続き団体の取組を支援するこ
とで、宿泊施設全体のレベルアッ
プを図り、旅行者の利便性や宿泊
施設のサービスを向上

10,000 

830 

10,000 

833 

248
アニメアーカ
イブ事業

貴重なアニメ制作資料であるフィ
ルム等を保管し、一部を観光資源
として活用しているが、展示可能
な資料が限定

引き続き良好な状態での保管に向
け、経費の精査を図るとともに、
保管資料以外の作品についても、
保管資料と併せて展示すること
で、誘客効果を向上

247
貸金業の指導
監督

貸金業の登録事務の効率的運用に
向けたシステム改修への対応や、
登録業者の業務の更なる適正化に
向けた取組の強化が必要

貸金業利用者に対する啓発宣伝活
動において対象や規模を見直すと
ともに、システム改修や業者の一
層の資質向上を図るための新たな
取組を実施

76,006 

3,135 

73,755 

3,691 

246
債権管理の適
正化

債権管理業務の適切かつ効率的な
運用を図るため、債権管理システ
ムの利便性向上や仮想化等への対
応が必要

所要のシステム関係経費を計上す
るに当たり、その他の事務経費を
縮減

245

産業サポート
スクエア・Ｔ
ＡＭＡ建物維
持管理

産業サポートスクエア・ＴＡＭＡ
における多摩テクノプラザ及び経
営サポート館の建物・設備に係る
維持管理を実施しており、実績等
を踏まえた経費の適切な見積りが
必要

建物・設備の維持管理に必要な経
費を精査の上、引き続き経費削減
に努めながら、本事業を実施

113,909 

18,909 

114,428 

18,959 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

期

期

258 種苗確保等
平成８年度に植樹祭を行った中央
防波堤内側植林地について、育樹
祭に向けて会場の管理を実施

平成30年度の育樹祭終了後、会場
跡地については港湾局に移管の
上、管理を終了

257 森林審議会

森林法に基づき、森林審議会を設
置し、森林行政の重要案件を技術
的、専門的観点で審議の上、知事
に答申を行っているが、近年では
毎年審議事案が発生

本事業は法令に基づき実施するも
のであり、審議事案が継続的に生
じていることから、引き続き事業
を実施

790 

4,495 

808 

5,324 

256
経営所得安定
対策等の推進

米穀、麦等の重要な農作物に係る
農業者に対し、国内外の格差補正
等の緩和のため交付金を交付して
いるが、農業者の経営は未だ不安
定

国の施策が継続しており、交付金
対象者も存在していることから、
経費精査を図った上で、引き続き
事業を実施

255
野菜供給確保
対策事業

生産や消費面で重要な野菜を対象
として、市場価格が保証基準額を
下回った場合に価格差の補填を
行っており、予算額の算出に必要
な交付予約数量の算定が課題

事業対象野菜を生産しているが、
本事業への申請が見込まれない地
域については予約数量に加算しな
いなど、実態に即した見込数量に
よる見積額を算定

4,696 

758 

7,179 

899 

254 家畜防疫

家畜伝染病予防法に基づき、家畜
伝染病の発生予防及びまん延防止
措置を実施しているが、定期検査
の対象疾病が変更

清浄性確認サーベイランス実施に
伴い、ブルセラ病及び結核病を定
期検査の対象から臨時の検査の対
象に移行したことを踏まえ、経費
の精査を図った上で、引き続き事
業を実施

253
地域防疫清浄
化対策

ヨーネ病等の清浄化を図るため、
防疫対策、清浄化推進協議会の設
置・開催をするものの、各種疾病
は依然発生

家畜伝染病予防法や、各種疾病が
発生している状況を踏まえ、経費
精査を図った上で、引き続き事業
を実施

1,927 

7,384 

2,240 

7,890 

252
農産物安全確
保調査分析

都内産農産物の放射性物質汚染を
確認し、適切な対応を行うため、
放射性物質の検査を実施してお
り、実績等を踏まえた経費の適切
な見積りが必要

都内産農作物における放射性物質
の分析値は近年基準値未満であ
り、多くが検出限界値未満である
ため、検体数の見直しを図り、経
費を縮減

9,826 

12,177 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

期

期

265
雇用・就業対
策審議会

雇用、就業の促進及び職業能力の
開発並びに労使関係の安定を図る
ための知事の附属機関として、
「東京都雇用・就業対策審議会」
を設置しており、実績等を踏まえ
た経費の適切な見積りが必要

審議会運営に要する経費を確保し
つつ、近年の開催状況を踏まえ、
経費を縮減

1,777 

2,838 

264
若年者就業推
進ネットワー
ク会議等

産業界・教育界・行政・民間団体
が連携し、東京都の若年者就業施
策全般に関して検討する場とし
て、平成19年度に設置されたが、
近年の雇用情勢の改善により、議
題も各機関の事業紹介等が中心と
なるなど形式化

各機関が支援策を効果的に実施す
るためにも、本会議を通じて構築
されたネットワークを維持するこ
とは重要であり、今後の事業展開
につながるよう、現在の雇用情勢
を踏まえつつ会議を再構築

263
雇用・就業情
報の収集・提
供

都の実情に合った雇用就業対策を
実施するため、国や区市町村、使
用者団体等と情報・意見交換を実
施しており、実績等を踏まえた経
費の適切な見積りが必要

地域雇用就業促進対策会議につい
て、会議運営に必要な経費を確保
しつつ、近年の開催状況を踏ま
え、経費を縮減

9,058 

284 

9,232 

442 

262
畜産指導所建
物維持管理

畜産指導所の建物維持管理を実施
しているが、平成29年度末に閉鎖
しており、それに伴う対応が必要

畜産指導所は平成29年度末に閉鎖
したが、活用方法が決定するまで
の期間、経費精査を図った上で、
必要最低限の維持管理を実施

261 漁業調査指導

広域海域、伊豆諸島北部及び南部
海域における各種調査指導を漁業
調査指導船「みやこ」、「やし
お」、「たくなん」を運航して実
施しており、漁業秩序の確立と維
持が必要

漁業情報等の提供、水産重要種の
資源管理方策の確立と各種データ
の収集・提供及び入会漁場取締の
ため、燃料費等の経費精査を図っ
た上で、新たに竣工する船舶を含
めた経費を計上し、引き続き事業
を実施

126,933 

5,046 

122,850 

5,108 

260
ぎょしょく普
及事業

東京の水産物・水産業を介した食
育活動を教育現場やホームページ
にて実施しているが、都民の理解
は依然として不足

平成27年度より運用しているホー
ムページのアクセス件数は順調に
伸びており、情報発信効果が認め
られることから引き続き事業を実
施

259
漁場の荒廃・
海の異変対策

漁業者のサメ防除に要する経費負
担の軽減を目的として補助事業を
行っているが、回遊魚であるサメ
根絶は困難であり、毎年被害が発
生

サメの食害や出現による操業中止
などの被害を減らし漁業者の経営
を安定させるため、経費の精査を
図った上で、引き続き事業を実施

3,924 

845 

4,406 

845 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

期

期

271
ものづくり教
育支援プログ
ラムの推進

職業能力開発センターの資源を活
用し、学校教育機関等と連携し
て、「ものづくり教育支援プログ
ラム」を推進する中で、高校生向
け実習講座を実施しているが、本
講座に対する高校教育現場からの
需要が増加傾向

高校生向け実習講座について、近
年の実績と教育現場からのニーズ
を踏まえ規模を拡充し、高校生の
ものづくりへの意識向上を促進

4,399 

3,619 

270
職業能力開発
センター等管
理運営事務

職業能力開発センター等の管理運
営を実施しており、実績等を踏ま
えた経費の適切な見積りが必要

実績に基づき管理事務費を精査し
つつ、引き続き適正な管理運営を
実施

269
東京障害者職
業能力開発校
維持管理

東京障害者職業能力開発校におけ
る建物環境の維持管理を実施して
おり、実績等を踏まえた経費の適
切な見積りが必要

実績に基づき維持管理に必要な経
費を精査しつつ、引き続き適正な
施設管理を実施

49,798 

123,780 

50,284 

127,114 

268
職業能力開発
センター建物
維持管理

職業能力開発センターの建物維持
管理において、施設の老朽化によ
る修繕等が増加傾向

施設の適正な管理を行うことで経
費を精査しつつ、老朽化による修
繕費用など必要な経費を確保

267

島しょ地域に
おける勤労者
福祉支援事業
の助成

島しょ地域の町村に設置されてい
る勤労者福祉の維持・向上のため
の施設である勤労者福祉会館の自
律的な運営に向けて、都が経費の
一部を補助

各町村の財政状況や施設の体制整
備状況を踏まえながら、自律的な
運営となるよう支援を実施し、八
丈町については、自律的運営に移
行

40,819 

461,162 

60,688 

472,854 

266

中小企業勤労
者福祉サービ
スセンター事
業

中小企業勤労者と大企業勤労者と
の労働福祉格差を是正し、中小企
業勤労者が生涯にわたり豊かで充
実した生活を送ることができるよ
う、区市による中小企業勤労者福
祉サービスセンターの設立・運営
を支援

これまでに都内31区市において勤
労者へ直接支援を提供する拠点が
設置され、今後も活動を継続する
必要性があることから、都として
も引き続き側面的支援を実施

728 

728 
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期

期

期

期
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建設局

277
道路パトロー
ルカー

道路を適正な状態に保つため、是
正指導を行う監察業務に必要な道
路パトロールカーの運用経費につ
いて、過去の実績等を踏まえた経
費の精査が必要

車両運用経費について、実績を踏
まえ必要経費を精査したことによ
り、経費を縮減

11,883 

15,924 

276 道路認定
一般都道等の認定手続に必要な経
費について、過去の実績等を踏ま
えた経費の精査が必要

事務経費等について、実績を踏ま
え必要経費を精査したことによ
り、経費を縮減

275

土木技術研修
におけるバス
借上等の見直
し

土木技術研修におけるバス借上等
について、過去の実績等を踏まえ
た経費の精査が必要

過去の決算額及び使用実績を踏ま
え、必要経費を精査したことによ
り、経費を縮減

438 

704 

575 

699 

274 庁舎負担金

合同庁舎に入居する建設事務所の
庁舎利用に係る負担金について、
過去の実績等を踏まえた経費の精
査が必要

庁舎負担金について、利用実績を
踏まえ見直しを図ることにより、
経費を縮減

273 局研修

若手職員の増加や人材の多様化等
によりＯＪＴを含めた人材育成の
重要性が高まっている状況を踏ま
え、より効率的な研修の実施が必
要

現行の研修カリキュラムの見直し
を行い研修内容を充実させるとと
もに、既存メニューの再構築等に
より効率的な研修を実施

7,650 

60,286 

7,650 

61,374 

272
地理情報シス
テム運用支援
委託

地理情報システムにおけるしゅん
工図書のデータ登録について、現
在は職員が行っているが、データ
量が多いため、システム登録方法
の見直しが必要

しゅん工図書データ登録業務を委
託化することで、多くの情報を集
積させ、現場の状況把握の円滑化
を実現

6,583 

4,763 
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284 河川監察

河川区域及び河川施設を適正な状
態に保つため、河川監察を行って
いるが、実績に応じた必要経費の
精査が必要

河川監察に係る監察船及び監察車
の燃料費について、使用実績を踏
まえて見直しを図ることにより、
経費を縮減

283
水門及排水機
場

水門・排水機場の機能を最大限発
揮させるためには、日常の維持管
理が重要である一方で、現在進め
ている耐震・耐水事業の工事に合
わせた維持管理経費の縮減に向け
た検討が課題

門扉のステンレス化を進め、門扉
塗装を不要とすることで、維持管
理経費を縮減

36,015 

85,983 

36,539 

90,212 

282
護岸等維持補
修

護岸・堤防を適正な状態に保つた
め、維持・補修工事を実施してい
るが、実績に応じた必要経費の精
査が必要

護岸・堤防の維持・補修工事につ
いて、実績を踏まえて見直しを図
ることにより、経費を縮減

281
ライトアップ
灯具清掃委託

隅田川地域は夜間景観の重点エリ
アに設定されているが、臨海部の
橋梁は、鳥のフン害により、地域
住民からの清掃依頼も多く、より
良好な状態に保つために清掃頻度
の見直しが必要

ライトアップ灯具清掃事業につい
て、需要に応じて５年に１回から
年１回に作業頻度を見直すこと
で、より良い夜間景観の魅力向上
を実現

6,269 

355,033 

755 

391,099 

280 地下道

地下自動車道及び地下横断施設の
維持管理に必要な経費について、
過去の実績等を踏まえた経費の精
査が必要

維持管理経費について、実績を踏
まえ必要経費を精査したことによ
り、経費を縮減

279
道路管理用住
宅地図の更新

現在、通報対応や占用申請受付時
の場所確認等に使用している住宅
地図は、前回の修正から５年が経
過し現状との乖離が進んでおり、
的確かつ迅速な都民対応を実現す
るため、地図情報の更新が必要

地図情報の更新を行い、通報対応
等に活用することにより、的確か
つ迅速な都民対応を実現

10,143 

1,047,073 

- 

1,140,860 

278

駐車場管理事
業に係る委員
会運営経費の
見直し

指定管理者評価委員会における外
部委員への謝礼等について、過去
の実績等を踏まえた経費の精査が
必要

委員報酬等について、実績を踏ま
え必要経費を精査したことによ
り、経費を縮減

872 

1,000 

－149－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

291
直営公園光熱
水費の見直し

上野恩賜公園と井の頭恩賜公園の
光熱水費について、過去の実績等
を踏まえた精査が必要

各公園内で節水の注意喚起を徹底
したことによる直営公園の水道使
用量の実績減を踏まえ、必要経費
を精査し、経費を縮減

80,373 

80,619 

290

スポーツ施設
予約管理シス
テム回線使用
料の見直し

現在、スポーツ施設予約センター
の回線は、電話線がアナログ回
線、インターネットが光回線の２
回線を使用している状態であり、
効率的な維持管理のために回線の
統一化が必要

電話機のリース更新にあわせて、
回線を光回線に統一することによ
り、経費を縮減

289
戸田橋実験棟
の光熱水費の
見直し

戸田橋実験棟における光熱水費に
ついて、過去の実績等を踏まえた
経費の精査が必要

使用実績を踏まえ、必要経費を精
査したことにより、経費を縮減

811 

3,626 

916 

3,644 

288

特別教育（酸
欠技能講習・
低圧電気取扱
特別教育）

電気設備に関する工事監督業務等
の際に、労働安全衛生規則に基づ
いた適切な安全対策を講じる必要
があり、職員の知識習得が必要

酸欠技能講習、低圧電気取扱特別
教育などの労働安全衛生規則に基
づく特別教育を受講することで、
工事・保守の監督業務・緊急時の
対応を適確に実施

287
建設局認証管
理システム運
用支援

ファイルサーバ等へのアクセス権
設定について、人事異動等の繁忙
期に円滑に設定変更業務を実施す
ることが課題

アクセス権設定作業を委託化する
ことで、繁忙期においても円滑な
設定変更を実現

4,448 

550 

3,759 

- 

286
霊園葬儀所管
理事務費の見
直し

消耗品、資料の印刷等に要する経
費について、過去の実績等を踏ま
えた経費の精査が必要

ペーパーレス会議の開催により、
資料の印刷部数が削減された状況
を踏まえ、必要経費を精査し、経
費を縮減

285
使用許可証等
の印刷経費の
見直し

霊園葬祭施設の使用者への使用許
可証の印刷等に要する経費につい
て、実績に応じた精査が必要

印刷経費等について、過去の実績
等を踏まえ、必要経費を精査し、
経費を縮減

2,228 

3,324 

2,291 

4,655 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

港湾局

297
東京港建設事
務所庁舎清掃
委託

庁舎内の良好な環境の保持を目的
とした清掃業務等について、効果
的かつ効率的に執行していくこと
が必要

清掃委託について、過去の実績を
基に見直しを行うことにより、経
費を縮減

7,100 

8,310 

296
審議会資料の
印刷

資料のペーパーレス化の取組を進
めている中、港湾審議会運営につ
いても紙資源の節約が必要

過去の実績を基に紙資料の精査等
の見直しを行うことにより、経費
を縮減

295

東京港建設事
務所等管理事
務に係る消耗
品の購入

資料のペーパーレス化の取組を進
めている中、東京港管理事業につ
いても紙資源の節約が必要

過去の実績を基に紙資料の精査等
の見直しを行うことにより、経費
を縮減

2,991 

70 

3,384 

102 

294
霊園管理料の
納入方法

霊園管理料の口座振替納付への移
行は、使用者の納付忘れを防ぎ、
確実な納付が見込まれることが利
点だが、使用者全体の５割程度の
普及に留まっており、更なる普及
推進が課題

引き続き納入通知書送付時に口座
振替への移行を推進するお知らせ
を同封するなどの広報活動を実施
し、口座振替への移行を促進する
とともに、必要経費を精査し、経
費を縮減

293
公園管理事務
の見直し

公園管理事務に係る職員の出張に
要する経費について、過去の実績
等を踏まえた精査が必要

計画的・効率的な出張による旅費
実績を踏まえ、必要経費を精査
し、経費を縮減

1,378 

1,598 

1,442 

1,625 

292

入場券（夢の
島熱帯植物
館）の印刷経
費の見直し

夢の島熱帯植物館の入場券の印刷
経費について、過去の実績等を踏
まえた精査が必要

東京2020大会会場整備に伴う、工
事区域の拡大により、熱帯植物館
の入館者が減少している状況を踏
まえ、必要経費を精査し、経費を
縮減

219 

233 

－151－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

304
夢の島マリー
ナ改修等

海洋性レクリエーション等の振興
と東京港内の水域利用の適正化を
図るため、夢の島マリーナを公募
により選定した民間事業者に貸し
付け、効率的な運営を図る一方、
都による施設の適切な維持修繕が
必要

利用者に対するサービス向上を図
るため、引き続き民間事業者への
貸付を継続するとともに、修繕経
費については実績を基に積算の見
直しを行うことにより、経費を縮
減

303

港湾統計調査
（データ収
集・入力業
務）

東京港の港勢等の調査や、統計法
に基づく法定受託事務として基幹
統計等に必要な統計資料等を作成
しており、実績等を踏まえた経費
の適切な見積りが必要

統計作業業務委託に係る経費につ
いて、過去の実績を基に見直しを
行うことにより、経費を縮減

25,682 

45,963 

26,856 

51,146 

302
水面監視等
（船舶用燃
料）

東京港の水域内における船舶の航
行安全を図るため水面監視業務に
従事する船舶の維持管理費等を計
上しており、実績等を踏まえた適
切な見積りが必要

水面監視業務に従事する監視艇及
び指揮艇の燃料費について、過去
の実績を基に見直しを行うことに
より、経費を縮減

301
船舶維持修繕
（清掃船）

東京港内における船舶の航行安全
と水域環境の保全を図ることを目
的として海面清掃に従事する船舶
について、維持修繕等を定期的に
実施しており、実績等を踏まえた
経費の適切な見積りが必要

清掃船の修繕費について、過去の
実績を基に見直しを行うことによ
り、経費を縮減

38,014 

13,370 

49,140 

14,575 

300 ふ頭施設清掃

一般都民の往来が多いふ頭施設を
良好な環境に維持するため、施設
の清掃を定期的に実施しており、
実績等を踏まえた経費の適切な見
積りが必要

清掃委託について、過去の実績を
基に見直しを行うことにより、経
費を縮減

299
直営しゅんせ
つ

東京港内水域の計画水深を適切に
維持し、船舶航行の安全を図るた
め、直営維持しゅんせつ事業の計
画的かつ効率的な実施が必要

現場条件の差異により、当初計画
より工期を要することが判明した
ため、計画期間を１年延長すると
ともに、実績に基づき船舶維持費
等を適切に計上し、引き続き確実
な工事を実施

255,069 

1,485 

250,213 

2,311 

298
東京港建設事
務所等庁舎維
持補修

庁舎設備の安全維持と良好な環境
を保持するための維持補修につい
て、効果的かつ効率的に執行して
いくことが必要

確実な執行体制を確保するための
予算を計上するとともに、過去の
実績を基に見直しを行うことによ
り、経費を縮減

6,466 

7,655 

－152－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

311
高潮対策セン
ター等建物維
持補修

臨海部の市街地を津波、高潮、波
浪等から防護するため、高潮対策
センター及び各種海岸保全施設を
整備しており、主要な水門、排水
機場は主に昭和30年から40年代に
整備されているため、経年劣化へ
の対応が必要

発災時の運用に支障をきたすおそ
れのある設備や漏水箇所の補修経
費について、過去の実績を基に見
直しを行うことにより、経費を縮
減

3,378 

5,969 

310

高潮防災セン
ター等の管理
に係る消耗品
の購入

高潮対策センター及び遠方監視シ
ステムについて、発災時の確実か
つ効率的なシステム操作及び情報
伝達を行うため、必要な消耗品類
の調達及び一定量の備蓄が必要

常時保有している消耗品類につい
て、種類ごとにライフサイクルを
見直し、購入予定の種類や数量の
精査を行うことにより、経費を縮
減

309
海上公園事業
に係る印刷物
作成

港湾法及び東京都海上公園条例に
基づく海上公園の計画図や海上公
園のＰＲパンフレット等を印刷し
ており、実績等を踏まえた経費の
適切な見積りが必要

印刷部数を増刷するとともに、各
種印刷物の単価を見直すことによ
り、経費を縮減

1,470 

3,739 

1,623 

3,987 

308
水路等しゅん
せつ

葛西海浜公園に隣接する水路は、
付近を航行する小型船舶の重要な
通路となっており、航行安全の確
保及び公園の安全管理のため、河
川から流入する土砂の計画的かつ
効率的なしゅんせつが必要

しゅんせつ工事の実施に当たり、
土砂の堆積状況の把握に必要な深
浅測量等調査経費を計上するとと
もに、工事の必要規模を精査し、
経費を縮減

307
トンネル照明
維持管理

港湾局が所管する臨海トンネル及
び第二航路トンネル内の交通安全
確保のため、着実かつ効率的な照
明設備の維持管理が必要

今後の照明の省エネルギー化予定
を踏まえ、照明設備の維持管理業
務に必要な作業量を精査すること
により、経費を縮減

14,102 

103,605 

53,387 

116,595 

306
建物維持管理
費（ふ頭運
営）

ふ頭運営業務に従事する職員が勤
務する庁舎等の維持管理を実施し
ており、実績等を踏まえた経費の
適切な見積りが必要

庁舎の光熱水費等について、過去
の実績を基に見直しを行うことに
より、経費を縮減

305
直営しゅんせ
つ（その他経
費）

東京港における直営維持しゅんせ
つに要する船舶への、基地係留時
の給電に係る経費等を計上してお
り、実績等を踏まえた適切な見積
りが必要

光熱水費等について、過去の実績
を基に見直しを行うことにより、
経費を縮減

7,520 

16,302 

7,960 

19,493 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

会計管理局

317
公金の収納及
び支払

公金の収納及び支払業務の経費に
ついて、実績等を踏まえた適切な
見積りが必要

収納済データ作成委託経費等につ
いて、実績を踏まえた経費精査に
より、経費を縮減

96,657 

106,753 

316
郵送経費の見
直し

決算関係書類等の郵送に係る経費
について、実績等を踏まえた適切
な見積りが必要

当該書類等の活用実績を踏まえた
郵送経費の精査により、他項目と
統合することで経費を縮減

315
定期購読図書
の見直し

局の管理事務用として活用してい
る定期購読図書の購入経費につい
て、実績等を踏まえた適切な見積
りが必要

当該図書の活用実績を踏まえた購
入経費の精査により、経費を縮減

800 

- 

1,000 

67 

314
臨時職員の見
直し

審査書類等の仕分事務に係る臨時
職員の雇用経費について、実績等
を踏まえた適切な見積りが必要

臨時職員の勤務状況の実績を踏ま
えた経費精査により、経費を縮減

313 海浜清掃委託

新島港海岸をはじめとした島しょ
港湾海岸・漁港海岸において、海
浜の景観保持等のため、海水浴
シーズン中に清掃委託を実施して
おり、実績等を踏まえた経費の適
切な見積りが必要

過去の実績を踏まえ清掃対象区域
の見直しを行うことにより、経費
を縮減

1,166 

1,298 

1,534 

1,362 

312

島しょ等港湾
整備事業に係
る消耗品の購
入

資料のペーパーレス化の取組を進
めている中、島しょ等港湾整備事
業についても紙資源の節約が必要

過去の実績を基に紙資料の精査等
の見直しを行うことにより、経費
を縮減

1,001 

1,092 

－154－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

労働委員会事務局

323 審問速記料

社会経済の変化や雇用形態の多様
化に伴い、複雑・困難な事件が増
加しており、より迅速な事件処理
体制の構築が必要

主尋問・反対尋問を極力同日に行
うなど効率的に審問を実施するこ
とで、迅速な事件処理体制を強化
すると同時に経費を縮減

2,615 

2,879 

322
行政訴訟事件
弁護料

命令を不服とする当事者から訴訟
提起があった場合に備えつつ、実
績等を踏まえた経費の適切な見積
りが必要

訴訟提起に適切に対応するための
経費は確保しつつ、実績を踏まえ
経費を縮減

321
諸会議会場借
上費

緊急に臨時会を開催する必要性が
生じた場合等に備えつつ、実績等
を踏まえた経費の適切な見積りが
必要

適切な議事運営を行うための経費
は確保しつつ、実績を踏まえ経費
を縮減

207 

1,080 

402 

1,685 

320
住民税納付事
務

住民税納付システムに係る消耗品
費について、実績等を踏まえた適
切な見積りが必要

消耗品の活用実績を踏まえた購入
経費の精査により、経費を縮減

319 印刷物作成
新公会計制度の運用に係る各種印
刷物の経費について、実績等を踏
まえた適切な見積りが必要

各種印刷物の活用実績を踏まえた
印刷経費の精査により、経費を縮
減

795 

297 

1,143 

307 

318
有識者及び委
員等経費の見
直し

新公会計制度の運用に係る有識者
及び委員等経費について、実績等
を踏まえた適切な見積りが必要

有識者及び委員等の交通費の実績
を踏まえた経費精査により、経費
を縮減

100 

120 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

収用委員会事務局

329
時間外勤務手
当の見直し

収用事務の効率的な執行に取り組
みつつ、実績等を踏まえた経費の
適切な見積りが必要

事務の効率化による時間外勤務削
減の実績を踏まえ、積算を見直
し、経費を縮減

11,560 

12,708 

328
弁護士費用の
見直し

訴訟案件に適切に対応するため、
弁護士費用を計上しているが、係
属する事件数等の状況を踏まえた
適切な見積りが必要

近年の執行実績や係属する事件数
を踏まえ、相談件数を精査するこ
とで経費を縮減

327 広報関係費
労働組合はもとより、一般都民に
向けた労働委員会制度の広い周知
が必要

より都民に分かりやすいパンフ
レット等を作成し、情報発信を行
うことで、認知度向上を一層推進

1,774 

2,475 

1,774 

5,346 

326
不当労働行為
システム等の
改修

不当労働行為システム等につい
て、適切な保守メンテナンスの実
施によるセキュリティリスクの回
避が必要

現在運用している当該システム等
の業務システムについて、操作性
の向上やセキュリティ強化に向け
改修を実施

325
資料用図書・
雑誌の購入

社会情勢の変化に的確かつ迅速に
対応するため、適切な資料用図書
等の選定・購入が必要

引き続き、審査調整業務に必要な
図書・雑誌類を精査することで、
消費税率引上げに伴う経費増嵩分
を縮減

1,500 

14,222 

1,500 

9,817 

324
安否確認サー
ビスの導入

勤務時間外に震度６弱以上の地震
が発生した場合、全職員の参集が
求められることから、電話がつな
がらない状況下においても、連絡
手段の確保が必要

停電や輻輳により電話がつながら
ない状況下においても、確実に職
員の参集・安否確認を行うことが
できるシステムを導入して危機管
理体制を強化

100 

- 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

議会局

335
庁有車リース
の見直し

議会改革検討委員会による検討の
結果、庁有車の使用台数を削減

庁有車の台数削減に合わせて、
リース経費を見直すことにより、
経費を縮減

14,769 

26,327 

334
庁有車運行委
託の見直し

庁有車の使用台数削減に合わせ、
効率的な運行体制の構築が必要

従来運行管理委託によって実施し
ていた庁有車の運行体制を台数に
合わせて見直すことにより、経費
を削減

333
都議会ペー
パーレス化対
応

都議会のペーパーレス化にあたっ
て、資料の電子化等の対応が必要

ソフトウェアの導入により、資料
の電子化及び電子データの編集が
可能となり、ペーパーレス化へ円
滑に対応

517 

- 

- 

50,000 

332
都議会ホーム
ページセキュ
リティ強化

都議会の情報を迅速に提供するた
めに運用している都議会ホーム
ページについて、適切なセキュリ
ティ環境の構築が必要

自治体情報セキュリティクラウド
を利用することにより、最新のセ
キュリティ環境を確保することが
可能となり、安全なホームページ
運営を実現

331
電子複写機使
用料の見直し

電子複写機使用料について、実績
等を踏まえた適切な見積りが必要

電子決裁の推進など、ペーパーレ
ス化の取組を行うことで経費を縮
減

760 

540 

949 

- 

330
郵送経費の見
直し

収用事務に係る郵送経費につい
て、実績等を踏まえた適切な見積
りが必要

実績を踏まえた郵送経費の見直し
を図ることにより、経費を縮減

2,971 

3,347 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

人事委員会事務局

341
採用試験にお
ける試験係員
業務

採用試験について、試験規模の実
績を踏まえた経費の適切な見積り
が必要

過年度の実績を踏まえ試験規模を
精査し、係員数を見直すことによ
り、経費を縮減

6,818 

7,551 

340
口頭審理速記
委託

公平審査事務における口頭審理の
速記委託について、口頭審理の実
施実績を踏まえた適切な見積りが
必要

過年度の実施実績を踏まえ、積算
規模を見直すことにより、経費を
縮減

339
自動車借上料
の見直し

人事委員会事務局における自動車
借上経費について、使用実績を踏
まえた適切な見積りが必要

過年度の使用実績を踏まえ、積算
の見直しを図ることにより、経費
を縮減

1,220 

564 

1,840 

810 

338
印刷製本費の
見直し

印刷製本費については、各年にお
いて単価及び数量を精査し、経費
の適切な見積りが必要

過年度実績を踏まえ、予定単価や
予定数量を見直すことにより、経
費を縮減

337
議会局ＬＡＮ
サーバ運用委
託の見直し

議会局のＬＡＮサーバ運用委託に
ついては、市場動向等を注視しつ
つ、経費の適切な見積りが必要

過年度の契約実績を踏まえ、作業
費等の積算を見直すことにより、
経費を縮減

2,264 

801 

3,145 

1,475 

336
都議会中継提
供環境の見直
し

都議会中継に係るサービス提供環
境について、サーバへの負荷等を
踏まえ、適切な環境の確保が必要

過年度のアクセス実績を踏まえ、
サーバ容量等を見直すことによ
り、経費を縮減

17,778 

18,911 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

監査事務局

選挙管理委員会事務局

347 争訟関係事務

選挙の効力又は当選の効力に関す
る異議の申出や審査の申立等、争
訟事件に対応するための経費を計
上しており、実績等を踏まえた適
切な見積りが必要

過去の実績を踏まえ、報酬の種類
ごとに件数の見直しを図ることで
経費を縮減

2,090 

2,160 

346
選挙管理委員
会の運営

公職の選挙に関する事務等を管理
するため、地方自治法の規定に基
づき設置された選挙管理委員会の
運営に要する経費を計上してお
り、実績等を踏まえた適切な見積
りが必要

過去の実績を踏まえ、必要経費の
見直しを図ることで経費を縮減

345
消耗品費（法
規追録）の見
直し

調査事務の実施に当たり、法令の
改廃や判例の蓄積、社会情勢の変
化等、常に最新の情報が必要

インターネットを活用した情報収
集を徹底するなど、情報収集の効
率化に努めた上で、必要性をより
厳しく精査して、法規追録の購入
経費を縮減

2,854 

329 

3,563 

350 

344
研修事業の見
直し

改正地方自治法では、監査機能の
充実強化・専門性の向上を行う規
定整備が行われたが、職員の実務
能力向上や個々のニーズを踏まえ
た研修メニューの充実が課題

局内で教え学びあう仕組みを構築
するほか、「監査品質の向上」及
び「専門性の向上」を基本的な視
点として、個々のニーズを踏まえ
た研修の充実と実施方法の効率化
を実現

343
勧告等冊子の
印刷

ペーパーレス化の推進に伴い、印
刷物の配布数及び印刷経費の見直
しが必要

一部配布先に対し、電子データの
配布に変更し、印刷部数を見直す
ことにより、経費を縮減

743 

1,677 

780 

3,158 

342
採用試験問題
印刷

試験問題の印刷契約について、試
験規模の実績を踏まえた適切な見
積りが必要

過年度の実績を踏まえ試験規模を
精査し、印刷部数を見直すことに
より、経費を縮減

8,673 

9,365 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

353
若年層啓発充
実強化事業

投票率の低下が懸念される若年層
を対象に選挙フォーラム等を実施
し、政治や選挙に対する意識の向
上を一層推進

より多くの若者に、選挙を通じた
政治活動について考える機会を提
供するため、ＳＮＳ等を積極的に
活用した周知活動を展開するほか
選挙フォーラムを拡充

4,070 

3,580 

352
明るい選挙推
進大会

明るい選挙推進委員等、関係者が
一堂に会し、永年功労者の表彰・
講演等を行うとともに、活動の意
義に対する認識を深める大会を実
施しており、実績等を踏まえた経
費の適切な見積りが必要

想定される表彰者数や会場場所に
応じ、必要経費の見直しを図るこ
とで経費を縮減

351
選挙制度広報
事業

公職選挙法に定められた寄附の禁
止規定の周知事業に要する経費を
計上しており、実績等を踏まえた
適切な見積りが必要

過去の実績を踏まえ、ポスター等
の作成方法などの見直しを図るこ
とで経費を縮減

2,492 

3,452 

2,927 

4,111 

350
ボランタリー
活動支援事業

明るい選挙推進事業の活性化に資
するため、「ボランタリー活動支
援フォーラム」に、推進委員等を
派遣しており、実績等を踏まえた
経費の適切な見積りが必要

過去の実績を踏まえ、派遣規模の
見直しを図ることで経費を縮減

349
証票作成経費
の見直し

後援団体等事務所立札看板用証票
交付に係る証票作成経費を計上し
ており、実績等を踏まえた適切な
見積りが必要

過去の実績を踏まえ、作成単価の
見直しを図ることで経費を縮減

658 

324 

717 

405 

348
データ入力委
託等

政治団体公表資料を作成するため
のデータ入力やＰＤＦ作成委託に
要する経費を計上しており、実績
等を踏まえた適切な見積りが必要

過去の実績を踏まえ、業務委託単
価の見直しを図ることで経費を縮
減

4,883 

5,590 

－160－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

教育庁

359

生涯生活設計
（ライフプラ
ン）講習会事
業

教職員の生涯生活設計のニーズは
増加傾向にあり、社会保障制度等
の変更に沿うテーマを反映した講
習を導入したところ、希望者が定
員を超過する状況となっており、
改善が必要

教職員の働き方を支えるために、
受講希望に応え、講習会の回数を
増やすとともに、執行率を踏まえ
た経費の見直しを行い、質・量共
に効果的な事業運営を実施

5,257 

5,386 

358
学校教育指導
専門員

学校現場の課題は多岐に渡り、新
任の指導主事等では、対応に苦慮
する場合があることから、ベテラ
ンのノウハウを活かし、指導主事
の更なる育成を目指すことが必要

退職校長による助言等を通じ、指
導主事業務の実態の把握や育成に
おける課題の抽出を行い、育成方
法を引き続き検討していくととも
に、区市町村教育委員会への訪問
回数を増やし、職務上の支援を強
化

357 認定講習

特別支援学校教諭免許状の保有状
況が全国平均を下回る水準であ
り、保有率向上が求められるとと
もに、聴覚障害等により特別な配
慮を要する教員の受講申込みが増
加しており、合理的配慮が必要

当該免許状の保有率向上のため、
希望者が増大している特別な配慮
を要する教員の受入体制を拡充
し、必要な要約筆記者の派遣を実
施

14,363 

19,019 

13,800 

18,913 

356 教育広報

都民へ教育委員会の活動の理解促
進と協力を得るための広報・広聴
活動を行っているが、情報提供並
びに都民の声及び団体要請等に対
し、より速やかな関係部署との連
絡・調整が必要

ホームページの機能改修等によ
り、広報内容や対象者に応じた媒
体等の工夫を行うとともに、広聴
については、都民の声や団体要請
等の趣旨を正確に捉え、速やかな
関係部署への伝達・調整、回答を
実施

355
災害等発生時
の緊急連絡シ
ステム整備

災害時における情報の収集・伝達
に係る体制を整備することによ
り、被災状況等を迅速に把握する
とともに、システム更新時期到来
に伴う円滑な更新作業が必要

円滑なシステム更新のために、庁
内、事業所、事業者等との連絡体
制の強化に取り組むとともに、更
新後の連絡システムを効果的に運
営し、災害等発生時における早急
な初動対応・応急対策を実施

16,617 

22,776 

16,016 

21,676 

354
局研修（行政
系職員）

局の事務事業に則して、能力開発
に重点を置いた実務研修を実施し
ているが、ライフ・ワーク・バラ
ンスに配慮した研修のあり方や、
より実務に活かせる研修メニュー
の検討を行っていくことが必要

限られた時間の中で実務的な知識
を獲得できるよう、外部の研修を
職員が受講した上で局研修に取り
入れる制度を導入するとともに、
経費を精査することで事業内容の
見直しを実施

19,767 

21,266 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

366
教育資料閲覧
室の運営

教育資料閲覧室は、受付業務等の
運営業務を委託により実施してい
るが、蔵書数の増に伴い、適切な
管理と効率的な運営が求められる
一方、新学習指導要領の施行に合
わせた蔵書整備の強化が必要

当該閲覧室の運営体制を見直し、
効率的な運用を図りながら、教育
図書を充実させ機能を強化

365
教職員研修セ
ンター委託研
修

教職員研修センターでは、所属講
師による直営研修と民間事業者に
よる委託研修を実施しているが、
直営研修と委託研修それぞれの性
質を踏まえ、あり方の検討が必要

直営研修である１年次宿泊研修の
一部を委託化することによって、
効率化を図るとともに、委託研修
である教育管理職候補者研修等を
直営で実施することで経費を縮減

9,615 

7,892 

12,061 

10,935 

364
「法」に関す
る教育

「法に関する教育カリキュラム」
を活用し、法に関する教育の普
及・啓発を目的としているが、新
学習指導要領や成人年齢の引き下
げに対応したカリキュラムを研
究・開発することが必要

義務教育学校、小中一貫教育校又
は同一校区の小・中学校におい
て、現行のカリキュラムを基に系
統的な指導内容及び指導方法の開
発を行い、各地区の発表会を通し
てその成果を広く周知

363
特別支援教育
の理解啓発の
推進

特別支援教育の一層の推進を図る
ため、理解啓発イベントを行って
おり、動員数は毎年増加している
ことから、実施内容の充実等を図
ることが必要

執行状況を踏まえた経費の積算に
より精査を行いつつ、外部講師に
よる講演会の実施や、動員数の更
なる増員のため、実施会場の見直
し等を実施

4,898 

1,500 

3,456 

539 

362

都立特別支援
学校の非常災
害用備蓄品の
更新

肢体不自由特別支援学校の備蓄食
糧のうち、初期食はミキサー粥の
みであり、災害時は、要配慮者に
適した食糧が流通しにくく、栄養
の偏りやアレルギー等の二次災害
を誘発しうる点が課題

初期食に新たな品目を追加し、災
害発生時等、非常事態の環境下に
おいても、可能な限り平時と変わ
らない食事を提供

361
合同説明会の
実施等

合同説明会は、都立学校を志望す
る生徒に対し、各校の特色を伝え
る機会となっているが、現行の
リーフレットは、視覚的に印象に
残りにくいものとなっており、よ
り来場を喚起するものにすること
が必要

中学生等から興味を持ってもらえ
るよう掲載内容の見直しや充実を
図るととともに、イラスト・写真
等を活用したリーフレットに改善
することで、本説明会への来場意
欲を喚起する取組を強化

9,878 

27,623 

9,288 

68,291 

360
公立学校共済
組合業務負担
金

地方公務員等共済組合法に基づ
き、公立学校共済組合に対して、
組合の事業に要する経費を負担し
ているが、予算単価と実績単価に
乖離が生じる年度がある場合に
は、剰余金が発生することが課題

事業実績に影響する組合の事業内
容の動向を的確に把握する等、事
業の運営に必要な業務負担金の精
査を図り、経費を縮減

296,659 

324,586 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

警視庁

372 遺失物業務

遺失物取扱件数の増加に比例して
電話の取扱いも増加しており、
「電話がつながらない」という苦
情が散見されるため、効率的な事
業執行が必要

電話機の増設、必要機器の縮小、
保守委託の削減を視野にテレホン
システムの機能を合理化すること
で、経費を縮減

371 一般什器購入

警察署等にて使用する机、椅子等
の一般什器について、経年劣化等
による減耗補充や新規設置の台数
を想定して、毎年度購入してお
り、実績等を踏まえた経費の適切
な見積りが必要

過去の購入実績や決算実績を勘案
し、積算単価、規模の見直しによ
り、経費を縮減

150,121 

2,039 

165,480 

5,486 

370
都立図書館資
料収集整理

都立図書館の収蔵図書を広く来館
者に活用してもらえるよう、無断
持ち出し等の対策を行うととも
に、良好な状態での保存・管理が
必要

蔵書の整理に関して経費の見直し
を行うとともに、資料の亡失対策
を強化することで、保管体制を改
善し、来館者の資料活用の利便性
を向上

369
タイムリーな
企画展等の実
施

都立多摩図書館の豊富な所蔵雑誌
を活用した「東京マガジンバンク
カレッジ」について、テーマの関
係性・連続性を持たせたイベント
を開催し、都民から好評価を得て
いることから、その内容の蓄積や
継続的公開が必要

利用者等の声を踏まえ、セミ
ナー・講演会の映像を動画投稿サ
イトにアップロードするととも
に、それらの情報をＳＮＳの媒体
により更に周知していくことで、
公開の体制を整備

5,511 

389,170 

5,511 

387,113 

368
生涯学習情報
システムの運
用

都民への生涯学習情報等の提供に
資するため、生涯学習情報ホーム
ページの運用を行っているが、都
民のアクセシビリティや情報セ
キュリティを向上させた運用が必
要

運用経費の精査を行いつつ、より
強固なセキュリティ向上対策を実
施し、都民の安全なホームページ
利用を推進

367
文化財の保護
管理

都内に現存する指定・未指定文化
財について、調査・指定・保護管
理・公開活用・広報等を行ってい
るが、文化財に対する都民の関心
も高まっており、効果的に事業を
進めることが必要

執行内容の見直しを行い、一部経
費の削減を行いつつ、文化財の公
開活用、ＰＲ、総合目録の作成等
を積極的に行うことで、都民が文
化財に触れる機会を充実

95,415 

4,819 

95,922 

4,623 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

379
被留置者用毛
布の購入

収容基準人員一人当たりの使用枚
数を汚損等を考慮し５枚とし、毎
年度購入しているが、使用状況等
を踏まえた経費の適切な見積りが
必要

毛布の洗濯の回数を増やし、購入
枚数を見直すことにより、経費を
縮減

8,181 

10,190 

378

音声自動応答
及び音声認識
システム追加
学習

都民等からの苦情、要望、意見等
は、音声認識システムを用いて受
け付けており、音声データを元に
文書を作成しているため、認識率
の向上が必要

引き続き、認識率向上に向けた追
加学習を実施しつつ、過去の委託
実績を勘案し、積算単価、規模の
見直しにより、経費を縮減

377
生活安全情報
配送料

広報誌「広報けいしちょう」は、
新聞折込を用いて都内各家庭に配
送しているが、近年の新聞購読数
は減少している状況であり、実績
等を踏まえた経費の適切な見積り
が必要

過去の配送実績や決算実績を勘案
し、単価、規模の見直しにより、
経費を縮減

51,815 

5,789 

57,312 

13,684 

376
生活安全情報
印刷料

広報誌「広報けいしちょう」は、
新聞折込を用いて都内各家庭に配
送しているが、近年の新聞購読数
は減少している状況であり、実績
等を踏まえた経費の適切な見積り
が必要

過去の印刷実績や決算実績を勘案
し、単価、規模の見直しにより、
経費を縮減

375
着ぐるみの買
入れ

警視庁のシンボルマスコット
「ピーポくん」の着ぐるみは、圧
迫感や暑さで息苦しいため、演者
の負担軽減のため、軽くて涼しい
エアー着ぐるみを購入

警察署等への貸出に必要な数量の
調達が完了したため、事業終了

- 

29,862 

5,735 

31,802 

374
システム・機
器に対する保
守委託

障害等不具合が生じた際に警察活
動に多大な影響が発生することが
想定される各種システム・機器に
対し、保守委託を実施しており、
実績等を踏まえた経費の適切な見
積りが必要

コンサルティング業者による委託
業務の作業量の精査を実施するこ
とで、経費を縮減

373
携帯電話基本
料度数料

現場活動において、関係者や関係
機関等との連絡のほか、職員相互
間の情報共有ツールとして携帯電
話を活用しており、実績等を踏ま
えた経費の適切な見積りが必要

携帯電話による職員相互間の情報
共有システム（ポリスモード）の
更新に伴い、伝送するデータベー
スの見直しにより、経費を縮減

1,061,899 

49,891 

1,069,630 

62,433 
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 （単位：千円）
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予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

386
ドローン対策
ネット発射弾

ネット発射弾は、平成27年度から
毎年訓練や有事用として必要数を
購入しているが、30年度に150発
を配備することで各機動隊への配
備が完了するため、積算規模の見
直しが必要

平成31年度以降は訓練に必要な弾
数を試算し、購入規模の見直しに
より、経費を縮減

385 倫理教養

担当幹部が、部下職員の自宅等を
訪問して職務に関連した家族の悩
みや相談等に適切な対応を図る倫
理教養を実施しており、実績等を
踏まえた経費の適切な見積りが必
要

訪問対象者の要件を「著しく勤務
環境が変わった職員」に絞り込
み、訪問対象者を抑制し、経費を
縮減

304 

1,635 

5,162 

8,100 

384 財務研修

犯罪の手口が高度化・多様化する
現代社会に対応するため、財務に
関する専門的知識を持った職員の
採用を開始

経済事犯捜査の専門官養成を目的
として、職員を対象に実施してい
た財務研修の必要性が減少したた
め、事業終了

383

嘱託医による
ストレス
チェック面接
指導

ストレスチェックの結果によって
面接指導対象者になった場合、医
師の面接を実施しており、実績等
を踏まえた経費の適切な見積りが
必要

平成29年度の面接実施者数実績に
基づき面接指導希望率を見直し、
経費を縮減

5,418 

- 

31,995 

4,999 

382
こころの健康
診断

ストレスチェックの結果等を活用
することで、「こころの健康診
断」によらなくとも支援が可能に
なったことやストレスチェック制
度との違いがわかりにくいことが
課題

「こころの健康診断」を廃止し、
ストレスチェック制度に一本化す
ることで、経費を縮減

381 翻訳料

教養課通訳センター職員が対応不
可能な言語や、要請の集中等によ
り対応不可能な場合など、部外通
訳者への翻訳委託を実施してお
り、実績等を踏まえた経費の適切
な見積りが必要

翻訳件数は減少傾向にあり、更に
翻訳料の基準を二つに細分化する
ことにより、部外委託翻訳の経費
を縮減

8,891 

- 

11,110 

10,915 

380
被留置者用電
気カミソリの
購入

電気カミソリを使用する対象は被
留置者全員であったが、女性の電
気カミソリの使用実績が減少して
おり、使用状況等を踏まえた経費
の適切な見積りが必要

過去の使用状況を考慮し、対象者
を被留置者全員から男性のみに変
更とすることで、経費を縮減

7,790 

8,634 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

393
普通標識緊急
工事

緊急に補修工事が必要な事案が発
生した場合に、その都度速やかに
工事を実施しており、実績等を踏
まえた経費の適切な見積りが必要

過去の施工実績や決算実績を勘案
し、積算単価・規模の見直しによ
り、経費を縮減

104,052 

130,913 

392
信号施設移転
処理費用等

道路管理者が行う交差点改良、道
路拡幅等の工事に伴い支障となる
信号施設の移転処理を実施してお
り、実績等を踏まえた経費の適切
な見積りが必要

過去の工事実績や決算実績を勘案
し、積算単価・規模を見直すこと
により、経費を縮減

391

パーキング・
メーター等の
道路管理者等
工事による撤
去・取付

都市再開発、道路・舗道の改修工
事に伴い、該当区画にパーキン
グ・メーター等があった場合、円
滑な道路改修工事等に対応するた
め撤去工事等を実施しており、実
績等を踏まえた経費の適切な見積
りが必要

道路管理者の工事計画等が事前に
分からない中、撤去費等の確保が
必要であるが、過去の工事実績や
決算実績を勘案し、積算単価・規
模の見直しにより、経費を縮減

55,933 

540,744 

62,217 

597,253 

390 画面表示装置

災害時に被害状況や警備体制等の
各種情報を表示し、迅速な対応を
図るため、各指揮所において映像
表示装置を使用しており、効率的
かつ着実な装置の運用が必要

平成30年１月のリース満了後、一
部装置の統合を図った上で更新を
行うことで、経費を縮減をしつ
つ、引き続き指揮所の機能を維持

389
災害情報受信
端末設定変更
作業

気象庁から提供される各種災害情
報を関係指揮所・各警察署に配信
しているが、受信端末の更新に伴
い各種設定変更作業が必要

受信端末の更新に伴い、端末ＯＳ
が変更となることから、災害情報
配信サービスの設定変更を実施
し、災害警備における初動体制の
早期確立を推進

- 

9,526 

45,036 

40,214 

388
白バイ用タイ
ヤ・無線警ら
車用タイヤ

白バイ、無線警ら車とも一般車と
比較して走行距離が長く、特に白
バイについては急制動、急発進な
どタイヤの摩耗頻度が高い状況で
ある一方、実績等を踏まえた経費
の適切な見積りが必要

前年度の交換実績や走行距離等を
勘案し、単価・規模の見直しによ
り、経費を縮減

387 任意保険料

自動車保険の任意保険における保
険損害率が高く、保険料の割増率
も高い状況であり、保険損害率の
改善が必要

保険損害率の改善に努めると同時
に、保険料の積算を見直し、経費
を縮減

269,302 

58,905 

282,000 

88,125 
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期

期
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400
建築物等定期
点検業務委託

施設の安全性を確保するため、建
築基準法第12条に基づく建物定期
点検を３年周期で実施しており、
実績等を踏まえた経費の適切な見
積りが必要

過去の決算実績を勘案し、積算規
模等の見直しを行い、経費を縮減

399
有家族者待機
寮受水槽清
掃・検査委託

有家族者待機寮における受水槽等
の清掃及び水質検査を毎年度実施
しており、実績等を踏まえた経費
の適切な見積りが必要

過去の決算実績を勘案し、積算規
模等の見直しを行い、経費を縮減

4,441 

11,772 

13,085 

28,566 

398
サイバー犯罪
関連機器借上

満期が異なる複数の資機材リース
契約を集約することにより、更な
る効率化を進めることが必要

集約可能なリース契約を一本化す
ることにより、運用管理の効率化
を図りつつ、経費を縮減

397
自転車防犯登
録データ入力
委託

年間約120万件と膨大な自転車防
犯登録カードを迅速・正確にデー
タ化しているが、登録数は年々減
少しており、実績等を踏まえた経
費の適切な見積りが必要

過去数年の入力実績や決算実績を
勘案し、積算単価・規模の見直し
により、経費を縮減

24,309 

124,655 

25,448 

159,854 

396 検視支援装置

検視官の増員により臨場率も約
50％に向上したが、取扱数が多い
ため他県と比較すると、未だ低い
のが実情であり、更なる臨場率の
向上及び実績等を踏まえた経費の
適切な見積りが必要

検視官の臨場率の向上に伴い、遠
隔検視に用いる検視支援装置の台
数を40台から15台に削減し、経費
を縮減

395
運転シミュ
レーター装置
の借入れ

運転技能向上を目的に平成26年度
に導入し、地域警察官の約７割が
既に受講しているが、引き続き未
受講者を中心に受講機会の提供が
必要

平成32年１月のリース期間満了
後、更新を見送り、再リース契約
を結ぶことで経費を縮減しつつ、
引き続き受講機会を確保

21,921 

3,392 

25,661 

29,674 

394
土木工事積算
システムの維
持

最新の各種工事単価が入手できな
ければ、交通信号機や規制標識等
の工事の正確な積算に支障が出る
ため、適正な契約の実施が困難

実績等を踏まえた規模・単価の見
直しを行いつつ、土木積算システ
ム及び市場単価調査委託を引き続
き活用し、適正かつ正確な工事の
積算を実施

10,513 

10,117 
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東京消防庁

406
実火災体験型
訓練施設の維
持

施設を利用した実火災体験訓練に
ついて、実施状況等を踏まえ、経
費の適切な見積りが必要

過去の実績を踏まえた訓練実施回
数の精査により、維持管理経費を
見直し、経費を縮減

405

模擬消火訓練
装置（ＡＦ
Ｔ）点検保守
委託

保守点検を年４回実施している
が、実績等を踏まえた経費の適切
な見積りが必要

保守委託について、過去の決算状
況を踏まえ積算単価の見直しを図
り、経費を縮減

21,037 

3,992 

23,065 

4,952 

404
教育用タブ
レット端末の
導入

幹部研修で使用する教本の印刷に
は約53万枚用紙が使用されてお
り、ペーパレス化の推進ととも
に、より効果の高い学習環境の構
築が必要

幹部研修にタブレット端末を導入
することにより、ペーパーレス化
の推進とともに研修効果の向上を
実現

403
外国語会話技
能者養成研修

外国人が安心して滞在できる環境
を整備するため、外国語会話に対
応可能な職員を継続的に養成する
ことが必要

ニーズの高い言語にも対応できる
ようカリキュラムを見直した上
で、引き続き外国語会話のレベル
の向上を図るための研修を実施

2,618 

12,184 

2,571 

2,670 

402
潜水士養成委
託研修

水難救助隊員に必要な潜水士免許
を取得させるものであるが、研修
準備の段階で既に取得している者
がほとんどであり、研修派遣実績
が減少

資格取得者の増加と過去の受講実
績を踏まえ、一定の目的を果たし
たことから、事業を終了

401
マイクロフィ
ルム電子化撮
影委託

長期保存文書をマイクロフィルム
化した上で、紙媒体とともに保存
しているが、業務効率化に向け検
索性の高い保存形式への変更が必
要

マイクロフィルム化の事業を廃止
し、過去に制作したマイクロフィ
ルムを３年計画で電子化

940 

- 

1,161 

243 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

期

413
電子黒板の修
繕

災害活動における部隊等の情報管
理に必要な電子黒板を整備し、運
用に必要な経費を計上している
が、実績等を踏まえた適切な見積
りが必要

過去の修繕実績を踏まえ修繕経費
の見直しを図り、運用経費を縮減

67 

145 

412
空気式救助器
具の更新

災害現場及び訓練時において活用
する空気式救助器具について11年
計画で更新を実施しており、計画
的かつ効率的な更新が必要

過去の決算実績を踏まえ積算単価
の見直しを図り、更新経費を縮減

411 滑車の更新

災害現場及び訓練時において活用
する滑車について、５年計画（ポ
ンプ隊については８年計画）で更
新を実施しており、計画的かつ効
率的な更新が必要

過去の使用実績を踏まえ更新数量
の見直しを図り、更新経費を縮減

671 

6,166 

1,029 

9,220 

410
カラビナの更
新

災害現場及び訓練時において活用
するカラビナについて、６年計画
で更新を実施しており、計画的か
つ効率的な更新が必要

過去の使用実績を踏まえ更新数量
の見直しを図り、更新経費を縮減

409
除雪対策用資
器材の整備

平成30年度に第８方面及び第９方
面に、出場先の消火栓付近の除雪
や消防活動の動線確保を目的とし
て、除雪用スコップを一括配置

既配置の署所については、積雪の
影響が少なく、現行の体制で対応
できることから、事業を終了

- 

1,601 

617 

2,357 

408
試験問題印刷
等

職員採用試験について、昭和54年
より同様の精神・性格検査試験を
実施しており、より効率的な試験
方法の導入が必要

新たな適性検査試験を導入すると
ともに、積算単価の見直しを図
り、印刷経費等を縮減

407
鑑識に関する
研究委託

平成25年より、最新の科学技術を
適用した鑑識手法の開発研究委託
を実施

一通りの課題についての成果が得
られる見込みであることから、事
業を終了

- 

3,690 

1,549 

5,480 
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

期

改

420

インバウンド
（外国人旅行
者）に向けた
火災予防対策
の推進

外国人旅行者にとって、日本の火
気設備等の取扱いや防火対象物の
避難障害に対する危険性を認識す
ることが困難

外国人旅行者の使用言語を考慮
し、火気使用時の注意事項等につ
いて、ピクトグラムや火災事例等
を用いた電子データ版リーフレッ
トを作成し、火災予防対策を推進

419
査察技術基準
書（査察便
覧）

円滑な査察業務の推進を図るた
め、査察技術基準書の追録を購入
しており、実績等を踏まえた適切
な見積りが必要

過去の使用実績を踏まえ追録の購
入部数の見直しを図り、経費を縮
減

277 

3,933 

1,188 

- 

418
備品（埋設物
検査機等）

危険物施設の完成検査において活
用する埋設物検査機等を定期的に
更新しているが、使用実績が減少

過去の使用実績を踏まえ整備計画
の見直しを図り、更新経費を縮減

417
自動体外式除
細動器（救急
隊用）の更新

救急隊等389隊に配置されている
自動体外式除細動器について、９
年計画での更新を実施しており、
計画的かつ効率的な更新が必要

過去の決算実績を踏まえ積算単価
の見直しを図り、更新経費を縮減

47,734 

2,357 

48,363 

3,755 

416
救急救命士再
教育（病院実
習）

救急救命士の高度な知識、技術レ
ベルの維持向上を図るため、病院
実習を実施しており、実績等を踏
まえた経費の適切な見積りが必要

過去の決算実績を踏まえ積算単価
の見直しを図り、実習に係る経費
を縮減

415
消防防災マガ
ジンメール配
信システム

消防防災マガジン及びボランティ
アメールは、それぞれシステムが
独立しており、女性防火組織、消
防少年団には効率的な情報発信を
行うシステムが皆無

両システムを統合するとともに、
女性防火組織と消防少年団へ適用
拡大し、システム運用経費を縮減

2,310 

44,192 

648 

45,281 

414
救助ロープの
更新

災害現場及び訓練時において活用
する救助ロープについて毎年度更
新を実施しており、計画的かつ効
率的な更新が必要

過去の使用実績を踏まえ更新頻度
の見直しを図り、更新経費を縮減

6,698 

7,425 

－170－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

現状と課題 取 組 内 容局名 ・ 事業名

425
消防大学校消
防団長科入校
経費

消防団の上級幹部として必要な知
識及び技術を習得するため、消防
大学校消防団長科へ毎年２名の消
防団長を派遣しており、実績等を
踏まえた経費の適切な見積りが必
要

研修受講実績を踏まえ受講規模の
見直しを図り、消防大学校への派
遣に係る経費を縮減

41 

115 

424
分団施設等備
品

分団本部施設に設置されている冷
暖房設備について、年10箇所の更
新を実施しており、計画的かつ効
率的な更新が必要

過去の決算実績を踏まえ１箇所当
たりの積算単価の見直しを図り、
更新経費を縮減

423
ヘリコプター
等燃料

一機当たり年間275時間の飛行に
必要な燃料費を計上しているが、
実績等を踏まえた適切な見積りが
必要

過去の契約実績を踏まえ積算単価
の見直しを図り、燃料費を縮減

134,996 

3,629 

146,338 

3,937 

422
航空隊システ
ム

本回線の地上回線部分は、航空機
動態監視システムの地上回線と合
算して計上しており、効率的な運
用に向けた見直しが必要

当該システムと分離し、運用方法
の見直しを図り、回線使用料を縮
減

421
自動車任意保
険契約

交通事故発生時に迅速で専門的な
対応を行うため、消防用自動車等
を対象に自動車任意保険に加入し
ており、実績等を踏まえた経費の
適切な見積りが必要

過去の契約実績を踏まえ積算単価
の見直しを図り、保険加入に係る
経費を縮減

24,783 

30,199 

29,767 

31,665 

－171－



Ⅲ 情報システム関係評価【公表対象26件】
 （単位：千円）

平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

14,603,183 

6,600,577 

565,763 

356,239 

43,960 

13,437 

304,243 

263,665 

630,526 

602,873 

198,261 

192,661 

117,749 

137,538 

528,139 

461,382 

282,455 

124,312 

総務局

9
予算計数情報シス
テム

各局の予算見積書や議会に提出する予算書の作成など、予算編成
事務を支援する本システムについて、機器のリース期間終了に伴
い平成32年度から新たな機器による運用を開始するため、機器更
改に係るプログラム改修等を実施

8 電子調達システム

入札情報、資格審査、電子入札、契約事務の各機能からなる調達
業務を支援する本システムについて、契約制度等の改正に対応す
るとともに、当該システムの適正な運用及び円滑な調達を図るた
め、必要なシステム改修等を実施

東京都災害情報提
供システム

平時及び災害時に都民等に対し情報提供を行う本システムについ
て、災害発生時もしくは災害発生が予測される状況においても確
実に都民等へ情報提供を行うため、セキュリティ強化に向けた改
修等を実施

財務局

6
東京都e-人事シス
テム

知事部局等職員の人材育成などを効果的に進めるための本システ
ムについて、制度改正に対応するとともに、当該システムの適正
な運用及び各局への適切な支援を図るため、必要なシステム改修
等を実施

7

取 組 内 容

戦略政策情報推進本部

局名 ・ 事業名

1 情報システム基盤

東京都高度情報化推進システム（ＴＡＩＭＳ）をはじめとした、
全庁職員の業務遂行を支援する本システム基盤について、国が求
める新たなセキュリティ対策や働き方改革に対応するため、端末
仮想化を含む次期更改に向けた設計・構築等を実施

2 データセンター
ＴＡＩＭＳネットワークとインターネットを安全に接続する本
サービスについて、高度なセキュリティ水準及び安定的な稼働環
境を確保するため、各種セキュリティ対策、機器更改等を実施

3
公文書館情報検索
システム

インターネット上で所蔵資料・公文書等の件名情報の検索が可能
な本システムについて、デジタルアーカイブの導入等により都民
共通財産として歴史的価値のある資料の劣化防止及び利用者の利
便性の向上を図るため、所蔵資料等のデジタル化を実施

4 庶務事務システム

職員の休暇や出張の手続などの事務処理を効率的に行うための本
システムについて、制度改正に対応するとともに、当該システム
の適正な運用及び各局への適切な支援を図るため、必要なシステ
ム改修等を実施

5
人事・給与等シス
テム

知事部局等職員の人事管理や給与支払事務などの効率化を図る本
システムについて、制度改正に対応するとともに、当該システム
の適正な運用及び各局への適切な支援を図るため、必要なシステ
ム改修等を実施
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

取 組 内 容局名 ・ 事業名

5,668,366 

9,779,520 

740,313 

602,700 

400,936 

- 

77,790 

- 

60,105 

- 
実 改

315,860 

320,330 
特

392,622 

139,389 
実

448,665 

503,234 

11 電子申告システム

地方税ポータルシステム（eLTAX）による納税者の電子申告を処理
する本システムについて、eLTAXの次期更改及び地方共通納税シス
テムの導入等に対応するため、機器更改及びシステム改修等を実
施

10
税務総合支援シス
テム

12
都市オペレーショ
ンデータベース・
ネットワーク

東京2020大会時に、都市機能や大会運営に影響を及ぼす情報等を
早期に把握し、関係者間で共有するため、気象情報や事件・事故
情報等を一元的に集約し、異常発生の早期検知及び迅速な情報共
有等を行うためのシステムを導入

課税から収入管理・滞納整理までの一貫した処理などを行う本シ
ステムについて、税制改正、マイナンバー利用等に対応するとと
もに、当該システムの安定稼働を図るため、必要なシステム改修
等を実施

13
ラストマイルカメ
ラネットワーク

東京2020大会時に、安全な観客輸送や適切なボランティア配置の
オペレーションを実現するため、ラストマイルに設置されたカメ
ラの映像等を都市オペレーションセンターにおいて把握できる
ネットワークを構築

14
マンション管理状
況届出システム

マンションの管理状況届出制度の実施に向け、管理組合等の届出
者の利便性を高めるとともに、届出受理事務の負担軽減を図るた
め、オンラインでの届出に対応できるシステムを導入

15
都営住宅管理総合
システム

都営住宅の居住者管理や使用料管理などを行う本システムについ
て、元号改正に着実に対応するため、必要な運用テスト等を実施

16
地球温暖化対策に
係る関連情報シス
テム

地球温暖化対策を推進するための関連情報システムについて、独
自ＬＡＮ廃止に伴うネットワークの構築を行うほか、制度改正へ
の対応やセキュリティ強化を図るため、システム改修等を実施

主税局

オリンピック・パラリンピック準備局

住宅政策本部

環境局

福祉保健局

17
医療費助成事務シ
ステム

各医療費助成制度における受給者認定登録や医療費の支払いなど
を行う本システムについて、医療保険制度や医療費助成制度の改
正等に対応するため、必要なシステム改修等を実施
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

取 組 内 容局名 ・ 事業名

8,993 

- 

3,491,164 

3,940,161 
特

195,899 

293,143 
特

269,048 

271,581 
実 改

810,911 

1,058,786 

51,989 

72,893 

1,038,915 

1,056,101 

367,536 

469,395 

99,967 

- 
実

18
都立児童自立支援
施設システム

19
電子カルテシステ
ム等

都立病院における診療情報の管理などを行う本システムについ
て、新たに開発した電子カルテシステムを計画的に各病院へ導入
する必要があるため、広尾病院及び松沢病院への導入委託等を実
施

20
都立病院統合院内
ＬＡＮシステム

22
東京都財務会計シ
ステム

23
東京都用品システ
ム

庁内において共通的に使用する用品を一括購入し、各部署への供
給を支援する本システムについて、システムの安定稼働・運用を
引き続き確保するため、システム改修等を実施

24
教職員人事給与シ
ステム

教職員の人事管理や給与支払事務などの効率化を図る本システム
について、元号改正や会計年度任用職員制度導入に対応するた
め、システム改修等を実施

25
都立学校授業料等
徴収システム

都立学校における授業料等の徴収管理を行う本システムについ
て、適切な債権管理及び事務効率の向上のため、就学支援金等申
請書類管理の改善対応等を実施

26
都立通信制高校運
営総合情報システ
ム

自学自習が基本となる通信制高校において、効果的な学習環境を
提供するため、レポート提出や学習状況の確認、質問・相談がで
きる学習支援機能等を備えたシステムを導入

病院経営本部

建設局

会計管理局

教育庁

会計情報を一元的に管理し予算執行や決算調整事務を支援する本
システムについて、システムの安定稼働・運用を引き続き確保す
るため、システム更新等を実施

21
水防災総合情報シ
ステム

洪水や高潮による被害の軽減に向け、都民等へ水防情報の提供を
行う本システムについて、より幅広い情報提供を通じて円滑な避
難を確保するため、洪水予報の対象となる河川等の追加に必要な
システム改修等を実施

各病院における院内ＬＡＮの一元管理を行う本システムについ
て、各病院の臨床研究支援及び事務業務の円滑な実施を支援する
ため、引き続きシステムの安定的な稼働に必要な対応を実施

個別のデータベースにより管理している入退所児童に係る各種記
録等について、円滑な情報共有と事務の効率化を図るため、当該
情報や記録等の入力、閲覧及び集計等を行うためのシステムを導
入
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Ⅳ 監理団体への支出評価【公表対象42件】
 （単位：千円）

平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

4,959 

4,827 

1,856 

1,856 

775 

768 

514,000 

584,024 

145,402 

143,202 

27,000 

27,000 
実

- 

20,000 
実 期

30,000 

42,000 
実

8 アーツアカデミー

東京の芸術文化事業を担う人材の育成に向け、現場調査やテーマ
に基づいた演習等の多様なプログラムを提供する本事業につい
て、引き続き芸術文化団体等と連携し中核人材を発掘・育成する
ため、プログラムの見直しを図りつつ、当該事業を支援

伝統芸能公演（東
京国際フォーラム
連携事業）

若者や外国人等の伝統芸能・文化に馴染みのない層を対象に、多
様なジャンルの伝統芸能公演を通じてその魅力をわかりやすく紹
介してきた本事業について、伝統芸能・文化の魅力発信に一定の
役割を果たしたため、支援を終了

6 ＭＯＴサテライト

休館中の東京都現代美術館（ＭＯＴ）の活動を館外に拡張し、ま
ちなかで作品展示等を行う本事業について、美術館を中心とした
地域連携により街づくりの活性化を目指すなど、より効果的に事
業を展開するための見直しを図りつつ、当該事業を支援

7

取 組 内 容

（公財）東京都人権啓発センター

局名 ・ 事業名

1
人権啓発情報誌発
行事業

人権情報誌「ＴＯＫＹＯ人権」を発行している本事業について、
都民の人権意識の高揚を図るため、人権課題を的確にとらえた
テーマ設定・編集や、情報誌へのアクセス機会の拡大に取り組め
るよう、当該事業を支援

2
人権問題体験学習
会事業

障害者スポーツの体験等を通じた人権問題に関するワークショッ
プ等の企画・支援を行う本事業について、若年層の人権に対する
興味の喚起及び知識の普及を図るため、学校の人権教育と連携し
た事業実施に取り組めるよう、当該事業を引き続き支援

3
東京都人権プラザ
出張展示事業

東京都人権プラザの展示物等を活用し、区市町村や企業の行事な
どへ出張して人権啓発を行う本事業について、啓発活動の対象・
機会の拡大と当該プラザの認知度向上・来館促進を図るため、当
該事業を引き続き委託

4
東京都伊豆諸島地
域ヘリコミュー
ター補助金

地形等の制約から飛行場の建設が困難な小離島における島民の生
活路線の確保などを行うヘリコミューター運航事業について、伊
豆諸島地域の活性化及び島民生活の基盤の確保を図るため、当該
事業を引き続き支援

5 税務研修事務委託
税務職員の専門知識・能力を向上させ、「税務のプロ」を育成す
るための研修を行う本業務について、質の高い研修を実施するた
め、研修カリキュラムの見直しを図りつつ当該業務を委託

（公財）東京都島しょ振興公社

（公財）東京税務協会

（公財）東京都歴史文化財団
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

取 組 内 容局名 ・ 事業名

158,000 

158,000 

759,743 

720,830 
実

31,835 

45,365 

44,162,177 

43,853,690 
特

3,583,680 

4,168,002 
実 特

18,902 

19,083 
実

- 

6,485 
期

- 

5,876 
期

9
未来（あした）へ
の道1000km縦断リ
レー

青森から東京まで、東日本大震災の被災地をつなぐリレーを開催
し、復興へ向けた取組などを発信する本事業について、復興五輪
の更なる機運醸成に向け、これまでの取組を集大成として総括し
つつ、当該事業を支援

11
民間活用都民住宅
募集・審査等業務
委託

入居者の募集・審査、収入認定及び入居者負担額決定通知など、
都民住宅の運営に係る多量かつ反復的な本業務について効率的な
業務運営を実施するため、募集審査事務の規模を精査するなど経
費の見直しを図りつつ、当該業務を委託

10
沿道一体整備事業
用地取得（十条）

12
都営住宅等管理業
務委託

都営住宅の入居者募集及び営繕などを行う本業務について、統一
性・信頼性を確保した入居者募集の実施及び都営住宅等の資産の
長期的な維持・保全を図るため、当該業務を委託

都市計画道路の整備と沿道まちづくりを一体的に進めることによ
り、都市基盤を整備するとともに密集市街地を改善する沿道一体
整備事業の用地買収を行う本業務について、経費の見直しを図り
つつ、当該業務を委託

13
都営住宅耐震化事
業

都営住宅の計画的な耐震改修を実施する本事業について、併存店
舗付住棟の耐震改修の促進を図るなど、平成32年度までに耐震化
率100％の目標を達成するため、当該事業を委託

（公財）東京都スポーツ文化事業団

（公財）東京都都市づくり公社

東京都住宅供給公社

（公財）東京都環境公社

赤潮と貧酸素水塊の発生メカニズムの解明などを進めるととも
に、東京湾の水質を改善するための対策案を検討する本研究につ
いて、一定の成果を得たため、委託を終了

15
東京湾の水質改善
に関する総合的研
究

14
高濃度光化学オキ
シダントの低減対
策に関する研究

光化学オキシダントの低減に向け、発生メカニズムの解明や都内
における原因物質排出量の推計などを行う本研究について、原因
物質の発生源の特定等を通じて今後の対策検討に活用するため、
当該研究を引き続き委託

16

東京都における
ヒートアイランド
現象等の実態に関
する研究

都内住宅密集地における暑熱環境の特性を調査し、暑熱環境を改
善するための対策案の検討及び暑熱対策設備の効果検証を行う本
研究について、一定の成果を得たため、委託を終了

－176－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

取 組 内 容局名 ・ 事業名

- 

85,666 
期

51,007 

47,461 

114,094 

126,320 

79,996 

76,065 

455,050 

495,429 

58,370 

41,510 
実

360,132 

386,978 

23,481 

23,054 
実

22,579 

92,682 
実 改

20
介護サービス情報
の公表

介護サービスの基本情報や運営情報等の公表及び当該情報の事実
確認のための訪問調査などを行う本業務について、客観性が担保
された適切な情報を公表するため、今後不足が見込まれる調査員
の養成を強化しつつ、当該業務を委託

17

東京都社会福祉保
健医療研修セン
ターの建物維持管
理

研修センターの建物の維持管理などを行う本業務について、都が
当該業務を直接実施することで、今後予定されている大規模改
修・更新工事等との調整業務の効率化が図れるため、契約手法を
見直し、特命随意契約を終了

18
福祉サービス第三
者評価システム

福祉サービスの第三者評価に関する評価機関の認証、評価者の養
成及び評価手法の制定などを行う本事業について、受審率の向上
や法改正等への対応を図るため、評価手法や評価項目の見直しを
図りつつ、当該事業を支援

19
事業者指定事務・
事業者情報提供シ
ステムの運営

介護サービス事業者の指定、指定情報のデータ化及び都民への情
報提供などを行う本業務について、効率的な業務運営を実施する
ため、クラウド型システムを導入することで財団におけるデータ
入力等の業務量の見直しを図りつつ、当該業務を委託

21
東京医師アカデ
ミー

都立・公立病院の総病床数等のスケールメリットと豊富な症例を
活用し、専門医を育成する本事業について、東京ＥＲ等を支える
専門臨床研修医の継続的な確保・育成のため、指導体制強化等の
見直しを図りつつ、当該事業を支援

22
ものづくりイノ
ベーション企業創
出道場

新製品の構想を持つ中小企業を対象に、新製品の開発から事業化
までの一貫した支援を行う本事業について、製品開発・事業化の
実現を通じた中小企業の高付加価値化及び自立化の促進を図るた
め、当該事業を引き続き支援

23
知的財産総合セン
ターの運営

中小企業による知的財産の創造・保護・活用の促進を目的に設置
された本センターの運営業務について、海外販路拡大の障害と
なっている類似商標等に係る取組を後押しする海外商標対策支援
事業を新設しつつ、当該業務を委託

24 デザイン実践事業

ワークショップや商談会等の開催を通じて、デザイン活用に関心
を持つ中小企業とデザイナーの交流機会を創出する本事業につい
て、デザインを活用した新規ビジネスの創出等、実践的なデザイ
ン活用を促進するため、当該事業を引き続き委託

25
施設の運営（補
助）神田・墨田・
多摩

創業を目指す者等を対象に、低廉な賃料で創業拠点を提供する本
事業について、施設の老朽化及び入居率の低下がみられる一部施
設を廃止しつつ、引き続き当該事業を支援

（公財）東京都福祉保健財団

（公財）東京都保健医療公社

（公財）東京都中小企業振興公社

－177－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

取 組 内 容局名 ・ 事業名

40,829 

40,829 
実

3,724 

4,464 

3,661 

3,373 

114,955 

111,958 

373,563 

462,280 

- 

1,378,876 
実 期

64,610 

49,274 
実

100,000 

30,000 
実

105,000 

130,000 
実

26
シルバー人材セン
ター等労働者派遣
事業

シルバー人材センター等に会員登録している労働者を派遣する本
事業について、高齢者が社会の担い手として活躍し続けられる環
境づくりのため、会員の就業機会の拡大や新規会員の増加を一層
推進しつつ、当該事業を支援

27
青年農業者確保育
成対策事業

就農を希望する青年等に対して就農相談や資金貸付などを通じた
支援を行う本事業について、関係機関との連携を図りながら就農
希望者等の円滑な就農に寄与するため、当該事業を引き続き支援

28
採種園・採穂園の
育成管理及び種子
採取業務等の委託

造林事業に用いる花粉の少ないスギ・ヒノキの種苗等の供給に向
け、採種園・採穂園における維持管理及び種子採種などを行う本
業務について、優良な種苗の供給を確保するため、当該業務を引
き続き委託

29
栽培漁業センター
の運営

減少しつつある水産資源の増大及び安定的な漁獲の確保に向け、
優良な放流種苗の生産や島しょ地区の漁協への配付などを行う本
業務について、島しょ地域における水産資源の維持や水産漁業の
活性化等を図るため、当該業務を引き続き委託

30
ウェブサイトによ
る情報発信

国内外からの旅行者誘致に向け、東京の観光情報を多言語で発信
するウェブサイト「ＧＯ ＴＯＫＹＯ」を運営する本事業につい
て、更なる訪都旅行者の獲得を図るため、コンテンツの充実、Ｐ
Ｒ強化等を一層推進しつつ、当該事業を支援

31

東京2020オリン
ピック・パラリン
ピックを契機とし
た東京観光ＰＲ

東京2020大会開催を契機とした「旅行地としての東京」の認知度
向上に向け、外国人旅行者を対象に観光ＰＲを行う本事業につい
て、大会前後を通じた計画的なＰＲ展開に向けて事業の再構築を
行うため、委託を終了

32
報奨旅行等誘致・
開催支援事業

報奨旅行主催者等を対象に、視察時の滞在費の支援や開催時のプ
ログラム提供などを通じて報奨旅行等の開催を誘致する本事業に
ついて、更なる誘致促進と東京の魅力発信を行うため、支援内容
の充実等を図りつつ、当該事業を支援

33
ユニークベニュー
施設の受入環境整
備支援

ユニークベニューの会場となる美術館や庭園等の施設を対象に、
イベントやレセプションの開催に必要な設備などの導入を支援す
る本事業について、ＭＩＣＥ誘致の更なる推進のため、当該事業
を引き続き支援

34
土砂災害警戒区域
等指定に係わる補
助業務委託

土砂災害警戒区域等の指定に必要な住民説明会の開催や基礎調査
結果の精査確認などの補助業務について、平成31年度上半期まで
の区域指定完了に向け、区市町村等との調整を迅速かつ適正に進
めるため、当該業務を引き続き委託

（公財）東京しごと財団

（公財）東京都農林水産振興財団

（公財）東京観光財団

（公財）東京都公園協会
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

取 組 内 容局名 ・ 事業名

19,591 

19,366 
期

44,020 

43,616 
期

235,489 

233,273 

378,799 

379,328 

897,768 

909,974 

732,815 

695,520 

2,449,290 

2,448,081 

299,323 

282,793 

35
上高田調節池保守
管理

妙正寺川流域を水害から守る上高田調節池の管理を行う本業務に
ついて、調節池清掃、機械監視設備保守、管理棟保守及び機器修
繕等の適切な保守管理を通じて都民の安全・安心を確保するた
め、当該業務を引き続き委託

36
地下道路施設管理
業務委託

新橋地下自動車道等９施設に係る維持管理などを行う本業務につ
いて、24時間体制での監視業務、換気設備の運転操作及び各設備
の点検業務等の適切な道路管理を通じて都民の安全・安心を確保
するため、当該業務を引き続き委託

37
新宿副都心広場等
管理委託

新宿副都心西口広場等７施設に係る維持管理などを行う本業務に
ついて、24時間体制での監視業務、換気設備の運転操作及び各設
備の点検業務等の適切な道路管理を通じて都民の安全・安心を確
保するため、当該業務を引き続き委託

38
都民防災教育セン
ター運営業務委託

都民防災教育センター３館（池袋・本所・立川）を運営する本業
務について、利用者の掘り起こしや都民の防災行動力の更なる向
上を図るため、開館日を拡大するとともにインストラクターを増
員しつつ、当該業務を委託

39
駅務機器の保守点
検業務委託

都営地下鉄各駅に設置された自動改札機等の駅務機器の保守点
検、故障時の障害対応及び消耗品の交換などの本業務について、
老朽化に伴う機器更新等に円滑かつ迅速に対応するため、当該業
務を引き続き委託

40
浄水場運転管理業
務委託

浄水場に係る運転管理を行う本業務について、24時間体制での監
視業務、施設・設備の点検業務及び維持保全業務等を通じて安全
でおいしい水の安定供給を図るため、当該業務を引き続き委託

41
お客さまセンター
運営業務委託

水道使用に係る各種受付や問い合わせ対応、調査・催告などを行
う運営業務について、利用者の利便性向上や受付業務等の効率的
運営のため、当該業務を引き続き委託

42
品川駅東口地区ほ
か再生水供給事業

再生水施設の運転管理、保全管理などを行う本業務について、都
市の貴重な水資源として良好な水質の再生水の安定供給を図ると
ともに都市の水循環の形成に貢献するため、当該業務を引き続き
委託

（公財）東京都道路整備保全公社

（公財）東京防災救急協会

東京交通サービス（株）

東京水道サービス（株）

（株）ＰＵＣ

東京都下水道サービス（株）
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Ⅴ 報告団体への支出評価【公表対象５件】
 （単位：千円）

平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

1,107,362 

757,061 
実

21,321 

20,638 

9,029 

9,139 
実 期

1,200,000 

1,975,000 

22,247 

21,889 

（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター

耐震診断・耐震改修等の実施に係る報告処理業務について、耐震
化の更なる推進に向け、報告内容を把握・管理し、適切な診断・
改修の実施を支援していく必要があるため、当該業務を引き続き
委託

5
不当要求防止責任
者講習業務委託

官民一体となった暴力団排除の機運が高まる中、暴力団から事業
者に対する暴力的要求行為等の被害を防止するため、金融機関等
に対して実施している講習の必要性・重要性は益々高まっている
ことから、当該講習を引き続き委託

局名 ・ 事業名 取 組 内 容

（公財）東京都私学財団

1

私立学校安全対策
促進事業費補助
（非構造部材耐震
対策工事補助）

私立学校施設における非構造部材の耐震対策への補助について、
大規模災害等の緊急時に児童生徒の安全を確保できる体制整備を
より一層支援するため、ブロック塀等の安全対策を対象とする補
助を拡充し、安全対策を一層推進

4

環状第６号線（西
五反田・下目黒）
整備事業における
街路築造委託

環状第６号線の一部区間における道路拡幅工事について、効率的
な事業執行と事業効果の早期発現を図るため、首都高速中央環状
品川線の工事に併せて、当該工事を引き続き委託

2
定期報告予備審
査・データ管理業
務委託

定期報告制度に基づく特定建築物及び防火設備の報告書の予備審
査、データ管理等の業務について、適正かつ円滑な制度運用を図
るとともに、建築物所有者への周知徹底を通じた報告率の向上に
向け、当該業務を引き続き委託

3
建築物の耐震性能
報告業務委託

首都高速道路（株）

（公財）暴力団追放運動推進都民センター
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Ⅵ 執行体制の見直しを伴う事業評価【公表対象２件】
 （単位：千円）

平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

14,646 

16,779 
改

24,410 

25,557 
改

2
郵送証明書発行業
務の集約・委託

証明書等の郵送受付・発行業務について、案件を所管する事務所
ごとに対応しているため、各所における同業務を集約し委託化す
ることにより、効率的な執行体制の構築と納税者サービスの向上
を実現

1
都税事務所内総合
窓口の設置・委託

各都税事務所の申告書等受付窓口について、税目別に窓口が分散
しているため、各所において大量・定型的な窓口業務を総合窓口
に集約し委託化することにより、効率的な執行体制の構築と納税
者サービスの向上を実現

取 組 内 容

主税局

局名 ・ 事業名
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Ⅶ 監査結果に基づき見直しを図る事業評価【公表対象３件】
 （単位：千円）

平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

37,444 

20,148 

3,240 

1,200 
特

12,420 

3,395 
特

1
情報システム台帳
の整備について

全庁最適化の観点から、各局の情報システムについて、システム
アセスメント等を効率的に行うため、従来より管理してきたシス
テム別の予算額等の情報に加え、開発委託先、更新予定時期等も
含めた全庁の情報システム台帳を整備

2

消防用設備につい
て速やかな改善措
置を講じるべきも
の

広尾病院における消防用設備点検で不備を指摘された項目につい
て、平成30年度に防火設備の修繕を実施したほか、31年度に具体
的な改善計画策定のための調査を実施し、改善を図っていくこと
で、病院利用者の安全性を確保

3

中央卸売市場

局名 ・ 事業名

自動火災報知設備
等の点検結果への
対応を適切に行う
べきもの

食肉市場における防火設備及び消火設備等に対する点検で不備を
指摘された項目について、平成30年度に対応可能な箇所の修繕を
実施したほか、31年度に交換が必要な部品の調査及び修繕を実施
することで、施設の安全性確保を早期に実現

取 組 内 容

戦略政策情報推進本部

病院経営本部
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Ⅷ 複数年度契約の活用を図る事業評価【公表対象23件】
 （単位：千円）

平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

66,786 

37,812 

79,536 

78,840 

394,858 

280,811 

40,364 

35,191 

69,231 

26,200 

23,162 

14,838 

280,267 

271,784 
特

7
院内保育室運営業
務委託

医師や看護師の離職防止対策等として実施する本業務委託につい
て、継続的な人材確保と専門的な知識・知見が求められる業務で
あるため、複数年度契約を活用することにより、安定的な履行体
制とノウハウの蓄積による高い履行品質を確保

5
交通需要マネジメ
ント（ＴＤＭ）広
報展開支援業務

東京2020大会時の交通需要の調整を目的とした本業務委託につい
て、大会に向けて都民への働きかけを戦略的かつ継続的に行う必
要があることから、複数年度契約を活用し、ノウハウの蓄積によ
る質の向上を図りつつ、効果的な広報を展開

6
女性の健康及び妊
娠・出産に関する
相談業務委託

女性の健康相談等を受け付け、適切な支援機関につなぐ本業務委
託について、専門的な知識・知見が求められる業務であるため、
複数年度契約を活用することにより、安定的な履行体制と継続的
な相談員の育成等を通じた高い履行品質を確保

取 組 内 容

財務局

病院経営本部

局名 ・ 事業名

1
都庁第二本庁舎建
物清掃委託

都庁第二本庁舎の建物清掃等を行う本業務委託について、施設に
応じた効率的な清掃等を行うため、複数年度契約を活用すること
により、安定的な履行体制とノウハウの蓄積による高い履行品質
を確保

2
東京都議会議事堂
建物清掃委託

都議会議事堂における建物清掃等を行う本業務委託について、施
設に応じた効率的な清掃等を行うため、複数年度契約を活用する
ことにより、安定的な履行体制とノウハウの蓄積による高い履行
品質を確保

都庁第二本庁舎及び東京都議会議事堂における諸設備の保守管理
を行う本業務委託について、施設に応じた効率的な保守を行うた
め、複数年度契約を活用することにより、安定的な履行体制とノ
ウハウの蓄積による高い履行品質を確保

生活文化局

3

都庁第二本庁舎及
び東京都議会議事
堂総合施設設備管
理業務委託

4
旅券申請等に関す
る電話相談業務委
託

旅券申請等に関する問い合わせに対応する本業務委託について、
旅券法等の知識が求められる専門的な業務であるため、複数年度
契約を活用することにより、安定的な履行体制と継続的なスタッ
フの育成等を通じた高い履行品質を確保

福祉保健局

オリンピック・パラリンピック準備局
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

取 組 内 容局名 ・ 事業名

513,766 

160,700 
実

239,621 

239,621 
実

108,321 

89,286 
実

50,800 

- 
改

28,448 

- 

47,040 

55,784 

421,486 

409,681 

915,438 

841,857 

275,922 

275,922 

教育庁

11 林道工事

林道の新規開設及び既設林道の機能向上等を実施する本工事につ
いて、円滑な事業実施を図るため、複数年度契約を活用すること
により、適正工期の確保等による計画的な工事実施と発注時期の
平準化を実現

革新的ベンチャービジネス創出に向け育成プログラムの提供等を
行う本業務委託について、受講から卒業後までの一貫した支援が
必要なため、複数年度契約を活用することにより、継続的な支援
体制の構築とノウハウの蓄積による効果的な支援を推進

8

未来を拓くイノ
ベーションTOKYO
プロジェクトに関
する業務委託

中小企業と大企業とのオープンイノベーションを支援する本業務
委託について、プロジェクトへの一貫した支援が必要なため、複
数年度契約を活用することにより、継続的な支援体制の構築と長
期的な課題にも対応した効果的な支援を推進

10
クールジャパン事
業の推進（コンテ
ンツ）

都内アニメーション制作会社等への海外展開支援を行う本業務委
託について、見本市出展に向けた２年間に及ぶ一貫した支援が必
要なため、複数年度契約を活用することにより、継続的な支援体
制の構築とノウハウの蓄積による効果的な支援を推進

9
青山創業促進セン
ター事業運営等業
務委託

産業労働局

12 治山工事

安全で住みよい定住条件の整備等に向けて森林の維持・造成を行
う本工事について、円滑な事業実施を図るため、複数年度契約を
活用することにより、適正工期の確保等による計画的な工事実施
と発注時期の平準化を実現

13
移転資金貸付金収
納等委託（単価契
約）

公共事業の施行に係る移転資金貸付金の回収を行う本業務委託に
ついて、専門的かつ長期的な対応が求められる業務であるため、
複数年度契約を活用することにより、安定的な履行体制と事例の
蓄積を通じた高い履行品質を確保

14

東京港４トンネ
ル・２橋梁施設運
転監視及び保守業
務委託

東京港の４トンネル、２橋梁に関する各種設備の運転監視等を行
う本業務委託について、高度な技能・技術が求められる業務であ
るため、複数年度契約を活用することにより、安定的な履行体制
と業務習熟による高い履行品質を確保

15
都立高等学校図書
館管理業務委託

都立高校図書館の管理・運営を行う本業務委託について、図書館
の運営を担う質の高い人材の確保が必要なため、複数年度契約を
活用することにより、安定的な履行体制とノウハウの蓄積による
高い履行品質を確保

16
中高一貫教育校給
食調理業務委託

都立中高一貫教育校の給食調理を行う本業務委託について、学校
給食の衛生管理に関する知識や専門技術等が求められる業務であ
るため、複数年度契約を活用することにより、安定的な履行体制
とノウハウの蓄積による高い履行品質を確保

建設局

港湾局
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

取 組 内 容局名 ・ 事業名

1,764,228 

1,576,472 

5,674,640 

5,697,497 

550,382 

534,399 

108,910 

116,624 

1,449,163 

1,291,168 

- 

- 

228,512 

222,491 

警視庁

17
特別支援学校給食
調理業務委託

都立特別支援学校の給食調理を行う本業務委託について、障害の
ある児童・生徒の状況に応じた調理が求められるため、複数年度
契約を活用することにより、安定的な履行体制とノウハウの蓄積
による高い履行品質を確保

18
スクールバスの運
行業務委託

都立特別支援学校のスクールバスを運行する本業務委託につい
て、障害のある児童・生徒の状況に応じたサービスの提供が必要
であるため、複数年度契約を活用することにより、安定的な履行
体制とノウハウの蓄積による高い履行品質を確保

19
次世代リーダー育
成道場海外渡航業
務委託

海外留学等を通じて将来を担う人材の育成を行う本業務委託につ
いて、事前研修、留学、事後研修を一貫して実施する必要がある
ため、複数年度契約を活用することにより、継続的な履行体制の
確保と効果的な留学プログラムを提供

20
東京都立多摩図書
館建物管理業務委
託

都立多摩図書館の施設管理、警備、清掃を行う本業務委託につい
て、施設に応じた効率的な管理を行うため、複数年度契約を活用
することにより、安定的な履行体制とノウハウの蓄積による高い
履行品質を確保

21
放置車両確認事務
委託

放置駐車違反車両の確認を行う本業務委託について、駐車監視員
による対応が求められる専門的な業務であるため、複数年度契約
を活用することにより、安定的な履行体制とケーススタディ等の
蓄積による高い履行品質を確保

22
交通安全施設整備
工事

信号機新設、信号線の地下線化等の交通安全施設整備工事につい
て、円滑な事業実施を図るため、債務負担行為（ゼロ都債）によ
る複数年度契約を活用することにより、適正工期の確保等による
計画的な工事実施と発注時期の平準化を実現

23
警視庁新橋庁舎ほ
か総合ビル管理委
託

新橋庁舎及び愛宕警察署庁舎の総合ビル管理を行う本業務委託に
ついて、施設に応じた効率的な管理を行うため、複数年度契約を
活用することにより、安定的な履行体制とノウハウの蓄積による
高い履行品質を確保
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Ⅸ エビデンス・ベース（客観的指標）による評価【公表対象20件】
 （単位：千円）

平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

120,000 

60,000 

196,061 

146,340 

18,899 

- 

9,949 

- 
実 改

774,746 

74,438 

1,122,917 

1,139,313 

73,900 

- 
実

33,730 

33,730 

6
テレビによる都政
広報

テレビを活用して都政広報を展開する本事業について、東京2020
大会を契機に東京の魅力をより広く発信するため、妥当性を検証
の上、既存の番組の見直しを図りつつ一層効果的・効率的な広報
を展開

7

取 組 内 容

都民安全推進本部

戦略政策情報推進本部

局名 ・ 事業名

1
自動通話録音機設
置促進事業

振り込め詐欺等の特殊詐欺対策として、自動通話録音機の設置を
促進している本事業について、特殊詐欺対策への気運醸成及び設
置世帯数の増加による被害防止を図るため、妥当性を検証の上、
本事業計画を延長・拡大

2
金融系外国企業発
掘・誘致事業

金融系外国企業の発掘・誘致に取り組む本事業について、東京に
おける資産運用業の活性化及びFinTech産業の育成を通じて「国際
金融都市・東京」の実現を図るため、妥当性を検証の上、誘致目
標数を引き上げ取組を強化

3
オープンデータ利
活用環境の高度化

都及び区市町村が公開するデータの検索・取得が可能な「東京都
オープンデータカタログサイト」について、データ利活用による
都民の利便性向上等を図るため、妥当性を検証の上、外部ソフト
ウェアが同サイトの機能を共有できるＡＰＩを追加

4

主税局ホームペ
ージＡＩチャッ
トボットサービス
環境構築委託

税務行政において、ＩＣＴ技術の活用により都民・納税者の利便
性の向上を図るため、妥当性を検証の上、人工知能（ＡＩ）技術
を活用したチャットボットを導入し、時間や場所にとらわれない
税務相談機能を構築

5 渋谷都税事務所

入居していた渋谷区総合庁舎は老朽化が著しく、区が実施した耐
震診断では、建物の耐震性能を表す構造耐震指標が震災時の活動
拠点としての基準値を下回っていたため、事業の妥当性を検証の
上、移転改築に向け建築工事に着手

主税局

オリンピック・パラリンピック準備局

生活文化局

東京都江戸東京博
物館

来館者の安全を確保するとともに、収蔵品を適切に展示・保管
し、東京の歴史や文化を着実に保存・伝承していくため、設備機
器の老朽化が著しい現施設について、事業の妥当性を検証の上、
大規模改修に向け設計に着手

都民の健康づくりやスポーツの普及、振興を目的とした本イベン
トについて、スポーツ実施率の低い20代から30代の女性に対し積
極的な参加を促すため、妥当性を検証の上、既存の経費の範囲内
でＳＮＳ等を活用した新たな広報手法を展開

8 TOKYOウオーク
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 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

取 組 内 容局名 ・ 事業名

4,484,422 

- 
実

19,701 

15,163 
実

302,802 

64,279 
特

44,412 

44,693 

30,819 

- 

52,848 

- 

267,452 

14,536 

87,735 

35,120 

11
多摩メディカル・
キャンパス

多岐にわたる高度で専門的な医療を提供する本キャンパスの再構
築に向けて、効果的・効率的な施設の整備・運営を行うため、妥
当性を検証の上でＰＦＩ方式を導入し、都民サービスと医療機能
の向上等を実現

家庭部門の温室効果ガス排出量について、東京都環境基本計画に
基づく削減目標を達成するため、妥当性を検証の上、エネルギー
消費量の大きい家電等の高効率機器への買替えを促す本事業を実
施して家庭の省エネ行動を一層促進

12
職業能力開発事業
の広報

職業訓練の目的、内容及び訓練施設等の広報を行っている本事業
について、職業能力開発に関する潜在的なニーズを喚起するた
め、妥当性を検証の上、広報媒体の見直しを図りつつより効果
的・効率的に情報を発信

13
西部公園緑地事務
所

敷地内に点在している建物を集約して新事務所を建設することで
効率的な業務運営等を図るため、施設の老朽化が著しい現事務所
について、事業の妥当性を検証の上、現地改築に向け設計に着手

14
都立桐ヶ丘高等学
校

チャレンジスクールとして、総合学科・単位制・三部制等の特色
ある制度に基づく多様な授業展開を引き続き行うため、施設の老
朽化が著しい現校舎について、事業の妥当性を検証の上、現地改
築に向け設計に着手

15
都立中野工業高等
学校

ものづくりに興味・関心のある生徒の進路実現を引き続き支援
し、ものづくり産業を担う人材を輩出するため、施設の老朽化が
著しい現校舎について、事業の妥当性を検証の上、現地改築に向
け設計を実施

16
都立村山特別支援
学校

肢体不自由特別支援学校として、障害のある生徒の生活や学習上
の困難を改善・克服するための指導・支援を引き続き行うため、
施設の老朽化が著しい現校舎について、事業の妥当性を検証の
上、現地改築に向け設計に着手

環境局

福祉保健局

病院経営本部

産業労働局

建設局

家庭のゼロエミッ
ション行動推進事
業

10
生活習慣改善推進
事業

「東京都健康推進プラン２１（第二次）」の目標に掲げる健康寿
命の延伸等の達成を目指し、生活習慣改善を促す普及啓発等を実
施する本事業について、プラン中間評価を踏まえ、妥当性を検証
の上、既存の取組を見直しつつ新たな普及啓発等を実施

9

教育庁

－187－



 （単位：千円）
平成31年度
予　算　額

平成30年度
予　算　額

取 組 内 容局名 ・ 事業名

12,770 

- 

2,334,660 

998,428 
実

2,342,855 

- 
実

142,589 

- 

17
モービルマッピン
グシステムの整備

18
総合情報処理シス
テムの更新

19 ヘリコプター

陸上からのアクセスが困難な地域に対する航空消防活動に用いら
れるヘリコプターについて、東京2020大会の開催を控え、平時の
消防力の維持及び大会時の万全な警戒のため、事業の妥当性を検
証の上、更新

20
緑出張所・上北沢
出張所・青戸出張
所

防災拠点としての機能強化と事務効率・都民サービスの向上を図
るため、施設の老朽化及び狭あい化が著しい現出張所について、
事業の妥当性を検証の上、移転改築に向け設計に着手

消防行政の基幹システムである本システムについて、都民サービ
スの向上及び消防行政の効率化を一層推進するため、妥当性を検
証の上、電子申請システム等の機能を導入することで効率的な各
種申請等を実現

交通事故発生時における現場見取図の作成に当たり、交通規制に
一定の時間を要しているため、妥当性を検証の上、モービルマッ
ピングシステムを導入することで迅速な図面化及び交通規制時間
の短縮を実現

警視庁

東京消防庁
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